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中国ロボット産業2026:量産と実戦の時代

キム・ギョンジン(金京鎮)

深圳のある工場で、数百台のヒューマノイドが同じ動作を繰り返します。ユニツリーとUBTECHの

量産競争、オプティマスのサプライチェーン、実戦配備の現場、そして米中技術覇権のなかで韓国

が立つ位置を見据えます。
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まえがき

全章を見る

次の章

2026年5月12日、王興興(ワン・シンシン)は自社が作ったロボットの上に乗りました。高さ2.7メー

トル、重さ500キログラム。二本の足で歩き、状況によっては四足の獣のように姿勢を変える機械

でした。Unitree(宇樹)はこれを世界初の量産型搭乗ロボットGD01と呼びました。映画でしか見ら

れなかった搭乗型ロボットが、試作品発表会の舞台の上に実際に立っていたわけです。

この本は、その舞台の裏側を扱います。

画面に映る巨大なロボット一台よりも、そのロボットが世に出るまで東莞と無錫の工場で何が起き

ていたのかが、この本の関心事です。誰が金を出し、部品の単価がどう下がり、政府がどんな文書

を発表し、米国は何を阻み、中国はその塞がれた道をどう迂回したのか。華やかな舞台照明ではな

く、ラインを抜けていく機体の数を数える仕事に近いものです。

まず、いくつかの数字を置いて始めます。ただし、これらの数字の出どころがどこなのかも併せて

記します。この分野で危ういのは、会社が発表した数値を検証済みの事実のように受け取ることだ

からです。

市場調査機関のOmdiaは、2025年のヒューマノイドロボット出荷台数の首位にAgiBot(智元)を挙

げました。5,168台でした。設立3年目の会社が世界1位に上ったという意味です。ほぼ同じ時期、

Unitree(宇樹)は自社のソーシャルメディアアカウントを通じて、2025年のヒューマノイド出荷台

数が5,500台を超え、本体の量産物量は6,500台を超えたと明らかにしました(会社発表ベース)。

Omdiaの集計とUnitreeの自社発表は、首位の座をめぐって食い違います。この本は、その食い違い

を縫い合わせずそのまま置いておきます。誰が本当の1位なのかよりも、なぜ二つの会社が同じ年に

5千台を打ち出せたのかのほうが、より重要な問いだと見るからです。

価格を見れば、その問いの重さがはっきりします。Unitreeは上場申請書に、ヒューマノイドロボッ

トの単価が2023年の59万3,400元(人民元)から2024年には16万6,400元に下がったと記しまし

た(目論見書ベース)。1年の間に72パーセントが抜けたわけです。100万元を呼び値としていた人

型ロボットが、1～2年で10分の1の価格まで下りてきました。かつては一日の賃貸料が2万5,000

元だった10万元のロボットが、1年後には2,199元で借りられるようになりました。中古取引プラッ

トフォームでは1,000元以下の出品も出ています。

この価格破壊が、この本の出発点です。そしてそのまま、この本を支える大きな問いへとつながり

ます。なぜよりによって中国で、なぜ今この事が可能だったのか。

答えの一筋は人です。ファーウェイ(華為)の天才少年出身である稚暉君(チーホイジュン)がAgiBot

を起こした決断。王興興が四足歩行の犬型ロボットから始めて人型へ移ったベッティング。BYD(比

亜迪)が自社の電気自動車工場に人型ロボット2万台を敷くと動く巨大製造資本の計算。こうした個

人と企業の判断を追っていくくだりで、この本はマイケル・ルイスのやり方を借ります。複雑な技

術と金融を一人のベッティングへ翻訳するやり方です。ただし、彼らを英雄として祭り上げはしま
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せん。稚暉君の5,100台の裏には検証されていない発表数値の影があり、王興興のIPOは上海取引所

の審査を通過する最中にも解くべき赤字の宿題を抱えています。ベッティングには常に危険が付き

まとい、この本はその危険を併せて記します。

答えのもう一筋は国家です。600億元規模の国家AI産業投資基金、北京と上海と深圳がそれぞれ

100億元ずつ積み上げたクラスターファンド、ロボットスタートアップのAI訓練費用を出してやる

訓力券(訓力券、計算力バウチャー)制度。そして「2025年に量産体系を構築、2027年に世界先進

水準に到達」と釘を刺した工業情報化部(MIIT)の指導意見。こうしたトップダウン設計を扱うくだ

りでは、クリス・ミラーのやり方を借ります。一つの物を国家間の力の移動として描き出すやり方

です。

この二筋が激しくぶつかるところが、米国と中国の間です。2025年4月4日、中国の商務部は、サ

マリウム、テルビウム、ジスプロシウムを含む中重希土類7種に輸出許可制をかけました。米国トラ

ンプ政権の関税に対する報復でした。これらの鉱物は、ロボットモーターに入る永久磁石の必須材

料です。発表直後、欧州市場でジスプロシウムの価格は1か月で3倍に跳ね上がりました。中国が世

界供給の90パーセントを握っており、他国の鉱物で代替するのが難しいのです。統制が自立を強制

し、制裁が競争相手を育てるということ。この本が繰り返し突く主題です。エヌビディアのチップ

を阻むと、ファーウェイのAscend(昇騰)シリーズの中国産チップ占有率が爆増した逆説が、その真

ん中にあります。

ここで韓国が登場します。ロボット密度世界1位の国である韓国は、この衝突のただ中でサンドイッ

チの身です。完成品の部品の韓国産化率は43パーセントにとどまります。減速機は76パーセントを

日本に依存し、永久磁石は88.8パーセントを中国に依存します。上には米国と日本の技術、下には

中国の単価と鉱物の間に挟まれた構造です。この本の最後の部は、そのジレンマを正面から扱いま

す。

資料について、一つ約束をしておきます。

この本のすべての記述は、三つを総合したものです。NotebookLMで引いてきた資料、インターネッ

ト検索で確認した最新の事実、そして執筆者の分析です。この分野は一か月単位で事実が変わりま

す。だから、文章を書く前にいつも検索を先に行います。企業が自ら発表した数値と、Omdiaや

GGIIのような独立機関が検証した数値を区分して記します。会社の発表は「会社発表ベース」、上

場書類は「目論見書ベース」と明かします。検索で確認できない内容は本文に置きつつ、別に表示

します。数字には、いつも基準時点を併せて付けます。

この本は結論を強要しません。

UnitreeのIPO資金に人民解放軍とつながる筋が表れ、米国が警戒している事実、会社が発表した出

荷台数が市場推定値を上回って疑いを買っている事実、価格が暴落した品目の大半が二足歩行ロボッ

トであり、玉石の選り分けが始まったという事実。こうした矛盾と亀裂を滑らかに縫い合わせる代

わりに、そのまま広げて置きます。判断は読む方の取り分です。

そしてこの本は、統計の本ではなく決定の本です。
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BOM曲線も、波動歯車減速機(ハーモニック)も、VLAモデルも、600億元の大基金も、結局は誰か

の決定へと還元されます。千台を作れば10万ドルだった原価が、百万台を作れば2万ドルへ下りる

曲線の裏には、それだけ打ち出すと決心した人々がいます。設計図は写せても、何万回も削ってみ

た手の感覚は写せないというダン・ワン(Dan Wang)の観点が、この本全体に敷かれています。ただ

し、この観点も絶対ではありません。アルゴリズムが参入の敷居を下げれば、コスト優位は狭まる

という反論も併せて記します。

王興興が乗ったそのロボットの価格について、会社のマーケティング担当者はこう言いました。今

公開されたものは予備の参考価格にすぎず、最終の量産モデルは変わりうる、と。価格はまだ決まっ

ていません。何が量産され、何が淘汰されるかも同じです。この本は、その決定が下されるただ中

を記録します。

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 Kim Kyung-jin. All rights reserved.

#金京鎮 #AIライブラリー #中国ロボット産業 #ヒューマノイド #ユニツリー #UBTECH #身体性知

能 #サプライチェーン #米中
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第1章 グローバル出荷台数の独占の実体と先頭企業

第1部 ヒューマノイドの台頭:企業・製品・市場地図

前の章

全章を見る

次の章

1. AgiBot(智元)の爆発的成長

設立3年目で年間出荷台数5,168台を記録し世界1位に上り詰めた秘訣と、ファーウェイの天才少年

出身、彭志輝(稚暉君)のプラットフォーム戦略

2026年3月31日、上海近郊のある作業場の中。コンベアの端から一台のロボットがラインを抜け出

します。遠征(�征)A3シリーズ、全身ヒューマノイドです。見た目には、その日に出た他の数百台

と変わるところのない機体です。ところが、この一台には製造番号が付きます。通算1万番目。会社

の人々はこの瞬間を「ラインオフ(下�)」と呼びます。ラインから降りて世の中へ出ていく、とい

う意味です。

この会社が初めて1,000台を記録したのは2025年1月です。5,000台を超えたのがその年の12月で

す。そして1万台を満たしたのが2026年3月末です。5,000台から1万台まで、三か月かかりました。

設立は2023年です。創業3年目の会社がやったことです。

AgiBot(智元机器人)が2025年の一年間に出荷したヒューマノイドは5,168台です。この数字は会

社が自ら発表したものではなく、英国の市場調査機関Omdiaが2026年1月に出した報告書に載った

集計です。Omdiaはこの物量が世界全体の約39%だと書きました。同じ報告書は2025年の世界全

体のヒューマノイド出荷台数を約1万3,000台と見積もりました。一年前より480%近く増えた規模

です。十台のうち四台近くが、AgiBotという一社のラインから出てきたわけです。

これがどの程度なのかは、米国の会社と比べてみると明確になります。テスラのオプティマス

(Optimus)、Figure AI、Agility Robotics。名前の重みでは世界最高峰級です。この三社が2025年

にそれぞれ出荷した物量は約150台前後と推算されます。テスラはオプティマスを外部に売ったこ

とがなく、社内テストの段階にとどまっています。中国の新興スタートアップ一社が、米国の代表

的な走者三社を合わせたものの数十倍を市場に注ぎ込んだのです。

この会社を実際に動かしている人物は二人です。一人は鄧泰華(�泰�)、ファーウェイ副総裁の出

身です。資本と経営、つまり金づると家計を握っています。もう一人が彭志輝です。ファーウェイ

が最精鋭の人材を選び抜くプログラム「天才少年(天才少年)」の出身であり、オンラインでは活動

名の稚暉君(稚�君)として数百万人の登録者を抱える技術インフルエンサーです。技術と外の世界

での知名度は、この人の役割です。

彭志輝がロボットを見る見方は少し風変わりです。彼はヒューマノイドを、一度作れば終わる完成

品とは見ませんでした。車輪のついたコンピュータ、つまりいつでも部品を取り替えられるプラッ

トフォームと見たのです。ハードウェアの仕様の一部をオープンソースで公開し、外部の開発者が
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AgiBotの骨格の上にロボットハンドや視覚センサーを自ら載せられるようにしました。ソフトウェ

アの側では、工場であれ店舗であれ、アルゴリズムさえダウンロードすればすぐに動く汎用オペレー

ティングシステムを敷きました。ロボットを売るのではなく、ロボットが動く土台を敷く戦略です。

この戦略が量産と出会って、金の重みが変わりました。AgiBotの内部は、ヒューマノイドの量産工

程に三つの敷居があると見ています。累計200台までは、作りながら同時にテストし基準を立てる

試作品の段階です。1,000台を超えると、高価な研究人材がラインから抜け、専門の作業者が工場

を独立して回します。5,000台を超えると、サプライチェーン全体で部品の単価が下がり始めます。

三つ目の敷居を越える間に、AgiBotは主力モデル、遠征A2の製造原価を年初比で半分に下げました。

ヒューマノイドで最も高価な部品は、関節を動かす高精度のアクチュエーターです。中が空洞の波

動歯車減速機(ハーモニック)、フレームレスモーターといったものです。これらを標準規格に統一

し、中国の中にすでに敷かれていた自動車部品のサプライチェーンをそのままロボットに引っ張っ

てきて使いました。

ここでBOM(Bill of Materials)という言葉が出てきます。ロボット一台を作るのに入る部品の値段を

すべて足した原価表です。この表の数字が生産量が増えるほど急に下がる現象を、BOM下落曲線と

呼びます。自動車やスマートフォンの業界では馴染みのある話ですが、人型ロボットでこれが実際

に作動することを初めて目で見せた会社がAgiBotです。実験室で職人が一台ずつ手で組み立ててい

た慣行が、工場で規模が単価を削る方式へと変わったのです。

製品群も一方に偏っていません。高性能のフラッグシップである遠征(�征)Aシリーズが1,742台、

コストパフォーマンスの汎用型である霊犀(�犀)Xシリーズが1,846台、小型作業用の精霊(精�)G

シリーズが1,412台。接客、エンターテインメント、スマート製造、物流仕分けといった五つの方

面の現場に満遍なく入りました。霊犀X2の最初の個人ユーザーとして俳優の黄暁明(黄�明)が名乗

りを上げ、話題になったりもしました。

ソフトウェアの野心はさらに大きいものです。AgiBotは上海AI研究所傘下のOpenDriveLabと共に

「AgiBot World」というデータセットを作りました。実際のロボット100台を動員し、家庭、工業、

物流、商業、科学研究の五つの環境で、人が遠くから操る遠隔操作(遥操作)の方式で100万時間を

超える軌跡データを集めました。このデータをもとに「GO-1」という汎用モデルを作り、オープン

ソースで公開しました。視覚と言語、そして潜在アクション(Latent Action)を一つに束ねた「

ViLLA」構造であり、人の言葉とロボットの物理的な動きの間の隙間を埋めようとする試みです。

この箇所は第二部で本格的に扱います。

金もそれだけ集まりました。AgiBotは創業2年半で十回を超える投資を受け、累計30億元(人民元)(

約5,700億ウォン)を集めました。2025年7月時点で企業価値はすでに150億元(約2兆8,500億ウォ

ン)を超えました。株主名簿を広げると、中国の産業資本の連合軍です。テンセント(��)、

JD.com(京�)のようなビッグテック、BYD(比亜迪)と上汽(SAIC)のような完成車、百度創投と高�

(Hillhouse)、セコイア・チャイナ(Sequoia、�杉)のような最高峰のVCが入っています。物流

(JD.com)、ITサービス(テンセント、百度)、自動車組立ライン(BYD、上汽)。ロボットが入る現場

を持つ会社が株主になったのです。生まれたときから、テストする工場と買う人を一緒に連れて始

めたわけです。
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2025年の売上は10.5億元(約2,000億ウォン)です。中国のロボット業界で最も速く「売上10億元

クラブ」に入りました。会社は資本市場でも道を広げています。2025年7月にA株上場企業、上緯

新材(上�新材、688585.SH)の持ち分を買収し、裏口上場(借�上市)で科創板(STAR Market)に入

る道を開き、香港証券市場への直接上場も併せて天秤にかけています。

ここまでが光です。影も同じ大きさです。10.5億元の売上は確かに大したものですが、初期の研究

開発費とサプライチェーンを内に取り込む設備投資、持ち分基盤の報酬費用を勘案すれば、この会

社が本当に純利益を出しているのかはまだ分かりません。もっと重要な問いが別にあります。これ

までに出た物量のかなりの部分は、現場検証、つまりPoC(概念実証)を目的とした出荷です。試験区

域に置いて回してみる機体です。これが工場が再び注文を入れる固定需要につながるかは、数字で

はなく時間が答える問題です。1万番目の機体がラインを抜け出る場面は華やかですが、その1万台

が今どこで何をしているのかは、また別の話です。

2. Unitree(宇�)のラインオフ記録と資本の成績

黒字を出す唯一の会社、9.9万元のロボットで価格を崩した頂点、そして73日でIPO審査を通過した

速さの裏側

王興興(王��)は1990年生まれです。2016年、彼が会社を立てたとき、登録資本金は10万元でし

た。日本のお金で約190万円ほど。機械工学の修士出身の若いエンジニアが杭州で始めた会社の名

前がUnitree(宇�科技)です。最初に作ったのは人に似たロボットではなく、ロボット犬、つまり四

足歩行ロボットでした。

10年が過ぎた2026年、この会社の社員は480人です。ところが2025年の売上は17億元に迫りま

す。社員一人が約356万元、日本のお金で5,000万円を超える売上を上げたわけです。似たような

段階のロボット会社なら、社員が十倍はいなければならない規模です。この会社が2025年の春節聯

歓晩会(春�)の舞台でロボットたちを群舞に立たせたとき、その放送は地球で最も多く見られたテ

レビ番組でした。その年に広告費として使った金は9か月間で2,257万元。ロボットが中国で最も大

きな舞台で踊れば、広告を買う必要がありません。

Unitreeが他の中国のロボット会社と決定的に異なる点は、金を稼ぐという事実です。この業界は赤

字が初期値です。莫大な研究開発費が売上を呑み込みます。ところがUnitreeは創業4年目の2020

年にすでに黒字に転じました。四足歩行ロボットを世界の各地に売って稼いだ金です。

2025年の成績表はさらに華やかです。売上17億元(正確には16.99億～17.08億元、約3,200億ウォ

ン)。一年前より約335%増えました。非経常損益を除いた純利益(扣非�利�)は5.91億元(約

1,120億ウォン)。売上総利益率(Gross Margin)は60%を超えました。ハードウェアを売る会社とし

ては珍しい収益性です。中核部品であるモーター、減速機、制御アルゴリズムを自らの手で作る垂

直系列化がなければ出てこない数字です。

(純利益の数字は出所ごとに少しずつ違います。会社の目論見書ベースで非経常損益を除いた純利益

は5.91億元、一般の純利益は2.78億～2.88億元と報道されます。基準が違うだけで、黒字だとい

う事実は同じです。)
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2025年はもう一つの分岐点でした。ヒューマノイドの売上(8.68億元)が史上初めて、もともと主

力だった四足歩行ロボットの売上を追い抜きました。全体の売上の51%を超えます。ロボット犬で

始まった会社が、人に似たロボットへと重心を移した年です。

このすべての引き金は一台のロボットでした。2025年2月、Unitreeは中国最大の電子商取引プラッ

トフォームJD.com(京�)で中型ヒューマノイド「G1」を売り始めました。価格が9.9万元。日本の

お金で187万円、ドルで1.4万ドル。わずか1～2年前までは産業用のフルサイズヒューマノイドは

100万元を呼んでいました。それを十分の一に叩いたのです。世界で初めて、完成品の商業用ヒュー

マノイドが1万ドル台に下りてきた瞬間です。

G1は身長127cm、体重35kgの小さな体です。ところが関節の自由度が23個から最大43個、最大

トルク120N・m、バッテリーで二時間ほど動きます。予約すれば45日以内に受け取れる供給速度

で、世界の大学研究所、AIアルゴリズム開発会社、アーリーアダプター市場に食い込みました。高

価な産業用ロボットの導入をためらっていた研究室が、負担なくG1を買ってアルゴリズムを試す「

機体」として使いました。Unitreeはこれらの機体から噴き出す実稼働データを受け取り、再び性能

を改善する循環構造を作りました。一度G1で開発環境を整えた研究室は、簡単に他の機種に乗り換

えません。これをロックイン(Lock-in)と呼びます。

ラインナップも緻密です。65万元の高性能H1、人の顔の要素を初めて写実的に入れた研究用H2、

そして2.99万元の小型コンパニオンロボットR1まで。すべての価格帯を掃除機のように吸い上げま

した。(G1の初期価格をめぐっては、資料ごとに8.5万元、9.9万元と分かれます。発売の時点と構

成によって設定価格が違っていたものと見られます。本文は最も広く引用される9.9万元基準です。)

それでUnitreeは2025年にヒューマノイドを何台出荷したのでしょうか。ここからは数字が分かれ

ます。会社が上海証券取引所の科創板(STAR Market)に出した目論見書(招股�)は5,500台以上だ

と書きました。車輪型を除いた純粋な二足(Bipedal)ヒューマノイド基準です。四足歩行まで合わせ

れば、年間の総生産物量は6,000～6,500台の水準です。この5,500台という数字で、Unitreeは自

分が世界1位だと言います。

ところがOmdiaは違うふうに数えます。Omdiaの2025年の集計では、Unitreeのヒューマノイド出

荷台数は4,200台、順位はAgiBotに次ぐ2位です。二つの会社は、誰が1位かをめぐって事実上争っ

ています。AgiBotはOmdiaの39%という集計を持ち出し、Unitreeは自分の目論見書の5,500台を

持ち出します。集計の基準が「ラインオフ(生産)」なのか「実際の引き渡し」なのか、車輪型を入

れるのか除くのかによって、順位がひっくり返ります。明確なのは、どちらも米国の会社すべてを

合わせたものよりはるかに多く作った、という事実だけです。

資本市場でのUnitreeの歩みは、ためらいのないものでした。2026年3月20日に科創板へ上場申請

書を出し、わずか73日後の6月1日に審査を通過(�会)しました。科創板が事前審査制度を導入して

以来、最も速い記録です。直前の記録を二週間以上早めました。今回の上場で集める金は約42億元

(約8,000億ウォン)。このうち20億元あまりを次世代の知能型ロボットモデル研究に、残りを本体

の性能を引き上げる仕事と新規製造拠点の建設に入れます。会社は年間19万台を打ち出せる生産能

力を目標にします。上場後の企業価値は、最低420億元から最大1,270億元(約8兆～24兆ウォン)

と推定されます。名実ともに、A株の流通ロボット第1号の上場企業です。
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株主名簿も華やかです。美団(美�)の系列が9.65%の持ち分で外部の最大株主であり、セコイア・

チャイナが7.11%でそれに続きます。テンセント、アリババ、アント・グループも入っています。

創業者の王興興は、上場を前にして議決権の68.78%を握っています。

技術エコシステムにおける位相も独歩的です。審査を通過した6月1日のまさにその日、エヌビディ

アのジェンスン・フアンCEOが、Unitreeの最新モデルを自社のロボット学習プラットフォーム「

Isaac GR00T」の公式リファレンスハードウェアとして採用すると明らかにしました。ブラックウェ

ル・アーキテクチャ基盤のJetson Thorを載せたこの機体は、2,070 TFLOPSのオンデバイス演算能

力を誇り、スタンフォード、チューリッヒ連邦工科大学のようなところに供給されています。

ところが、このすべての華やかさの下に二つの亀裂があります。縫い合わせずにそのまま記します。

一つ目の亀裂は地政学です。米国のシンクタンクFDDとIEEEの媒体は、Unitreeの資金の筋の一部が

中国人民解放軍(PLA)とつながっているという疑惑を出し続けています。これに伴い、米議会は

Unitree、AgiBotのような中国製ヒューマノイドの輸入と連邦調達を防ぐ「GUARD Act」「

Humanoid ROBOT Act」を相次いで発議しました。かつてDJIドローンに加えられた制裁が、ロボッ

ト産業で繰り返されうるという警告です。片方の手にはエヌビディアの採用という称賛が、もう片

方の手には議会の輸入禁止法案が、同時に置かれているのです。

二つ目の亀裂は、その5,500台がどこへ行ったのか、です。Unitreeの目論見書そのものが明らかに

した数字です。2025年1～9月のヒューマノイド売上の約73.6%が研究・教育用の販売でした。本

当の産業現場に入った割合は約9%、スマート製造分野の実際の売上は1,570万元にとどまりました。

会社が自ら「産業応用」に分類したものの中でも、接客や観光案内用が半分から70%を占めます。

生産ラインに据えられて働くロボットではなく、イベント会場で客を迎えたり道を案内したりする

用途だ、という意味です。ハードウェアは検証されたのですが、そのハードウェアが本当に工場の

労働を代替する仕事は、まだ始まりの段階です。Unitreeも目論見書で、ヒューマノイドの熱気が冷

め始めたと、汎用の商業化や短期賃貸市場が弱まればマージンがさらに押されうると警告しました。

これが、黒字を出す、ただ一つの会社が置かれた位置です。最も多く作り、最も安く売り、唯一、

金を稼ぎます。ところが、そのロボットの四分の三はまだ工場ではなく、大学の研究室にあります。

3. UBTECH(�必�)の産業参入路線

香港証券市場第1号のヒューマノイド企業がWalker S2で自動車工場を狙い撃ちする、そして高売上

と高赤字が共に積み上がるジレンマ

2025年12月末、広西チワン族自治区の柳州(柳州)のある生産拠点。自動車産業で有名な都市です。

式場の真ん中にWalker(Walker)S2ヒューマノイドが200台以上、列をそろえて整列しています。一

番前の一台はマフラーを巻いて短い踊りを踊ります。続いて別の一台が武術の動作を披露し、段ボー

ル箱を足で蹴ります。この日の主役は、通算1,000番目にラインを抜け出たWalker S2です。

最初のWalker S2が柳州工場から出たのが2025年6月です。1,000番目まで約六か月かかりました。

他の中国の会社も2025年にヒューマノイドを商業化しましたが、1,000台の生産高地を公に踏んだ

と発表したところはUBTECHが初めてだ、という評価が出ました。
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UBTECH(�必�)は2012年に深圳(深圳)で立てられ、2023年末に香港証券市場(港股)に上がった

「中国ヒューマノイド第1号株」です。この会社の道は、AgiBot、Unitreeとはまったく異なります。

前の二社が多く打ち出して広く撒くオープンプラットフォーム戦略であるのに対し、UBTECHは大

企業の実際の製造工場に深く据えられる、カスタム型の産業用ヒューマノイドにすべてを賭けまし

た。

Omdiaの集計でUBTECHの2025年の出荷台数は約1,000台、世界3位です。AgiBotやUnitreeの

5,000台台に比べれば、絶対の物量は少ないものです。ところが狙った市場が違います。UBTECH

が狙った場所は、最も荒っぽい現場である自動車組立ラインです。主力モデルWalker S2の一台あ

たりの価格は29.9万元(約5,700万ウォン)。Unitree G1のちょうど三倍です。

軽い教育用・研究用のロボットと違い、Walker S2は工場の荒っぽい電磁干渉に耐え、放電すれば

人の手なしに自らバッテリーを取り替え、交代勤務の時間に合わせて連続で働くように設計されま

した。身長176cm、体重70kg、全身52個の自由度。0～1.8mの全空間で15kgほどの重量物を安

定して運びます。視覚は中国国内で初めて純粋なRGB両眼立体視の方式を使い、第4世代の産業級の

器用な手(賢い手)は1mm以下の単位の操作と8万回の耐久性を検証されました。

実際の納入先とPoCのパートナーを見ると、名前の重みがあります。BYD(比亜迪)、フォックスコン

(Foxconn)、Geely(吉利)、アウディ・FAW(Audi FAW)、東風柳州自動車、FAW・フォルクスワー

ゲン青島、北京自動車新エネルギー、そして宅配会社のSF Express(順豐)まで。自動車組立ライン

でドアロック装置を検査し、部品の箱を仕分けて運び、微細なコネクターを締結する仕事。かつて

は人の手先の器用さと目利きがどうしても必要だった領域に、ヒューマノイドを差し込む戦略です。

UBTECHの本当の価値は、ヒューマノイドを「展示用のショールーム」から「実際の工場の労働者」

へと引き上げたところにあります。彼らは2024年末からBYDの工場にWalker S1を入れてPoCを始

めました。この現場でWalker S1は一人で動くだけにとどまらず、L4級の無人物流車、無人フォー

クリフト、スマート製造管理システム(MES)と5Gで連動し、資材を仕分けてラインへ運ぶ「異種機

器の協同作業」をやってのけました。

2025年3月には、Geely傘下のプレミアム電気自動車ブランド、Zeekr(��)の5Gスマート工場で、

一段高い実証を見せました。複数台のWalker S2が総組立工房、計器盤の区域、品質検査の区域に

散らばって、同時に精密組立と運搬をしました。驚くべき点は環境でした。人も耐え難い42°Cの

高温で、S2が24時間連続で回りました。放電すれば人の介入なしに3分で自らバッテリーを取り替

えるシステムのおかげです。工場の無人化の最も大きな障害の一つを取り除いたわけです。

複数台を一つに編む技術も衝撃を与えました。「BrainNet」アーキテクチャです。工場の中の複数

のロボットをクラウドとエッジ(端末側)コンピューティングで束ね、一つの知能網として統制しま

す。推論を担う「スーパー大脳」が工場の生産指示を理解して各ロボットに任務を分けると、トラ

ンスフォーマー基盤の「知能型小脳」がそれをリアルタイムの動作に変えます。個別のロボットが

ラインの異常を自ら感知し、数十台が互いの動線と進行状況をリアルタイムで分かち合いながら協

同します。「単一ロボットの納入」から「生産ライン全体の知能型労働力の提供」へと事業モデル

を移したのです。
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受注は急に積み上がりました。ただ、ここで資料の間の違いをはっきり記しておきます。UBTECH

本社の発表ベースで、2025年初め以降のWalkerシリーズの累計受注額は8億元(約1,500億ウォン)

を超えました。このうち2025年9月に結んだ2.5億元(約470億ウォン)の単一契約はその年の最大

規模であり、自貢(自�)のデータ収集センターにWalker S2を入れる1.59億元の契約が二番目に大

きいものでした。一部の中国の媒体とNotebookLMの資料は、累計受注を11億～14億元とより高く

見積もります。集計の時点と含む範囲の違いと見られ、本文は会社の公式発表である8億元台を基準

に記します。2025年の一年間のWalker S2の実際の納入は500台を超え、通算の生産は1,000台を

突破しました。

華やかな受注と大企業への納入の裏には、解かねばならない重い宿題があります。UBTECHは典型

的な高売上・高赤字(High-Revenue, High-Loss)の構造です。2025年上半期の売上は6.21億元で一

年前より27.5%増え、純損失は前年の5.4億元から4.4億元へとやや減りました。しかし2024年の

一年だけで11億元を超える純損失を出し、最近5年の累計赤字が50億元(約9,500億ウォン)を超え

ました。Unitreeが60%の売上総利益率で毎年数億元を残すのとは正反対の風景です。

この違いは、二つの会社が何に金を使うのかから来ます。UBTECHの2025年の研究開発費は5億元

を超え、売上の25.4%に達しました。4年累計の研究開発投資が19億元です。産業用の高性能ハー

ドウェアを作り、顧客ごとに異なるラインに合わせて一つひとつカスタマイズするのに、天文学的

な費用が入ります。それでUBTECHは、底の抜けた甕に水を注ぐように、頻繁な資金調達で持ちこ

たえます。上場以降、2024～2025年のわずか1～2年の間に五回(2024年8・10・11月、2025

年2・7月)の新株発行と有償増資をし、こうして集めた金だけで45億香港ドル(約8,000億ウォン)

を超えます。現金消尽の速さ(Burn Rate)があまりに速いため、受注が売上として丸ごと計上され、

量産で一台あたりの原価が急激に下がるまでは、資本市場の輸血なしに持ちこたえにくい構造です。

UBTECHは2026年の年間生産能力を5,000台、2027年には1万台まで引き上げるというロードマッ

プを稼働させています。結局、この会社の未来は、今進行中の大企業のPoCと初期の納入物量が、

工場の全面的な商業稼働(Commercial Deployment)の段階へ移れるか、それでいつ赤字の輪を断ち

切れるかにかかっています。

三つの会社が見せる数字の罠

本を書いたり産業を見通したりするとき、必ず取り除かねばならないものがあります。媒体と企業

が注ぎ出す「数字の錯視」です。

2025年のグローバル・ヒューマノイド市場は、AgiBot(5,168台出荷)、Unitree(5,500台以上出荷)

、UBTECH(1,000台生産)をはじめとする中国企業が上位六つの席をまるごと占めたかのように見え

ます。Omdiaの上位10位の中で4～6位はLeju(�聚)、EngineAI(�擎)、Fourier(傅利叶)が続きま

した。米国の会社は名簿の上の方にほとんどありません。2026年の中国の中のヒューマノイド生産

目標をすべて足せば10万台を超える、という楽観論も出ます。BYD一社だけでも、2026年に自社

の工場に自前のロボット2万台を配置すると言います。

しかしデータの裏側を精密に見れば、「ラインオフ(生産)」と「引き渡し(納入)」、そして「実際

の商業稼働」はまったく異なる段階です。
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これまでに出た1万3,000台あまりのロボットの絶対多数は、24時間回る産業ラインに固定配置さ

れたものではありません。大企業の工場の片隅の試験区域で稼働テストを受けるPoC用の在庫であっ

たり、研究機関の貸出用、アルゴリズム学習用の実訓機器です。Unitreeの目論見書が明らかにした

73.6%対9%の比率が、その証拠です。企業が数億、数十億元の受注を発表しますが、これはガイ

ドライン性の協約であったり、分割納入の契約である場合が多いものです。今すぐ工場で回る実戦

配置の規模は、世界全体を通じてもまだ「数百台の水準」にとどまっています。契約書の数字が、

すなわちロボットの完全な現場での自律駆動を意味するわけではありません。

それで2026年現在のバランスの取れた視角はこうです。中国企業が莫大な資本と堅固な国内のサプ

ライチェーンを武器に、ハードウェアの「量産およびコスト削減の臨界点」を世界で最も先に破っ

て入ったことは否認できません。しかし、この巨大なハードウェアの軍隊が実際の現場で人間の労

働者を代替してコスト対比の効率を証明し、各社が自生的な黒字の構造を長く維持できるかは、

2026年下半期から本格化する大規模な量産ラインの成績表を通じて、ようやく見分けられるでしょ

う。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 Kim Kyung-jin. All rights reserved.

#金京鎮 #AIライブラリー #中国ロボット産業 #ヒューマノイド #ユニツリー #UBTECH #身体性知

能 #サプライチェーン #米中
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第2章 技術から市場へ:10万元以下の超低価格時代

第1部 ヒューマノイドの台頭:企業・製品・市場地図

前の章

全章を見る

次の章

1. 9.9万元が引き起こした価格破壊

2025年2月のある日、中国最大の電子商取引プラットフォームである京東(JD.com)の商品ページ

に、ロボットが一台上がりました。身長127センチ、体重35キロ。両手は基本仕様から外れていま

した。画面の片隅に価格が出ました。9万9千元。韓国ウォンでおよそ1,870万ウォン。横には「45

日以内に納品」という文句が添えられていました。

買い物かごに入れ、決済し、一カ月半待てば、人の形をしたロボットが家の前に来るという話でし

た。ノートパソコン一台の値段に自動車一台の値段を足したくらい。それがヒューマノイドの新し

い値札でした。

一年前まで、この品物はそんなふうに買うものではありませんでした。

産業用フルサイズ人型ロボットの平均価格は100万元を超えていました。韓国ウォンで1億9千万ウォ

ン。ボストン・ダイナミクスのAtlasは12万ユーロ、1億7千万ウォンを超えていました。ロボット

は買う品物ではなく、研究費を取って導入する装備でした。大学の実験室や大企業の研究所が稟議

書を上げ、決裁が下りれば数カ月待って入れる資産でした。その資産が一、二年で十分の一に落ち

ました。

この転落にとどめを刺した機体が、Unitree(宇樹)の中型ヒューマノイドG1でした。

ここで事実を一つ正確に押さえておかなければなりません。G1というモデルそのものが世に初めて

出たのは2025年2月ではなく、2024年5月です。杭州のUnitreeがG1を発表しながら掲げた価格が、

最初から9万9千元でした(南方都市報の報道ベース)。2025年2月に起きたことは、そのG1を一般

消費者が京東で直接買えるよう、オンライン販売を開いたことです。NotebookLMの資料の一部が

「2025年2月発売」と記したのは、このオンライン販売開始の時点を発売と見たものですが、正確

には発表は2024年5月、一般販売開始は2025年2月です。本書はこうした日付をぼかしません。

G1は安いからといって張り子の虎ではありませんでした。畳めば69センチまで縮むコンパクトな体

に、関節の自由度(DOF)を23個から最大43個まで入れました。膝関節は最大120ニュートンメート

ルのトルクを出しました。指三本に、力と位置を同時につかむハイブリッド制御(force-position

hybrid control)を載せた賢い手は、選択仕様でした。その手で卵をつまみ、瓶のふたを開けました。

目の役割をする3Dライダー(LiDAR)を自前で搭載して360度を見渡し、9,000ミリアンペア時のバッ

テリーで二時間もちました。
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世界ロボット大会(WRC)の舞台で、G1は人とボクシングをしました。拳を避け、当たり、また立ち

上がりました。その映像が世界中に広がりました。Unitreeが狙ったのがまさにそれでした。ロボッ

トを大事に飾っておく研究室の資産から、叩かれてもいい実験道具へと引きずり下ろすこと。ボク

シングをして倒れるロボットは、高くてはいけませんでした。

王興興(ワン・シンシン)Unitree代表は、G1を発表しながら、その年の暮れにヒューマノイドと四足

歩行の両方で技術的突破が来るだろうと言いました。自信の根拠は価格でした。安く多く売れば、

その上にデータが積み上がり、データが積み上がればロボットが賢くなる。その循環の最初のボタ

ンが9万9千元でした。

原価曲線という物理法則

9万9千元という数字が奇跡のように見えますが、ほどいてみれば奇跡ではなく公式です。中国のロ

ボット業界が口をそろえて唱える原価曲線があります。量産台数が増えれば、一台あたりの原価が

階段のように落ちるという公式です。

千台を作れば、一台あたりの原価がおよそ10万ドルです。一万台の量産体制に入れば半分に落ちて

5万ドルになります。百万台という臨界点を越えれば、初期比で70～80パーセントが抜けた2～3万

ドル線に届きます。「一万台で半分、百万台で四分の一。」これが人型機械の原価曲線の基本の勘

定です。

ヒューマノイドの原価はどこに偏っているのでしょうか。1.6メートル、48自由度のロボットを基

準に見ると、回転アクチュエータが全体の32パーセントを食います。直線アクチュエータとねじが

18パーセント、感覚システムが12パーセント、演算システムが8パーセント、残りのハウジングと

雑部品が30パーセント前後です。関節を動かす駆動部品が原価の80パーセント以上を占めます。ロ

ボットを安く作るには、結局は関節を安く作らなければならないという意味です。

ここで中国の本当の武器が出てきます。部品の自国生産です。人型ロボットのモーターに入る自国

製のフレームレストルクモーター(無框力矩電機)は、海外の競合製品より30パーセント安かった。

精密制御を担う減速機の自国生産率は、初めは10パーセントにも満たなかったのですが、最近45パー

セントまで上がってきました。脚関節の直線運動を担う遊星ローラーねじ(planetary roller screws)

は、手作業に頼っていた頃は一個あたり1.2万元でした。杭州一帯に年産100万個規模の専用生産基

地が建ち、機械加工に変わるにつれ、業界はこの単価を635元まで落とすという目標を掲げました。

95パーセントの引き下げです。

原価の比重の推計は、報告書ごとに食い違います。あるところは遊星ローラーねじの比重を35パー

セントまで見積もり、あるところは感覚システムに1万5千ドル、アクチュエータに8千ドル、AIモ

デルとソフトウェアライセンスに1万2千ドルを割り当てます。推計する機関ごとに数字が違います。

その違いそのものが、この産業がまだ標準化以前の段階だという証拠です。削ってみた人が十分に

多くなければ、原価がいくらなのかさえ合意ができません。

モルガン・スタンレーは、2026年の中国国内のロボット生産原価が前年比で16パーセントさらに

落ちると見ました。2035年になれば、中核部品の価格が2025年の30パーセント水準まで暴落する

という見通しも出しました。
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Unitreeはこの曲線を、言葉ではなく出荷台数で証明しました。同社が上海証券取引所に提出した目

論見書(prospectus)によれば、2025年の二足ヒューマノイド出荷台数が5,500台を超えました(車

輪型・四足歩行を除く、会社発表ベース)。四足歩行を含めた総産出量は6,000台を超えました。同

じ年、テスラのOptimus、Figure AI、Agility Roboticsは、それぞれ年間150台前後を出しました。

米国の三大企業を全部合わせても、Unitree一社の足の先にも及びませんでした。

ここでも正直に記すことがあります。誰が世界一かをめぐって争いがあります。市場調査機関の

Omdiaは、AgiBot(智元)を一位に挙げました。2025年に5,168台出荷、世界市場の39パーセント。

一方Unitreeは、自社の目論見書で約5,500台を出荷したと明らかにしました。一方は独立機関の集

計、一方は会社自身の申告です。どちらも米国企業すべてを合わせたより多く作ったという事実は

同じです。ただ、一位の座は二つの会社が互いに自分のものだと主張します。本書はどちらの手も

上げません。出所の性格が違う数字を、同じ天秤に載せることはできないからです。

2. 研究・教育用市場という二番目の戦争

Unitreeが9万9千元を投げ込むと、中国の数多くのロボットスタートアップが同じ場所へ駆けてい

きました。ただ、彼らが狙った的は工場ではありませんでした。大学の研究室とAI開発者でした。

なぜ工場ではなかったのでしょうか。

工場は厄介です。物流倉庫や組立ラインにロボットを入れるには、99.9パーセントに近い作業信頼

度が必要です。止まらずに回らなければならず、既存の工場管理システム(MES)と一つの体のよう

にかみ合わなければなりません。これを合わせるのに、天文学的な最適化費用と長いテスト期間が

かかります。新興企業には抱えきれません。

研究室は違います。大学の研究所、アルゴリズム開発会社、教育機関が望むのは、機械の完璧さで

はありません。安くて使えるハードウェアのテストベッドです。アルゴリズムを回してみて、論文

を書き、学生を教える体が一つあれば足ります。止まっても構わないし、壊れたら直せばいい。

そこで中国企業は、数万ドルの米国産ロボットを買う気になれずにいた世界中の研究者に、破格の

値段で自社のロボットを抱かせました。すぐに現金が回りました。それより大事なことがありまし

た。そのハードウェアの上で外部の開発者がAIを訓練し始めたということ。一度ある会社のロボッ

トとAPIで研究を始めた人は、次の研究も同じ機体でします。スマートフォン市場で安価なAndroid

が世界中の開発者エコシステムを吸い上げたのと、まったく同じ原理です。名づけてロックイン

(lock-in)戦略です。機械を売るのではなく、エコシステムを植える仕事でした。

LimX:一つの体で三つになるロボット

この戦略の最前線に、深センに本社を置くLimX Dynamics(逐際動力)がありました。2022年に設立

されたこの会社は、初めCL-1というモデルで、険しい地形の二足歩行や階段上りのような高難度の

運動制御を立証しました。その技術力で、SAIC、NIO、京東から資金を引いてきました。

実弾をたっぷり装填したLimXが2025年12月に出したのが、研究用モジュラーロボットTron 2でし

た。
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Tron 2の芸は変身です。一つの体で三つになります。二本の脚で歩く二足モード、車輪のついた脚

で転がるホイールレッグ(wheeled-leg)モード、そして脚を外して腕だけを使う純粋なロボットアー

ムモード。7自由度の腕は70センチまで伸び、片腕で10キロ、両腕合わせて60キロを支えます。ホ

イールレッグモードでは秒速5メートルで走り、20センチの段差を越えます。インテルi7の演算ユ

ニットに2テラバイトの保存領域まで載せました。

それでいてEDU版の価格が約6,800ドルでした。韓国ウォンで900万ウォン前後。大学院生が研究

費で気軽に手を出せる値段で、二足歩行と車輪移動とマニピュレーションを一つの機体ですべて実

験させてくれたのです。未来のロボットエンジニアが学生時代からLimXのソフトウェアに手が馴染

むようにする設計でした。

LimXはこの戦略で2026年2月に2億ドル規模のシリーズBを呼び込みました。累積投資額が約2億

9,600万ドルに達します。投資家の名簿が目を引きます。SAIC系列の上汽資本(Shangqi Capital)と

NIO Capitalが再び入り、京東が物流倉庫の配備ルートを狙って新規に加わりました。電気自動車と

物流の大企業が一つのロボット会社に同時に資金を入れた理由は明らかです。自分の工場と倉庫に

このロボットを入れたいのです。

ただ、LimXの高価格ラインOliは趣が違います。165センチの身長に31自由度を備えたフルサイズ

の商用モデルで、価格帯は2万5千ドル前後です。安いTronで研究室を敷き、高いOliで産業現場を

狙う二層構造です。

EngineAI:5,400ドルという底

LimXより一歩さらに下りて底を掘った会社が、EngineAI(�擎)です。2023年10月に深センで設立

されたこの会社を率いる人物は、趙同陽(チャオ・トンヤン)です。XPeng(小鵬)のヒューマノイドプ

ログラムPX5を率いて出てきた人物です。自動車会社で人の形をしたロボットを作ってみた手が、

ロボットスタートアップに移ってきたわけです。

EngineAIの武器は速度と価格でした。最初の製品SA01二足ロボットが2024年7月に出ました。研

究・教育用で、価格が約5,400ドルでした。続いて2024年10月にフルサイズのSE01、12月に

PM01が次々と出ました。設立されて一年も経たずにラインアップを三つ敷きました。

EngineAIが世間を驚かせたのは価格だけではありませんでした。歩き方でした。

従来のロボットたちは、膝を曲げたままちょこちょこ歩きで歩きました。ボストン・ダイナミクス

のAtlasがそうでした。EngineAIのSE01は違いました。エンドツーエンド(end-to-end)のニューラ

ルネットワークで歩行を最適化し、膝をぴんと伸ばして大きな歩幅で、腰をまっすぐ立てたまま上

体を自然に揺らしながら歩きました。人のように歩きました。その映像がソーシャルメディアに乗っ

て広まりました。油圧シリンダーで動いていた機械式の歩みを、ソフトウェアが追いついたという

称賛が降り注ぎました。アルゴリズムの映像一本が、そのままマーケティングでした。

本当の刃は、もっと下のラインアップに隠れていました。EngineAIの公式資料によれば、科学・教

育用のSA01 EDUはたった3.85万元、約5,400ドルです。会社はこの価格を「世界の人型市場の最

低価格を新たに書き換えた」と記しました。5千ドル台は、まずまず高スペックのノートパソコンや

産業用センサー一つの値段です。その上にPM01が約1万3,700ドル、フルサイズのSE01が2万から
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3万ドルの間に上がります。

ただ、SE01の価格は資料ごとに幅が大きい。NotebookLMのカードの一部は1万2千ドルと記しま

したが、2026年現在、いくつもの仕様データベースや外国の報道はSE01を2万～3万ドル台で記録

します。自由度もまた、初期の発表と違って32自由度に整理されました。発売直後の宣伝価格と実

際の販売価格が分かれることは、この市場ではよくあります。本書は、いちばん最近の、独立して

確認される数字に従います。

EngineAIの勘定はLimXと同じでした。5,400ドルのSA01を研究室にばらまいて裾野を敷き、その

上で作られたアルゴリズムで上位モデルの知名度を引き上げること。トリクルダウン

(trickle-down)です。資金もついてきました。2024年8月に約1,400万ドルのエンジェル投資を受

け、2025年2月には中東資本が入った2,800万ドルを追加で呼び込みました。2025年に1,000台

以上の量産、2026年に黒字転換が目標でした。

内巻という影

ここまでだけ見れば、わくわくする話です。安いロボットが敷かれ、研究が爆発し、投資が押し寄

せます。Unitreeのロボットたちは、すでにオックスフォードやスタンフォード、カーネギーメロン

のような西側最上位の大学の研究室を占領しました。その大学から出るロボット制御の論文のかな

りが、中国産の機体を基準にします。清華大学と北京大学、上海AI実験室は、実際の機体で膨大な

視覚・言語・行動(VLA)データをかき集めます。安いハードウェアが革新の燃料になったことは明

らかです。

ところが別の面があります。

140を超える製造社が、330種を超える似たり寄ったりのロボットを吐き出します。互いに価格を

削ります。中国にはこれを指す言葉があります。内巻(過当競争)。内へと巻き込まれながら、自分

の身を削るという意味です。産業現場の本当の購買力がまだ熟していないのに、投資金と政府補助

金に頼ったスタートアップたちが、単価だけを下げて張り子のハードウェアを押し出します。

Unitreeは2025年7月にR1を3万9,999元、約770万ウォンで出しました。G1の半分です。松延動

力(松延�力)のBumiは1万元を下回りました。EngineAIのSA01は5,400ドルです。底がどこなのか、

誰も知りません。

中国の国家発展改革委員会(発改委)でさえ、過剰生産とR&D資金の圧縮の危険を公に警告しました。

政府が育てた産業を、政府が過熱を心配する格好です。

だからこの超低価格の絨毯爆撃は、両刃の剣です。一方の刃はエコシステムを育てます。もう一方

の刃は、作る会社の身を削ります。そして本当の勝負は、機械を何台多く売るかではありません。

誰が世界中のロボット研究者を、自分のソフトウェアフレームワークとOSに縛りつけるかです。

AgiBotの元�(げんけい)エコシステム、アリババのQwen-Robot Suiteが狙うのがそれです。ハー

ドウェアのチキンゲームは序幕です。本番のゲームはプラットフォーム覇権です。

9万9千元のロボットがボクシングのリングで拳を避けていたあの映像は、実ははるかに大きな戦い

の入場券だったわけです。
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第3章 モビリティ・ビッグテック資本の流入と工場のロボット化

第1部 ヒューマノイドの台頭:企業・製品・市場地図

前の章

全章を見る

次の章

1. 完成車メーカーによるロボット内製化の試み

2026年6月10日、何小鵬(ホー・シャオポン)は会社で役職をもう一つ引き受けました。XPeng(小

鵬)の会長兼最高経営責任者である彼が、この日からロボット事業部を自ら率いると宣言したのです。

上場企業のトップが新規事業部門を自ら取り仕切ると名乗り出るとき、理由はたいてい二つしかあ

りません。その事業が傾いているか、あるいは会社の未来だと信じているか。何小鵬の場合は後者

でした。彼は自分の時間と評判をヒューマノイドロボットに賭けたのです。

目標の時期は明確でした。ロボットの名はIRON、量産開始は2026年第4四半期、顧客への納入は

2027年。広州の天河区(てんがく)には、すでにロボット専用工場が建ちつつありました。2026年

2月に着工した約11万平方メートル規模の建物です(XPeng発表ベース)。サッカー場二十面分を合

わせた広さです。地面を掘り始めてからロボットを打ち出すまで6カ月から9カ月。ロボット業界で

誰もやったことのない速さです。

この賭けの背景には、中国の電気自動車業界を貫く一つの事実があります。ヒューマノイドロボッ

トと自動運転の電気自動車は、部品をほぼそのまま分け合います。周囲を認識するライダー(LiDAR)

と3Dビジョンカメラ、関節を動かす高性能モーター、そしてそのすべてを制御するAI演算チップ。

どれも電気自動車のために磨かれた部品です。ロボットの大脳の役割を担うVLA(視覚・言語・行動)

モデルさえ、自動運転向けのニューラルネットワークから枝分かれして生まれました。

XPengが11月のAIデーで公開したIRONを見ると、この転用がどこまで来たのかがわかります

(XPeng発表ベース)。身長は170センチ未満。脊椎と筋肉をかたどった骨格に柔らかい外皮をかぶ

せ、頭には3D曲面ディスプレイが埋め込まれています。片手の自由度は22。人の手のように繊細に

動きます。演算は自社開発のチューリングAIチップ三つが担い、合算性能は3,000 TOPSに達しま

す。舞台上のIRONの歩き方があまりに自然で、中に人が入っているのではないかという論争がしば

らくインターネットを熱く沸かせたほどです。

XPengがここまで急ぐのには理由があります。電気自動車市場が血を流しているからです。中国内

需の出血競争、いわゆる内巻化(過当競争)によって電気自動車一台あたりの利益が底をはう状況の

なかで、ロボットはすでに敷いた製造設備をもう一度回す新たな収益源になります。自動車を売っ

て積み上げた大量生産のノウハウを、今度はロボットの単価を下げることに注ぎ込むという計算で

す。2030年までに100万台。これが何小鵬が掲げた数字です(XPeng発表ベース)。ただし外部顧客

向けの価格も、納入の日程も、まだ出ていません。初期の数量はすべてXPeng自身の工場に入りま

す。
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XPengが自ら造る道を選んだとすれば、Nio(蔚来)とGeely(吉利)は別の道を行きました。うまく造

る会社を買ってしまう道です。

2026年2月、深圳のロボット企業LimX Dynamics(逐際動力)が2億ドル規模のシリーズB投資を完了

しました。ここで一つ正しておくことがあります。このラウンドを誰が主導したのかをめぐって、

資料によって話が分かれます。NotebookLMの資料はNioキャピタルと上海汽車(SAIC)が共同で主導

したと記していますが、2026年2月の発表を扱った報道は別の絵を描きます。今回のラウンドを新

たに埋めたのはJD.com、アブダビ系のストーン・ベンチャー、東方富海といった新規投資家であり、

NioキャピタルとSAIC系列の尚頎資本は、既存株主として持ち分を増やした側でした(LimX発表およ

び複数メディア報道ベース)。主導と追加出資は重みが違います。より信頼できる一次報道に従い、

二つの自動車資本はLimXを早くから目をつけ、今回賭けを大きくした既存投資家と記すほうが正確

です。

名前を量ってみると、興味深いところがあります。Nioキャピタルのマネージングパートナーは

William Li、すなわちNioの創業者であり会長です。自動車を造る人がロボット企業の大口の出資者

として座っているわけです。LimXは、荒れた地形を越える歩行能力と動的制御技術で名を上げた会

社であり、フルサイズのヒューマノイド「Oli」は2025年7月から15万8千元(約2万2千ドル)で事

前注文を受け始めました(LimX発表ベース)。身長165センチ、バッテリーを含めて55キロ未満、自

由度31。自動車資本がこの会社に入った理由ははっきりしています。複雑な電気自動車の組立ライ

ンと物流倉庫に、このロボットをいち早く入れてみる権利を買うことです。

Geelyの動きはもう一歩進みました。2025年11月20日、清華大学の技術に根ざしたヒューマノイ

ド企業Robot Era(星動紀元)が約10億元(1億4,100万ドル)規模のシリーズA+投資を完了しました。

ラウンドを主導したのはGeelyキャピタル(吉利資本)であり、北京汽車(北汽)産業投資と二つの北京

市国有ファンドが一緒に入りました(36Kr報道および会社発表ベース)。2023年8月に設立された会

社が、累計投資18億元を超えました。

Geelyは金だけ出す財務投資家にとどまりませんでした。自社の生産ラインをまるごとRobot Eraの

試験場として差し出したのです。その結果、Robot Eraが2025年に受けた商業注文は5億元を超え、

物流分野の単一注文のなかで最大のものは5千万元に迫りました(36Kr報道ベース)。顧客名簿には、

Geelyだけでなくルノー、SF Express、TCL、ハイアール、レノボが並んでいます。Robot Eraの共

同創業者である席悦(シー・ユエ)は、この戦略を「道すがら卵を産む(沿途下蛋)」と表現しました。

究極の汎用ロボットへ向かう道の途中ごとに、賢い手であれ半身モジュールであれ、売れるものは

切り離して売り、金を稼ぐという意味です。

では、自動車会社はなぜこれほどロボットの内製化にこだわるのでしょうか。答えは自動車工場の

古い弱点にあります。

車体を溶接し塗装する前段の工程は、すでに巨大な産業用ロボットアームが90パーセント以上を自

動化しました。問題はその次です。ダッシュボードをはめ込み、シートを据え、窓ガラスを合わせ、

複雑な配線を車体の中に押し込む最終組立(Final Assembly)。この段階は、人のしなやかな関節と

指先の感覚、目で見て判断する能力がなければなりません。だからいまも80パーセント以上が手作

業です。人件費は上がり、働く人は減っていく中国で、狭い車体の中へ歩いて入り、部品をはめ込

める人間の形をした機械は、最後に残ったパズルのピースです。
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しかも人間の形であることが決定的です。人に合わせて設計された既存のコンベヤーベルトや作業

台を、つくり直さなくてよいのです。人が立っていた場所に人の形のロボットを立てるだけで済み

ます。Geely、Nio、XPengが狙うのは、結局のところ一つです。明かりの消えない24時間の工場、

いわゆる暗黒工場(Dark Factory)へと自社の設備を変え、原価で追いつけない差をつくることです。

2. BYDの秘密プロジェクト「尭舜禹(�舜禹)」

これらすべての賭けを合わせたものより大きな影が、もう一つありました。そしてその影は、4年の

あいだ誰の目にも見えませんでした。

2026年5月26日、BYD(比亜迪)の副会長リーカー(Stella Li)が口を開きました。それまで、BYDが

UBTECHのウォーカーS1のような外部のロボットを工場に持ち込んで試す様子は、業界に知られて

いました。まるで平凡な需要家のように見えました。ところがリーカーの口から出た話は違いまし

た。BYDが4年越しで自前のヒューマノイドを開発しており、そのコードネームが尭舜禹(�舜禹)だ

というのです。

中国古代の伝説に登場する三人の聖君の名をとったこのプロジェクトは、BYDの電子統合・知能化

を担う第15事業部が主管してきました。発足の時期をめぐっては報道が食い違います。36Krとパン

ダリーを引用したメディアは2022年に立案されたと伝え、一部の報道は2024年末と記します。よ

り詳しい事情を盛り込んだBYD役員インタビューに基づく報道に従い、2022年の発足とみますが、

時期にはの印を付けておきます。はっきりしているのは投入された規模です。中核の研究人材は約

4,000人、そのうち博士級の比率が30パーセントを上回ります(BYD発表ベース)。一般的なスター

トアップの想像を超える人数です。

ハードウェアもすでに遠くまで来ていました。2026年5月時点で第7世代の試作機まで反復改良を

終え、歩行速度1.5m/s、有効荷重50キロ、自由度16の賢い手を取り付けました(BYD発表ベース、

独立検証なし)。重いバッテリーと精密部品を同時に扱える仕様です。電気自動車1位の企業が、バッ

テリーとモーターの源泉技術を手に、自らロボット本体を打ち出し始めたのです。

ところがBYDの本当の武器はハードウェアではありません。

彼らは造ったロボットを売る前に、世界中に散らばった自社の工場と部品基地をロボットの訓練場

として使うと言いました。世界最大の実景実訓(�景��)、すなわち実際の現場の訓練データ工場

を建てるという構想です。BYDは2025年にすでに少量量産した尭舜禹ロボットを内部ラインに試験

配置し、深圳坪山(しんせんへいざん)と長沙(ちょうさ)の中核工場で150台を超えるサンプル機が

24時間の実景実訓を回しています(BYD発表ベース)。最終目標は、2026年末までに自社工場に2万

台を投入することです。人がやっていた危険で反復的な労働の80パーセントを置き換える規模です。

ここで数字の意味を解いてみます。2万台のロボットが、自動車ラインという、決まった枠のない複

雑な環境で、毎日24時間、資材を運びネジを締めます。ロボットの大脳の役割を担う身体性知能

(VLA)モデルは、ひたすら現場の物理データを食べて育ちます。競合他社が数十年かけて集める模

倣学習(Imitation Learning)のデータを、BYDは2万台の自前の軍団で数カ月のうちに吸い上げるこ

とになります。テスラが数百万台の電気自動車から得た走行映像で自動運転(FSD)の覇権を握った公

式。その公式をロボットにそのまま移したのです。
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BYDの青写真は、工場の人件費削減で止まりません。リーカーはもう一歩進んだ言葉を投げました。

工場で検証されたロボットを家庭用に改良し、世界中に敷かれたBYDの自動車販売店、すなわち4S

店ネットワークを通じて直接売れる、というのです。

これは中国のロボット産業の事業モデルをひっくり返す発想です。いま大半のロボット会社は、

B2Bの納入先を見つけられずさまよっています。BYDは2万台という自前の需要で、初期量産のリス

クと開発費を先に振り落とします。極限の工場環境で耐久性とAI性能が検証されれば、そのロボッ

トを消費者市場へ押し出します。自動車を売るために世界中に敷いておいたショールームと修理網、

アフターサービス組織をそのままロボットの流通に回せば、ロボット商用化の最大の障害である流

通とアフターケアの問題が、一度に解けます。実際にBYDは2026年1月のブリュッセル・モーター

ショーにロボットを一台立たせ、来場者と会話を交わさせて、このシナリオを前もって見せました。

このプロジェクトが最も冷ややかに迫ってくる場所は、韓国です。

現代自動車グループもまた、子会社ボストン・ダイナミクス(Boston Dynamics)のアトラス(Atlas)

で同じ道を歩んでいます。2026年1月のCESで量産型アトラスを公開し、2028年に米国ジョージ

ア州のメタプラントに初めて投入したのち、年3万台の生産体制を整えると明らかにしました(現代

自動車発表ベース)。5月の投資家説明会では、現代自動車と起亜の工場に2万5千台を超えて敷くと

いう具体的な数字まで出しました。年3万台の生産の83パーセントを自社工場が吸収する絵です。

問題はその次です。現代自動車の発表が出たまさにその時点で、全国金属労働組合が、労使合意な

しにはアトラスをどの工場の床にも入れさせないと立ちはだかりました。技術が整ったからといっ

て配置されるわけではありません。人とロボットが同じラインに立つ問題は、チップ性能や自由度

の数では解けません。

ここにBYDと現代自動車の本当の違いが現れます。BYDは強力な国家資本と100パーセント垂直系

列化されたサプライチェーンを背負い、自社工場に数万台を押し込んでデータを引き出す速度戦を

繰り広げています。実験室の技術力はボストン・ダイナミクスが先んじているかもしれませんが、

現場に実際の機体を注ぎ込んで学習させる製造現場のスケールアップの速度では、現代自動車が押

される危険が大きいのです。労組の壁まで勘案すれば、差はさらに開きかねません。

もちろん、BYDの数字もすべてBYDの発表だという点は覚えておくべきことです。2万台の配置も、

第7世代の試作機も、博士級4千人も、独立機関が検証した数値ではありません。それでも一つは明

らかです。バッテリーから半導体、完成車まで100パーセント垂直統合で極端な原価削減を成し遂

げ、電気自動車の世界1位に上り詰めたその成功方程式が、いまや人間型ロボット市場でも同じよう

に再現されているという事実です。工場の無人化を終えた巨大な製造資本が、超低価格のヒューマ

ノイドを家庭用の消費財に変えて世界市場へ注ぎ込む瞬間、部品だけ供給するか高価な産業用ロボッ

トにとどまった競合国は、単価とAIの知能の両面で同時に押されます。それがBYDの2万台プロジェ

クトが投げかける警告です。

前の章

全章を見る

次の章
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第1章 大脳と小脳の融合:中国のVLAモデル路線

第2部 身体性知能(Embodied AI)とソフトウェア生態系

前の章

全章を見る

次の章

1. ファウンデーションモデルを基盤とした類脳(类�)研究

AgiBot(智元)の遠征(元�)生態系と清華大学RDT-1B

2026年4月17日、上海のあるイベント会場。舞台の裏手の画面には、一つの数字が浮かんでいまし

た。10,000。AgiBot(智元)がその日、34か国から集まった2,500名あまりの協力会社の前で発表

した量産累計台数です。一万台目の機体がラインを抜け出した直後でした。会社の創立が2023年2

月ですから、3年に満たない時点でした。

ところが、その日AgiBotが舞台に上げた本当の品物はロボットではありませんでした。ソフトウェ

アでした。

鄧泰華(�泰�)と彭志輝(彭志�、活動名・稚暉君)はファーウェイ(華為)出身です。彭志輝はファー

ウェイの「天才少年」プログラムで選ばれたエンジニアでした。ハードウェアを作る人たちだった

二人が、その日発表したのはオペレーティングシステムと開発ツールでした。携帯電話業界にたと

えれば、端末をうまく作っていた会社が突然アンドロイドを載せると名乗り出たようなものです。

AgiBotが狙った座は、まさにそれでした。世界中のロボットがその上で動くオペレーティングシス

テム。ロボット界のアンドロイドです。

この野心には名前がついています。AIMA(AI Machine Architecture)。AgiBotはこれを「業界初の

完全開放型・身体性知能技術体系」と呼びました(会社発表ベース)。構造は「1+3+X」です。真ん

中の1はオペレーティングシステム「Link-U OS(�渠)」です。その上に開発プラットフォームが3

つ載ります。動作を作るLinkCraft、相互作用を設計するLinkSoul、データ収集から訓練と配備まで

を束ねたGenie Studioです。最後のXは、外部の開発者を受け入れる拡張生態系の層です。

LinkCraftが興味深いです。コーディングを知らない人でも、映像編集プログラムを扱うようにドラッ

グ・アンド・ドロップでロボットの動作を作れるようにしたツールです。プログラミングという敷

居をまるごと無くそうという発想です。開発者100万人を自社のプラットフォームに引き入れると

いう目標を立てましたが、コーディングの壁を取り払わずには、その数字は出てきません。

ここで日付を一つ正しておかなければなりません。AgiBotが今後5年間で20億元(人民元)を超えて

投入する「遠征(元�)生態共同構築計画」を正式に確定したのは、2026年6月9日、全開発者に宛

てた公開書簡を通じてです(会社発表ベース)。AIMA自体は、それより前の4月のAPC大会で先に公

開されました。ノートブック資料が二つの発表を一つに束ねたのは事実と食い違います。大きな絵

をまず4月に広げ、資金と生態計画を6月に確定した順序と見るのが正しいです。
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目標数値は、会社が投げかけた野心であるという点をはっきりさせておきます。研究機関1,000か

所、パートナー1万か所、開発者10万人、最終ユーザー100万人。AgiBotは2026年を身体性知能

「配備の元年」と宣言し、このロックイン(Lock-in)目標を提示しました(会社発表ベース)。達成し

た数字ではなく、旗です。

この生態系の脳にあたるモデルがGO-1(Genie Operator-1)です。AgiBotはこのモデルに「

ViLLA(Vision-Language-Latent-Action)」というアーキテクチャを世界で初めて適用したと明らか

にしました(会社発表ベース)。

ViLLAが解こうとする問題はこうです。従来のVLAモデルは、カメラの画像と人間の言葉を入力と

して受け取り、すぐにロボットのモーターの制御値を吐き出そうとします。ところが「あのコップ

を取れ」という言葉と、関節17個を何度ずつ回せという数字の間には、大きな穴があります。意味

と運動の間の隙間です。AgiBotはその間に「潜在アクション(Latent Action)」という中間の計画層

を挟み込みました。

GO-1は三段階で動きます。第1段階の「VLM認識層」は、視覚・言語モデル(InternVL-2B)で、今

目の前の状況と命令を理解します。第2段階の「Latent Planner」は、作業水準の推論をして「潜在

アクショントークン」を作ります。人間の大脳が仕事の順序を決める働きにあたります。第3段階の

「Action Expert」は、拡散(Diffusion)モデルでそのトークンを解き、関節を滑らかに動かす連続軌

道をリアルタイムで取り出します。人間でいえば小脳です。

このモデルに食わせたデータが「AgiBot World」です。AgiBotは上海AI研究所(OpenDriveLab)と

ともに、100台の実機ロボットを動員し、家庭、小売、工業などさまざまな実環境で100万個を超

える操作軌道を集めました。このデータで訓練したGO-1は、シミュレーションのベンチマーク

(GenieSim、Libero)で最上位の成績を出し、Franka(フランカ)やClearpath(クリアパス)のような

他社のロボットでも作動を確認したと会社は明らかにしました(会社発表ベース)。ただし、これら

の性能の数字はほとんどがAgiBot自身の測定であるという点を押さえておきます。外部の機関が独

立して検証した結果は、まだ十分ではありません。

産業界でAgiBotがプラットフォームを敷いているとすれば、学界では清華大学が別の道を行きまし

た。清華大のTSAILチームが作ったRDT-1B(Robotics Diffusion Transformer)です。

このモデルは検証された事実が豊富です。会社発表ではなく論文だからです。RDT-1Bは2024年10

月にarXivに初めて上がり、AI分野で最高権威の学会であるICLR 2025に正式に掲載されました。

Songming Liu(宋明劉)を含む9名の著者が書きました。パラメータは12億個(1.2B)です。両手操作

に特化した拡散ベースのファウンデーションモデルのうち、現存最大の規模です。

なぜ両手が難しいのでしょうか。片腕だけ動かすときと違って、両腕を一緒に使うと、計算すべき

場合の数が爆発します。左手がコップをつかむ間に右手が水を注ぐ動作は、数多くの方式で組み合

わせることができ、モデルがその平均だけを学べば、中途半端な中間値を出して失敗します。清華

大は、言語モデルで検証されたトランスフォーマーを拡散モデルに結合したDiT(Diffusion

Transformer)構造をロボットに先駆けて持ち込み、この難題を捕まえました。

RDT-1Bの本当の学術的成果は、別にあります。「物理的に解釈が可能な統合行動空間(Physically

Interpretable Unified Action Space)」です。これまでロボットAIの訓練を阻んできた高い壁は、デー
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タの異質性でした。世界各地の研究室が7軸の腕、6軸の腕、それぞれ異なる指の構造のロボットで

データを集めましたが、形式が違うので、一つのモデルにまとめて訓練できませんでした。清華大

は、世のすべてのロボット腕の動きを数学的に統一された単一のフォーマットにマッピングする技

術を作り、断片化したオープンソースのデータを一度に吸収する道を開きました。論文によれば、

RDT-1Bは46個のデータセット、100万個を超えるエピソードで事前学習されました。

ここでノートブック資料の一節を正します。ノートブック資料はRDTの事前学習データをAgiBotの

AgiBot Worldと混ぜて記述する傾向がありますが、二つは別個です。RDTの100万超のエピソード

は46個の公開データセットを合わせた数値であり、AgiBotの100万超の軌道は自前の収集分です。

同じ「100万」でも出所が違います。

清華大の研究陣は、ロボットのデータがインターネットの画像や文章とは本質が違うという点を掘

り下げました。物理量は数値が不安定で、学習中に勾配爆発が起きやすいのです。これを防ごうと、

QKNormとRMSNormの正規化を入れました。ロボットの非線形な動力学を真似ようと、線形デコー

ダーの代わりに多層パーセプトロン(MLP)デコーダーを付けました。画像トークンが多くテキスト

トークンが少なく、命令が視覚情報に埋もれる問題は、「交差条件注入(ACI)」方式で解きました。

この最適化を経て、RDT-1BはALOHAの両腕ロボットで6,000個を超える実演エピソードで微調整

を終えました。結果は印象的でした。初めて見る物体や環境でも命令を理解し、わずか1～5回の実

演だけで新しい技術を覚えるゼロショット、フューショットの汎化を見せました。オープンソース

で公開されるやいなや、Hugging Faceの身体性知能部門のトレンディング1位に上がりました。

AgiBotのViLLAと清華大のRDTは、肌合いが違います。一つは産業的な規模で押し進めるプラット

フォームであり、一つは設計の原点に触れた学術アーキテクチャです。二つを並べて見ると、一つ

のことが浮かび上がります。VLAモデルの下絵を描く場で、中国がもはやアメリカを追いかけるだ

けの立場ではないということ。少なくとも設計図の段階では、そうです。

2. テンセントと大企業の二元化アーキテクチャ

エッジ用の軽量MoTと、複雑推論用の巨大MoEの商用化競争

工場の作業班長がロボットに言います。「あそこの青い部品の箱を、棚の3番目の段にアルファベッ

ト順に整理して。」人間ならこの一文を聞いて動線を組み、箱を見分け、手を伸ばします。ロボッ

トには、これが二種類のまったく違う仕事です。

一つは考える仕事です。命令を理解し、順序を計画する仕事。もう一つは動く仕事です。バランス

を取り、関節角度を毎秒数十回計算する仕事。この二つを一かたまりの人工知能に任せると、問題

が生じます。

ChatGPTのような巨大モデルは、データセンターで数秒ずつ悠々と答えを出せばそれで済みます。

ところが、二本足で立って重い荷を持つロボットは違います。外部のクラウドとの通信が0.1秒でも

遅れると、ロボットが倒れたり作業をだめにしたりします。安全事故にもつながります。バランス

と力を取る「運動小脳」は、最低でも毎秒50回から、多ければ500回を超えるリアルタイム演算を

要求します。だからといって、数千億個のパラメータを持つ巨大モデルを、バッテリーと冷却ファ

ンの性能が手いっぱいなロボットの胴体に詰め込むこともできません。物理的に不可能です。ロボッ
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トに入るエッジチップのメモリでは、数十ギガバイトのモデルをリアルタイムで回せないからです。

複雑な推論能力と、刹那の機敏さ。この二つは一つの身体に収めるのが難しいです。この相反をど

う解くかが、中国のロボットソフトウェア生態系の最大の論題として浮かび上がりました。

テンセント(Tencent)の答えは分業でした。脳をクラウドとエッジに割る「二元化アーキテクチャ」

です。2026年4月9日、テンセントのロボティクスX研究所と混元(Hunyuan)チームが一緒に「

HY-Embodied-0.5」を公開し、重みの一部をオープンソースで公開しました。このモデルの束は、

仕事を二つの階層に分け、それぞれにまったく違う大きさのニューラルネットワークを付けました。

一つ目は、ロボットの胴体の中で直接回る軽量MoT(Mixture-of-Transformers)モデルです。全体の

パラメータが40億個(4B)ですが、推論する刹那には約20億個(2B)だけが点きます。この軽量化の

おかげで、電力と演算が限られたロボット内蔵のコンピュータだけでも、途切れのないリアルタイ

ム制御ができます。ロボットが歩いていて障害物を避けたり物を取ったりするとき、すぐにモーター

に命令を下せます。

二つ目は、データセンターに常駐する巨大MoE(Mixture-of-Experts)モデルです。パラメータが

4,070億個(407B)に達します。この「スーパー大脳」は、世の物理法則と数多くの物体の特性を学

習した状態です。ところが、407億でもなく4,070億個を毎回すべて回せば、クラウドの費用が手

に負えません。そこでMoE構造を使います。内部に数多くの「専門家」ニューラルネットワークを

置き、質問が入ってくると、その分野の専門家にあたる320億個(32B)だけを選んで点けます。

4,070億個のうち320億個だけが働くわけです。推論速度と電力効率を引き上げる希疎(Sparse)演

算です。

先ほどの作業班長の命令に戻ってみましょう。クラウドの巨大MoEがその複雑な指示を理解し、動

線と優先順位を組んで小さな命令に割ります。通信網に乗って、その命令がロボットに伝えられま

す。すると、ロボットの胴体の軽量MoTがそれを受け取り、視覚センサーで部品を確認し、腕と指

の関節角度を毎秒数十回計算して機械を動かします。クラウド(Cloud)とエッジ(Edge)の分業です。

テンセントが公開した性能検証の数字はこうです(会社発表ベース)。軽量MoT-2Bが、認知、推論、

計画を網羅した22個の評価のうち16個で、同じくらいの大きさの競合モデル(Qwen3-VL-4Bなど)

を上回り、巨大MoE-A32Bは総合性能で国際ベンチマーク級に到達しました。この数字はテンセン

ト自身の測定であるという点を記しておきます。

テンセントだけが走ったのではありません。アリババ(Alibaba)も、このソフトウェア覇権戦争に真

正面から入ってきました。

2026年6月16日、アリババは自社のモデルQwen(通義千問)を基盤とした「Qwen-Robot」シリー

ズを発表しました。三つのモデルで構成されます。操作を担うVLAモデルQwen-RobotManip、移動

を担うVLNモデルQwen-RobotNav、そして物理世界の未来の状況を予測する世界モデル

Qwen-RobotWorldです。アリババはこの三つを指して「ロボットに賢い手と、道を探す足と、考え

る脳を付けた」と表現しました(会社発表ベース)。別々に使ってもよく、束ねて協業させてもよい

です。
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数字を一つ正します。ノートブック資料は、このシリーズが「860万組のビデオデータ」で訓練さ

れたと書きましたが、検索では確認されません。アリババの発表といくつかの媒体によれば、操作

モデルQwen-RobotManipは38,100時間を超えるコーパスで事前学習され、移動モデル

Qwen-RobotNavは1,560万個のサンプルで訓練されました。「860万組」の出所は不明なので、と

しておきます。特記すべき点は、RobotManipが業界の慣行と違って、すべてオープンソースのデー

タだけで訓練されたにもかかわらず、30個の実機作業と4個のロボットプラットフォームを賭けた

第三者の実機評価(RoboChallenge Table30 v1)で上位二つを占めたということです(会社発表ベー

ス)。

アリババの狙いがテンセントと似ています。人間型ロボットのハードウェア業者150社あまりが繰

り広げる出血価格競争から一歩引き、すべてのロボットが自社のインフラの上で動くようにする座

を取ろうということです。アリババもこれを「ロボット界のアンドロイドの瞬間」と呼びました。

AgiBotも、アリババも、テンセントも、同じ座を狙うという点が、この市場の本質を見せています。

ハードウェアは血を流す場であり、オペレーティングシステムは金が集まる場です。

ここに価格という武器が加わります。6月初めにサービスに入ったアリババのQwen3.7-Plusマルチ

モーダル・エージェントモデルは、入力トークン100万個あたり0.40ドルという超低価格で公開さ

れました。ロボットが自ら外部のプログラムを呼び出し、エラーを自律修正する機能まで入れて、

なお、この単価です。

この流れの果てを押さえておきます。テンセントの二元化設計とアリババの超低価格クラウドロボッ

トOSは、中国のビッグテックが膨大なコンピューティングとデータセンターを武器に、ロボットの

「知能生態系」をまるごと握ろうという宣言です。ファーウェイのAscend(昇�)のような中国産チッ

プのインフラが、その下を支えます。彼らが巨大クラウド推論とエッジ軽量制御を束ねるソフトウェ

ア標準を完成させる瞬間、組み立てと部品輸出だけにとどまった競争国のロボット企業は、中国の

ビッグテックのクラウドAPIを購読してこそロボットを動かせるようになります。体は自分のものな

のに、脳は借りて使う構造。その従属が、この競争の本当の賭け金です。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com
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能 #サプライチェーン #米中
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第2章 データインフラとロボット訓練の加速

第2部 身体性知能(Embodied AI)とソフトウェア生態系

前の章

全章を見る

次の章

第1節 「データ工場」の登場:ビッグテックが築く遠隔操作データ収集の現場

江蘇省宿遷市(宿遷市)のある住宅街に住む普通の市民が、朝起きて頭に小さなカメラのついた眼鏡

をかけます。名前はジョイエゴカム(JoyEgoCam)です。皿を洗い、洗濯物をたたみ、電子レンジの

扉を開け閉めする間、その眼鏡は手の動きを一人称視点で吸い込みます。この人はロボット会社の

社員ではありません。JD.com(京東)が町に立ち上げたデータ収集事業に登録した住民にすぎません。

彼が一日の間に台所でした仕事が、やがてあるヒューマノイドロボットの頭脳に入る訓練資料にな

ります。

JD.comが狙う数字は1,000万時間です。会社の中の社員10万人あまりと会社の外の人員50万人、

合わせて60万人を動員して、二年のうちに1,000万時間分の実生活映像を集めると、2026年の春

に宣言しました(JD.com発表ベース)。会社はこれを「人類史上最大規模のデータ収集行動」と呼び

ました。宿遷はその最初の拠点です。2026年5月20日、JD.comは全国で初めての身体性知能デー

タ収集コミュニティが宿遷で正式に稼働に入ったと明らかにしました。

なぜこのような人海戦術が必要だったのでしょうか。チャットGPTのような大規模言語モデル(LLM)

は、インターネットにあふれる数千億個の文と絵をかき集めて(クローリング)、たやすく学びまし

た。ただで転がっているデータが山のように積まれていたからです。ところが、二本の腕と二本の

脚で物をつかんで運ばなければならないロボットに必要なデータは、インターネットにありません。

ロボットが見た場面(Vision)、受けた命令(Language)、そしてそれにしたがって関節が実際に出し

た力とモーター制御値(Action)がミリ秒単位でぴたりとかみ合った資料、いわゆる視覚・言語・行

動(VLA)対データがなければならないのですが、これは世界のどこにもただで転がってはいません。

じかに作らなければなりません。それも人が一つ一つ。

清華大学電子工学科と中国情報通信研究院(CAICT)がともに出した身体性知能発展報告書は、デー

タを集める道を四つに分けます。一つ目はユーチューブのようなインターネットの一人称の人間映

像を使う方式です。量が圧倒的です。ところが映像の中の手が動くとき、関節にかかったトルクや

モーター命令値が入っていないので、ロボットの運動制御へとそのまま変えるのが難しいです。二

つ目は外骨格スーツやスマートグラスを着て、人が自分の体で実演する方式です。ロボット装備を

じかに動かさないので費用が低いです。ただし人の関節とロボットの関節の構造が違うので、集め

たデータをロボットの体に合わせて再びマッピング(リターゲティング)する補正作業が残ります。

三つ目は仮想シミュレーターの中で合成データを刷り出す方式ですが、これは後で別に扱います。

そして四つ目が遠隔操作(遥操作、Teleoperation)です。訓練を受けた作業者がVRヘッドセットと

ハプティック外骨格装備を着け、遠く離れたロボットの視野を共有しながら、ロボットの腕と指を
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じかに操って任務を遂行する技術です。映画アバターで操縦者がポッドに横たわってアバターをリ

アルタイムで動かす場面と原理が同じです。この方式がデータの品質では断然最高峰です。ロボッ

トが見たもの、した行動、その行動が引き起こした環境の変化が、物理的に一分の狂いもなく整列

するからです。その代わり致命的な弱点があります。高いのです。高価な操縦装備が必要で、人一

人がロボット一台に長時間つきっきりでいなければなりません。データ一件あたりの人件費が雪だ

るまのようにふくらみます。そこで中国の資本は、人件費が安い内陸都市に巨大な操縦センターを

建てるという極端な解法を取り出しました。「最も高いが最も完璧なデータ」を、人の値が安いと

ころで大量に作るという計算です。

2025年末の時点で、中国全土の身体性知能データ訓練センターは30か所を超え、総面積は10万平

方メートルを超えました。2026年に入ってその数は40か所以上に増え、60か所まで建てるという

目標のもとで投資が続きます。これらのセンターはロボットを集めておいた研究室ではありません。

台所、居間、電気自動車の組立ライン、物流倉庫、療養施設をまるごとセット場のように建ててお

き、いくつもの会社のロボット機種を放って実稼働データを刷り出します。北京の首鋼(Shougang)

産業団地の近くにあるレジュ(Leju)訓練センターが代表的です。倉庫型の建物の中に100人あまり

の操縦作業者が仕切りのワークステーションに一列に座り、2人1組でロボット一台に連動します。

1階では家庭用のシナリオを模してテーブルを拭き、食器を片づけ、水のコップを動かす動作を何千

回ずつ繰り返します。2階では電気自動車工場に似た環境をしつらえ、段ボール箱を分類し部品を組

み立てます。作業者がやり遂げた任務の一つ一つは、視覚情報、手の位置、トルク、深度(Depth)

がすべて収められた行動シーケンスパッケージとして包装され、中央サーバーに保存されます。レ

ジュはこうして集めたデータを自社ロボット「Kuavo」の訓練に使うだけにとどまりません。第三

者の研究機関や他のロボット会社にデータを売る新しい商売まで始めました。

JD.comの動きが次元が違う理由は、規模と統制力です。米国のビッグテックが主に人件費の安い発

展途上国のクラウドワーカーにデータ加工を外注するのと違い、JD.comは自国の中に標準化された

大規模な基地を建て、実際の物理空間と人の手をじかに投入します。北京の亦荘(Yizhuang)ロボッ

ト特区は一歩さらに進んで、2025年8月からいっそ実験室を閉じ、大型ショッピングモール、ホテ

ル、病院、物流倉庫に1,000個のデータ収集ポイントをじかに打ち込みました。1ペタバイト(PB)

規模の対国民身体性知能実験です。ロボットを現場に押し込み、市民ともみ合いながら出てくる、

なまのままの非定型な実景実訓(�景��)データをリアルタイムで吸い込もうという、あからさま

な捕獲戦略です。

ところが、このすべての工場が回っているのに、中国のロボット産業はデータに飢えています。い

ちばん痛いところが、器用な手(�巧手、Dexterous Hand)のデータです。ロボットが本物の労働力

を備えるには、12～15個を超える関節を持つ指で卵をつかみ、電線をつなぐ高難度の作業をやり遂

げなければなりません。ところが2026年に入っても、高品質の手操作データの供給量は、産業が求

める需要の10%にも届きません。ある産業調査は、これが生産量を増やせば解けるという問題では

なく、構造的な飢饉だと指摘しました。腕を振り回して物を運ぶ粗い動作と違い、手のデータは姿

勢、力、触覚をすべて融合した高次元の多重モーダル時系列なので、本当に使える資料がまだ大量

に生産されていません。逆説です。2025年の中国のヒューマノイド出荷台数はおよそ1.8万台に達

し、人の手をかたどった器用な手の生産量は2万個を超えました。ハードウェアの手はあふれている

のに、その手を人のように使いこなすデータがないのです。
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二つ目のボトルネックがデータ孤立(Data Silo)です。140社を超えるロボット製造社が、それぞれ

違う基本ソフトとセンサー規格を使います。そうして、自分が集めた貴いデータを競争社に奪われ

まいと、金庫に閉じ込めます。機種間のフォーマットが合わないので、A社の工場で集めた10万時

間が、B社のロボット訓練には一握りも使えないごみになります。同じ動作を会社ごとに最初から集

め直す無駄が強いられます。結局、政府が乗り出しました。工業情報化部(MIIT)の主導でデータ収

集の明細と形式の標準案を強制的に定め、企業が義務的にデータを共有する国家級の場面データ訓

練場(�景数据 ���)を建てるよう押し進める、上から下への介入です。標準が定まらなければ、

資本が重複して漏れるからです。

ここでちょっと、この華やかな数字の裏の現実を押さえる必要があります。2026年初めの時点で、

全世界の高品質な実物相互作用データの総量はおよそ50万時間にすぎません。大規模言語モデルの

訓練データの2万分の1にも満たない量です。6月に開かれたある開発者大会で、業界関係者は、国

内で訓練に使える具身データが百万時間の水準だと打ち明けました。60万の採集大軍と1,000万時

間という目標は、まだ目標にすぎません。遠隔操作に頼ったデータ工場体制は、中国の圧倒的な労

働力と資本力を示す象徴であると同時に、物理的なデータ収集が抱えている費用と拡張性の生まれ

つきの限界を、そのまま映し出す現場でもあります。人が一つ一つ作らなければならないかぎり、

この方式はいつか壁にぶつかります。

第2節 百万時間のデータと仮想環境の結合:合成データと銀河通用(Galbot)

エヌビディアRTX 4090グラフィックカード160台を十日間回します。人は一人もいりません。ロ

ボットの実物も一台使いません。そうして出てきた結果物が10億フレームのロボットデータセット

です。入ったお金は5,000ドル、日本円でおよそ69万円です。北京大学教授の王鶴(王鶴)が立てた

ユニコーン企業、銀河通用(�河通用、Galbot)が2025年に出したSynGrasp-1Bの話です。数百億

円の人件費がかかる遠隔操作データ工場の経済学を、コンピューターのひとかたまりが根こそぎひっ

くり返しました。

前の節で見たデータ工場の方式は、時間、空間、費用という三重苦に縛られていました。人の操縦

士一人が一日じゅうVR装備を使って過酷な労働を繰り返しても、一日に拾える有効な軌跡はおよそ

1,000件あまりです。実物のロボットはしょっちゅう故障し、電池も替えなければなりません。さ

まざまな照明と背景を演出するには、巨大なセット場も建てなければなりません。AgiBot(智元)の

場合、4,000平方メートルの空間が要りました。この物理的な足かせを断とうとして、中国のソフ

トウェア生態系が選んだ突破口が合成データ(Synthetic Data)です。実物のロボットを動かす代わ

りに、高性能GPUでロボットの設計図面と数万個の物体を仮想空間にレンダリングし、物理法則(重

力、摩擦、衝突)を演算して、ロボットが仮想現実の中でみずから物をつかんで運びながら学ぶよう

にする方式です。ここに照明、質感、カメラ角度を無限に変えるドメインランダム化(Domain

Randomization)をかぶせると、実際の現実よりはるかに過酷で多様な変数を、ロボットの大脳

(VLA)に注ぎ込むことができます。

銀河通用はこの路線の極端まで行きました。北京大学、香港大学、北京智源人工知能研究院(BAAI)

とともに、人の介入や実物ロボット操作データが1%も入っていない、純粋100%シミュレーション

データセットSynGrasp-1Bを作り、ロボット学界で最高権威の学会であるCoRL 2025に発表しまし

た。規模が想像を超えます。1,000万個の操作軌跡にわたって10億(1 Billion)フレームのVLA対デー

タを収めました。240のカテゴリーに属する1万種あまりの固有の3D客体を仮想空間に投げ入れ、
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1,000種を超えるテーブルの質感と1,200種の壁面の質感を無作為に混ぜて、100万個の互いに異

なる仮想室内場面を刷り出しました。伝統的な収集方式より1,000倍以上速い速度です。

この偽のデータだけで事前学習したモデルが、銀河通用の汎用把持(Grasping)ファウンデーション

モデルGraspVLAです。そして本物の試験台に上りました。仮想でだけ学んだロボットを現実の薬

局と倉庫に下ろしたとき(Sim2Real Transfer)どうなるか。結果を見ましょう。背景が変わり、照明

の明るさがかってに変わり、物体の位置と高さがゆがんだ環境。生まれて初めて見るオープン語彙

(Open Vocabulary)の客体。そして、これまでのシミュレーターが屈折率と摩擦を計算しにくくて

「訓練の墓場」と呼んでいた、透明なガラスのコップと光が反射する光沢プラスチック。この7つの

極悪の一般化テストで、GraspVLAは90%を超える把持成功率を記録しました。仮想空間の無限反

復学習が、実際の物理世界のノイズを乗り越えられることを証明した出来事です(論文ベース、会社

側は一部の環境で95%以上を提示)。この技術力が銀河通用を、設立から数年で数兆円規模の価値の

企業の列に上らせました。2026年3月の馬年春�(春�)の舞台では、銀河通用のロボットがクルミ

を割り、ガラスの破片を拾い、棚から物を正確に取り出して、中国の国家放送が指定した「2026年

春�指定具身大規模モデルロボット」としてデビューもしました。

偽のデータの威力が知られると、この市場そのものが爆発しました。その中心に光輪知能(光�智能、

Lightwheel AI)があります。光輪はロボットをじかに作りません。ゴールドラッシュでつるはしの

代わりに水を売る「水売り(�水人)」の位置を取りました。物理エンジンと生成型AIを結びつけて、

実際の世界と視覚的にも物理的にもそっくりな3D合成データを大量生産する会社です。ノートブッ

クLM資料は、光輪が2025年に売上1億元(元(人民元))を突破したと記していますが、2026年に入っ

てこの数字はすでに昔話になりました。2025年の一年の売上が10倍増え、2026年第1四半期の単

一四半期の新規受注が5.5億元に達して、2025年の一年の売上をまるごと超えました。2026年3月

にはアントグループ(��集�)が率いる10億元(およそ1億4千万ドル)規模のA++およびA+++投資

を受け、具身データ分野で世界初のユニコーンになりました。いま国際的な主要な身体性知能チー

ムの80%を超えるところが、シミュレーション資産と合成データを光輪から持ってきて使います。

顧客名簿にはエヌビディア、グーグル、フィギュアAI(Figure AI)、1X、バイトダンス、アリババ、

AgiBot、銀河通用、トヨタ、ボッシュ、BYD、Geelyが上がっています。光輪はエヌビディアとと

もにシミュレーション資産の物理・工学の標準を共同で定め、フェイフェイ・リー(李��)が立て

たワールドラボ(World Labs)と評価体系をともに組み、供給者を越えて規則制定者(Rule Maker)へ

と上がりつつあります。

合成データが効率の道なら、実物データを無料で放つ正攻法もあります。AgiBotは上海AI実験室

(OpenDriveLab)と手を組み、世界最大規模の実機械軌跡データセットAgiBot Worldをオープンソー

スで放ちました。4,000平方メートルのセット場で、同じハードウェアのロボット100台を動員し

て、決まった台本なしに操縦者の自由な動きを100万回を超えて録画しました。217以上のタスク、

100万個以上の原子軌跡を収め、家事・工業・物流など5大シナリオを網羅します。ここで目を留め

るべき箇所があります。操縦者がコップを落としたり組立に失敗したりしたときに、もう一度拾い

直す失敗復旧(Failure Recovery)データまでそっくり残し、AIが予想できなかった誤りに対処する反

射神経まで学ぶように設計しました。AgiBotがこの膨大なデータをただでばらまく理由は明らかで

す。世界じゅうの研究者がAgiBotのデータフォーマットを基準に論文を量産するようにして、巨大

なロックイン(Lock-in)をかけることです。国家が主導する北京人型ロボット革新センターも、北京

大学とともにRoboMINDを配布しました。10万個以上の高品質な実機械軌跡に、片腕・両腕・二足
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歩行など互いに異なる外形(�型)のロボットデータを、一つの統一された動作空間(Unified

ActionSpace)に変えてくれるツールチェーンをつけました。HDF5フォーマットにLeRobot変換を

公式に支援し、ACTとDiffusion Policyアルゴリズムの検証まで終えました。RoboMINDは公開直後、

世界最大のAIコミュニティであるハギングフェイス(Hugging Face)でダウンロード上位をさらいま

した。ここに上海AI実験室のOmniWorldが、61万個を超えるビデオクリップと3億フレームを超え

る物理視覚データを世界モデル(World Model)訓練用に放ち、公開直後に合算ダウンロード14万回

を超えました。

結局、二つの枝が一か所で出会います。銀河通用と光輪が引っぱっていく「無限複製の合成データ」

、そしてAgiBotと国家革新センターが浴びせる「百万単位のオープンソース実機械データ」。この

二つの結合が、中国がロボットソフトウェアの訓練インフラで米国に追いつこうとする、この上な

く立体的な武器です。ただ、縫い合わされていない亀裂も残っています。合成データがどれほど精

巧でも、本物の物理世界の精密度まで完璧に埋めるのかは、まだ論争の種です。ある大規模モデル

の責任者は、シミュレーションデータが実際のデータの不足を埋めてくれることはできても、その

精密度が十分なのかは疑問であり、こうしたデータにだけ全面的に頼って本当に物理世界を理解す

るモデルを建てられるのかは未知数だと述べました。仮想で90%を超えた手が、現実のすべての台

所でもその数字を守るのかは、ロボットがもっと多くの家と工場に入ってみなければわかりません。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第3章 オープンソースOSと国家主導の革新プラットフォーム

第2部 身体性知能(Embodied AI)とソフトウェア生態系

前の章

全章を見る

次の章

1. 北京革新センターの天工(天工)プラットフォーム - - ただで放って標準を握る方法

2024年11月11日、北京・亦荘(亦荘)のある作業場。徐暁菊(徐�菊、X-Humanoid代表)の前には、

一年半をかけて作り上げたロボットが一台立っていました。身長1.69メートル、全身の関節は四十

三個。一歩を踏み出し、階段を上り、不規則な床の上でも倒れない二足歩行ロボットでした。こう

した機体を一台、底から作り上げようとすれば、たいていの会社でも数年と数百億ウォンを投じな

ければなりません。その日、徐暁菊が発表した中身は正反対でした。このロボットの設計図と制御

コードを、世界中に無償で放つというものでした。

名は天工オープンソース計画(天工�源��)。開放の幅は、これまでにない水準でした。ロボット

の骨格と物理特性を定義する3DモデリングフォーマットURDF(Unified Robot Description Format)

の図面を丸ごと開きました。ロボット用オペレーティングシステム(ROS、Robot Operating

System)の上で動く中核の制御スタックのコードもすべて放ちました。バランスを取って歩かせる

運動制御アルゴリズムまで差し出しました。

なぜこんなことをしたのでしょうか。天工を作った場所を見れば、答えが見えてきます。

このロボットを作った北京具身知能ロボット革新センターは、ありふれた会社ではありません。

2023年11月、UBTECH(�必�)、シャオミ(小米)、京城機電(京城机�)といった中核のロボット企

業十社が共同で設立しました。そして2024年10月、工業情報化部(MIIT)と北京市政府が手を組み、

この機関を中国初の国家・地方共同建設の具身知能ロボット革新センター(国家地方共建具身智能机

器人�新中心)へと格上げしました。民間連合体として出発して、国家代表のシンクタンクになった

わけです。センターが根を下ろした亦荘経済技術開発区には、すでにロボット生態系の企業が百社

あまり集まっており、このクラスターの年間産出額は100億元、私たちのお金でおよそ1兆9千億ウォ

ンに達します。

グーグルとアンドロイドを思い浮かべれば、わかりやすいでしょう。グーグルはスマートフォンの

オペレーティングシステムをただで撒きました。世界中のメーカーがその上にスマホを作り、その

代償としてグーグルの生態系の中に縛られました。北京革新センターが狙う図も、まったく同じで

す。数百のロボット会社が天工のROS制御スタックと運動アルゴリズムを持ち込んで使い始めれば、

その次は中国が定めるソフトウェアAPIとセンサー規格、通信プロトコルに従わざるをえなくなりま

す。コードをただで与える代わりに標準を握る、という計算です。

標準の話が空言ではないという証拠があります。センターはオープンソース発表と同じ日に、業界

標準三種を併せて出しました。脚型ロボットの性能試験方法、具身データ収集の仕様、そして人型
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ロボットの知能等級(0～5等級)標準でした。最後の標準が興味深いのです。自動運転車のレベル0

から5までを分けるように、ロボットの知能を六段階に切り分けて定義した、業界初のガイドライン

でした。メーカーごとに勝手にデータを集め、性能を膨らませることを防ぎ、ただ国家標準のフォー

マットでのみデータを積ませるよう誘導する仕掛けです。

このすべての戦略の本当の堀(垓子)は、データにあります。標準だけ定めておいてデータがなけれ

ば、役に立たないからです。そこでセンターは北京大学コンピュータ学院とともにRoboMINDとい

うデータセットを作り、2024年12月27日に放ちました。片腕ロボット、両腕ロボット、全身の人

型ロボットなど、形がそれぞれ異なるロボットから集めた10万7千件の軌跡と479個のタスクを、

HDF5という一つのフォーマットに統一して束ねました(論文およびセンター発表ベース)。96種の

物体を扱うデータまで収められました。このデータセットは、世界最大のAIプラットフォームであ

るHugging Faceに上がるやいなや、ロボットデータセットのダウンロード上位に躍り出ました。

データだけ投げてよこしたわけでもありませんでした。研究者が自分の集めたデータを、HDF5から

グローバル標準であるLeRobot Dataset V2.1規格へ手軽に変えられるよう、訓練ツールまで

GitHubに上げました。このツールを使えば、ACT(Action Chunking with Transformers)や拡散方

策(Diffusion Policy)といった最新のアルゴリズムをすぐに回してみることができます。整理すれば、

こうなります。標準を定め、その標準に合う膨大なデータをただで放ち、そのデータを手軽に訓練

できるツールまで手に握らせる。抜け出す穴のない生態系です。

亦荘の拠点は、今も一日に10テラバイトを超えるロボットデータを取り出しています。センターが

立てた目標は、ロボット軌跡データ20万個です。

ハードウェアと小脳(運動制御)を開いたセンターは、いまや大脳へと移りました。2026年2月10日、

次世代プラットフォームの天工3.0を公開しました。身長1.69メートル、体重62キログラム、自由

度43個。片腕だけで1メートルの高さの壁を跳び越える映像が話題になりました。自分の体重まる

ごとを片腕で引き上げる動作は、バランス感覚と爆発的な力、超精密なリアルタイム制御が一寸も

狂わずに揃ってこそ出てくるものです。この新モデルの裏には、北京AI産業投資基金やバイドゥと

いった投資家が入れた7億元、約1億ドルの実弾がありました(報道ベース)。

ところが専門家が注目したのは、ハードウェアのスペックではありませんでした。天工3.0と併せて

載せられた慧思開物(慧思�物)という開放型ソフトウェアプラットフォームでした。このプラット

フォームは、グローバルの主流通信プロトコルであるROS2と完璧に互換します。外部の会社が、こ

れまで積み上げてきたソフトウェア資産を捨てずとも、自社のアルゴリズムやセンサーを天工にそ

のまま付けられるという意味です。天工3.0はD-Roboticsと共同開発し、D-Roboticsの高演算チッ

プ、旭日(旭日)S600を載せました。量産と納入は2026年下半期に始まる予定で、会社はコストを

50パーセント超下げると明らかにしました(センター発表ベース)。

大脳も別途用意しました。センター傘下のWFM(World Foundation Model)システムグループは、

2025年10月末から11月にかけて、ペリカン(Pelican-VL)1.0というオープンソースの基盤モデル

を公開しました。70億(7B)から720億(72B)パラメータの規模で、現在公開されている具身知能の

マルチモーダル脳モデルの中で最も大きいものです。人間のメタ認知を模して、自ら誤った答えを

直していくDPPO(Deliberate Practice Policy Optimization)フレームワークを初めて適用しました。

センターの発表によれば、このモデルは当時グローバル先頭だったGPT-5級の具身知能モデルを約
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15.8パーセント、グーグルのジェミニ系列を約19.3パーセント上回りました(会社側ベンチマーク

ベース)。天工プラットフォームの脳はペリカンが担い、これから起こることとロボットが踏むべき

軌跡を先読みする世界モデルは、北京AI研究院(BAAI)などと協力したWoWが専任する構造が完成し

ました。

ここでダン・ワン(Dan Wang)が投げかけた問いを借ります。なぜよりによって、こうしたことが中

国で可能だったのでしょうか。設計図は誰でも真似られます。URDFの図面を受け取っても、ロボッ

トを何万回も削りながら積み上げた手の感覚までついてくるわけではありません。北京革新センター

の天工戦略は、その感覚を国家が丸ごと敷いてやるやり方です。個別の企業はモジュールと応用に

だけ集中し、ロボットを動かす一番底のオペレーティングシステムとデータ、基盤モデルは、国家

が統一して無償で敷く、というものです。それぞれがOSとモデルを一から作るのに散らばった、西

洋の市場主導(ボトムアップ)の生態系とは正反対です。

もちろん、危険もついてまわります。国家が標準とインフラを一手に握るということは、その標準

がひとたび狂えば、生態系全体が一緒に揺れるという意味でもあります。そして天工の本当の競争

相手は西洋ではなく、同じ中国の中から現れつつありました。

2. アリババのロボット・アンドロイドの野心 - - 空き缶ロボットに魂を植える者

2026年6月16日、アリババクラウド傘下の通義実験室(通���室、Qwen Team)が爆弾を一つ投

げ込みました。自社最上位のAIモデルである通義千問(通�千�、Qwen)を、ロボットの物理制御に

特化させた基盤モデルの束、Qwen-Robot Suiteを公開し、企業顧客向けの試験運用に入ったのです。

アリババは社内文書で、今回の発表をロボット界のアンドロイド・モーメント(Android Moment)

と言い切りました。

この一言に、アリババの胸の内がすべて入っています。

これまで、バイドゥ、テンセント、アリババといった中国ビッグテックの戦場は、モニターの中で

した。チャットGPTの対抗馬を作るのだと、テキストと画像を扱う大規模言語モデル(LLM)に天文学

的なお金を注ぎました。ところが、視線がモニターの外へと移っていきました。物理的な世界

(Physical World)を直に操る具身知能(Embodied AI)へと越えていったのです。アリババのブログの

一文が、この転換を圧縮しています。見えるからといって、行動できるわけではない。見て理解す

ることと、物理的に制御することのあいだの隔たりこそが、具身知能の最大の隘路だ、という告白

でした。

アリババが狙った座は、賢いものでした。AgiBot(智元)やUnitree(宇樹)といった百五十あまりのロ

ボットメーカーが、ハードウェアの単価を十分の一に叩き、自らの肉を削る価格戦争を繰り広げる

あいだ、アリババは完成品を作る泥沼に足を浸しませんでした。それらすべてのロボットを統べる

ソフトウェアの大脳を握ることにしたのです。ハードウェアの会社は、モーター、減速機、関節を

作る腕前は優れていますが、複雑なAIモデルを作るソフトウェアの力量はまるで足りません。アリ

ババは、その隙を正確に突いていきました。

Qwen-Robot Suiteは、三つのモジュールで組まれています。
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一つ目は、自律走行と空間移動を担うQwen-RobotNavです。最新の視覚・言語モデルQwen3-VL

をもとに、1,560万件のサンプルで訓練しました。かつてのロボットは、LiDAR(ライダー)センサー

と、あらかじめ描いておいた精密地図に頼って動いていました。Qwen-RobotNavを載せたロボット

は違います。「あそこの青いソファの後ろの机へ行って」という自然言語の命令を聞くだけで、一

度も行ったことのない見知らぬ室内を自ら認識し、障害物を避けて目的地にたどり着きます。外部

発表によれば、このモデルは実環境のナビゲーション・ベンチマークで76.5パーセント、動く標的

の追跡で90パーセントの成功率を記録しました。

二つ目は、ロボットの腕と指の精密な動作を制御するQwen-RobotManipです。視覚・言語・行動を

統合したVLA(Vision-Language-Action)基盤モデルで、人とロボットがコップをつかみ、ドアを開

ける様子を収めた3万8,100時間分の操作映像で訓練しました。ロボットごとに動作の表し方がそれ

ぞれ異なるという問題を解き、互いに異なる14種以上のロボットアームにそのまま適用できるよう

にしたことが核です。

三つ目、そして最も目を引くモジュールが、Qwen-RobotWorldです。ロボットに未来を思い描く想

像力を与える世界モデルです。テキストと組にした860万件のビデオ対、約2億フレーム分のデータ

を挽き込んで作りました。ロボットが重い箱を押したとき、それが倒れるか滑るかを、ビデオのフ

レーム単位で前もって計算します。事故になる行動をする前に断ち、いちばん安全な軌跡を選ばせ

るよう助ける仕掛けです。

アリババが恐ろしいのは、これをほとんどただに近い形で撒くという点です。零細なロボットのス

タートアップは、高価なエッジ(端末側)のAIチップをロボットの本体に無理して埋め込む必要があ

りません。5Gの通信網でアリババクラウドの安価なAPIを購読するだけで、世界最高水準の大脳を

自社のロボットにただちに移植できます。

そして、この戦略はすでに実験室の外へ出ています。Qwen-Robot Suiteは、中国のUnitree(宇樹)

やAgileXはもちろん、グローバル協働ロボットの強者であるドイツのFrankaとUniversal Robotsの

ハードウェアに載せられて、試験運用に入りました。アリババクラウドの企業顧客を対象とした実

戦の試験配備も始まりました。アンドロイドがそうだったように、ハードウェア陣営を速やかに吸

い上げているのです。

ここで天工とアリババを並べて置けば、同じアンドロイドという言葉をめぐって、二つの勢力が衝

突する構図が見えてきます。北京革新センターは、国家が標準とインフラを無償で敷くトップダウ

ンのやり方です。アリババは、クラウドの資本とトークン経済で市場を吸い上げるビッグテックの

やり方です。どちらもロボットの魂、すなわちOSを握るという目標は同じですが、道は違います。

この二つの道が、これから衝突するのか合わさるのかは、まだ誰にもわかりません。

はっきりしているのは、韓国が置かれた立場です。韓国のロボット部品会社や完成品メーカーが、

目先の開発費を惜しんで独自のVLAモデルやオペレーティングシステムを備えず、アリババが敷い

ておいたクラウドAPIに寄りかかれば、どうなるでしょうか。懸命にロボットの殻を作って売っても、

そのロボットが現場で集める肝心のデータとサービスの付加価値は、そっくりそのままアリババク

ラウドのサーバーへ吸い込まれていきます。ハードウェアの下請け業者へと沈み込む道です。かつ

てスマートフォンのメーカーがアンドロイドに縛られ、電気自動車の市場でソフトウェアの主導権

を奪われたことが、ロボットでそっくり繰り返されかねません。
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中国の百五十あまりの人型ロボット業者が、互いに価格を十分の一に叩きながら、空き缶ロボット

を捨て値で敷いてやります。その空き缶の中に自分の魂(OS)を植え、物理的な世界のすべてのデー

タを掌握する。これが、アリババが組んでおいたシナリオです。デジタル資本主義の支配権が、サ

イバー空間のウェブクローリングから物理的な世界の制御へと移る瞬間を、私たちはいま見ている

のかもしれません。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1章 ロボットハードウェアの原価(BOM)構造とOptimusのサプライ
チェーン

第3部 サプライチェーンと中核部品の中国国産化

前の章

全章を見る

次の章

1. BOM下落曲線:千台で十万ドル、一万台で五万ドル、百万台で二万ドル

イーロン・マスクは二〇二六年一月の決算発表の場で、一つのことを認めました。Optimus(オプティ

マス)の原価を、自分が望むほど速くは下げられていない、ということでした。彼が約束した価格は

自動車一台分、二万ドルでした。ところが少量生産ベースでのOptimus一台の部品代は四万ドルを

ゆうに超えていました。半分以下に削らねばなりませんでした。マスクはその答えを、アメリカで

はなく中国に求めていました。

ここからがこの本でいちばん背筋の冷えるはなしです。世界最高をめざすアメリカの人工知能ロボッ

トの体が、ほとんどすべて中国で削られ、組み立てられているという事実です。

まずロボット一台の原価がどう組まれているのかをのぞいてみます。モルガン・スタンレー

(Morgan Stanley)が二〇二五年末に出した分析を見ると、Optimus第二世代の部品原価は、ソフト

ウェアを除いたままで一台あたり五万から六万ドルと推定されます(モルガン・スタンレー推定ベー

ス)。この金がどこへ行くのかが核心です。手だけに一七パーセントを超えて入ります。指の一本一

本を動かすアクチュエータ(actuator)が十二個ずつ仕込まれているからです。肩に一四パーセント、

腰と骨盤にまた一四パーセントが偏ります。すべて関節を回し、押す部品に金が集まっています。

部品を種類ごとにまとめなおすと、絵がもっと鮮明になります。モーター、減速機、ねじ。この三

つからなる駆動部、つまりアクチュエータが、全体原価の半分から、多いときは七割を食ってしま

います。人工知能ではなく、鉄のかたまりがこのロボットの価格を決めます。機関ごとに数字が少

しずつ違うのですが、その違いそのものが、この産業がまだ標準一つ定められない初期の段階だと

いう証拠です。

この高価な鉄のかたまりをどうやって安く作るのか。中国は答えをすでに知っていました。スマー

トフォンでやってみて、電気自動車のバッテリーでまたやってみました。物量を狂ったように刷り

出せば単価が半分になる、という公式です。業界で出回るOptimusの原価下落ロードマップは、生

産台数の桁が変わるたびに価格が階段のようにがくがくと落ちていくさまを見せています。

千台を作れば一台あたり十万ドルです。研究室の手作業からようやく抜け出した段階です。一万台

を作れば五万ドルと、半分に削られます。専用の生産ラインが敷かれ、研究員がラインから手を離

す時点です。百万台にいたれば二万から三万ドルまで落ちます。自動車や冷蔵庫のように部品規格

が完全に統一され、大量に買い入れる段階です。
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二〇二五年ベースで、世界でこの曲線の二番目の階段、一万台の区間の入り口にまっさきに足を踏

み入れたのが中国企業です。AgiBot(智元)が五、一六八台を出荷し、Unitree(宇樹)は六、五〇〇台

を超えて刷り出しました(会社発表ベース)。だれもその場所にいっしょに立ってはいませんでした。

この価格破壊が、どこよりも劇的にあらわれる部品が一つあります。脚関節の直線運動を担う遊星

ローラーねじ(Planetary Roller Screws)です。この部品は削るのが厄介です。ボールではなく、ね

じ山が刻まれたローラーで力を受け止める構造なので、精密加工が難しく、ほとんど手作業に頼り

ます。ヨーロッパのロルビス(Rollvis)やエウェリックス(Ewellix)のような会社が輸入して持ち込む

この品物は、一個あたり一・二万元、日本円でおよそ二二〇万ウォンほどします。ところが

Optimus一台にこれが十四個も入ります。ねじ代だけで一六・八万元、三、一〇〇万ウォンです。

ロボット一台に入るねじ部品の代金がこの程度だというのが、いまの奇形的な現実です。

杭州一帯に、年間一〇〇万個を刷るローラーねじ専用工場が建ちはじめました。量産が完全に定着

すれば、この単価を一個あたり六三五元、一二万ウォンまで引き下げる、という目標が業界で共有

されています。九五パーセントを叩き落とす、というはなしです。二二〇万ウォンのものを一二万

ウォンに。これが可能だと見る根拠が、まさに中国がスマートフォンと電気自動車で同じことをす

でにやってのけたという事実です。

ゴールドマン・サックス(Goldman Sachs)もこの流れを公式に認めました。高仕様ロボットの製造

原価が、二〇二四年を起点に二五万ドルから一五万ドルへ、わずか一年で四〇パーセント落ちたと

いう分析です。高価で手に入りにくい研究室用の特殊部品を、中国の中に敷かれた既製部品のサプ

ライチェーンへ取り替えはじめたからです。

ですからマスクの二万ドルは、中国なしには成り立たない方程式です。値の張る西側の部品エコシ

ステムを捨て、すでに規模の経済の曲線に乗った中国産のサプライチェーンに乗ること以外に道は

ありません。一万台で原価半分、百万台で四分の一。この冷酷な大量生産の算数が、中国ロボット

産業が世界市場を平定する武器です。これほど強力な武器もありません。

2. 価値の七〇パーセント:Optimusのサプライチェーンを握りしめた中国企業たち

二〇二五年のある時点、テスラの社員数人が中国のある部品工場にあらわれました。ウォール・ス

トリート・ジャーナル(Wall Street Journal)がのちに取材したところでは、彼らはセンサーとモー

ターと減速機を作る業者をまわりながら、その年の数千台分の部品発注を協議していました。サウ

ス・チャイナ・モーニング・ポスト(SCMP)は、テスラが三年前から数百の中国部品業者と関係を結

んできて、一部は研究開発の段階からOptimusのハードウェア設計に直接かかわったと伝えました。

アメリカの会社が、アメリカが中国を相手に先端技術の制裁を浴びせるただなかで、当のじぶんの

ロボットの体を中国で作っていた、というわけです。

数字で見るともっとはっきりします。中信証券(CITIC)と開元証券のような中国の証券会社の産業チェ

ーン研究と、モルガン・スタンレーの分析を重ねて見ると、Optimusの部品サプライチェーンの約

七〇パーセントを中国企業が握っていると推定されます(価値ベース)。ベイン・アンド・カンパニー

(Bain & Company)の程シンパートナーは、世界の人型ロボット製造と中核部品の能力の五〇～七〇

パーセントが中国に集まっていると分析しました。部品明細書(BOM)ベースだけで数えても、中国

の比重が最低五五パーセントだ、ということです。
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テスラはこのサプライチェーンを一度も公式に発表したことがありません。徹底して機密に縛りつ

けています。ところが台湾の電子産業誌デジタイムス(Digitimes)は、テスラが第三世代Optimusの

ための中国工場の実地調査を終え、その過程で中国企業が中核部品の比重の約七〇パーセントを確

定した、と報じました。発表はないものの、状況は一つの方向を指しています。

中国に背を向けられない理由は明白です。この十年、中国は世界一位の電気自動車帝国を築きなが

ら、モーター巻線、精密加工、熱管理、バッテリーパックにいたる製造エコシステムをまるごと手

に入れました。ロボット関節を動かすアクチュエータは、つきつめれば、電気自動車のモーターを

細かく縮め、より精密に整えた品物です。中国の自動車部品会社は、この技術を移し植える仕事を、

世界でだれよりも速く安くやってのけました。エヌビディアのジェンスン・フアンでさえ、あるポッ

ドキャストで認めました。中国の微細な電子部品とモーターとレアアース磁石は世界最高水準で、

世界のロボット産業はここに大きく頼らざるをえない、と。

このサプライチェーンの頂上に、拓普集団(拓普集団、Tuopu Group)があります。寧波に本社を置

く巨大な自動車部品会社です。拓普集団は、下請け構造の一次協力会社(Tier 1)や二次協力会社

(Tier 2)を超えて、みずからをティア〇・五(Tier 0.5)と呼びます。どういう意味か。ねじ、モーター

、減速機を別々に納品するのではなく、テスラの図面に合わせてこれらを一つの完全な直線アクチュ

エータと回転アクチュエータのモジュールに組み立てて渡す、という意味です。部品商ではなく、

準完成車メーカーに近いのです。

拓普集団はすでに全体売上の三五～四〇パーセントを、テスラの電気自動車部品で稼ぎ出していま

す。ロボット電動アクチュエータ専用ラインを二つ回していて、メキシコの現地工場はすでに稼働

に入りました。二〇二六年第二四半期までに年産三〇万セット規模のロボット電気ドライブ生産能

力をそなえる、という計画です。テスラはこの会社の大量生産能力と品質管理システムを借りて、

Optimusの手足をだれよりも速く安く刷り出す下請け基地を、中国とメキシコに確保したのです。

拓普集団と肩を並べるもう一社が、三花智控(三花智控、Sanhua Intelligent Controls)です。電気自

動車の熱管理システムの世界的な強者です。三花智控もまた、テスラの長年のパートナーとして、

電気自動車で積み上げたモーター制御と熱放出の技術を、ロボットの関節モジュール組み立てにそ

のまま移し植えました。

そして二〇二五年十月、市場を揺るがす出来事が起きます。マスクが三花智控に六・八五億ドル、

日本円でおよそ五兆元分の発注を入れた、という報道が中国メディアを通じてあふれ出ました。品

目は直線アクチュエータでした。業界はこの物量が、Optimus約一八万台を作れる規模だと見積も

りました。納品はメキシコ工場で二〇二六年第一四半期から始まる、ということでした。試作品用

ではなく量産用だという信号でした。

知らせが広がると、三花智控のA株はその日、上限値の一〇パーセントまで跳ね上がりました。とこ

ろが当の二社は口を閉じました。テスラ中国側は、外部に公開する公式情報がないと言いました。

三花智控は、ロボット事業が順調に進行中だとだけ言い、市場に出回るはなしについては答えを拒

みました。肯定も否定もしませんでした。

六・八五億ドルという具体的な金額は、テスラの公式確認をついに受けられませんでした。未検証

の報道として残っている点は、正直に書きとめておかねばなりません。けれども、この一件が見せ
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たものがあります。グローバル資本市場が、Optimusに絡んだ少数の中国ベンダーがこれから掻き

集める付加価値を、どれほど巨大に計算しているか、ということです。五兆元という噂に株価が上

限値を打つ、というその事実そのものが答えです。

ゴールドマン・サックスのジャクリーン・ドゥ(Jacqueline Du)アナリストは、二〇二五年末にこの

サプライチェーンの会社を直接まわりました。三花智控、拓普集団、双環伝動(双���)、兆威(兆

威)のような業者に会いました。彼女が受けた印象ははっきりしていました。ほとんどが中国とタイ、

そして一部はメキシコで量産準備に入っていた、ということです。

このタイという言葉を、ただ通り過ぎてはいけません。三花智控と拓普集団、北特科技(北特科技)、

旭升(旭升)のような中核業者が、タイ投資委員会(BOI)の承認を受けて工場を建てています。それも

テキサスのギガファクトリーから近いところに、です。アメリカが中国産の部品を警戒するので、

中国企業がメキシコとタイへ迂回路を切り開いているのです。メイド・イン・チャイナという札だ

けを外し、手はあいかわらず中国企業の手です。

ここで亀裂を縫い合わせず、そのまま置いておきます。

中国の部品網がOptimusの価値の七〇パーセントを握っているという事実は、経済的な利点である

と同時に、致命的な弱点です。アメリカの政界と西側の技術メディアは、アメリカの未来を背負う

ロボットのサプライチェーンが中国にかたよりすぎていると、憂いをあふれさせます。この憂いは

二〇二五年四月に現実になりました。中国政府が、ロボットモーターの中核素材であるサマリウム、

テルビウム、ジスプロシウムのような中重レアアース七種に、輸出許可制をかけたのです。

人型ロボット一台には四十を超えるモーターが入ります。これを回すには、一台あたり四～五キロ

グラムの超高性能レアアース永久磁石(NdFeB)が必要です。マスクでさえ公の場で打ち明けました。

中国のレアアース磁石の輸出制限が、Optimusの生産日程に直接影響を与えうる、と。

モルガン・スタンレーは、この依存度が崩れたときの数字を出しました。中国部品をそのまま使え

ば、ロボットの製造原価を最大で三分の二まで下げられます。逆に脱中国をすればどうなるか。四

万六、〇〇〇ドルの駆動部品原価が一三万一、〇〇〇ドルに跳ね上がる、という分析です。三倍近

く暴騰します。マスクの二万ドルの夢は、その瞬間、紙の上の数字になります。

ですから矛盾です。Optimusの原価を二万ドルの下に下げるには、拓普集団と三花智控の七〇パー

セント独占のサプライチェーンが絶対に必要です。ところが、まさにその七〇パーセントが、米中

が衝突する局面で、テスラのロボットラインをひと息に止めてしまえる致命的な急所です。これよ

り致命的な弱点はありません。マスクは、じぶんのロボットの心臓を、競争国の手にゆだねたので

す。これが二〇二六年のグローバルロボット産業の、いちばん背筋の冷える真実です。

もう一つ、反対側の視点もいっしょに書きとめておきます。

中国のこのすべての優位が永遠だと見る視点だけがあるわけではありません。KR-Asiaは二〇二六年

一月の分析で、違うふうに指摘しました。中国が握った人型ロボット部品供給の六三パーセントは、

結局のところ原価と効率に頼ったものであり、人工知能アルゴリズムと現地生産が設計と製造の敷

居を下げれば、今日のコスト優位は狭まりうる、ということです。テスラがチップをTSMCからサム

スンのテキサス工場へ移し、アメリカとオーストラリアに非中国産レアアース磁石のサプライチェー
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ンを育てようと努めるのも、同じ文脈です。

ただ、KR-Asiaでさえ認めた点があります。チップとアクチュエータは垂直系列化と規模で解けるが、

レアアース磁石の問題だけは、工場をどれほど大きくしても解けない、ということです。これは製

造の問題ではなく、地政学の問題だからです。地中から掘り出した鉱物を、中国の外で経済性をもっ

て精錬できるのか。その答えが出るまで、マスクのロボットは北京の許可証を待つ身の上です。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第2章 高度な部品の国産化:ハーモニックとセンサー

第3部 サプライチェーンと中核部品の中国国産化

前の章

全章を見る

次の章

蘇州のある工場の中で、2025年の一年間に42万5千個を超える手のひらほどの金属円盤がラインを

抜けていきました。円盤一つの重さは1キログラムにも届きません。その中には歯が数百個刻まれて

います。この円盤がする仕事は、速い回転を精密な力に変えることです。ロボットアームが卵を割

らずに握る、あの柔らかさが、まさにこの円盤の中で決まります。

この円盤の名は波動歯車減速機(ハーモニック、�波�速器)です。そしてこの工場を持つ会社、緑

的諧波(�的�波、Leaderdrive)は、その年に日本を抜いて世界が注目する地位に上りました。

減速機一個の単価の話から始めます。日本のハーモニック・ドライブ・システムズ(Harmonic

Drive Systems)が作る製品は一台あたり1,100元から1,200元ほどです。韓国のお金で21万ウォン

から23万ウォンくらいになります。緑的諧波は同じ品物を600元から750元で出しました。日本製

の半分あまりの値です。後発の来福諧波(来福�波、Laifual)はもう一歩進みました。GGIIの資料を

見ると、来福諧波の2025年の平均単価は約573元でした。日本からの輸入品の半分にも届きません。

値をこれほど叩いても会社が潰れなかったという点が核心です。むしろその逆でした。

緑的諧波の2025年の成績表は2026年4月に公開されました。年間売上は5.71億元、一年前より

47.3パーセント増えました。株主の取り分に回った純利益は1.24億元、一年前より121.4パーセン

ト急増しました(年次報告書ベース)。売上は半分ほど増えたのに、利益は二倍を超えて跳ねました。

値を下げながらもより多く稼いだという意味です。秘訣は量でした。その年、ハーモニック減速機

の販売量は72.5パーセント増えて42.5万台でした。単価が下がった幅よりも、物量が膨らんだ幅の

ほうがはるかに大きかったのです。

ここで一つ、もう一つの数字を見なければなりません。その42.5万台のうち約10万台が人型ロボッ

トのほうへ流れていきました(会社推定)。残りは依然として産業用ロボットと自動車、半導体装置

の取り分です。人型ロボットはまだ全体の四分の一ほどです。ところが会社が明らかにした2026年

第1四半期の人型ロボット注文は、すでに10万台を超えました。一四半期の注文が昨年一年分を上

回ったのです。

市場はこの数字に値をつけました。2026年の春、緑的諧波の時価総額は770億元を超えました。

2025年の純利益1.24億元を基準にすると、株価収益率(PER)が620倍に達します。一年で稼いだお

金の620倍を、市場が会社の値として認めたのです。この数字が正常なのかバブルなのかは、人型

ロボットが本当に100万台ずつ転がり出てくるかにかかっています。判断は市場がまだ下せていま

せん。
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緑的諧波が世界市場で占める取り分は約12パーセントです(J.P.モルガンの分析ベース)。1位は依然

として日本のハーモニック・ドライブ・システムズで約40パーセントです。中国の内需だけを切り

取って見れば、緑的諧波のシェアは30パーセントから40パーセントの間と推定されます。主要顧客

はAgiBot(智元机器人)やUBTECH(�必�)のような自国の人型ロボット会社です。彼らが10万元を

下回る超低価格ロボットを市場に投げ込めた背景には、緑的諧波の安い減速機が敷かれています。

内需全体に広げて見ると、絵がもっと鮮明になります。中国市場で国産ハーモニック減速機の取り

分は、2020年にはまだ48.71パーセントにとどまっていました。外国産のほうが多かったのです。

ところが2021年に55.15パーセントで初めて外国産を上回り、2024年には75.11パーセントまで

跳ね上がりました(GGII統計)。四年で外国産を事実上押しのけたのです。この75.11パーセントとい

う数字は、中国ロボット部品の国産化を象徴する物証として挙げられます。

緑的諧波は2025年末時点で年間79万台を作れる設備を整えました。2025年初めに14.13億元規模

の増資を終え、新工場を建て始めました。この工場がすべて回れば、ハーモニック減速機が100万

台上乗せされます。来福諧波もじっとしていませんでした。来福諧波の月間生産能力は2023年1月

に1.34万台でした。2025年12月には3.96万台へと三倍近くに膨らみました。年間80万台のライ

ンを敷くという計画も打ち出しました。

この量産競争は中国の中で終わりません。テスラ・オプティマスのサプライチェーンまで揺らして

います。イーロン・マスクはオプティマス第3世代(V3)の試作品を2026年第1四半期に出し、

2026年末に生産ラインを回して年100万台を作ると明らかにしました。人型ロボット1台には、関

節仕様によって平均14個(10個から20個)のハーモニック減速機が入ります。100万台が現実にな

れば、ハーモニック減速機だけで約140億元の新しい市場が開きます(2030年見通し)。西側のロボッ

ト会社でさえ原価を合わせようとすれば、中国産の減速機を使わずには持ちこたえにくい構造が固

まりつつあります。

ただし完璧な勝利ではありません。中国産ハーモニック減速機は、最初に打ち出すときの精度は世

界水準にほぼ届きました。問題は長く回したときです。長い時間稼働しても精度を保つ能力、業界

で精度保持性(精度保持性)と呼ぶこの性能で、日本の先頭企業との差をまだ完全には縮められてい

ません。過酷な環境でどれだけ長く耐えるか、その公転寿命も同じです。人型ロボット専用減速機

に対する標準規格と公認認証体系がまだないという点も課題です。会社ごとにばらばらの仕様でカ

スタム生産をしているため、非効率が大きいのです。

そしてハーモニックの成功の傍らには影があります。重い荷重を支える大型関節用のRV減速機(RV

�速器)です。ハーモニックが75パーセントを国産化する間に、RV減速機の国産化率は依然として

20パーセントから30パーセントにとどまっています。日本のナブテスコ(Nabtesco)が中国のRV減

速機市場の40パーセント以上を握っています。双環伝動(双���)は国内シェアを2020年の5.25

パーセントから2023年の18.89パーセントへ引き上げて追っており、中大力徳(中大力德)も加勢し

ました。彼らは2025年以降、国産化率50パーセント突破を目標に据えました。同じ減速機なのに、

種類によってこれほど差が大きいのです。

ロボットの手首と足首には、また別の部品が埋め込まれています。
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ロボットが二本の足でバランスを取るには、自分の足の裏にかかる力を実時間で感じなければなり

ません。物を壊さずに掴むには、指先にかかる圧力を知らなければなりません。この感覚を担う部

品が6軸力トルクセンサー(六�力�感器)です。X、Y、Zの三方向の力と、三方向の回転力を同時に

測ります。測った信号を解きほぐす補正(キャリブレーション)とデカップリング(Decoupling)のア

ルゴリズムが難しくて、長らく誰にでも作れる部品ではありませんでした。米国のATIがこの市場を

独占しました。

その独占が崩れました。それもとても劇的に崩れました。

2025年第1四半期から第3四半期の間、人型ロボット用6軸力センサー市場で外国ブランドの取り分

は1パーセント以下に落ちました(GGII統計)。事実上の退場です。この分野の国産化率は90パーセン

トを超えました。中国のロボット部品を通じて、完璧にもっとも近い自給です。

先頭は藍点触控(�点触控、Link-Touch)です。藍点触控の2025年1～3四半期の人型ロボット用6

軸力センサー市場シェアは72.6パーセントでした(GGIIベース)。一つの会社が市場の四分の三近く

を持っていったのです。AgiBot、シャオミ、XPeng(小�)、UBTECH、越疆(Yuejiang)のような主

要会社の新型ロボットが、ほぼすべて藍点触控のセンサーを初めて付けて出てきました。ある媒体

が引用したGGIIの別の集計では、藍点触控の取り分を80パーセントと見ることもあります。その後

を坤維科技(坤�科技)が継ぎます。坤維は協働ロボット用6軸センサー市場では約70パーセントを

握る隠れた強者です。SRI(宇立�器)も一席を占めています。市場集計の時点と分類基準によって、

シェアの数字は少しずつ異なります。

彼らがATIを一気に押しのけた武器はMEMS(微小電気機械システム)でした。昔の方式は、金属の弾

性体にひずみゲージを人の手で一つずつ貼るものでした。精密ですが遅くて高くつきました。一台

あたり数千万ウォンを呼びました。中国科学院(CAS)合肥物質科学研究院などが参加して開発した

MEMS方式は、力センサーを半導体チップのように打ち出します。その結果、価格が輸入品の五分

の一、つまり20パーセント水準に落ちました。

値は五分の一に下がったのに、性能は譲りませんでした。坤維科技のセンサーは自己校正システム

を備え、0.05パーセントF.S(Full Scale)の精度を出します。海外の独占企業と肩を並べる水準です。

センサーの値がこれほど安くなると、ロボット会社の設計が変わりました。費用の心配なく、両手

と両足に多軸センサーをびっしり埋め込めるようになったのです。2025年の中国の6軸力センサー

市場は、すでに15億元を超えました。2030年には世界市場が138億元へ大きくなる見通しです。

触覚だけではありません。視覚も中国の部品が占領しました。ロボット周辺の三次元空間を奥行き

まで読み取る3Dビジョンカメラモジュールで、中国企業が世界市場の約70パーセントを握っていま

す。深圳のユニコーン、Orbbec(奥比中光)は、中国のサービスロボットと人型ロボット用3Dカメラ

市場の70パーセント以上を占めました。自動運転車で鍛えられたライダー(LiDAR)技術がロボット

へ移ってきて、RoboSenseやHesaiのような会社が4Dライダー市場を率いています。半導体イメー

ジセンサー設計の大物、韋爾股份(�尔股份、Will Semiconductor)は、子会社のオムニビジョンを

通じて2024年10月に人型ロボット用イメージセンサーを出し、光学チップからモジュールまでつ

ながる国産化の鎖を閉じてしまいました。
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ここに韓国の置かれた位置が見えます。韓国の会社が人型ロボットの完成品を作ろうとするとき、

脳にあたるAIだけでなく、目にあたるビジョンセンサー、皮膚にあたる力センサーまで中国の部品

を使ってこそ価格を合わせられます。感覚の従属です。

いよいよ一番難しい部品の番です。

人型ロボットが本物の働き手になるには、越えなければならない最後のハードウェアの峠がありま

す。手です。正確には器用な手(�巧手、賢い手)です。コップを割らずに握り、細い電線を差し込

み、柔らかい果物を掴むには、手のひらほどの空間の中に関節を数十個、触覚センサー、そしてそ

れを動かす超小型モーターを詰め込まなければなりません。人間の手の精巧さを機械で複製する仕

事です。マスクでさえオプティマスを作りながら、手が一番難しい部品だと言いました。

この分野の第1世代の強者は北京の因時(因�机器人、Yinshi)です。マイクロ・サーボ・シリンダー

(Micro Servo Cylinder)技術で指の節を精密に制御します。因時のロボットハンドの累積出荷台数は、

2023年にすでに1,000台を超えました。2024年には約2,000台を送り出しました。そして2025

年に年間1万台の高地を越えたことが確認されます(会社発表ベース)。年平均成長率が毎年100パー

セントを上回ります。

因時で目を引く箇所は輸出です。因時は内需に安住せず、北米、日本、韓国のような先進ロボット

市場へ出ていきました。2024年の海外売上が一年前より20倍急増しました。因時の主力モデルで

あるRH56シリーズは、6自由度(DOF)に関節12個を備えています。指一本の把持力が1.5キログラ

ムです。繰り返し位置精度は±0.2ミリメートルです。それでいて全体の重さは540グラムにすぎま

せん。成人男性の手の重さくらいです。第5世代モデルのRH56F1は、全金属一体型構造で耐久性を

引き上げました。

因時が着実に物量を積む間に、資本を背に巨大なユニコーンとして浮上した会社が霊心巧手(�心巧

手、Linkerbot)です。

霊心巧手の話は数字を慎重に読まなければなりません。2026年5月にロイター(Reuters)が単独で

報じた内容はこうです。北京の器用な手の専門会社、霊心巧手が、ちょうど終えたB+ラウンドで30

億ドルの企業価値を認められました。韓国のお金で約4兆ウォンです。そして次のラウンドでは、そ

の二倍の60億ドルを目標に据えました。会社はこの次のラウンドが私募投資なのか新規株式公開

(IPO)なのか、いつ始めるのかを明らかにしませんでした。つまり60億ドルは、すでに受けた値で

はなく、会社が狙う値です。別の報道では、霊心巧手が香港上場を検討中だという話も出ました。

霊心巧手は、自社が高自由度ロボットハンドの世界市場の80パーセントを占めていると主張します。

この80パーセントは独立機関が検証した数字ではなく、会社が出した数字です。最高経営者の周永

(周永)は、月間生産能力を今の5千台水準から1万台へ二倍に増やすと明らかにしました。周永の狙

いは家事労働ではありません。彼は霊心巧手の手が、ピアノ演奏やマッサージ、さらには歯科施術

のような高い値の人間の技術を狙うと言います。そうした仕事の付加価値が、基礎労働の最低三倍

だという計算です。

手という単一の部品一つで4兆ウォンの価値を認められ、その二倍を狙うという事実。これは世界の

資本市場が中国の部品量産能力にどれほど大きなプレミアムを付けているかを示します。同時に、

その値が会社の主張の上にかなりの部分乗っているという点も併せて見なければなりません。
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このロボットの手が大量にあふれ出てくる土台には、また別の国産化があります。指の筋肉の役割

をする空芯カップモーター(空心杯�机)です。以前はスイスのファウルハーバー(Faulhaber)やマク

ソン(Maxon)のようなヨーロッパの会社が、この市場の85パーセント以上を握っていました。その

席に、鳴志電器(�志�器、Moons' Electric)や兆威機電(兆威机�、Zhaowei)のような中国のモー

ター会社が、ロボット指用の中低価格モーターを納品して、ボトルネックをほぐしました。BYDが

投資したPaXiniと、ロボット掃除機の強者ドリーミー(Dreame)も、自社のロボットハンドを武器に

香港上場の行列に合流しています。

ハーモニック減速機、6軸力センサー、そして賢い手。中国がこの三つの部品市場を次々と育てなが

ら資本を吸い込む流れは、韓国のロボット産業に骨身にしみる警告です。韓国企業が自社の人型ロ

ボットを設計して量産しようとするとき、指の精密な動きと感覚フィードバックを制御するモジュー

ルを、結局は霊心巧手や因時のような中国の会社から買ってこなければならない構造的な下請け関

係が固まる危険が実在します。

ただし一つの視角は開けておかなければなりません。指部品の超精密・超小型のコアレスモーター

のうち、一部のハイエンド領域は依然として輸入に頼っています。そして直線運動を担う遊星ロー

ラーねじ(行星�柱�杠)は、国産化率がまだ20パーセントから30パーセントにとどまっています。

オプティマス1台に14個も入るこの部品の単価は、仕様によって一個あたり2,000元から1.2万元に

達します。杭州の新剣(新�)のような会社が、年100万台の工場を建て、1.2万元のものを635元ま

で95パーセント下げるという目標を掲げましたが、これは製造装置と精密加工技術の国産化が先に

解けてこそ可能です。

中国の部品の台頭は、テスラを含む全世界の人型ロボット市場の底辺を支配するプラットフォーム

権力へと進化しています。その権力には、75パーセントのハーモニックと90パーセントの力センサー

という征服された領土があり、20パーセント台のローラーねじという、まだ突破できていない壁が

共にあります。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第3章 サプライチェーンのアキレス腱:ローラーねじとRV減速機

第3部 サプライチェーンと中核部品の中国国産化

前の章

全章を見る

次の章

1. 直線運動のボトルネック、ローラーねじ

イーロン・マスクは2026年第1四半期の決算発表の場で、いつになく率直でした。オプティマス1

台に入る部品はおよそ1万個です。彼はその1万個を指してこう言いました。「全部で1万個あるう

ち、いちばん運がなく、いちばん遅く、いちばん間抜けな部品の速度に合わせて進むしかありませ

ん。文字どおり予測ができないのです」。世界でいちばん高い自動車会社をつくった人物が、ロボッ

ト1台の生産速度を占えないと公然と降参したわけです。

彼が言う「いちばん間抜けな部品」の第1候補が、まさに指ほどの鉄の棒です。名前は遊星ローラー

ねじ(Planetary Roller Screw)です。

この部品が何をするのかから見ます。昔の産業用ロボットは、腕がぐるぐる回る回転関節だけで十

分でした。ところが人のように歩くロボットは違います。膝を曲げ伸ばしし、片足で体重を支え、

階段をのぼります。この動作は回転ではなく直線運動です。モーターは回転しかできないので、そ

の回転を押し引きの直線の力に変える変換器が必要です。ローラーねじがその変換器です。ねじ軸

の周りを、いくつものローラーが遊星のように軌道を描いて回ります。だから名前に「遊星」がつ

いています。

性能は圧倒的です。同じ体積のボールねじと比べると、静的荷重を3倍以上多く耐えます。寿命は

15倍です。重いバッテリーを背負った脚の関節には、これほどの部品はありません。骨盤、膝、足

首のように衝撃が集まる場所に集中して入ります。

問題は価格です。

テスラのオプティマス1台には、このねじが14個入ります。上腕に2個、前腕に4個、太ももに4個、

ふくらはぎに4個です。モルガン・スタンレーの推定で1個あたりの価格は1,350ドルから2,700ド

ルです。14個を合わせると、ロボット全体のハードウェア原価の約19パーセントです。アクチュエー

ター全体に広げると、BOMの56パーセントに達します。マスクがオプティマス1台の最終販売価格

を2万ドル未満と公言した状況で、指ほどの鉄の棒14個が、ロボットの値段の5分の1を食いつぶし

ているのです。

ここで、中国が誇っていた「部品崛起」の統計が崩れます。

中国メディアの見出しは、いつも「中国ヒューマノイド国産化率70パーセント突破」です。この数

字には落とし穴があります。6軸力センサーは国産化率が90パーセントを超え、波動歯車減速機(ハー

モニック)は75パーセントに達しました。すでに自給した部品の高い点数が平均を押し上げた結果
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です。ところがローラーねじの欄に移ると、数字は真っ逆さまに落ちます。国産化率20～30パーセ

ントです。平均という数字がどう嘘をつくかを示す標本です。

この市場は、少数の先進国企業が徹底して分け合っています。スイスのロルヴィス(Rollvis)とGSA、

スウェーデンのエヴェリックス(Ewellix)、米国のムーグ(Moog)とトムソン(Thomson)、日本の

NSKとTHKです。テスラでさえ、オプティマスの脚関節のねじをスイスのGSAから買ってきます。

中国企業の合算シェアは19パーセント前後にすぎず、それすらハイエンドのロボット用ではなく、

汎用の産業装置用に偏っています。

なぜ作れないのか。中国は世界1位の鉄鋼大国なのに作れません。理由は二つです。

一つは素材です。ローラーとねじ山が休む間もなくかみ合って回りながら、ものすごい摩擦と熱が

出ます。これに耐えるには、極度に硬く、しかもすり減りにくい特殊合金鋼が必要です。ところが

中国の特殊鋼の製錬技術と熱処理技術は、まだ欧州・日本の品質に追いついていません。

もう一つがより致命的です。ねじ山をナノメートル単位で削り出す超精密研削盤(Grinding

Machine)がありません。ゴールドマン・サックスの分析によると、中国のねじメーカーは、量産に

必要な超精密加工装置の95パーセント以上を日本と欧州から輸入しています。ところが日本と欧州

の一部の国は、この先端の工作機械が戦略技術として漏れ出るのを防ごうと、対中輸出を厳しく統

制します。米国と同盟国が握る「工作機械の輸出バルブ」が、ロボット部品の国産化を阻む最も強

力な足かせです。精度の等級は日本工業規格(JIS)でC0からC9まで付けられ、数字が低いほど精密

です。ヒューマノイドはふつうC5かC3を要求します。テスラは2025年、オプティマス第3世代の

一部の関節にC3等級を入れ、300ミリメートルあたりの誤差を3マイクロメートルに抑えました。

中国企業がC5からC3量産へ移るまでは、中国が先んじたという言葉は早すぎます。

それでも中国は、無謀なほど巨大な金をこのボトルネックに注ぎ込んでいます。

2025年1月3日、浙江省杭州の青山湖科学技術都市で起工式が開かれました。主役は杭州新剣伝動(

杭州新���, Hangzhou Xinjian)です。この会社は2008年から遊星ローラーねじを研究してきた

ところで、人型ロボット専用のねじを年に100万個打ち出す専用基地を着工しました。さらに目を

引くくだりは顧客です。新剣伝動は、世界出荷台数1位の企業AgiBot(智元)と独占供給契約を結び、

シャオミ・XPeng(小鵬)・エコバックス(科沃斯)とも手を組みました。欧州の職人が手で削っていた

工程を、完全な産業機械の加工ラインへ作り変えるという宣戦布告です。

別の道に入った会社もあります。双林股份(双林股份, Shuanglin)は、1987年に地方の金型工場とし

て出発した自動車部品会社です。この会社は欧州の特許網をかわそうと、「反転式(反向式)遊星ロー

ラーねじ」を独自に開発し、4大基幹工程を手にしたと発表しました。2024年末には、年1万

2,000セット規模のパイロットラインを立てました。双林の本当の一手は別にあります。2025年1

月、この会社は高級研削盤をつくる無錫科之鑫(无�科之鑫)を丸ごと買収しました。装置がなくて

削れないなら、装置会社を買ってしまったのです。マスクが言う「カーポーズ(卡脖子、首根っこを

押さえる)」の区間を、金で迂回したわけです。

彼らが掲げる究極の賭けは、95パーセントという数字です。いま1個あたり最高1万2,000元(人民

元)のねじの単価を、大量量産と装置の国産化で635元(約12万ウォン)まで落とすというのです。初

期に比べて95パーセントの暴落です。
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この数字は会社と業界が掲げる目標にすぎず、独立して検証された単価ではありません。市場の専

門家は、1万2,000元から635元への垂直落下を極端な楽観論と見ます。国信証券や国盛証券など証

券界の現実的な推定は違います。大量量産が本格化すれば、1,000～2,000元の線で収束するとい

うのです。それでも方向ははっきりしています。もしこの単価削減が実現すれば、ヒューマノイド

のサプライチェーンの最も弱い環が、最も強い原価の武器に一変します。それが、人型ロボットが2

万ドルという商業的な臨界点を突き抜けるかどうかを分ける、中国ロボットのサプライチェーン最

大の未解決の謎です。

2. 高荷重関節用RV減速機

減速機は、モーターの速い回転を遅くして強い力に変える部品です。人の体でいえば筋肉の変速機

です。ヒューマノイドの減速機は二種類に分かれます。手首や指のように軽く速い場所には、小さ

く薄い波動歯車減速機(ハーモニック)が入ります。骨盤や膝のように重い荷重と衝撃を受ける場所

には、大きく頑丈なRV減速機(Rotary Vector Reducer)が入ります。

ハーモニックの側は中国が勝ちました。緑的諧波(�的�波, Leaderdrive)と来福諧波が、日本産の

40～60パーセントの単価を前面に出し、中国国内のシェア75パーセントを握りました。緑的諧波

の第3世代ハーモニックは寿命が2億回に達し、体積を40パーセント減らし、すでにオプティマスへ

量産納品中です。「中国の減速機国産化成功」という華やかな見出しは、その大半がこのハーモニッ

クの成果に寄りかかっています。

ところがRV減速機の欄の扉を開けると、風景が完全にひっくり返ります。

RV減速機は、薄い金属の弾性を使うハーモニックとは違います。ピンとサイクロイド歯形の歯車が

2段でかみ合って回る、極度に複雑な機械工学の結晶です。瞬間的に加わる衝撃を歯車たちが分け合っ

て吸収しながら、同時にマイクロメートル単位の精度を保たねばなりません。この分野の絶対君主

は日本のナブテスコ(Nabtesco)です。世界の産業用RV減速機市場の60パーセント以上を握り、中

国の内需市場でも依然として40パーセント以上を統治しています。

2025年現在、中国のRV減速機の国産化率は20～30パーセントの沼にはまっています。ハーモニッ

クが75パーセントを自給したのと、際立って対照的です。中国の機械産業が「軽量化」には成功し

ても、「重厚長大な精密力学」の骨格の前では、いまだに西側と日本に従属しているという成績表

です。

もちろん追撃者はいます。浙江省に本社を置く歯車専門企業、双環伝動(双���, Shuanghuan)で

す。正確に言えば、RV減速機事業は双環伝動の子会社、環動科技(��科技)が担っています。環動

科技は今、赤字にもかかわらず科創板(STAR Market)への分社上場を進めています。この会社のシェ

アの軌跡は急です。高工ロボット産業研究所(GGII)の集計で、2020年に5.25パーセントだった中国

国内のシェアが、2021年10.11パーセント、2022年13.65パーセント、2023年18.89パーセン

トへ上がり、2024年には24.98パーセントに届きました。4年でおよそ5倍です。同じ期間にナブ

テスコのシェアは54.8パーセントから40パーセント台へ落ち込みました。環動科技は、電気自動車

の歯車を大量に削っていたノウハウをRV減速機へ移し、Unitree(宇樹)G1とテスラ・オプティマス

のサプライチェーンの扉を叩いています。もう一つの精密駆動企業、中大力徳(中大力德)が加わり、

中国陣営はRV国産化率50パーセント突破を当面の目標に総攻勢をかけています。
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シェアの数字だけ見れば追撃は激しいです。しかしRV減速機の本当の勝負は、出荷直後のスペック

ではありません。

勝負は「精度保持性(精度保持性)」で分かれます。工場に投入され、数千、数万時間を過酷に回さ

れたとき、歯車がすり減って生じる隙間の揺れをどれだけ抑えるかです。これをバックラッシュ

(Backlash)と呼びます。モルガン・スタンレーと中国国家知識産権局(CNIPA)の分析を総合すると、

中国産のRV減速機は、できたてのときの瞬間精度は日本産と似ています。ところが長時間使うと精

度が急激に落ちます。空転寿命でナブテスコと致命的な差を露わにします。

この差の根は冶金術(Metallurgy)です。日本企業は70年以上積み上げた特殊熱処理と合金配合のノ

ウハウで、歯車の表面は傷つかないよう硬くしながら、中は衝撃を吸収するよう粘り強く焼き上げ

ます。表面は強く、中はしぶとく。この矛盾した二つの性質を一つの鉄の塊に同時に入れる技術で

す。設計図には書かれない、手と時間が積み上げた暗黙知(Tacit Knowledge)です。中国企業は逆

設計(Reverse Engineering)で外形はそっくり複製します。ところがロボットが20キログラムの荷

物を持って歩き始めると、関節の減速機が内部で先に摩耗したり折れたりします。外形は真似ても、

何万回も焼き上げた手の感覚は真似られなかったのです。

ここに標準の空白が重なります。まだ「ヒューマノイド専用の高荷重RV減速機」の統一された公認

標準がありません。だから環動科技のような会社は、AgiBot、UBTECHなどメーカーごとに違うカ

スタムスペックに合わせて、少量生産を繰り返さねばなりません。大量生産による単価の引き下げ

と品質の安定化が、標準の不在のために塞がれる構造です。

中国政府は2030年までに、ロボット基幹部品全体の国産化率を75パーセント以上へ引き上げ、高

級RV減速機を全面的に自給化すると宣言しました。第15次5カ年計画の目標です。しかし西側と日

本が、特殊鋼と超精密工作機械の輸出バルブを握りしめたまま圧迫する今、RV減速機とローラーね

じの寿命を画期的に伸ばせなければ、中国産のヒューマノイドは、価格が安いだけで産業現場の過

酷な労働に長く耐えられないという限界を抱えて進みます。

10万元以下という超低価格の価格破壊の裏側に、この冷ややかな真実が隠れています。指ほどの鉄

の棒一つと、膝の中の歯車一つです。マスクが1万個のうち「いちばん間抜けな部品」と呼んだそれ

が、中国ロボット崛起の最後のかんぬきを握っています。

単価635元の目標値は、杭州新剣伝動・双林股份など国産化陣営が提示した目標であり、2026年6

月現在、独立機関が検証した実際の量産単価ではありません。証券界の推定値は、大量量産時に

1,000～2,000元へ収束です。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com
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#金京鎮 #AIライブラリー #中国ロボット産業 #ヒューマノイド #ユニツリー #UBTECH #身体性知

能 #サプライチェーン #米中
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第1章 工信部指導意見から第15次5カ年計画まで

第4部 国家資本と政策フレームワーク

前の章

全章を見る

次の章

中国のロボット産業を動かす力は、東莞の作業場や杭州の研究室の一カ所にあるのではありません。

その上に、もっと大きな手が乗っています。補助金、計算コストを政府が代わりに払ってくれる訓

力券(訓力券)、そして600億元の国家大基金。この三つが上から下へ資本を注ぎ込み、身体性知能(

具身知能、Embodied AI)市場を支えます。この部では、一枚の政府文書がどのようにして国全体の

資本を一方向に整列させたのか、そしてその整列が誰を育て、誰を脅かすのかを追います。

第一章 工業情報化部の指導意見から第十五次五カ年計画まで

1. 二〇二三年 工業情報化部の指導意見のマイルストーン達成評価:「二〇二五年に量産体系を構築、

二〇二七年に世界先進水準へ到達」という宣言が市場に及ぼした爆発力

二〇二三年十一月初め、北京のある事務所で、九ページの文書一つが省庁のホームページに掲載さ

れました。分量だけ見れば、報告書一編にも満たないものでした。題名は《人型ロボット革新発展

指導意見(人形机器人�新�展指�意�)》。発表主体は中国の工業情報化部(MIIT)でした。その九ペー

ジが、その後二年間に中国へ注がれることになる数千億元の方向を決めました。

中国の産業政策において、ある技術が省庁の「指導意見(指�意�)」に格上げされるということは、

シグナルです。国家の資源と資本がそちらへ整列するというシグナル。この文書は、人型ロボット

を、コンピューター、スマートフォン、新エネルギー車(EV)に続く次世代の「破壊的製品(�覆性�

品)」として打ち込みました。一つの国が次の覇権品目を公然と名指ししたわけです。

文書が賢かった点は、別のところにあります。抽象的なスローガンで終わらせませんでした。技術

開発の枠組みを、国家が直接「大脳(大�)・小脳(小�)・肢体(肢体)」という三段構造に切り分けて

下ろしました。環境を認識して判断するAI基盤モデルが大脳です。複雑な地形でバランスを取り、

動きを制御するアルゴリズムが小脳です。骨格とアクチュエーター、器用な手(�巧手)が肢体です。

これらの言葉はやがて共通言語になりました。北京や上海、深圳の地方政府が補助金政策を組むと

き、ベンチャーキャピタル(VC)が投資対象を選ぶときに使う評価基準になったのです。一枚の文書

が、国全体の辞典(辞典)を書き換えました。

指導意見が示した最初の里程標は二〇二五年でした。人型ロボットの革新体系を一次的に立て、コ

ア部品の供給を安定させ、特殊環境と製造・サービス分野で量産(批量生�)を実現する。二つ目の

里程標は二〇二七年です。安全で信頼できる産業サプライチェーンを備え、技術水準を世界先進水

準まで引き上げ、人型ロボットを実体経済のあちこちに深く融合させる。このとき人型ロボットは

「経済成長の新たなコアエンジン」になります。
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発表当時、西側の反応は冷ややかでした。わずか二年でその複雑なヒューマノイドを実験室から引

き出し、量産ラインに乗せるという目標を、一部は非現実的な宣伝(宣�)として扱いました。米国

のある議会諮問機関の報告書は、この文書を精密に解きほぐしながら、二〇二五年の「量産実現(�

�批量生�)」という表現が、組立ラインから完成したロボットが流れ出てくるという意味ではない

と、慎重に但し書きをつけました(USCC、二〇二四)。ある程度の規模で造る能力を備えるという意

味であって、大量生産の完成を意味しないという解釈でした。

ところが、二〇二五年が過ぎて二〇二六年へ移ってくる今、その目標を冷静に評価してみると、結

果は解釈を追い越しました。二〇二五年の全世界のヒューマノイドロボット出荷台数は、おおよそ

一万三〇〇〇台から一万八〇〇〇台の間と集計されます。このうち約九〇パーセントが中国本土企

業の工場から出ました。AgiBotが五一六八台、Unitreeが五五〇〇台以上です(会社発表および目論

見書ベースであり、独立機関による完全な検証はまだ限定的です)。AgiBotが二〇二六年三月に累計

一万台の下線(下�)を記録した出来事は、工業情報化部が求めた「量産実現」という抽象的な目標

が、コンベヤーベルトの上の数字として証明された瞬間でした。二〇二五年の第一段階の里程標は、

中国特有の電気自動車サプライチェーンと噛み合って前倒しで達成されました。少なくとも量的拡

大と単価破壊という物差しでは、そうです。

文書の波及力は資本市場へ広がりました。中央政府が二〇二七年までにヒューマノイドをコア成長

エンジンにすると宣言すると、地方自治体が予算争奪戦に飛び込みました。北京、上海、深圳、蘇

州、成都といったコア都市が、先を争ってそれぞれ一〇〇億元規模の人工知能・ロボット産業基金

を組成しました。いわゆる「一〇〇億元クラブ」が瞬く間にできあがりました。

カネが集まる速度は、もっと劇的でした。二〇二五年の一年で、中国の人型ロボットと身体性知能

分野の投資件数は一六二件、公開された融資金額だけで四〇〇億元を超えました。二〇二四年全体

の投資額を軽く飛び越える規模です。テンセントやアリババ、バイドゥのようなビッグテック資本

と国有資本が、Unitree、Galbot(�河通用)、Robot Era(星��元)のような先導企業に、数百億か

ら数千億ウォンずつ賭けました。その賭けの根拠は、一行で十分でした。この産業が「国家が指定

した次世代の覇権事業」だという工業情報化部の保証。失敗しようがないゲームだという信念。上

から一行が下りてくると、下で資本が掃除機のように吸い込まれていったのです。

ただし、この流れには陰があります。トップダウンの資金が、いつもきれいな結果ばかり生むわけ

ではありませんでした。地方政府が工業情報化部の覚えをめでたくしようと、無償の土地提供、

R&D費用の最大五〇パーセントマッチングといった破格の恩恵を掲げると、技術力もなく外殻だけ

それらしい試作品を造って補助金をせしめる、いわゆる「補助金ハンター(���人)」が乱立しま

した。大学の研究室のオープンソースコードを複製し、外形だけ変えたまま支援金をくすねる企業

が増え、国家財政の浪費問題が俎上に載りました。中国特有の極端な低価格競争である「内巻(內卷)

」現象も、この市場にそのまま乗り移りました。源泉技術の革新よりも、既製の部品を組み立てて

単価だけを叩く我慢比べが始まり、その圧力は部品協力会社の利益率を絞り上げ、企業の長期基礎

研究の余力を削り取る毒として作用しています。外殻は華やかなのに、肝心の大脳と小脳の有機的

結合、つまり複雑な非定型環境で人間水準の稼働率を見せる能力は、まだグローバル最高水準に届

かないという批判が絶えません。

量産体制を手にした中国は、いまや指導意見の終着点である二〇二七年の「世界先進水準」へ向け 

て走ります。その次の武器は製造優位ではありません。「標準(�准)の統制」です。工業情報化部
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は二〇二六年初め、傘下の標準化技術委員会を通じて、世界で初めて《人型ロボットおよび身体性 

知能標準体系(二〇二六年版)》を発表しました。R&D補助金をばらまく基調から、市場の秩序を定 

めてグローバルなルールメーカー(Rule Maker)へと上がろうとする「規範的発展段階」へ移ったと 

いうシグナルです。基礎共通、脳知能、肢体部品、安全倫理など六つの部門に分かれたこの標準体 

系には、中国内の一二〇余りのコア機関と企業が参加しました。二〇二三年十一月の九ページの文 

書が打ち上げた小さなシグナルは、わずか二～三年で中国を世界のヒューマノイド工場へと変えて 

しまいました。そして二〇二七年にグローバルなロボット標準の制定権を掌握するという予告編に 

なったのです。

2. 第十五次五カ年(二〇二六～二〇三〇)規画のコア軸:中国政府が「身体性知能」と「クラウドロボッ

ト」を国家の新成長エンジンおよび生産力リーダーシップの頂点として明示した戦略的意図

二〇二六年三月、北京の人民大会堂。両会(�会)で一つの文書が最終承認されました。《国民経済

社会発展第十五次五カ年計画(二〇二六～二〇三〇)》。総一八編六二章、一六の重点課題で組まれ

たこの計画の二本柱は、「科学技術の自立自強」と「新質生産力(新�生�力)」でした(KISTEP、二

〇二六)。そしてその新質生産力の頂点に、身体性知能と人型ロボットが置かれました。

中国のシステムにおいて「五カ年計画」は、経済見通しや省庁別の政策の寄せ集めではありません。

共産党中央委員会が今後五年間、国家の命運を懸けて推進する最上位の法的・行政的強制規範です。

一度ここに名を連ねれば、その産業は今後五年間、国家のあらゆる優先順位の上で動きます。

新質生産力という言葉から解いてみます。難しい概念ではありません。かつての中国の成長は、安

い労働力と大規模な資本を注ぎ込むやり方でした。人を多く使い、工場を多く建て、不動産にカネ

を縛りました。新質生産力は、そのやり方と決別するという宣言です。AI、量子コンピューター、

航空宇宙のような先端技術革新で生産要素そのものを組み直し、全要素生産性(TFP)を飛躍的に引き

上げる。少なく投じて多く造る。これが核心です。二〇二五年三月の政府活動報告で、李強(Li

Qiang)首相が身体性知能を未来産業育成のコアツールとして明示したことが、この計画へつながり

ました。

ところで、なぜよりによってロボットなのでしょうか。数多いAI分野の中で、なぜハードウェアが

結合された「身体性知能ロボット」を頂点に置いたのでしょうか。その答えの底には、濃い恐怖が

敷かれています。人口構造の崩壊という恐怖です。

数字を見てみます。国家統計局のデータによれば、中国は二〇二一年に六〇歳以上の人口が一四パー

セントを超える高齢社会に入り、二〇二四年にはこの比率が二一・一パーセントまで跳ね上がりま

した。労働年齢人口が毎年数百万人ずつ減っています。「世界の工場」を支えてきた背骨が揺らい

でいます。二〇三〇年を起点に、熟練製造労働者の供給不足が爆発的に広がるという予測が出てい

ます。既存の固定された産業用ロボットアームでは、この空白を埋められません。規格化された少

数の工程は代替しても、複雑な非定型組立や老人介護のような対人サービスには無用の長物です。

中国政府の判断は明確です。人間水準の知能(大モデル)と物理的適応力(二足歩行と器用な手)を兼

ね備えた身体性知能ロボットだけが、この巨大な労働力不足を埋める唯一の「デジタル労働力(数字

��力)」だということです。
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ここで西側と中国の道が分かれます。西側がAIによる雇用減少と福祉問題を心配して規制を悩むと

き、中国共産党は別の前提の上に立ちます。「AIはすなわち経済的投入要素であり、生産性を守る

道具だ」という前提。その上で、ためらいのない労働代替(机器�人)を押し進めます。同じ技術を

前にして、一方は脅威と、もう一方は解法と見ます。この視点の差が、二つの国の速度差を生みま

す。

米中の技術戦争も、この選択を後押しします。半導体やAIモデルのようなソフトウェアレイヤーで

米国の全方位的な制裁を受けると、中国は自分が最も強い武器を取り出しました。大規模なハード

ウェア製造能力とサプライチェーンの垂直系列化です。米国のビッグテックがソフトウェアの母屋

に安住するとき、物理的実体を持つロボット市場を先取りして、物理的世界のインフラ主導権を握

るという迂回戦略です。ソフトウェアで詰まればハードウェアに戻る。統制が自立を強制する構造

が、ここでも作動します。

戦略的意図を実体に変えるため、中国政府は資本市場を強制的に動員する下向きの資金ベルトを敷

きました。その真ん中に立つ武器は、二〇二五年一月に工業情報化部と財政部の主導で設立された

「国家人工知能産業投資基金」です。規模は六〇〇・六億元。韓国のカネで約一一兆ウォンです。

中国の半導体産業を育てた、いわゆる「ビッグファンド(大基金)」三期の資本が直接出資しました。

ある国会図書館の報告書は、この基金を米国の「スターゲート」(五〇〇〇億ドル)、EUの「AI大陸

行動計画」(二〇〇〇億ユーロ)と並べて置き、中国が半導体の自立と基盤モデルの開発を国家主導

で押し進める核心軸として分析しました(国会図書館、二〇二六)。この国有基金は、演算力、アル

ゴリズム、データ、身体性知能ロボットの商用化を四大投資方向として明示し、民間資本が担いに

くい初期インフラ投資の呼び水の役割を果たします。

その上に、地方政府のピンセット支援が乗ります。深圳市は一〇〇億元のロボット基金とは別に、

スタートアップが巨大なAIモデルを訓練する際にかかる天文学的な計算コスト(GPUクラウド使用料)

を国家が代わりに払う「訓力券(�力券)」制度を導入しました。零細なロボットスタートアップの

R&D限界費用をほぼゼロに近く下げてやる破格です。上海市はデータコーパスを買える「語料券(�

料券)」を、企業当たり年間最大五〇〇万元ずつ支給します。北京市はデータ収集を手伝うと言って、

工場、ショッピングモール、病院に一〇〇〇カ所のロボット訓練拠点を政府予算で敷きました。欧

州のシンクタンクであるメリックス(MERICS)は、こうした国家ベンチャーキャピタル基金と地方ファ

ンドが結合すれば、今後二〇年間で最大一兆元、韓国のカネで約一九〇兆ウォンの国有資本が中国

のロボット産業へ輸血されると見積もりました。

第十五次五カ年計画が描く絵は、個別ロボットのハードウェア性能競争を超えます。数百万台のロ

ボットを一つの巨大な群集知能に束ねる「クラウドロボット(Cloud Robotics)」インフラを正確に

狙います。ロボット本体に高性能AIチップを全部埋め込むには限界があります。重さ、発熱、電力

消費、そして単価。この壁を越えるため、中国政府は、ロボットの目と耳から集めたデータを

5G/6G通信網で国家級のデータセンターへ超高速で送り、クラウドの「中央大脳」で超巨大モデル

を回してロボットにリアルタイムで命令を下す構造を国家標準にしています。

これを支えるため、国家発展改革委員会(発改委)は、今後五年間で約二兆元、韓国のカネで約二九

五兆ウォンを投じて、全国のAIデータセンターネットワークを建てる青写真を立てました。これら

のデータセンターは、二〇二八年までに都市圏内で一ミリ秒(1ms)の遅延時間カバレッジ七五パー

セントを目標とする超高速通信網と接続されます。結局、第十五次五カ年規画が描くロボット産業
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の最終形態はこうです。ロボット本体は安く大量に生産し、複雑な知能は二兆元を投じて建てた国

有のクラウドで演算したうえで、超低遅延の通信網でロボットに命令を撃つ。ソフトウェアとハー

ドウェア、通信網を丸ごと一手に握る垂直統合型のサイバー・フィジカルシステム

(Cyber-PhysicalSystem)。この計画の中で、人型ロボット市場は二〇三〇年に四〇〇〇億元を超え

ると予測されます。

この絵を韓国の立ち位置から見ると、風景が変わります。韓国は世界最高水準の通信インフラと半

導体製造力、世界一位のロボット密度を持っています。強力な前方産業環境です。ところが企業が

てんでばらばらに各個戦闘でプラットフォームを開発します。国家が単一のインフラを組み、企業

をワンストップで支援する中国の「スケールフラッディング」戦略の前で、この各個戦闘が弱点に

なります。ただし、この対比をめぐってどちらが勝つと断言するのは早いです。国家が上から資本

を注ぎ込むやり方は速度は速いものの、補助金ハンターと内巻現象が見せるように、浪費とバブル

も一緒に育てます。トップダウンの力とトップダウンのコストは、コインの裏表です。そのコイン

がどちらの面に落ちるのかは、この本の後ろで再び見ることになるでしょう。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第2章 地方政府の100億元クラスターファンド戦争

第4部 国家資本と政策フレームワーク

前の章

全章を見る

次の章

1. 北京・上海・深圳の資本レース

北京の東南、亦荘(亦庄)にある一つのオフィスで、高繼揚(高��)は二年のうちに自分の会社が

100億元規模になるのを見守っていました。

清華大学電子工学科を出て、南カリフォルニア大学でコンピュータビジョンの博士号を取り、グー

グルの自動運転Waymoとモメンタを経た1990年代生まれでした。2023年9月、彼は清華大学の同

窓たちとともにStar Era(星海�)を設立しました。視覚・言語・行動をつなぐ一つのファウンデーショ

ンモデルで、さまざまな形態のロボットを動かそうという会社でした。そして設立から二年あまり

で累計30億元近くを集め、企業価値100億元を超えました。北京で二番目、亦荘では一番目でした。

こういうことは偶然には起こりません。

2026年2月3日、北京市人工知能産業投資基金が、北京人型ロボット革新センターの初の市場化資

金調達に参加しました。規模は7億元を超えました(公開情報ベース)。高繼揚のような創業者が資本

を集める舞台の裏には、市政府があらかじめ敷いておいた巨大な資本の格子がありました。

この格子の名前が、100億元クラスターファンドです。

まず大きな絵を見ます。2024年末から2025年上半期にかけて、北京・上海・深圳・蘇州・成都と

いった中国の拠点都市が、申し合わせたかのように100億元(約14億ドル)級のロボット・人工知能

専用ファンドの設立を相次いで宣言しました。もっと遠くから見れば、規模はさらに大きくなりま

す。2024年末以降、北京、深圳をはじめとする中国の都市が人型ロボットだけを狙って組成した投

資ファンドは260億ドルを超えました(米国側の分析ベース)。ここに地方自治体は、敷地の無償提

供、オフィス賃料の補助、そしてロボット販売価格の約10パーセントにあたる購入補助金まで上乗

せしました。

なぜよりによって今、なぜ地方政府がこれほど必死なのか。答えはマクロ経済の崩壊と地続きです。

かつて中国の地方財政の絶対的な命綱は不動産でした。土地を売って得た金で地方自治体は家計を

やりくりしました。その市場が冷え切りました。低迷が長引きました。各自治体は破産を免れ、雇

用を生み出す新しい税収源を探さねばなりませんでした。折しも習近平指導部が、先端技術中心の

新質生産力(新�生�力)を第15次五カ年計画の核心に掲げました。すると各都市は、良いロボット

スタートアップを自分の領土の中に引き込み、地域のチャンピオンに育てることに死活をかけ始め

ました。
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地図が描かれました。北京はGalbot(�河通用)とAgiBotを抱える北京革新センターを後押しします。

杭州はUnitreeを育てます。深圳はUBTECHとLimX Dynamicsを抱き込みます。上海はFourierに賭

けます。まるで一編の残酷なゲームのようでした。各都市が自分の見込んだ企業に敷地と補助金を

握らせ、代理戦争を繰り広げました。

この競争の内実を覗き込むと、同じ100億元でも都市ごとに運用の肌理が違います。

北京から見ます。北京市は2023年12月、真っ先に100億元規模のロボット産業発展投資基金を立

ち上げました。核心は、一度にすべてを注ぎ込まないという点にあります。忍耐資本(patient

capital)という言葉が似合います。ファンドの存続期間をなんと15年に設定しました。短期間では

金にならないロボットハードウェアとファウンデーションモデル企業が、資金の圧迫なしに長く研

究に打ち込めという意味です。第1期の資金としては20億元をまず執行しました。北京市国有資本

運営管理公司をはじめとする市傘下の国資委プラットフォームが、中心的な出資者として入りまし

た。

北京方式が賢いところは別にあります。子会社ファンドを置かず、直接投資する構造です。そして

「2+17」と呼ばれる推薦体系で企業を探します。市科学技術委員会と経済情報局が二つの軸となり、

16の区と経済開発区が十七の枝に分かれて候補を上げます。決定は三票制(三票制)で行います。産

業を育てようとする政府の方向と、市場の専門家の判断が一方に偏らないように、票を分けて握ら

せる仕掛けです。2025年2月時点で、運用陣はすでに400カ所を超える有望プロジェクトを選び出

し、そのうち数十カ所に実際の資金を入れました。

この資本が向かう終着地が亦荘です。北京市は『北京具身知能技術革新および産業育成行動計画

(2025-2027)』を通じて、この基金で2027年までに1万台の量産体制を整え、亦荘経済技術開発

区一帯に1,000億元(約19兆ウォン)規模の超巨大ロボット産業クラスターを築くと明言しました。

亦荘はすでにロボットおよびスマート製造の生態企業が300社あまり集まる場所です。北京全体の

ロボット産業チェーン規模の半分が、このひとつの場所にあります。高繼揚のStar Eraが巣を構え

た場所も、まさにここです。資本の格子と一人の創業者の会社が、同じ座標で出会ったわけです。

上海も負けてはいませんでした。上海は、自動運転センサー首位企業のHesai(Hesai)のようなコア

ハードウェアの強者が集まる都市です。上海市は上海国有資本投資会社を前面に立て、100億元規

模の未来産業基金を稼働させました。同時に、初回クロージング規模だけで5.6億元に達する別途の

具身知能専用ファンドを、別に立ち上げました。

上海の戦略は「統合エコシステム」という一語に要約されます。『上海市具身知能産業発展実施方

案(2025-2028)』によれば、上海はこの金で、演算、現場訓練データ、中試(中�、量産前のパイ

ロットテスト)、投資、賃貸という五つの枝の公共プラットフォームを築きます。スタートアップに

現金だけを握らせる方式ではありません。中小企業が負担しきれない高価な超精密加工・試験検証

設備を、市政府がまるごと建てて格安で貸し出します。数字でも義務を打ち込みました。具身知能

の大型モデル革新プロジェクトを遂行すれば、総投資額の最大30パーセント、最高5,000万元まで

政府補助金を別に上乗せします。公共プラットフォームを築けば最大50パーセント(最高2,000万

元)、実際の応用実証には最大20パーセント(最高1,000万元)です。初期には持分投資で企業の体力

を育て、商用化段階では補助金をマッチングしてリスクを分け合う設計です。目標は明確です。

2025年に約82億元にとどまった上海の具身知能コア産業の規模を、2027年までに500億元以上へ
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と六倍を超えて育てるというものです。

中国のシリコンバレーと呼ばれる深圳は、別の武器を持って出てきました。深圳市は2025年2月、

100億元規模のAI・ロボット産業基金を宣言しました。恐ろしい点は、深圳ひとりではないという

点にあります。『深圳市具身知能ロボット技術革新および産業発展行動計画(2025-2027)』は、深

圳と近隣の製造拠点である東莞、部品拠点である恵州を一つに束ねる一時間ハードウェアエコシス

テムを稼働させます。

このエコシステムがどう回るというのでしょうか。朝、深圳南山区で描いたロボット関節アルゴリ

ズムの図面が、昼には東莞の工場に渡り、部品として削られます。夕方には組み立てられ、翌朝に

はテストを終えます。設計と試作品の間の距離が、一日に縮まったのです。深圳市は市単位の基金

の上に、宝安、南山、福田、龍華といった区単位の自治体が別途のマッチング補助金を上乗せする

二重支援を稼働させます。独自に動員した多チャネル資金だけで45億元です。これは上位の広東省

の2025年製造業関連予算262億元(AI・ロボット含む)とかみ合って回ります。深圳はこの金を、ハー

ドウェアラインの構築だけでなく、知的財産権保護体系の確立、初の中国産装備(首台套)導入奨励

金まで、徹底して製造単価を下げ、量産能力を育てることに使います。

ここで終わりません。北京、上海、深圳の外でも、蘇州と成都がそれぞれ100億元ファンドを発表

しました。広東省全体では、初期予算だけで262億元に、外資を一件誘致すれば報奨金1.5億元を掲

げるパッケージが稼働しました。中国全土がロボット資本の溶鉱炉に変わりました。

このあたりで立ち止まって問わねばならない質問があります。この多くの金が、いったいどこへ行

くのか。

極端な分権型、地方政府主導型の戦略には、致命的な副作用が付いて回ります。中央の精密な調整

なしに各省と各市が競って資本を押し込んでいくと、似たようなロボットを刷り出す業者が雨後の

筍のように増えます。過剰生産です。かつて地方政府が成長目標を合わせようと負債を引っ張って

インフラを建てた惰性が、ロボット産業でも繰り返され、地方債務を悪化させるという懸念も大き

いです。

そしてこの懸念は2025年11月、中央政府自身の口から噴き出しました。

11月27日の記者会見で、国家発展改革委員会(NDRC)の報道官・李超(李超)は警告を出しました。

今、中国で人型ロボットを作る企業が150社を超え、多くの会社が互いにそっくりな製品を刷り出

しているというのでした。似たロボットが市場を覆えば本物の革新が阻まれ、行くべきところへ行

くべき資本が、見当違いのところで燃え尽きるという診断でした。NDRCは市場への参入と退出のルー

ルを手直しし、企業間の合併と資源共有を促すとしました。資本を意味のある研究開発のほうへ再

び向けるという意味でした。

ここに、この章の最も鋭い矛盾があります。

地方政府の100億元ファンド戦争は、産業を起こしたまさにその力です。ところがその力が生み出

した150の会社を、いまや中央の設計者がバブルと呼びます。自立を強制したトップダウン資本が、

過剰を強制するトップダウン資本になったのです。資本を緩める手と資本を締める手が、同じ政府

の両手です。
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しかしこの矛盾は、失敗ではないかもしれません。

中国は以前にもこの道を歩みました。電気自動車がそうでした。数百の零細企業が乱立し、莫大な

資本が浪費されるように見えました。その無慈悲な価格戦争の血の海から生き残ったBYDとCATLは、

結局、世界中の生態系を圧倒するチャンピオンに育ちました。乱立と淘汰はバグではなく、設計の

一部でした。

今のロボットファンド戦争も同じ文法に従います。ある分析はこの産業を四つの段階で見ます。第1

段階、安い資本と愛国的な熱気で、数百の企業が湧き上がります。第2段階、過剰が露わになり価格

が崩れ、マージンが蒸発します。第3段階、中央政府が入ってきて信用を締め、敷居を上げ、静かに

合併と破産を調整します。第4段階、その残骸から、世界を数十年にわたって支配する三つか四つの

ナショナルチャンピオンが歩み出ます。この分析は、今の150社のうち数年後に独立会社として残

るところは十社にも満たず、世界的に意味を持つところは三つか四つだけだろうと見ます。

NDRCの11月の警告は、だから産業の死を告げる鐘ではありません。第2段階から第3段階へ移れと

いう合図の号砲です。数兆ウォンの埋没費用を甘んじて受けてでも、最後の勝者の二つ三つを、世

界の人型ロボット市場全体の支配者へと鍛え上げるという、この上なく過酷で圧倒的なダーウィン

的実験の次の幕です。ただし今回は、実験の結果が電気自動車ほど鮮やかであるか、まだ誰にも分

かりません。ある評論家の言葉のように、その淘汰は残酷でしょうが、本物の大衆化へ向かう唯一

の現実的な経路かもしれません。

高繼揚は生き残る側でしょうか。それは亦荘の資本格子も、北京市も保証してくれません。

2. 訓力券(�力券、コンピューティングバウチャー)制度

スタートアップ一社がロボットモデルを一度訓練させるのに、数十億から数百億ウォンがかかりま

す。この一文が、具身知能時代のすべての創業者の夜の眠りを奪う恐怖です。

理由は演算力にあります。人型ロボットの肉体を安く刷り出す仕事が部品サプライチェーンの役目

なら、その体に魂を吹き込む仕事は巨大なファウンデーションモデル、すなわちVLAモデルの役目

です。ところがロボットモデルの訓練は、かつてテキストチャットボット(LLM)を学習させたとき

とは比べものになりません。数百万時間の三次元空間データ、視覚、人間の行動軌跡、触覚センサー

のミリ秒単位の信号を一度に処理します。そしてこれをふたたび、仮想環境の100倍速並列シミュ

レーションの中で何万回も繰り返し学習させます。この過程は必然的に、何万枚もの先端AI GPUと

巨大なデータセンターを要求します。

資本がたっぷりあるアリババ、テンセント、バイドゥは心配がありません。自社のクラウドデータ

センターで、4,000億個を超えるパラメータの巨大モデルを余裕をもって動かします。問題は、破

壊的な革新を率いる側が設立2～3年のスタートアップだという点にあります。Unitree、Galbot、

EngineAIのような会社です。アルゴリズムの天才が集まっていても、モデルを一度動かすのに数十

億から数百億ウォンのGPU賃料が請求される現実の前では、死の谷に落ちて破産するほかありませ

ん。

この壁を突き破ろうと、中国の地方政府が考案した武器が訓力券(�力券)です。
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作動の原理は単純です。しかしその滑らかな見た目の裏に、巧妙な意図が隠れています。

訓力券は、企業の口座に現金を差し込む伝統的な補助金ではありません。代わりに、地方自治体が

地域に建てておいた巨大な国有AIデータセンターのコンピューティングサーバーを、スタートアッ

プが無償または破格の割引価格で使えるように、一種のサイバークーポンを発行する仕組みです。

スタートアップが市役所にバウチャーを申請します。市役所が検証のうえ訓力券を発給します。企

業は政府指定のコンピューティングセンターで演算を回し、その費用をバウチャーで決済します。

政府は、実際に回った演算時間とトラフィックを基準に、センターへ費用を精算します。

都市ごとに金額が違います。上海はいっそガイドラインに数字を打ち込みました。具身知能モデル

を開発する企業に、年間最大4,000万元(約76億ウォン)の演算力補助金を与えます。ここに、モデ

ル訓練のもう一つの核心資産である高品質データを外部から買うときに使えと、語料券(�料券)を

新設しました。一社あたり年間最大500万元です。深圳はさらに一歩進みました。コンピューティ

ングだけを供給する訓力券を超え、ファウンデーションモデルのAPI呼び出し費用を補助する模型券

(模型券)、データを買う語料券まで、目的別に細かく刻みました。そうして動員した金が総額45億

元です。杭州は、アリババの本拠を取り巻く後発走者でありながら、余杭区を中心に基礎モデル開

発に最大5,000万元を支援しつつ、地域全体で年間25億元(約4,700億ウォン)規模の演算力バウチャ

ープールを回します。

この制度がスタートアップに与える効き目は明確です。

第一に、固定費を変動費に変え、ランウェイを延ばします。本来は数百億ウォンのGPUクラスター

を買うか、毎月数億ウォンのクラウド費用を払わねばなりません。訓力券は、この費用を政府があ

らかじめ精算してくれます。企業は浮いた金を、試作品の製作や中核エンジニアの確保に再び入れ

ます。生存期間が延びます。第二に、高品質データとシミュレーションインフラに同時に届かせて

くれます。上海の語料券がそうです。精製された物理データを買えるようにすることで、中小スター

トアップが大企業水準のデータにアクセスします。データが足りずモデル性能が落ちることを防ぎ

ます。第三に、金が漏れるのを防ぎます。かつての現金性補助金は、目的外の流用や虚偽の領収書

でモラルハザードを生みがちでした。訓力券は、政府指定センターで実際に演算が起きた時間とト

ラフィックだけで精算されます。政策資金が技術開発だけに使われるよう強制するわけです。

ところがこの制度の本当の重みは、スタートアップのランウェイ延長にはありません。その裏に、

一石二鳥の巨大な戦略的布石が敷かれています。

NDRCは今後5年間で約2兆元(約295兆ウォン)を投じ、全国にAIデータセンターのネットワークを

敷きます。そうしながら、そのサーバーハードウェアの80パーセント以上を、ファーウェイの昇騰

(Ascend)やカンブリコンといった自国産チップで埋めよという強力な規定を稼働中です。ここで訓

力券の罠が露わになります。地方政府がスタートアップに与えるクーポンには、十中八九、政府が

建てた国有データセンターで演算するときだけ使えるという制約が付いて回ります。そのデータセ

ンターには中国産チップが80パーセント敷かれています。

結果はこうです。スタートアップはエヌビディアのCUDAエコシステムを離れたくなくても、ただで

与えられる数十億ウォン分のクーポンを使うには、泣く泣くファーウェイのCANNソフトウェアス

タックと昇騰チップのエコシステムへコードを移さねばなりません。そしてそこで訓練を回さねば



65

なりません。完璧な誘因構造です。

米国の視点から見れば、これは賢い迂回路です。中国政府が半導体企業ファーウェイに直接補助金

をばらまけば、WTO違反や不公正貿易を理由に制裁の名分が立ちます。しかし訓力券は違います。

地方政府が需要者であるロボットスタートアップに研究クーポンを与え、そのスタートアップが政

府所有のデータセンターを利用しながら、結果的にチップ製造社のほうへ金とデータが流れていき

ます。制裁の刃が狙う標的がぼやけます。

この設計の恐ろしさは、最後の環にあります。スタートアップが国産チップの上でモデルを回すた

びに、その実稼働データがファーウェイとカンブリコンにフィードバックされます。チップの性能

が強制的に引き上げられます。米国がエヌビディアH200を塞ぐほど、中国は訓力券で自国チップに

本物のワークロードを食わせ、そのチップを鍛えます。制裁が競争相手を育てるまさにその回路が、

一枚のコンピューティングクーポンの中に入っているのです。

もちろんこの制度は完璧な妙策ではありません。高性能AIチップの輸入が塞がれ、地方自治体の公

共コンピューティングセンターのハードウェアが、昇騰シリーズのような国産チップ中心へ急激に

再編されました。すると、CUDAベースのソフトウェアに慣れたスタートアップが、国産チップのセ

ンターでモデルを学習させるとき、コンパイルエラーや最適化効率の低下といった加速の壁にぶつ

かります。ただのクーポンを使う代償に、生産性を一部返上するわけです。

それでも、深圳の訓力券、上海の演算力補助のように精密に設計されたバウチャーのツールキット

が、中国のロボットスタートアップが資本の限界を越え、グローバルな具身知能の角逐戦で対等に

戦えるようにする、この上なく実質的なインフラ補助剤として機能しているという事実は否定しが

たいです。そしてそのクーポンは、スタートアップの首綱を緩める生命線であると同時に、米国の

制裁に立ち向かって中国産チップを鍛える国家的エコシステムの、この上なく静かな歯車でもあり

ます。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 Kim Kyung-jin. All rights reserved.

#金京鎮 #AIライブラリー #中国ロボット産業 #ヒューマノイド #ユニツリー #UBTECH #身体性知

能 #サプライチェーン #米中



66

第3章 コンピューティングインフラの内製化と資本市場のIPOラッシュ

第4部 国家資本と政策フレームワーク

前の章

全章を見る

次の章

二〇二六年五月二十二日の午後、北京市西城区月壇南街にある発展改革委員会庁舎一階の発表会場。

政策研究室副主任の李超(リー・チャオ)がマイクの前に立ちました。毎月開かれる定例ブリーフィ

ングであり、記者たちは景気刺激策の一行か二行を期待してノートパソコンを開いていました。李

超は用意した文書を読み下していき、ある一文で止まりました。「国産大型モデルが国産演算チッ

プに適応する強度を、いっそう高めるよう指導している。」会場は静かでした。行政用語で埋め尽

くされた、平凡な一文だったからです。ところがその日の午後、上海と深圳の市場で半導体銘柄が

一斉に跳ね上がりはじめました。市場はその一文の重みに気づいたのです。

発展改革委員会がしたことは、補助金をもっと出すという約束ではありませんでした。誰が何を買

うべきかを国家が定める、という宣言でした。

この章は、その宣言がどう作動するのかを追います。一方には、発展改革委員会が描く二兆元のデー

タセンター青写真があります。もう一方には、その上で資金を吸い込みながら市場へと流れ込んで

くるロボット企業があります。二つは同じ設計図の表と裏です。インフラがロボットの大脳が回る

土地を敷き、資本市場がそのロボットを作る会社に燃料を注ぎます。

一、発展改革委員会の二兆元データセンター規画と「中国産チップ義務化」

ロボットの体は限界がはっきりしています。背に負ったバッテリーと頭の中のエッジチップでは、

複雑な空間推論をこなせません。だから難しい計算はクラウドサーバーが代わりに行い、結果だけ

を超低遅延の通信網でロボットに撃ち込みます。これが中国の言うクラウドロボット(Cloud

Robotics)です。数百万台の人型ロボットが工場や家庭に入っていく二〇三〇年代をその上で回すに

は、まず巨大な演算の土地を敷かなければなりません。

二〇二六年、発展改革委員会はその土地を敷くことに決めました。今後五年間で約二兆元、韓国ウォ

ンにして約二百九十五兆ウォンを全国のAIデータセンター網に注ぎ込むという青写真の草案を整え

ました(発展改革委員会規画草案ベース)。二百九十五兆ウォンがどれほどかを見積もってみると、

韓国政府一年分の予算の半分に近いものです。単一の国家がAI演算インフラという一項目に使う金

としては、前例を見つけるのが難しいものです。送電網の補強や連携施設まで加えれば、投資全体

は五兆元を超えるという市場分析も出ています。

工業情報化部(MIIT)も歩調を合わせました。二〇二六年六月十日に発表した「AIプラス情報通信三

カ年実施意見(二〇二六～二〇二八)」で、二〇二八年までに主要都市圏において一ミリ秒(一ms)以

内に演算資源へ到達できるカバレッジを七十五パーセント以上にすると明言しました。一ミリ秒は、

まばたき一回の時間の三百分の一です。ロボットが手を伸ばしてためらわないためには、それだけ
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速くなければなりません。事業の運営主体としてはチャイナモバイルやチャイナテレコムといった

国有通信会社が乗り出し、超長期特別国債と戦略産業投資基金が総動員されます。いわゆる新型イ

ンフラ(新基建)の決定版です。

世界の半導体業界を緊張させたのは、二兆元という金額ではありませんでした。そこに付いた条件

でした。発展改革委員会は、新たに建てるAIデータセンターのハードウェアとソフトウェアのうち

八十パーセント以上を、ファーウェイやカンブリコンといった自国産で満たせというガイドライン

をかけました。政府や金融、エネルギーといった中核領域では、国産チップの比重を七十パーセン

ト未満に下げてはならないという線も併せて引かれました。

この違いが決定的です。かつての中国の半導体政策は、チップを作る会社に補助金を握らせるやり

方でした。供給を支える(Supply-side)支援でした。ところが八十パーセント義務化は性格が違いま

す。国家が兆単位の需要をあらかじめ確定してやるのです。買ってくれる人を保証する

(Demand-side)やり方です。このインフラでエヌビディアやAMDが持っていける取り分は、二十パー

セントの下へと縮みます。中国のチップ設計会社は、一つの保証を手にしました。性能が少し劣り、

ソフトウェアが粗くても、市場の八十パーセントは無条件で売れるという保証です。スタートアッ

プにとって、これほどの生存の滑走路(Runway)はありません。

この保証に誰よりも速く乗ったのがファーウェイです。ファーウェイは二〇二六年四月、深圳で最

新のAIアクセラレーターである昇騰(Ascend)950PRの大量量産に入りました(会社発表およびロイ

ター報道ベース)。二〇二六年一年の出荷目標は約七十五万個です。性能は市場が求める線を越えま

した。米国が対中輸出向けに性能を落として出したエヌビディアのH20と比べると、FP4推論基準

で二・八倍ほど速いものです。さらに鋭いのは価格です。950PR一枚が約七万元、韓国ウォンにし

て約一千二百万ウォンです。二十五万元に達するエヌビディアのH200の三分の一にすぎません(ロ

イター報道ベース)。同じ仕事を三分の一の値でやってくれるチップが出た瞬間、価格は武器になり

ます。

ファーウェイは価格だけを武器にしたのではありません。CANN Nextという独自ソフトウェアを公

開し、エヌビディアのCUDA環境で書いたコードの大半を、大きな手直しなしに昇騰へ移せる道を開

きました。開発者が生態系を乗り換える費用をぐっと下げたのです。CUDAは、エヌビディアが十数

年かけて巡らせた堀でした。その堀に橋が架かりはじめました。結果は注文となって現れました。

ショート動画プラットフォームのバイトダンスが約五十六億ドル分の昇騰チップを発注し、約三十

五万個を一気に束ねました。国内のAIチップ購入としては史上最大の記録です。アリババとテンセ

ントも大規模な発注に加わり、「昇騰プラスカンブリコン」の二重供給体制を固めました。

象徴的な場面もありました。一兆パラメータ級のMoEモデルであるディープシーク(DeepSeek)V4

が、発売を三カ月延ばしました。エヌビディアのチップを捨て、昇騰950PRとカンブリコンのハー

ドウェアに合わせてモデルを組み直すためでした。中国で指折りに注目されるモデルが、米国のチッ

プを離れて国産チップの上に腰を据えたのです。国産の大脳が国産の演算の上で回る閉じた環がで

きあがったわけです。

この流れを一つの数字で見ると、こうなります。IDCの集計で、二〇二五年の中国AI加速サーバー市

場における国産チップの比重は約四十一パーセントまで上がりました。二〇二一年に九十五パーセ

ントを握っていたエヌビディアの中国シェアは、三年で五十五パーセントへと沈みました。一部の
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分析機関は、二〇二六年第一四半期に入って国産チップの比重が半分を越え、五十二パーセント前

後に達したと見ていますが、この数値は独立して検証された確定値というより市場推計に近いもの

です。バーンスタイン(Bernstein)は、二〇二六年にファーウェイ単独で中国AIチップ市場の五十パー

セントを、エヌビディアは八パーセントまで落ちると見通します。どの数字を選んでも、向きは一

方です。

ファーウェイという巨人のかたわらで、小さな竜たちも軌道に乗りました。テンセントが主力顧客

である燧原科技(Enflame)は、クラウドAIチップ四世代五種を自社開発し、二〇二六年六月十五日に

上海・科創板(STAR Market)のIPO審査を通過しました。六十億元、韓国ウォン約一・一兆ウォンの

実弾を追加で装填しました(会社発表ベース)。カンブリコン、壁仞(ビレン)、沐曦(ムーシー)、燧原

科技へと続く国産GPU陣営が厚みを増しています。

しかし自立生態系の底には、埋めきれていない穴があります。委託生産の歩留まりと、高帯域メモ

リ(HBM)です。ファーウェイとカンブリコンが依存するSMICの7nm級プロセスの歩留まりは、いま

だ二十パーセント台と推定されます。十個を打てば八個を捨てなければならないという意味です。

米国が極端紫外線(EUV)露光装置の輸出を止めたためです。限られた生産ラインを複数の会社が分

け合って使う構造なので、七十五万個という目標そのものが歩留まりとの戦いの上に立っています。

八十パーセント義務化で需要は確定しましたが、その需要を満たす供給はまだ危ういものです。こ

れが中国チップ崛起の正直な素顔です。

同じボトルネックが韓国には正反対の顔で迫ります。短期的には好況の火種です。中国が二兆元を

投じてデータセンターを建てはじめると、AIサーバーに入るサムスン電子とSKハイニックスの汎用

メモリ(DDR5)とNANDの需要が爆発しました。二〇二六年五月時点で韓国の対中国半導体輸出は、

一年前より二百四十三パーセント跳ね上がりました。七億ドルの赤字だった対中国貿易収支が、三

十八億ドルの黒字へとひっくり返りました。16GB DDR5モジュールの値は一年で六百八十二パーセ

ント、NANDは八百七パーセント跳ね上がりました。メモリ会社の蔵が満杯になりました。

この好況の裏側で、時計がかちかちと音を立てています。中国の長鑫メモリ(CXMT)が16nmプロセ

スを基にしたHBM3サンプルをファーウェイに納品し、量産のカウントダウンを始めました。韓国

と二～三年の技術格差があり、歩留まりのせいで年内の大規模量産が遅れかねないという観測もあ

ります。しかし発展改革委員会の「国産八十パーセント」は、結局GPUだけでなく、その横に挿さ

るHBMまで国産で満たせという圧力へと広がらざるをえません。CXMTがHBM3量産に成功し、昇騰

チップと結びつく日、韓国が享受する対中メモリ好況の窓は、ゆっくりと、しかしはっきりと閉じ

ます。コンピューティングインフラの内製化は、ロボットの大脳を自給するという宣言であり、そ

の宣言の果てには、同盟技術網に寄りかからない独自のデジタル帝国があります。

二、資本市場へ流れ込むロボット軍団:Unitree、EngineAIのIPO行列

インフラがロボットの回る土地なら、資本市場はロボットを作る会社の燃料タンクです。そしてこ

の燃料は、底の抜けた壺に注ぐ水のようなものです。人型ロボットを量産するという仕事は、果て

しない現金消尽(Cash Burn)を強います。毎年数百億ウォンのクラウド訓練費と試作費を耐えきれな

ければ、会社は商用化の直前に死の谷(Valley of Death)へと転げ落ちます。
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米国では、このレースに耐える会社が指折りです。自前の現金が分厚いテスラ、オープンAIとマイ

クロソフトの金を受けたフィギュアAIくらいです。中国は別の道を敷きました。数十のスタートアッ

プが谷を渡れるよう、市場の門を大きく開けてやったのです。二〇二五年と二〇二六年を過ぎなが

ら、百五十あまりの人型ロボット企業のうち先頭グループが、赤字を抱えたまま上海の科創板と香

港市場へと流れ込みました。新質生産力の育成という国家基調を背に負い、数兆ウォン規模の資金

をブラックホールのように吸い込みました。二〇〇〇年代初めの米国ドットコムバブルや、中国電

気自動車崛起の初期に見た資本爆発に似た風景です。

この波の真っ先に立つ会社がUnitree(宇樹科技)です。杭州の一つの作業場から始まったこの会社は、

二〇二五年に純粋な人型ロボット五千五百台以上を出荷して世界一位に上りました(目論見書ベース)

。そして資本市場で記録を一つ打ち立てました。二〇二六年三月二十日に上海証券取引所の科創板

に上場申請書が受理され、わずか七十三日後の六月一日に上場審査委員会の審議を通過しました。

近年のA株ハードテックIPOの中でも、指折りに速い速度でした。

Unitreeが差し出した成績表は、業界の通念を揺さぶりました。ほとんどのロボット会社が研究開発

費に押しつぶされ赤字にあえぐなか、Unitreeは二〇二五年に売上約十七億元を上げました。二〇二

三年の一・五九億元から二年で十倍近くに膨らんだ数字です(目論見書ベース)。中核事業の売上総

利益率は六十・一三パーセント、非経常項目を除いた純利益は五・九億元に達しました。業界で事

実上唯一、自生可能な黒字構造を証明した会社です。

ただし話が一方向にだけ流れるわけではありません。黒字の主役としてよく九・九万元のG1を挙げ

ますが、二〇二五年の人型ロボットの出荷平均単価は約十六・七万元でした。一年前より三十六パー

セントほど下がった値です。G1は価格破壊の象徴にすぎず、売上を支えたのはより高価な機種と、

堅固な四足歩行ラインです。そして二〇二六年に入って、亀裂の信号が現れました。第一四半期の

売上は六十八パーセント増えましたが、非経常を除いた純利益は一年前より五十二パーセント減り

ました。研究開発費と販売費を前倒しで使ったためです。Unitree自身も目論見書に「競争の激化と

先行優位の弱まり」というリスクを新たに書き入れました。黒字を証明したまさにその会社が、そ

の黒字が揺らぎかねないと告白したのです。この矛盾は縫い合わせず、そのまま置いておきます。

Unitreeは今回の公募で四十二・〇二億元、韓国ウォン約七千九百億ウォンを調達します。上場後の

企業価値は約四百二十億元と評価されます。調達資金の半分ほどである二十億元は、ロボットの大

脳である基盤モデルの研究開発に入ります。残りは、人型ロボット年七万五千台、四足歩行ロボッ

ト年十一万五千台を打ち出すスマート製造基地に投入されます。七十三日という速度は、一社の運

ではありませんでした。「国家の新成長エンジンに合致し量産実績を証明した企業には、上場審査

の高速道路を敷いてやる」という当局の信号でした。実際にUnitreeは受理から十二日でランダムな

現場実査の対象に選ばれ、その検査を通過したあとでようやく審議を受けました。高速道路にも検

問所はあったわけです。

本土だけではありません。規制が柔軟でグローバル資金を呼び込みやすい香港市場も、ロボット企

業の標的です。深圳に本社を置くEngineAI(�擎)は、設立二年あまりの二〇二六年六月十二日、中

金公司と中信証券を主幹事に香港市場へ秘密裏に上場申請書を出しました。この会社は二〇二六年

四月のシリーズBで二億ドルを誘致し、企業価値百億元のユニコーンに上りました。六月一日には深

圳に一万二千平方メートルの工場を開き、「十五分に一台」という組み立て速度を掲げて、年一万

台目標で走っています。アイフォン組み立て会社として有名なラックスシェア精密と、世界最大の
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電池会社CATLが投資家として入り、サプライチェーンの後ろ盾を買って出ます。

上場ラッシュは完成品の会社にとどまりません。人型ロボットの手、デクスタラスハンド(器用な手)

分野で世界シェア八十パーセントを主張する北京のLinkerbotは、六十億ドル、韓国ウォン約八・三

兆ウォンという企業価値を目標に、米国と香港の上場を推し進めます(会社主張ベース)。ロボット

の手一つを作る会社の値打ちが、そこそこの中堅完成車メーカーの時価総額をうかがうという意味

です。BYDの投資を受けた触覚センサーユニコーンのPaXini、ロボット掃除機から人型へ事業を広げ

たDreameも、香港上場の待ち行列に名を連ねました。基盤モデルの強者である智譜(Zhipu AI)は、

香港に加えて科創板で百五十億元を調達するA+H二重上場の勝負手を放ちました。

ここで一つの問いが浮かびます。赤字だらけの会社が数十も、どうやって数兆ウォンを吸い込むの

か。答えは収益性ではなく覇権です。未来の物理世界の主導権を握ろうとする国有資本と、証券当

局の暗黙の特例が、その資金を支えます。ところが、まさにここで亀裂が現れます。

財新(Caixin)のような中国の経済メディアは、いまの風景を鋭く警告します。百五十あまりの企業が

三百三十種を超える似たり寄ったりの空き缶ロボットを吐き出す現実をめぐって、電気自動車市場

で起きた出血競争、すなわち内巻(Involution、過剰競争)とチキンゲームの恐怖を突きます。発展改

革委員会さえ、重複投資と過剰生産のリスクを公式に警告しました。さらに痛いのは、自省の声で

す。AgiBotの中核幹部までもが「半人型ロボット領域にすでに内巻の兆しが見え、生産量が販売量

を大きく上回るだろう」と認めました。資金を誰よりも多くかき集めた陣営の中で、リスクを誰よ

りも先に口にしたわけです。

ところが、このバブルがすなわち武器でもあります。資本市場で数千億ウォンを握ったスタートアッ

プは、目先の赤字を恐れません。原価の下へ単価を叩き、研究室と工場に製品をじゅうたん爆撃の

ようにばらまけます。百万元を呼んでいた人型ロボットが一年で九・九万元へ暴落した奇跡は、IPO

とベンチャーキャピタルが引き込んだ資本があったからこそ可能でした。バブルが価格破壊を生み、

価格破壊が市場を広げます。

この殺人的な資本サバイバルで、数多くの二～三軍企業は破産の道を歩むことになります。しかし

最後まで生き残った二つ三つの巨大企業は、兆単位の実弾と垂直系列化された部品網、現場でかき

集めた圧倒的なデータを両手に握ったまま、グローバル市場の支配者として残ります。資本市場へ

流れ込むロボット軍団の行列は、金融ブームではありません。西側との格差を一気に縮めるために

中国の国家資本主義が撃ち上げた、この上なく残酷なダーウィン的実験の現場です。誰が生き残る

のかは、まだ誰にもわかりません。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com

© 2026 Kim Kyung-jin. All rights reserved.
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#金京鎮 #AIライブラリー #中国ロボット産業 #ヒューマノイド #ユニツリー #UBTECH #身体性知

能 #サプライチェーン #米中
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第1章 実景実訓(�景��)プロジェクトと高荷重の製造現場

第5部 ロボットの実戦配備と応用現場

前の章

全章を見る

次の章

1. 工業情報化部(MIIT)主導の一万台配備プロジェクト

2026年6月9日、北京のあるオフィス。各省(省)の工業情報化部門の担当者と、中央国有企業の企

画責任者たちが、同じ公文書を手に取りました。差出人は二つでした。中国の産業政策を統括する

工業情報化部(MIIT)と、国有企業の司令塔である国務院国有資産監督管理委員会(国資委)です。表題

は長く、堅いものでした。「2026年度 人型ロボット・身体性知能(具身知能)実景実訓(�景��)専

門行動通知」。本文を読み下していった担当者たちは、ある一行で止まったはずです。2026年11

月30日までに、それぞれが任された現場でどんな成果を出したのかを、数字でまとめて報告せよと

いう締め切りが、そこに刻まれていたからです。

この公文書が投げかけた目標が何だったのかから、まず押さえます。2026年末までに人型ロボット

を代表的な現場へ先に配備し、「運営モード(��モード)」で常時稼働させ、100を超える高価値

の応用シナリオを磨き上げ、一万台級(万台�)規模の現場定着能力を作り出す。これが通知に記さ

れた核心です(MIIT・国資委の共同通知ベース)。

「実景実訓」という四文字が、この政策のすべてを語っています。実景(�景)は、統制されていな

い本物の現場を意味します。実訓(��)は、その中でロボットがあらゆる試行錯誤を身をもって経

験しながら人工知能を磨く、実際の訓練を意味します。教室の床で水泳の動作を真似る段階は終わっ

たという宣言です。すぐさま波の立つ海へロボットを投げ込むということです。

なぜわざわざ現場でなければならないのかは、データの性質を見れば理解できます。ロボットの賢

さは、実戦データの量に比例します。研究室でシミュレーションを百万回回すより、油汚れがつき、

照明がまちまちで、人の作業者と動線が絡み合う本物の工場の床で十時間持ちこたえるほうが、身

体性知能(具身知能)を育てるのにはるかに役立ちます。一万台のロボットが百あまりの現場で毎日

吐き出すマルチモーダルの実戦データは、実演用のロボットが逆立ちしても集められない滋養です。

まさにここでデータの格差が開きます。

この政策が恐ろしい本当の理由は、その性格にあります。補助金をばらまく施し型の政策ではあり

ません。行政命令で需要先と供給先を強制的に結びつける構造です。各省の工業情報化部門と中央

国有企業は、実訓に参加し、その結果を決められた日に報告しなければなりません。夏休みの宿題

を出し、締め切りを打ち込んだ学校と同じ拘束力です。ロボットを買ってくれるところと作るとこ

ろを、政府が自らの手で組み合わせてやるわけです。

ここに、お金の安全装置がつきます。通知は、持分、債券、保険を束ねた「全周期金融サービス」

を明示しました。ロボットを入れたあとに故障や事故で工程が止まったときに生じる損害を保険が
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支え、製造会社と導入企業に債券金融を斡旋してやるやり方です。各省が人型ロボット保険のよう

な地方レベルの制度まで自ら設計せよという注文も入りました。技術一つだけを頼みに各自で生き

延びなければならない海外企業と違い、中国企業は政府の調達市場、金融の恩恵、拘束力のある需

要が一つに束ねられた国家資本のパッケージの中で競争します。

こうした土台が敷かれた背景には、すでに作られたハードウェアの基盤があります。2025年のグロー

バルな人型ロボットの出荷台数は約1万3千台と推定されますが(Omdia推定)、そのほとんどを中国

企業が刷り出しました。政府の強制的なデータ抽出装置がこの確かな供給基盤の上に載ることで、

量が質に変わる変曲点が作り出されました。

この流れは、資本市場へまっすぐ広がりました。「RaaS(Robot as a Service)」というモデルが、

国家レベルで押し進められました。高価な人型ロボットを企業が直接買わず、長期で借りるか、ロ

ボットが処理した作業量の分だけお金を払うやり方です。オフィスで大型の複合機を買わず、印刷

した枚数の分だけ料金を払うレンタルと同じです。初期投資の負担(CapEx)が一気に減るので、中

小企業も、予算が苦しい公共機関も、すぐにロボットを現場へ入れられます。こうした制度的な後

押しが信頼へ燃え移り、2026年に入ってUnitree(宇樹)、EngineAI(�擎)、Linkerbotといった代表

的な企業が相次いで新規株式公開(IPO)の手続きに入りました。ただし、これらが掲げる企業価値の

数字や調達規模は、各社と主幹事が提示した推進段階の数値であり、確定した上場価格とは異なり

ます。

韓国の側からこの場面を見る心持ちは、穏やかではありません。韓国もロボットを育てるという政

策をいくつも打ち出しました。2026年5月、科学技術情報通信部は、2030年までに504億ウォン

を投じて韓国型のAI人型ロボットを開発し、2029年から病院の現場で実証すると発表しました。方

向は合っています。問題は速度と規模です。韓国で人型ロボットを食堂や病院、実際の製造ライン

に入れようとすると、安全規制、労働法上の摩擦、責任の所在をめぐって規制サンドボックスを通

すだけで、数か月から数年かかります。中国が政府主導で規制を押しのけ、一万台を現場へ投げ込

んで実戦データを積み上げる間、韓国は統制されたテストベッドの中で少数のロボットをきれいに

回すにとどまっています。

ここで正直に置くべきものは置きます。この強制配備が、そのまま成功を意味するわけではありま

せん。一万台級の「能力」を作るという目標と、一万台が実際に毎日八時間ずつ止まらずに回るこ

とは、別の話です。報告の締め切りに合わせて数字を埋めようとする現場と、本当にロボットが金

額に見合う働きをする現場の間には、距離があります。その距離がどれほどなのかは、次の節でフォ

ックスコンとCATLのラインを直に覗き込めば見えてきます。はっきりしていることは一つです。韓

国が半導体輸出の好況に酔って笑っているとき、中国はハードウェアとオペレーティングシステム

と政府補助金を一本に貫いて、巨大な身体性知能の生態系を組み立てています。

2. フォックスコン、CATL、中国郵政の物流現場

2025年12月のある日、寧徳時代(CATL)洛陽中州(中州)基地のバッテリーパック(PACK)生産ライ

ン。ここはCATLが「灯台工場」の基準で建てた全自動の生産拠点です。ラインのある一席に、人の

代わりに背の高い機械が立ちました。名前は小墨(小墨)、モデル名はMoz1。作ったのは、2024年

1月に設立された新興企業のSpirit AI(千尋智能)です。Moz1が任された仕事は、ラインの中でも指

折りに難しく危険な部類に入ります。バッテリーパックがラインを離れる前の最後の検査段階で、
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高圧テスト用のコネクターを正確に挿し、配線の接続状態を確認し、作業の合間に設備を見回るこ

とです。人がやれば高圧感電の危険がついて回る席です。

ここで核心となる事実を打ち込みます。Moz1はこのコネクター挿入作業で99%を超える成功率を

記録し、作業速度は熟練工の三倍に達しました(会社発表ベース)。さらに、入ってくる部品の位置

がずれたり、挿す地点が変わったりする不確実性にも自ら対応し、一部のラインでは無故障の量産

を続けました。

この一場面がなぜ重要なのかを解いてみます。Moz1の体は全身に26個の力制御関節を備え、自分

の重さと同じだけを持ち上げる搭載重量対自重比1:1を誇ります。頭には、千尋が自ら作ったVLAモ

デルSpiritが入っています。VLAは、視覚(Vision)・言語(Language)・行動(Action)を一つの流れ

につなぐ身体性知能のモデルです。目で見て、指示を聞き取り、手を動かす過程が途切れなくつな

がります。千尋のSpiritモデルは、米国のバークレー・スタンフォード・エヌビディアが共に作った

実物ロボットの評価舞台ロボアレナ(RoboArena)で一時1位に上り、エヌビディアのCosmos3と、

米国のPhysical IntelligenceのPi0.5を抑えました(会社発表ベース)。研究室の実演を越えて、世界

最大のバッテリー工場の量産ラインにロボットが座を占めたという事実は、資本市場にはどんな技

術指標よりも説得力のある証明でした。千尋は2026年春までの三か月あまりの間に、複数回にわたっ

て数十億元を引き寄せました。CATL、JD.com(京東)、ボッシュのような産業資本と、紅杉(セコイ

ア・チャイナ)、雲峰基金のような財務投資家が共に入りました。

自動車のラインへ目を移すと、より大きな企業が見えます。UBTECH(優必選)のWalker Sシリーズ

です。この会社の路線は明確です。実演の舞台ではなく、工場へ入って本当の仕事をさせるという

ことです。創業者の周剣(周剣)は、あるインタビューで、実演ショーよりも工場へ入って実際の仕

事をすることが人型ロボットの行く道だと打ち込みました。会社は国内の自動車工場20か所あまり

と製造企業30社あまりを自ら回り、どんな仕事が必要かを定義したうえで、新エネルギー車の工場

で実訓を積みました。

目を引く現場は、Geely(吉利)系列のZeekr(極�)の5Gスマート工場です。2025年、アップグレー

ドされたWalker S2がここに投入されました。ロボット一台を見せる実演ではなく、複数台が同時

に複数の区域でそれぞれ違う仕事をする「多機協同」の実訓でした。この工場は通信の接続地点だ

けで100を超えます。ロボットが互いに異なるスマート設備、製造工程とずれなくかみ合わなけれ

ばならないだけに、難度が高いものでした。Walker S2は電池モジュールの組み立て工程に参加し、

バッチ生産の周期を15%減らしました(会社側の実測発表ベース)。身長1.72メートル、体重76キ

ログラム、41個から52個に至る高性能のサーボ関節、そして放電時に3分で自らバッテリーを取り

替える自律交換機能。この交換技術のおかげで、24時間止まらない連続稼働が可能になりました。

充電のために何時間もラインを空けられない工場の生理に合わせた答えでした。

UBTECHの実績は数字でも表れます。2025年の一年間、工場用の人型ロボットの生産能力は1千台

を超え、実際の引き渡し量は500台を上回りました(会社発表ベース)。12月26日には、柳州(柳州)

スーパー工場で1千番目のWalker S2がラインを抜け出しました。同じ場で、広西チワン族自治区の

政府と戦略協定も結びました。広西の防城港市が投じた2億6,400万元規模の単一発注は、当時、国

内の人型ロボット分野を通じて最大規模の単一契約でした。UBTECHは2025年の注文総額が13億

元を超え、2026年には年間の生産能力を1万台まで引き上げると明らかにしました。ただし、この

1万台は目標の生産能力であって、引き渡しが確定した数量ではありません。
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世界最大の電子製品の委託生産企業フォックスコン(富士康)も、この流れに足を踏み入れました。

フォックスコンは自社で開発した産業用ロボットを前面に立てつつ、汎用性のよいUBTECHのよう

な外部の人型ロボットを共に入れる二重の戦略を使います。まだ量産ライン全体を代替する段階で

はありません。物流の検証の水準です。それでも、グローバルなサプライチェーンの象徴であるフォ

ックスコンが人型ロボットの使い道を確かめたという事実そのものが、業界に投げる重みは軽くあ

りません。

いよいよ物流ハブへ行きます。製造ラインで体力をつけたロボットたちが、物流の動脈である大型

ターミナルへ領域を広げています。その中心に、清華大学系列のスタートアップRobot Era(星動紀

元)があります。Robot Eraは、中国最大の国営物流企業である中国郵政(China Post)と、民間1位の

SF Express(順豊)の物流センター10か所あまりに身体性知能のロボットを配備しました。コンベヤー

ベルトから流れ落ちる、大きさと重さがまちまちの小包を分類し、運ぶ仕事です。

この現場から出た評価が興味深いものです。Robot Eraは、高温・多湿のような荒い環境の一部の工

程でロボットの性能が人間の作業者の水準に近づき、一部のラインでは24時間止まらない常時運営

を始めたと明らかにしました(会社発表ベース)。会社側は、身体性知能の業界で初めて製品市場適

合(PMF)を確認したと表現しました。時間当たりの処理量のような定量指標が安定して算出され始

めたということは、企業がついに「人を使う費用」対「ロボットを入れて維持する費用」の損益分

岐点を計算できる商業段階に入ったことを意味します。ただし、市中に出回る「時間当たり小包

1,200個」「人間の効率の85%」のような具体的な数値は独立して確認されていないため、会社が

公式に検証した指標と見るのは難しいものです。

Robot Eraはこの成果を足がかりに、2026年第2四半期から千台単位の大量引き渡しを始め、前四

半期比で300%に達する成長率を記録しました。現場の実際の主であるSF Expressは、このロボッ

トの威力を目の前で確かめたあと、自ら投資に乗り出しました。2026年4月、SF Expressが主導し、

紅杉・IDG・中金資本などが共に入った2億ドルを超えるラウンドが締め切られました。清華大学の

研究室から出発した会社が、一気にグローバルなロボット業界の中核ユニコーンへ上がりました。

中国の人型ロボットの現場浸透は、製造と物流という荒い産業だけにとどまりません。上海の

Fourier(傅利葉)は、この用途を、精密さと安全が命である医療・リハビリへ広げました。2026年6

月16日、マレーシアのペラ州イポー(Ipoh)で、マレーシア社会保障機構(PERKESO)が建てた国立の

神経ロボット・リハビリセンターが扉を開きました。ペラ州のスルタンが自ら開所式に参列するほ

ど、国家的な意味の大きい施設です。このセンターに、Fourierの次世代の人型ロボットGRxシリー

ズと、知能型のリハビリソリューション、そして自社で開発した全身の力学分析システム、メタモ

タス・ガリレオ(MetaMotus Galileo)が入りました。契約の規模は千万元(韓貨で約19億ウォン)の

単位でした。

この事例には、もう一つ押さえるべき箇所があります。Fourierの装備は、開所式の当日に突然入っ

たものではありません。2025年10月から約8か月間、試験運営を経ており、その間に脊髄・脳の損

傷などの機能障害の患者1千人あまりに、すでにリハビリのサービスを提供していました。Fourier

の創業者の顧捷(顧捷)は、こう言いました。今、中国企業が掲げているのは安い値札ではなく、信

頼と技術革新、そして現地の技術支援だということです。彼の言葉には根拠があります。PERKESO

のようなプロジェクトは、現地の登録認証と臨床への参入資格をすべて取ってこそ、医療体系の中

へ入れます。値段で突き破れる壁ではありません。中国産の人型ロボットが、安価なハードウェア
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という札を外し、厳しい海外の医療規制を通過して、高付加価値の輸出契約を取った場面です。

このすべての現場が韓国企業に投げる宿題は重いものです。韓国の物流企業と製造企業も、倉庫の

高度化と無人運搬車(AGV・AMR)の導入にせっせと乗り出しています。しかし、人と同じ空間で人

の道具をそのまま使い、柔軟に対応する人型ロボットの実戦導入、そしてそこから出るデータの蓄

積は、ほとんど空いています。中国が工場と物流センターと海外の病院で実戦の運営データをかき

集め、ロボットの信頼性とエッジAIのアルゴリズムを毎日手直しする間、韓国が技術的な優位だけ

に満足して現場配備を先延ばしにすれば、格差は回復しがたくなります。

市場はすでに次の局面へ移りました。技術の華やかさを見物する実演の段階ではありません。時間

当たりに小包を何個運ぶか、コネクターを99%挿すか、不良率をどれだけ減らすか。この徹底した

実戦掌握の戦いへ舞台が変わりました。政府の金融パッケージと結びついた中国の物量攻勢の前で、

韓国のロボット陣営が個別のハードウェア開発だけにとどまっては持ちこたえにくいものです。政

府の調達、あつらえの人型ロボット保険、大規模な実証インフラを一つに束ねた韓国型の実景実訓

パッケージを、原点から組み直すべきときです。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第2章 特殊・危険環境の無人化

第5部 ロボットの実戦配備と応用現場

前の章

全章を見る

次の章

1. 国家電網(State Grid)の68億元調達:火力発電所・超高圧送電網の巡検にロボット8,500台を配備

する危険地帯の無人化

福建省のどこか、1000kV長泰(�泰)超高圧変電所。真夏の正午の陽射しの下でコンクリートの床

が焼け、頭上では指の太さほどの導体に100万ボルトが流れています。人がこの中に入ると、眼鏡

のフレームの金属がかすかに震えるのを感じられるそうです。強い電磁場のためです。ここを巡る

のは人ではなく、脚を六本もつ機械です。砂利を踏み、泥に足をはまらせては抜き、階段を上りま

す。三本の脚で体を支えながら、残りの脚で次に踏む場所を探します。このロボットが巡る巡視ポ

イントは2,000を超えます。

ここまでが現場です。これから数字を打ち込みます。2026年4月22日、中国最大の国有電力会社で

ある国家電網(国家�网、State Grid)が、社内に一通の文書を回しました。表題は「2026年具身知

能発展規画」。骨子は一行です。今年一年でロボット約8,500台を買い入れる、その代金として68

億元(人民元)(韓貨で約1兆3,000億ウォン)を使う、というものです。この額は、これまで単一企業

がロボットに執行した調達のうち史上最大規模です(界面新聞の独自報道ベース)。

ここで添付資料の単価を正しておかねばなりません。市中に出回る一部の整理版は、四足ロボット

を一台30万元、双腕ロボットを60万元、人型を500万元と記していますが、第一報が伝える規画文

書の数字は違います。四足の巡回ロボット犬5,000台に15億元。双腕(両腕)の点検ロボット3,000

台に18億元。人型の活線作業ロボット500台に25億元。三つを合わせると58億元です。残る10億

元は装備ではなく、技術研究(8億元)と人材育成(2億元)に回ります。単価に換算すると、人型の活

線ロボットが一台500万元前後でもっとも高い、という点は正しいです。ただしその根拠は「一台

30万/60万/500万」という横並びの比較ではなく、500台に25億元という予算配分から出ていま

す。

もっとも目が向くくだりは、その人型の活線ロボット500台です。活線(Live-line)作業とは、電力

を切らないまま、数十万ボルトが流れる電線をそのまま修理する仕事です。作業者が一度手を誤っ

て触れれば、その場で命を落とします。一台9億5,000万ウォンに近いロボットを、わざわざ500台

も入れる理由がここにあります。費用を節約しようという計算だけでは、この価格は説明がつきま

せん。人をその場に立たせない、そちらが本当の目的です。

国家電網はこの調達を一度に放出せず、三回に分けて執行します。第1四半期に試行購入、第3四半

期に大量購入、第4四半期に補充購入。業界は、ここに南方電網(CSG)と地方エネルギーグループの

後続発注が加われば、2026年の一年で中国電力産業の具身知能投資が100億元(約19兆ウォン)を

超えるとみています。具身知能の歴史上初めて、100億元規模の垂直市場(Vertical Market)が一つ
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まるごと開く勘定です。

この賭けが合理的かどうかは、国家電網自らが出した計算書が語ってくれます。ロボット一台が人

を代わると、年平均50万から80万元の人件費が抜けます。投資回収期間は2年から3年。巡検効率

は過去の5倍、故障処理時間は平均60%短縮、供給信頼度は0.5ポイント上昇(国家電網の自社推算)。

会社が出した数字だという点は踏まえて読まねばなりません。ただ、こうした計算書を手に8,500

台を一度に張るという事実そのものが、電力産業がロボットを「実験」ではなく「設備」に分類し

はじめたことを示しています。

この資本はそのまま現場の稼働へとつながります。中国の変電所は、ドローン(空中)、多足・人型

ロボット(地上)、固定型CCTVとセンサー(固定)を一つに束ねた、いわゆる「空・地・固(空-地-固)」

協同巡検網を編み上げています。さきほど場面で開いた長泰変電所の六足・四足ロボットが、その

一軸です。これらのロボットは北斗(BDS)衛星航法と3Dライダー、ビジョンセンサーを合わせて未

舗装の路面を歩き、2,000あまりのポイントを巡って17種類の状況を見分けます。識別精度は平均

90%を超え、人がやっていた巡視の作業量を半分以上減らしました。

ほかの現場も似た絵です。国家電網浙江(浙江)電力は、500kV蘭亭(�亭)変電所に巡検ポイント

8,194を取り、ロボットを入れました。かつて作業者二人が四時間以上かけて巡った全数調査を、

ドローンと四足ロボットがともに巡って効率を60%引き上げました。欠陥識別率は95%を超えまし

た。南方電網梧州(梧州)局の500kV賀州(�州)変電所はもっと劇的です。ドローン基地局と地上ロ

ボット、AI画像認識を束ねた立体巡検システムで、変電所内の計器726個と装備ポイント2万個以上

を、わずか2.5時間で点検しました。人が巡るときより十倍速いです。認識精度は98%以上を着実

に保ちます。湖北省の安福(安福)変電所も、敷地9.5万坪、点検ポイント1.8万個を、軌道ロボット

とロボット犬、ドローンで総動員し、二日かかっていた仕事を三時間で終えました(効率93%向上)。

(変電所ごとの詳細な数値は国家電網系列会社の発表資料に基づいており、一部は独立検証前です。)

地上だけが舞台ではありません。雄安新区(雄安新区)の雄東(雄�)電力ケーブルトンネルは、長さ

が16.2kmに及ぶ巨大な地下閉鎖構造物です。狭く暗く、有害ガスが漏れる危険がひそみます。国家

電網はこのトンネルに、「霊犀(�犀)」四足ロボット犬五台を群れで投入しました。ロボットは赤

外線サーモカメラとガス探知器をつけ、伸縮できる機械腕をケーブルに直接密着させて部分放電

(Partial Discharge)を検査します。人が二人一組でこのトンネルを一度巡るには20時間かかりまし

た。五台のロボットが分けて巡ると、その時間が三時間に減りました。バッテリーが25%を下回る

と、ロボットが自ら充電所に戻ります。集めたデータは1分以内に地上の管制室へ上がり、報告書に

なります。導入以来、巡検任務を1,000回を超えて終えました。(雄東トンネルの距離・ロボット台

数・巡回時間短縮の数値はNotebookLM資料に基づいており、独立した出典で直接確認されてはい

ません。)人が地下に降り、経験に頼って手探りしていた時代が、ロボットが歩きデータが机へ配達

される方式に変わったのです。

この号砲が韓国に投げかける含意は重いです。韓国電力(KEPCO)をはじめとする国内の電力公企業

も、送電鉄塔や変電所へのロボット導入を検討しています。違いは規模です。中国は国家資本を武

器に8,500台という需要を一度に作り出し、その物量がロボット製造単価を速やかに引き下げます。

遠からず、下がった単価と数万時間の実戦データで鍛えられた中国産の巡検アルゴリズムが、グロー

バル標準の座を狙うでしょう。韓国が規制サンドボックスと予算の壁の中で小規模のパイロットを

巡っているあいだに、中国は危険地帯の無人化をすでに現実へと変えています。
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2. Deep Robotics(云深�)とUnitree B2の現場検証:溶鉱炉の自律登攀、異常騒音の感知など精度

90%以上の警報システム

火力発電所のボイラー棟の内側、狭く急な金属格子の階段。足を置けば、格子の隙間から下の階が

見下ろせます。表面は滑りやすく、傾斜は人でも手すりをつかまねば上れない角度です。ここを四

本脚の機械が手すりなしで上ります。一本ずつ格子に掛け、重心を移し、次の段へ体を引き上げま

す。階と階のあいだを、そうやって越えていきます。このロボットを作った会社がDeep Robotics(

云深�科技、Deep Robotics)です。

変電所がまだ構造の整った屋外なら、火力発電所の内部や化学工場、地下炭鉱、崩れた災害現場は

次元が違います。地形の起伏が激しく、変数が制御されない極限の非定型(Non-structured)環境で

す。急な金属階段、散らばった破片、有害ガス、数十度を上り下りする高温と湿気。車輪のついた

ロボットは入口から塞がれます。2025年の世界ロボット大会(WRC)が発表した「人型ロボット10

大応用シナリオ」の最上位に石油化学・送電網の操作と緊急救助が上がったのは、そのためです。

この空間こそ、四足・具身知能ロボットが最後に証明せねばならない舞台だ、という意味です。

Deep Roboticsはこの分野で、ただの一社ではなく事実上の主です。2025年時点で中国の電力巡検

市場でシェア85%を握っています。Frost & Sullivanの集計で、四足ロボットの行業応用売上が世界

1位、具身知能ロボットの売上が世界4位です。2025年の売上で行業応用が占める割合が79.33%、

そのなかでも電力巡検が核心です。会社の根は浙江大学(浙江大学)です。創業者兼CEOの朱秋国(朱

秋国)が浙江大学制御学院の准教授で、四足ロボット「絶影(�影)」と人型ロボット「悟空(悟空)」

を自ら研究してきた人です。

この会社が中国最大の発電公企業の一つである中国華電(��)傘下の電力科学研究院と手を組み、

ボイラー区域の巡検に四足ロボットを入れました。さきほど場面で開いた、あの金属階段の登攀が

ここから出てきます。さらに目を留めるべきは、登攀ではなく検査能力です。このロボットはカメ

ラで見るだけにとどまりません。ポンプとパイプラインのオイルレベル(Oil Level)を読み、内蔵マ

イクとAI音響分析モデルで、モーターやタービンから出る微細な「設備異常騒音(Abnormal Noise)」

を捉えます。目と耳をともに使う多重モーダル(Multi-modal)感知です。おかげで現場のスマート警

報の精度が90%を超えます。人が見落としやすい小さな振動や騒音まで濾し取ります。(華電との協

力、ボイラー区域の音響感知精度90%という数値はNotebookLM資料に基づいており、独立した出

典で直接確認されてはいません。)

同じ技術が災害救助へも越えていきます。Deep Roboticsの「絶影X20消防偵察ソリューション」

は、地震で崩れた廃墟、トンネル崩落、化学物質の流出のように、消防士でも進入をためらう場所

に真っ先に入る先発隊です。X20は3DライダーとSLAM(同時的位置推定および地図作成)技術で、

漆黒と煙のなかでも自分の位置を定めて周囲をスキャンし、実物の色をまとった点群(Point Cloud)

の3D地図を作ります。この地図とともに、背に載せた有害ガスセンサー、サーモカメラが読んだ温

度分布と化学物質濃度が、リアルタイムで外部の指揮所へ送られます。救助隊員が危険区域に足を

踏み入れる前に、偵察と送信を一括りで終え、人の代わりにロボットが先に危険を引き受ける構造

です。

グローバルな四足出荷の先頭企業であるUnitreeも、産業用大型四足ロボット「B2」を前面に立て

て、同じ険地へ入ります。B2は40cmの高さの粗い階段や障害物を乗り越え、IP67等級の防水・防



80

塵で埃を防ぎ、水中でも30分以上耐えます。B2が真価を見せた場所は、北京豊台区の玉泉営(玉泉

�)地下電力ケーブルトンネルです。湿気と泥、暗さに満ちたこのトンネルで、B2は一度の充電で四、

五時間を一台で巡り、施設の発熱と漏水を見守ります。Unitreeの四足ラインナップ(B1、Go2など)

は険地の突破力を軍からも認められ、2024年の中国・カンボジア連合訓練「ゴールデンドラゴン

2024(金�-2024)」に投入され、戦場をスキャンし打撃を助ける訓練に使われました。民と軍を行

き来する二重用途(Dual-use)ロボットだという点が、ここで現れます。

もっとも危険な産業現場である地下炭鉱も例外ではありません。炭鉱の深いところはメタンガスと

石炭の粉塵で満ち、微細な静電気のスパーク一つでも爆発が起こります。中国煤炭科工集団重慶研

究院が作った「スマートガス巡検ロボットクラスター」は、2026年1月に陝西省の青龍寺(青�寺)

炭鉱で実戦検証を通りました。このクラスターは「石炭鉱山安全大規模モデル」と結びついて、人

のガス検針員に代わり坑道内のガス濃度を24時間自動で測り、データを交差検証して分析します。

陝西北部の韓家湾(�家湾)石炭会社の地下中央変電所には、完全に密閉された防爆型

(Explosion-proof)の自律巡検ロボットが入りました。一日三交代で最低三、四人が付いていた点検

を一、二人に減らし、二時間ずつかかっていた巡回を30分あまりに短縮して、効率を50%以上引き

上げました。(炭鉱ロボットクラスターの導入時点と人員・時間短縮の数値はNotebookLM資料およ

び業界発表に基づいており、一部は独立検証前です。)

2025年に世界のスマート巡検ロボット市場が100億ドルを超えたなか、中国企業がその市場の

35%以上を取った背景には、まさにこの過酷な実景実訓(�景��)の蓄積が敷かれています。

Deep RoboticsとUnitreeのロボットが溶鉱炉をよじ登り、ガス室を巡って引き出した現場データは、

中国がどんな危険環境でも無人化を押し進められるという証拠です。ただ、この絵には裂けた隙も

あります。四足ロボットの環境適応力は、いくつかの典型的な現場でしか十分に磨かれておらず、

モーターや航法、制御系の小さな故障一つが本体全体を壊しうるという点は、業界の中でも弱点と

して指摘されます(CSDNの技術レビューなど)。世界でもっとも危険な空間にロボットを押し込み、

人の血を流さずに生産性を引き上げるという戦略は、明らかに作動しています。その戦略がどこま

で、どれだけ長く揺らぎなく回りつづけるかは、まだ開かれた問いです。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第3章 消費財および医療・リハビリ市場への進化

第5部 ロボットの実戦配備と応用現場

前の章

全章を見る

次の章

1. 商務部の「AI+消費」促進措置:人型補助ロボットの家庭・商業進入を導く政策補助金の構造

JD.com(京東)のある商品ページが、6月初めから奇妙な数字を打ち出し始めました。21万元、韓国

ウォンで約4,000万ウォンの品です。自動車一台分の値段です。ところがその品は車ではなく、人

の形をしたロボットでした。UBTECH(優必選)が「U1」という名で出した家庭用ヒューマノイドで

す。ページを開いた人たちは、ただ見物して立ち去りはしませんでした。一台あたり3,000元、約

57万ウォンの予約保証金を払い込みました。保証金だけでは取り消せない、本物のお金です。十日

あまりで予約は4,000台近く積み上がり、縛られた保証金は1,000万元を超えました(会社発表ベー

スおよび中華圏メディア報道による)。

ここで一つのことがはっきりしました。居間に置く人型ロボットを、一般の家庭が自分のお金を出

して買おうと列を作った、という事実です。実験室の展示物や大企業の広報の道具ではなく、本物

の消費財としての需要が初めて大規模に姿を現した瞬間でした。

中国政府はこの信号を見逃しませんでした。2026年6月18日、商務部をはじめとする8つの部署が

共同で「『人工知能+消費』の発展加速に関する実施意見(�于加快

人工智能+消�

�展的�施意�)」を発表しました。5つの分野、17の措置で組まれた文書です。骨子は、人工知能

と人型ロボットを工場の塀の外へ引き出すことです。一般の消費者の居間や町の店へ入れることで

す。

この文書には、押さえておくべき箇所が一つあります。中国政府の公式文書が、人型ロボットを「

産業用設備」ではなく消費の一分野として分類したことです。実施意見の第2項は「人工知能ロボッ

ト消費の促進」を掲げ、マルチモーダル感知と場面適応の能力を備えた人型ロボットの研究開発を

支援すると記しました。適用の対象も釘を刺しました。「一人の高齢者と一人の子ども(一老一小)」

、つまり高齢者と児童という中核の人口集団です。高齢者ケアロボット、付き添いロボット、AI生

活アシスタントを家庭に試験的に普及させ、感情の付き添いや健康モニタリング、移動補助、家事

といった機能を育てるという内容です(商務部市場運行・消費促進司の解説および新華社報道による)

。

政府の視線が移った先がここにあります。これまでロボット政策の目的語はサプライチェーンでし

た。自動車の溶接ライン、半導体のクリーンルーム、大型の物流倉庫が舞台でした。いまや目的語

が変わりました。内需消費と高齢化への対応です。マクロ経済の歯車を回していた政策が、高齢者

の居間へ入ってきたのです。
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文書の計算は、供給者と需要者の両方を同時に突くよう設計されています。一方だけを押しても市

場は回らないからです。

第一の筋は家庭への進入です。中国政府は、古い家電を新しいものに替えるとき補助金を出す「下

取り買い替え(以旧�新)」制度の適用範囲を広げました。今回の実施意見は、この制度を人工知能

製品の領域とつなげました。デジタル製品の下取り買い替え政策を人工知能消費とつなぐというこ

とです。ここに住宅政策を重ねました。実施意見の第4項は、スマート家具とサービスを「良い住ま

い(好房子)」の建設指針に入れる案を検討すると記しました。ロボットが動きやすい家を、政府が

標準として作るという意味です。ハードウェアを敷くだけでなく、ロボットが暮らす空間まで一緒

に組むという発想です。

第二の筋は養老機関です。高齢化の直撃を受けた介護の現場が対象です。政府は、高齢者ケアロボッ

ト、リハビリロボット、移動・運搬補助ロボットを中核の人口サービスに試験適用する道を開きま

した。公立・私立の養老機関がこうしたロボットを導入するとき、財政で支える構造です。

第三の筋は商業と物流です。実施意見は、人工知能によるスマート小売と電子商取引の結合を促し

ながら、都市と農村をつなぐスマート配送体系にロボット投入を組み込みました。無人店舗、スマー

ト薬局、農村の物流拠点に自律搬送ロボットや人型ロボットを導入する事業者が、デジタル転換支

援の対象になります。

NotebookLM資料には、家庭購入時に一台あたり売買価格の15～20%、養老機関導入時に購入費用

の最大40%を補助するという具体的な数値があります。ただし、6月18日に公開された実施意見の

原文と、新華社・商務部の解説では、この比率が確認されません。実施意見は方向と枠組みを示し、

具体的な補助比率は地方政府の細部施行案に委ねる構造に見えます。したがって、この比率は今後

の施行細則で検証する必要があります。

この補助金が狙う本当の効果は単価です。これまで人型ロボットの商用化を阻んできた壁は値段で

した。一台あたり数億ウォンのロボットは、買う気にもなれませんでした。政府が補助金で初期需

要を強制的に作れば、メーカーは量産ラインを回す名分と物量を得ます。物量が増えれば単価が下

がります。単価が下がれば、政府が一台あたり負担する補助金も減ります。すると消費者の参入の

壁がまた低くなります。この輪が一周回るたびに、値段が下がるフライホイールが働くわけです。

試作品を出しても資金が枯れて崩れる、いわゆる「死の谷」を、政府が敷いてくれた内需の上で飛

び越えさせる構造です。

ハードウェアが泥仕合を繰り広げる間、ビッグテックは別の席を狙いました。アリババの通義チー

ムは、2026年6月16日に「Qwen-Robot」シリーズを公開しました。ロボットの頭に当たる基盤モ

デルです。三つの筋で組まれています。道を探す移動モデルQwen-RobotNav、物をつかんで運ぶ操

作モデルQwen-RobotManip、物理世界の因果を読んで次を見通す世界モデルQwen-RobotWorldで

す(アリババ発表ベース)。三つは別々に使うことも、一緒に束ねることもできます。

アリババの狙いは明らかです。関節モーターと外形フレームをめぐって争う150あまりのハードウェ

アスタートアップの戦いに加わらないことです。代わりに、それらのロボットがすべて自社のモデ

ルを頭として載せるようにすることです。スマートフォン時代のグーグルのアンドロイドと同じ席

です。モデルを握れば、世界中で動くロボットが集めた物理世界のデータが、再びアリババのサー
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バーへ流れ込みます。そのデータがモデルを育て、育ったモデルが再びハードウェアを引き寄せま

す。一度乗ったら抜け出しにくい輪です。

NotebookLM資料は、このモデルの学習データを動画・テキストのペア860万件、約2億フレームと

記しました。しかし、アリババの公式発表と技術メディアの報道で確認される数値は、操作モデル

Qwen-RobotManipが3万8,100時間以上のオープンソースデータで学習されたということです。デー

タ規模を表す単位と数字が資料ごとに異なるため、公式発表である「オープンソース3万8,100時間

以上」を基準にするほうが安全です。

この二つの筋の攻勢、つまり政府補助金と巨大プラットフォームが、韓国のロボット生態系へブー

メランのように戻ってきます。

まずプラットフォーム従属の危険です。韓国の中小・中堅のロボット企業が、独自の大規模な身体

性知能(具身知能)モデルを開発する資本とデータを備えるのは難しいことです。そうした状況で中

国市場に入ったり、グローバル競争に立ったりするには、アリババのような標準に合わせてハード

ウェアを設計しなければならない立場になりかねません。スマートフォンのハードウェアをうまく

作りながらも、オペレーティングシステムの主導権をグーグルに渡したことが、ロボットで繰り返

される絵です。

次は規制の空白です。中国は政府が「AI+消費」指針で制度の閂を先に外し、家庭に入ったロボット

の個人情報の取り扱いや安全基準を、実戦データで整えていく最中です。韓国は事情が違います。

人型の付き添いロボットが居間に入ったとき生じる保安事故、カメラ送信に伴う個人情報の侵害、

誤作動時の身体傷害の責任分担、輸入認証の基準が、ほとんど空いています。単価を武器に武装し

た中国産の消費ロボットが、東南アジアを足がかりにして国内の家庭や店へ入ってくるのは時間の

問題です。法と安全基準がないままその空襲を受ければ、内需市場を明け渡すにとどまりません。

国内ユーザーの日常データまで海外プラットフォームへ流れていきかねません。今年の後半に、国

内でロボット消費市場の規制整備が急ぎの立法課題に挙げられる理由が、ここにあります。

2. UBTECHのU1とFourier(傅利葉)の浸透:医療・リハビリ・養老に特化したロボットの国内普及と、

マレーシア・サウジなど海外輸出

UBTECHが居間を狙うとき、別の道を掘った人がいます。Fourier(傅利葉)の創業者、顧捷です。彼

は2015年7月、上海・浦東の張江でFourierを設立しました。米国ナショナルインスツルメンツ(NI)

の高位の役員の座を捨てて戻ってきた道でした(会社およびメディア報道による)。彼が最初に手に

取ったのは、人の形をしたロボットではなく、リハビリロボットでした。外骨格の補助具、足首の

訓練装置、指のリハビリ器具といったものです。病院と養老院で、患者の動きのデータが毎日積み

上がりました。脊髄と脳が損傷した人たちが、再び歩き、再び手を握る過程の記録です。

この蓄積がFourierの武器になりました。会社のリハビリ製品は、世界40あまりの国、2,000か所を

超える病院と機関に入り、性能の検証を受けました(会社発表ベース)。Fourierは、この検証済みの

キャッシュカウを一つの車輪とし、そこから出た臨床データで、もう一つの車輪、つまり汎用の人

型ロボットを回す戦略を打ちました。顧捷本人はこれを二輪駆動(双���)と呼びました。

人型ロボット側の歩みはこう続きます。2023年にGR-1を出し、中国で初めて量産可能な二足ヒュー

マノイドを作った会社になりました。GR-1は大学と研究機関を中心に、2024年9月までに100台を
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超えて引き渡され、現場のフィードバックを集めました。2024年9月にはGR-2が出ました。12自

由度の自社開発の器用な手と、第2世代のアクチュエーターFSA 2.0を載せたモデルです。そして

2025年のGR-3に至り、Fourierは方向を釘付けにしました。ケアボット(Care-bot)です。GR-3は、

冷たい金属の表面の代わりに、病院と養老院で患者に安定感を与えるモランディトーンの色と、柔

らかい外皮をまといました。

資本はこの絵を見て群がりました。Fourierは2025年1月7日、シリーズEの投資を完了したと知ら

せました。合計で約8億元、韓国ウォンで約1,500億ウォンの規模です。国鑫投資、浦東創投、張江

科技投資に加え、サウジ国営石油会社アラムコのベンチャー部門であるProsperity7と鈞山資本が一

緒に入りました(会社発表およびメディア報道による)。この投資で、Fourierの企業価値は約80億元、

韓国ウォンで約1兆5,000億ウォンに上がりました。

NotebookLM資料は、このラウンドにソフトバンク・ビジョン・ファンド2が参加したと記しました。

しかし、中華圏の一次報道で確認される参加機関は、国鑫投資、浦東創投、張江科技投資、張科躍

坤基金、Prosperity7、鈞山資本です。ソフトバンク・ビジョン・ファンド2の参加は、これらの報

道で確認されないため、別途の検証が必要です。一方、NotebookLM資料に「璟和ロボティクスを

経て2012年から」という経歴がありますが、一次資料で確認されるのは2015年7月のFourier設立

です。

資本を装着したFourierの領土拡張のなかで、一つの出来事がくっきりと現れます。2026年6月16

日、マレーシア社会保障機構(PERKESO)が建てた国家リハビリセンターが扉を開きました。東南ア

ジアでも指折りの規模の神経・電子リハビリセンターです。ここにFourierの「スマートリハビリ港

(智能康�港)」ソリューションと、GRxシリーズの人型ロボット、そして自社開発のガリレオ(伽利

略、MetaMotus Galileo)生体力学の分析・訓練システムが入りました。契約の規模は一千万元級、

韓国ウォンで約19億ウォンの水準です(会社および第一財経などの報道による)。このセンターが受

け入れる患者は、主に労災や事故で脊髄・脳が損傷した若い労働者たちです。

ここで、事実を正確に切り分けておく必要があります。一つの文でひとまとめにすると、誤解が生

じるからです。

リハビリロボットは、すでに臨床で動いています。Fourierの外骨格ロボットと上肢・下肢のリハビ

リ器具は、2025年10月からこのセンターに入り、試験運用を始めました。開院までの8か月間、千

人を超える患者に実際の治療を提供しました(現場エンジニアのインタビューによる)。

しかし、人型ロボットは違います。GR-3を含むGRxシリーズは、同じセンターで概念実証(PoC)の

段階にあります。顧捷本人がインタビューではっきり明かしました。人型ロボットの部分はまだ臨

床と現地化の検証がさらに必要で、今後は現地の登録と規制の認証を経てこそ正式な販売へ進める、

ということです。開院式で、GR-3は認知訓練の場面を実演しました。視覚認識と音声の対話で認知

訓練を助ける姿を見せました。実演と検証であって、患者治療を専任する正式な運用ではありませ

ん。一千万元級の契約のなかに人型製品が含まれているのは確かですが、その人型がいますぐ医療

現場の主役として働くわけではありません。

この区別が重要な理由があります。リハビリロボットが作る現金流が、人型ロボットの商用化を保

証してくれるわけではないからです。顧捷自らこう言いました。医療・養老の現場の人型ロボット
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は、いまなお臨床技術の検証の早い段階にあり、商業化の爆発点はある日突然来るものではない、

ということです。会社を育てた創業者が、自分の製品の限界を先に認めたわけです。

サウジのほうにも足が伸びています。アラムコ資本とのつながりを通じて、中東の養老ネットワー

クとシルバータウンのプロジェクトが取りざたされます。ただし、この部分はマレーシアの

PERKESOほど具体的な一次報道で確認されないため、進行中の方向として読むほうが正確です。

ここでUBTECHのU1に戻ります。前の節で見た、あの自動車並みの値段のロボットです。U1の仕様

は、徹底して家庭のなかの付き添いとケアに合わせられています。男性型は身長183cmに体重

42kg、女性型は身長168cmに35.2kgです。全身に88個の関節(自由度)を埋め込みました。一回の

充電で2～4時間使え、Wi-Fiでつながります。核心は、内蔵された感情AIモデルです。家族と交わし

た会話や抑揚、表情の変化を覚えて、相互作用を整えます。保安を意識して、会話の記憶と行動の

パターンは外部のクラウドへ送らず、ロボットのなかに暗号化して保存するよう設計されました(会

社発表ベース)。

ただし、誇張しないほうが正直です。U1は、平らな室内で座り、立ち、歩き、対話することができ

ます。しかし、家事をしたり、階段やでこぼこの床を行き来したりするように設計された製品では

ありません。ユーザーが新しい動作を自由にプログラミングすることもできません(インタレスティ

ング・エンジニアリングなどの報道による)。居間の付き添いという表現は正しいのですが、万能の

家事手伝いではまだありません。そして、この製品は成人専用で販売されます。

UBTECHとFourierの歩みは、韓国のロボット業界に警報を鳴らします。

一つは、標準と市場の先取りです。中国企業が消費者用の人型ロボットの初期の大量データと顧客

体験を先に握れば、グローバルな付き添いロボットの安全規格やインターフェース、部品の標準が、

中国製品を基準に立てられる可能性が大きいことです。遅れて入ろうとする韓国企業は、すでに張

りめぐらされた特許と標準の壁にぶつかります。

もう一つは、直接競争での劣勢です。韓国にも、腕のいいリハビリ・ヘルスケアロボットのスター

トアップがあります。しかし、ほとんどが特定の部位に限られた補助機器にとどまるか、内需の限

界で大量量産の能力を備えられていません。一方Fourierは、巨大な資本と全身制御の技術、そして

マレーシアのPERKESOのように国家の公共福祉体系へ直接食い込むパッケージ輸出の戦略を打ちま

す。こうした相手とグローバルの舞台で組み合えば、価格とインフラ掌握力で韓国企業の立つ場所

が狭まります。

ここで、亀裂を縫合せずそのまま置く箇所があります。中国企業の攻勢は、明らかに速く激しいも

のです。しかし、その先頭に立つFourierの創業者でさえ、人型ロボットが医療現場の主役になるま

でには時間がもっとかかると認めます。実演と正式な運用のあいだの距離、概念実証と臨床販売の

あいだの距離は、まだ残っています。脅威が実在するという事実と、その脅威がまだ完成していな

いという事実は、同時に真です。韓国のロボット産業に与えられた時間が長くないという判断も、

その時間が0ではないという判断も、どちらもこの現場から出てきます。

前の章

全章を見る
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次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1章 グローバル標準競争と米国の輸出規制の逆説

第6部 米中技術覇権と韓国の機会・危機

前の章

全章を見る

次の章

1. 世界初の身体性知能(具身知能)国家標準の誕生:ルールメーカーになろうとする中国、そしてロボッ

ト密度世界一の韓国のジレンマ

2026年2月28日、北京。工業情報化部(MIIT)傘下のある委員会が、年次会議の場で一つの文書を公

開しました。名前は長く、そっけないものです。ヒューマノイドロボット・身体性知能標準体系

(2026年版)。会議場に集まった顔ぶれは、そのそっけない題名には似合いませんでした。Unitree(

宇樹)、AgiBot(智元)、UBTECH(優必選)、Galbot(銀河通用)。中国のロボット産業を引っ張る会社

が、ほぼすべて入っていました。委員会の名はHEIS、コードネームはTC8です。文書を作ったとこ

ろは一つや二つではありませんでした。研究機関と企業、産業従事者を合わせて120を超える団体

が、同じ文書に手を置きました(新華社、東方日報の報道)。

標準という言葉は、会議室の外の人にはなかなか実感が湧きません。ですから、まずこの場面が何

を意味するのかから押さえるほうがよいでしょう。

技術覇権の争いには三つの段があります。一段目は、源泉となる技術を生み出すことです。二段目

は、それを安く、たくさん刷り出して市場を取ることです。そして最後の段、もっとも高くもっと

も長く続く座は、ルールを握ることです。ルールを握った側は、他人が作ったものにも通行料を取

ります。自分の規格に合わせていないものは、市場に入れないように塞ぐこともできます。

中国は一段目と二段目をすでに上りきりました。2025年時点で、世界のヒューマノイドロボット生

産量の大半を中国が占めており、150ほどの企業が330種を超える機体を吐き出します(中国メディ

ア集計)。市場調査機関と韓国メディアは、中国のヒューマノイドシェアを78パーセントから85パー

セントの間と見ています。数字は出所ごとに分かれますが、向きは一つです。物量はすでに中国の

手の中にあります。

いま中国は三段目に足をかけました。世界でもっとも早く、人型ロボットのルールを国家がじかに

定義し、法で打ち込みました。この標準は18か月をかけて準備され、2026年7月1日から正式に効

力を持ちます。

文書の中を覗き込むと、野心の大きさが見えます。六つの筋で織られています。用語や構造のよう

な基礎共通の部分が一つ。視覚と言語と行動をつなぐ、いわゆる大脳と小脳、つまりVLAモデルの

接続規格と知能等級が二つ。アクチュエーターと波動歯車減速機(ハーモニック)、器用な手(デクス

タラスハンド)の物理規格と通信の取り決めが三つ。完成品の信頼性と、極限環境での耐久試験基準

が四つ。製造、送電網巡検、物流、家事のような投入現場ごとの性能要件が五つ。最後の六つ目が

安全と倫理です。ロボットの自律判断をどこまで許すか、緊急停止の権限を誰に置くかを定めます。
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権限は人間に置くと打ち込みました。

六つ目の項目が意味深長です。安全と倫理まで中国が先に線を引いておいたということは、のちに

西側が安全保障と倫理を掲げて中国製ロボットを押し出そうとするとき、あらかじめ盾を立ててお

いたことに近いのです。規範を先に握れば、規範で攻撃されたときに打ち返す場所ができます。

この風景が見慣れたものだと感じるなら、記憶力のよい方です。

20年前、通信市場で同じことが起きました。世代が変わるたびに、中国は巨大な内需を武器に自国

の規格を事実上の標準として固めました。そうして固めた規格を携えて、3GPPや国際電気通信連合

のような国際機関へ行きました。ファーウェイ(華為)とZTEが先頭に立ち、寄稿文書を注ぎ込んで西

側の技術を押し出しました。標準を握ると、特許収益とサプライチェーンがついてきました。6Gへ

移る道筋でも同じ場面が繰り返されます。中国企業がもっとも多くの寄稿文書を出し、グローバル

特許シェアで米国を先んじているという集計が出ています。

通信で通用した公式を、今度はロボットにそのまま貼りつけました。中国はすでに国際電気標準会

議で高齢者福祉ロボット標準の制定を引っ張っており、国際標準化機構が2025年に予告したヒュー

マノイドの新規標準の議論にも、もっとも強い息を吹き込んでいます。

ここでデータの話を外すことはできません。中国の中で150ほどの企業が1万台を超えるロボットを

実際の現場に投入し、毎日データを引き出します。実景実訓(�景��)、実際の現場で訓練させる

という掛け声のもとで回っていることです。北京革新センターが解き放つロボット母基盤プラット

フォーム天工(天工)の制御スタックとデータフォーマットが中国標準に統一されると、どんなこと

が起きるでしょうか。世界でもっとも大きなデータの山と、もっとも大きな部品の物量に合わせて

設計された規格が、ほかの国のロボットに互換を強いる足かせになります。ついて来なければ、デー

タも部品も使えません。ついて来れば、中国が引いておいた線の中でしか動けなくなります。

このルール堀起こしがもっとも痛く届く国が韓国です。

国際ロボット連盟の2024年の集計によると、韓国は労働者1万人あたりロボット1,012台を使いま

す。世界でもっともロボットを多く使う国、ロボット密度世界一です。ところが、いざそのロボッ

トの中身を解いてみると、事情は惨憺たるものです。製造ロボットの中核部品の平均国産化率は43

パーセントにとどまります。関節を動かす減速機は日本に76パーセントを頼ります。モーターに入

るレアアース(希土類)永久磁石は中国に88.8パーセントを頼ります(韓国開発研究院などの推定)。

もっとも多く使いながら、もっとも少なく作る国。この矛盾が、韓国のロボット産業の立ち位置で

す。

より大きな脅威はハードウェアの向こうにあります。部品なら買ってくればよいのです。ところが

ソフトウェアとインターフェース標準まで他人のものに従わなければならないとなると、話は変わ

ります。中国が定めたVLAモデルのデータ入力規格や、ロボットの手の通信の取り決めが国際標準

へと上がる瞬間、韓国のロボット会社とAIスタートアップは、自社の技術を中国標準のAPIに無理や

りはめ込まなければなりません。部品は日本と中国から買ってきて、規格は中国の国家標準に従う。

そうすると、韓国のロボット産業に残る仕事は、外殻を組み立てる下請けだけです。
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道がまったく塞がったわけではありません。米国の安全保障に基づく牽制が中国製ロボットの参入

を一部塞いでくれる隙が、いま開いています。この隙が閉じる前に、米国、欧州と手を組んで、開

放型ロボットOSと部品互換標準で独自の声を出さなければなりません。規制のかんぬきを解いて韓

国版の実景実訓インフラを敷き、韓国だけの現場データを速やかに積み上げて、標準機構で発言権

を確保すること。ソウルフォーラム2026の場で、ある外国人ロボット企業の代表が、韓国のロボッ

ト競争力の核心は技術力ではなく現場データにあると打ち込んだのも、同じ文脈です。ただし、こ

れは処方であって保証ではありません。中国が積み上げるデータの速さが、韓国が追いつこうとす

る速さよりも速いという事実は、そのまま残っています。

2. 規制網をあざ笑う逆説:エヌビディア遮断が育てた中国製チップ

米国の読みは明快でした。

名前までついています。狭い庭、高い塀(Small yard, High fence)。人工知能とロボットが未来の軍

事力と経済力を分ける中核技術だと見た米国は、その庭を狭く取り、塀を高く張りました。最先端

のAIチップの対中輸出を塞ぎ、半導体装置の搬入を遮断すれば、数千億個のパラメータを回さねば

ならない中国の巨大AIモデルとクラウドロボットのインフラが演算飢饉に陥り、干上がって死ぬだ

ろう。そんな計算でした。

2026年の成績表は、その計算と正反対を指しています。

トランプ政権は、エヌビディアのH200をめぐって綱引きをしました。関税を負う条件で輸出を一部

許そうとしましたが、現実では一度も船積みが行われませんでした。米国の規制当局は、中国企業

が注文したエヌビディアのチップを中国の中だけで使うように縛り、迂回経路まで取り締まりの範

囲を広げました。中国は中国で、自国のビッグテックに米国製チップの注文を止めるよう指示を出

しました。両方が同時にチップの流れを塞ぐという珍風景が起きました。一方は売らせず、もう一

方は買わないと言います。

この遮断膜が、中国の中で奇妙なことを生み出しました。性能が落ちても無条件に自国製チップを

使わねばならない市場ができたのです。中国の国家発展改革委員会、略して発改委は2026年、今後

5年間で2兆元、韓国のお金で450兆ウォンを超えるお金を国家AIデータセンターに注ぐと述べまし

た。条件は厳しいものでした。入るハードウェアとソフトウェアの80パーセント以上を、ファーウェ

イやカンブリコン(寒武紀)のような自国企業の製品で埋めよというのです(韓国経済新聞などの報道)

。エヌビディアとAMDを事実上、庭の外へ押し出すかんぬきでした。

結果は数字に現れました。ただし、ここで数字を扱うときには気をつけねばなりません。かつて中

国のAI加速器市場の90パーセントを握っていたエヌビディアのシェアが、半分近くまで沈み込んだ

ことには、おおむね異論がありません。空いた席を中国の地場企業が埋めたという向きも同じです。

ところが、正確な数値は集計機関ごとに食い違います。ある集計は、2026年第1四半期の中国製AI

チップのシェアが41パーセントを超え、エヌビディアが55パーセントに下がったと見ます。別の報

道は、中国製のシェアが史上初めて半分を超え、52パーセント台をつけたと伝えます。どちらにせ

よ、北京の自国製購入指針が続くかぎり、中国製シェアの50パーセント突破は時間の問題だという

点に、市場の視線が集まります。
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この流れの真ん中に、ファーウェイの昇騰(Ascend)シリーズがあります。2026年3月に公開され

た新型加速器は、米国が輸出用に性能を下げたエヌビディアのH20を、推論性能で上回るとファー

ウェイが発表しました(会社発表ベース、自己検証推奨)。自社開発した広帯域メモリを載せても、

価格はエヌビディアのH200の数分の一の水準だといいます。推論市場を狙ったコストパフォーマン

ス戦略です。ファーウェイが賢いところはもう一つあります。エヌビディアの生態系のもっとも深

い堀だったCUDAコードを自動で移してくれるツールを出し、ソフトウェアを乗り換える負担まで減

らしました。バイトダンスが巨額の昇騰チップを一度に発注し、テンセントとアリババが昇騰とカ

ンブリコンの二重供給へ移っていく絵が描かれます。

米国の規制は、チップを越えてソフトウェアへ戦線を広げました。2026年6月、米商務部は、

Anthropicの上位モデルであるFable 5とMythos 5に対し、外国人のアクセスを塞ぐ命令を出しまし

た。サイバーセキュリティの脆弱性悪用の懸念が名分でした。ところが、セキュリティ専門家の間

からすぐに反論が出ました。防御者の道具だけを奪う近視眼的な措置だというのです。同盟国の企

業を米国のAI生態系から押し出し、米国にいた中国系の研究者を本国へ帰してしまう逆効果を招く

という指摘です。

規制が自立を強制し、制裁が競争相手を育てます。エヌビディアのジェンスン・フアン本人が、そ

の逆説を口にしました。中国のAIチップ市場を事実上ファーウェイに渡したようなものだ、と。

ただし、中国の自給にも、ついに越えられなかった壁があります。

ファーウェイとカンブリコンが作るチップを実際に刷り出すところは、SMICの7ナノ工程です。と

ころが、この工程の歩留まりが依然として低いのです。極端紫外線露光装置を入れられないので、

10個を作れば相当数を捨てねばならない状態から、なかなか抜け出せません。チップを設計できて

も、それを良品として大量生産する段階で詰まります。中国のAIチップ拡張のもっとも深い弱点が、

まさにここです。

ここで、ダン・ワン(Dan Wang)が投げかける問い一つを思い起こします。設計図は写せても、何万

回も削ってみた手の感覚は写せないということ。中国が部品と量産で見せた力が、まさにその手の

感覚、工程知識(process knowledge)の勝利でした。ところが、最先端の露光工程の前では、その

手がまだ震えます。中国がほかのところであれほど速く追いついた、まさにその武器が、ここでは

通じません。

この激変の真っただ中で、韓国の半導体は二つの顔を同時に向き合います。

一方は歴史的な好況です。中国がエヌビディアを抜いて独自のデータセンターを建て始めると、サー

バー用の高性能メモリ需要が爆発しました。AIメモリに力量を注ぎ込むと、一般のPCやスマートフォ

ン用の汎用DRAMが底をつき、その不足がふたたびメモリ価格を引き上げました。韓国の二つのメ

モリ会社は強い価格交渉力を握り、営業利益は四半期ごとに史上最高値を新たに記します。対中半

導体輸出も急峻に増えました。

もう一方は、期限つきだという事実です。中国最大のメモリ企業である長鑫メモリ(CXMT)が、すで

にHBM3段階の技術実装に入りました。親会社がIPOで集めた資金のうち、1兆ウォンを超えるお金

をHBMラインに注ぎ、2026年末の量産を目標に据えました。いまは韓国が第6世代のHBM4を量産

し、中国がHBM2からHBM3の間にとどまって、2～3年の差があると見られています。ところが、
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ファーウェイの昇騰チップとCXMTのHBM3が完全な自給結合を成す瞬間、中国はロボットの大脳の

演算を、外部依存なしに自分の手で回せるようになります。そのとき、韓国が握っていたメモリの

プレミアムは速く冷めます。

ですから、いまの好況に酔っている時間はありません。差が縮まる2～3年のゴールデンタイムのう

ちに、HBM4のような超ハイエンドメモリと先端パッケージングで、参入障壁をふたたび高めねば

なりません。米国の無差別な輸出規制のなかで中国が成し遂げた強制的な自給化の成功は、韓国経

済に向けて冷ややかな警告を送ります。技術の超格差だけが、この戦争で唯一、身を隠せる避難所

だということ。

ところが、その避難所にも入口が狭まっています。CXMTがEUV装置を入れようとするとき、米国が

追加制裁をかければ、中国の工程高度化はしばらく止まるでしょう。逆に、そのかんぬきが緩めば、

韓国が稼いでおいた2～3年は思ったより短くなるでしょう。二つのうちどちらへ傾くかは、いま北

京とワシントンが互いに向けて打ち上げている塀の高さが決めます。その塀は、いまも毎日高くなっ

ている最中です。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第2章 重要鉱物の武器化とサプライチェーン・リスク

第6部 米中技術覇権と韓国の機会・危機

前の章

全章を見る

次の章

1. 中重希土類七種の輸出許可制:サマリウム、テルビウム、ジスプロシウムでロボットモーターの心

臓を狙った武器化

京畿道安山のあるモーター製造会社の購買チーム長は、二〇二五年四月初めのある朝を覚えていま

す。中国の供給会社に送った発注確認メールに返事がありませんでした。電話をかけると、担当者

が困った声で言いました。輸出許可証が出るまで船積みを止めなければならない、というのです。

いつ出るのかと尋ねると、自分たちにも分からないという答えが返ってきました。彼が買おうとし

ていたのは、ジスプロシウムを混ぜた高温用永久磁石、ロボット関節のモーターを回す部品でした。

その日止まったのは、その一人の発注だけではありませんでした。二〇二五年四月四日、中国商務

部と海関総署は商務部公告第十八号を発効させました。サマリウム、ガドリニウム、テルビウム、

ジスプロシウム、ルテチウム、スカンジウム、イットリウム。十七種の希土類のうち七種の中重希

土類(HREE)と、これで作った焼結ネオジム磁石(NdFeB)に輸出許可制をかけたのです。この七種を

〇・一パーセントでも含む部品や組立品まで規制対象に入りました。中国の外で作った物でも、中

国産の元素が混じっていれば引っかかる、域外管轄の網でした。

日付がすべてを語ってくれます。アメリカが中国産製品に関税の壁を高くしていた、まさにその時

点でした。トランプ政権の関税引き上げに中国が応酬したカードが希土類でした。アメリカ戦略国

際問題研究所(CSIS)は、この措置が防衛、エネルギー、自動車の分野に使われる元素と磁石を狙い

撃ちにしたと分析しました。全面禁止ではなく許可制だという点、そしてその許可の速度を中国が

握っているという点が核心でした。

中国がこうした刃を振るえる背景は、長く積み上げた支配力です。国際エネルギー機関(IEA)によれ

ば、磁石用希土類、つまりネオジム、プラセオジム、ジスプロシウム、テルビウムの二〇二四年の

採掘シェアで、中国は約六十パーセントを占めました。分離・精製の工程に行くと数字はさらに上

がります。世界の希土類精製の約九十パーセントが中国の手にあります。CSISは、二〇二三年まで

中重希土類精製の九十九パーセントを中国が担ったと見ました。ベトナムに精製所が一つありまし

たが、税金紛争で一年あまり門を閉ざしたことで、事実上、中国の独占が完成しました。鉱山から

精製を経て磁石加工に至る全周期の主導権が、一つの国に偏っているわけです。

ここで止まりませんでした。二〇二五年十月九日、中国はアメリカの海外直接生産品規則(FDPR)を

まねて、より広い規制を打ち出しました。五種(ホルミウム、エルビウム、ツリウム、ユウロピウム、

イッテルビウム)を追加し、十七種のうち十二種に規制がかかりました。この十月の措置はトランプ・

習近平首脳会談のあと、施行が二〇二六年十一月まで猶予されましたが、四月の七種許可制は一度

も解かれませんでした。この箇所を見落としてはいけません。ホワイトハウスは、十二月から中国
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が民間の商業顧客に一般許可を出し始めたことをもって、規制が事実上消えたと言いましたが、北

京の公式発表はその言葉を確認したことがありません。防衛・航空の用途は依然として明示的に塞

がれています。

ロボットモーターの心臓は、なぜこれらの元素に縛られているのでしょうか。

人の形をまねて精密に動かなければならないヒューマノイドロボットの駆動サーボモーターには、

ネオジム磁石が入ります。この磁石は一般のフェライト磁石より磁力がはるかに強いです。同じ重

さでより大きな回転力を出すため、関節を小さく軽く作ろうとすれば、ほかの選択肢はありません。

ところが純粋なネオジム磁石には致命的な弱点があります。モーターが速く回ったり負荷がかかっ

たりして内側の温度が八十度ほどに上がると、磁石が自らの磁力を失います。熱に磁性を奪われる

現象です。連続して物理作業をしなければならないロボットの関節モーターが、回っている途中で

磁力を失うということは、ロボット全体が止まるという意味です。この欠陥を解く鍵が、まさにジ

スプロシウムとテルビウムです。これらの元素をネオジム磁石の結晶格子に微量混ぜ入れると、高

温でも磁性に耐える限界値である保磁力が大きく上がります。中国が規制した七種のうち、ジスプ

ロシウムとテルビウムがとりわけ痛い理由がここにあります。SmCo(サマリウム・コバルト)磁石は

さらに高い温度まで耐えますが、そのサマリウムも規制リストにあります。

ヒューマノイドの量産時代が来れば、このボトルネックはさらに大きくなります。市場調査の資料

を集めてみると、ヒューマノイドロボット一台には約四十個の駆動モーターが入り、そのほとんど

が希土類磁石を抱えています。産業用サーボモーター一個に磁石が数百グラム入るのに比べ、全身

の関節を動かすロボット一台には、それよりはるかに多くの磁石が要ると業界は推定します。テス

ラのオプティマス、中国のUnitree(宇樹)とAgiBot(智元)が数十万、数百万台の量産に向けて走る状

況で、磁石の需要は急勾配で上がらざるをえません。中国の輸出規制は、その需要の入り口につい

た蛇口を自らの手に握ろうという宣言です。は機関ごとに推定値が分かれるため、単一の数値とし

て断定しない]

このリスクは民間ロボットを越えて防衛産業まで貫きます。CSISの分析によれば、中重希土類と焼

結磁石の規制は、アメリカのステルス戦闘機F-35、バージニア級とコロンビア級の潜水艦、トマホー

クミサイルのような安全保障の根幹を狙います。軍用兵器の最高等級の高温磁石が、ロボットモー

ターとまったく同じ中重希土類技術を共有するからです。危機を感じた米国防総省は、二〇二五年

七月に自国の希土類企業MPマテリアルズに緊急資金を入れ、分離・精製設備の確保に乗り出しまし

た。しかし中国が数十年かけて削ってきた精密化学工程の差を、数年のうちに縮めるのは難しいと

いうのが大方の見方です。設計図は買えても、何万回も精製してきた手の感覚は金では買えません。

2. 韓国と日本への直撃:輸入急減と単価急騰がロボット製造原価を揺さぶる

規制の恐ろしさは全面禁止にあったのではありません。書類にありました。

中国は輸出を止めると言ったことはありません。代わりに、二重用途品目の許可証審査という行政

手続きを立てました。書類の不備を指摘して審査を先延ばしにしたり、毎月承認する物量を精巧に

調節したりするやり方です。法で定めた承認期限がなく、処理期間は四十五日から数か月まで延び

ました。相手国がこれを世界貿易機関(WTO)に不当な輸出制限として提訴するのは厄介です。中国

は「我々は資源を禁止しておらず、安全保障上の二重用途管理のために適法な審査をしているだけ
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だ」と答えればよいのです。グレーゾーン戦術です。相手の外交的態度に応じて審査の速度を緩め

たり締めたりできるため、全面禁止より精巧で常時的な武器として回ります。

数字がすぐに続きました。ORFアメリカの分析によれば、規制発効の直後である四月と五月の二か

月間で、中国の希土類磁石の輸出は約四分の三が消えました。IEAも、四～五月に輸出が急落し、ア

メリカとヨーロッパの完成車メーカーが磁石を手に入れられず、稼働率を下げたり工場を一時的に

止めたりしたと記録しました。日本の自動車メーカーは組立ラインの速度を落としました。

国別に見ると、日本が一番深く切られました。日本は信越、TDKのような世界最高水準の希土類磁

石加工企業を持つ、中国の外で一番大きな磁石生産国です。ところが磁石を作る原料である中重希

土類元素そのものを中国から取り入れていました。上流の元素供給が塞がれると、下流の磁石工場

がまるごとシャットダウンするという逆説を経験しました。韓国とアメリカも磁石の調達に似た衝

撃を受けました。

物量が消えると価格が跳ね上がりました。高温磁石の核心ドーピング元素であるジスプロシウムは、

規制前の四月に比べて五月の一か月で三倍を超えて跳ね、一キログラムあたり七百五十ドルを超え

ました。テルビウムは一キログラムあたり二千八百五十ドルを記録し、二倍を超えて上がりました。

輸入国の価格は取引量が回復したあとも、しばらく高いまま留まりました。IEAによれば、ヨーロッ

パの価格が中国現地の六倍まで開いたこともありました。中国の中で作った製品と外で作った製品

のあいだに、単価の谷が掘られたのです。

この単価の急騰は、そのままロボットモーターとアクチュエーターの製造原価を打ちます。ロボッ

ト製造原価のうち、駆動部、つまりモーターと減速機と制御器をまとめたアクチュエーターが占め

る割合は四十パーセントを超えます。その核心部品の費用構造が根こそぎ揺さぶられます。

中国はここで止まりませんでした。二〇二六年一月、日本を狙って二重用途品目に追加規制のカー

ドを取り出しました。中国・日本の外交対立が激化していた時点でした。ただし日本は、あらかじ

め積み上げておいた在庫と、中央アジアを含む調達の多角化で衝撃を和らげました。ロイターによ

れば、十二月に日本へ行った中国産磁石は二百八十トンで、十一月の三百五トンより減りましたが、

前年同月よりは三十一パーセント高かったのです。日本の買い手が追加制限を予想して、あらかじ

め買いだめをした結果でした。準備した側と準備できなかった側の違いが、統計に現れました。

韓国が立っている場所は、日本よりもっと危ういです。

韓国貿易協会国際貿易通商研究院が二〇二六年一月二十五日に出した報告書が、その構造をあらわ

にしました。報告書によれば、韓国のロボット密度、つまり労働者一万人あたりの産業用ロボット

台数は千十二台で、世界一位の水準です。産業の現場でロボットを世界で一番多く使う国だという

華やかな称号です。ところが、そのロボットを動かす永久磁石は、二〇二四年基準で輸入の八十八・

八パーセントが中国に偏っています。磁石を作る希土類原材料そのものの中国依存度も高いです。

精密減速機や制御器のような主要部品も、日本と中国が最大の輸入国です。素材・部品の自給率は

四十パーセント台に留まり、ロボットを多く作るほど外国産部品の輸入も一緒に増える構造が固ま

りました。中国が供給を止めた瞬間にラインがまるごと止まらざるをえない、華やかな称号と貧弱

な土台の落差です。
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技術的な突破口として挙げられるのが、粒界拡散(Grain Boundary Diffusion)技術です。磁石全体に

中重希土類を混ぜる従来の方式と違い、結晶の境界に沿ってジスプロシウムやテルビウムを精密に

浸透させる加工法です。高温の保磁力を維持しながらも、高価な中重希土類の使用量を大きく減ら

し、磁石の製造費用も下げられる技術として数えられます。ところがこの解法すら、韓国にはまた

別の壁です。粒界拡散の原典技術と量産ノウハウは日本の信越とTDKが主導し、韓国と中国は後発

走者に留まっているからです。原材料と完成品の磁石は中国に縛られ、それを克服する代替技術は

日本に縛られています。二重の従属です。

手をこまねいていたわけではありません。貿協の報告書は、企業に脱希土類技術の確保の速度を上

げ、本体だけでなくシステム統合と保守サービスをまとめたパッケージ型の輸出モデルを育てるよ

う求めました。政府には、自給化のリスクを分担する支援体系、公共需要の創出、廃モーターから

希土類を回収する都市鉱山の高度化を提言しました。日本が衝撃を吸収した秘訣が、まさにこの再

資源化にありました。サプライチェーン多角化の動きも二〇二五年から本格化しました。ただし、

鉱山で元素を掘り、製錬・分離を経て完成品の磁石まで続く垂直統合のサプライチェーンを安定化

させるには、最低五年から七年の時間と莫大な資本がかかります。

S&Pグローバル・コモディティ・インサイツは、このボトルネックが短期で解けないと見ます。中

国の外の新規鉱山と分離施設が稼働して実質的な代替物量が出るまで、少なくとも二〇二六年と二

〇二七年にわたって中重希土類供給のボトルネックが続く見通しです。プロジェクト・ブルーのデ

ビッド・メリマンは、イットリウム、ルテチウム、テルビウム、ジスプロシウムが磁石製造会社と

航空部品と電子のサプライチェーンを締めつけるだろうと指摘しました。電気自動車とロボットと

防衛が一斉に希土類磁石の需要を引き寄せるなか、中国の精巧な規制が常時化することで、韓国の

ロボット製造会社が耐えなければならない高コストのサプライチェーン・リスクは、この本が出た

あともしばらく続く現在進行形の危機です。

北京のある官僚が、わざわざ言葉で脅す必要はありません。許可証の書類一枚の審査を数日遅らせ

ることで十分です。規制が自立を強制し、制裁が競争相手を育てるという、この本のモチーフがこ

こでも繰り返されます。中国の希土類の刃は、アメリカとヨーロッパの自立投資を早めました。

ORFアメリカは、北京が集中を武器化することで、多くの民主国家が先延ばしにしていた多角化を、

かえって早めたと評価しました。韓国がその多角化の隊列のどこに立つのかは、まだ決まっていま

せん。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com
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第3章 ロボット密度世界一・韓国のアキレス腱と生存戦略

第6部 米中技術覇権と韓国の機会・危機

前の章

全章を見る

次の章

1 国産化率43パーセントの真実、減速機と永久磁石が作ったサンドイッチ

2025年4月4日は金曜日でした。その日、中国の商務部が一つの公告を出しました。サマリウム、

ガドリニウム、テルビウム、ジスプロシウムをはじめとするレアアース7種を輸出許可品目に組み込

む、という内容でした。輸出禁止ではありませんでした。中国税関の押印を受けなければ品物を出

せない、という手続きが一つ増えただけです。法で定められた審査期限は45日でした。書類を出し

て一カ月半待たなければなりません。たいしたことのない行政手続きのように見えます。ところが

韓国のロボットモーター生産ラインでは、この押印一つがラインを止めかねない刃でした。

ヒューマノイドロボット一台が滑らかに歩き、指先を精密に動かすには、小さくて力の強いモーター

が40個ほど入ります。そのモーターのほぼすべてに、ネオジム鉄ボロンの永久磁石が埋め込まれま

す。磁石が高温の環境でも磁力を失わないよう支える添加物が、まさにジスプロシウムとテルビウ

ムです。統制品目に挙がったその元素です。そして韓国は、この永久磁石の88.8パーセントを中国

から輸入しています。2025年基準であり、韓国貿易協会が集計した数字です。押印一つでラインが

止まるという言葉が誇張ではなかった理由です。

三日後の4月7日、産業通商資源部が産業サプライチェーン点検会議を開きました。結論は落ち着い

ていました。公共備蓄分六カ月分と民間在庫、代替材があるので持ちこたえられる、というもので

した。政府の診断は半分だけ当たっていました。二カ月後に出た貿易統計が、別の話をしたからで

す。統制が始まった後、韓国のレアアース輸入は二カ月の間に76パーセント減りました。ジスプロ

シウムとテルビウムの値は二年ぶりの高水準まで跳ね上がりました。備蓄で持ちこたえるという言

葉と、輸入が四分の一に縮んだという数字は、同じ現実の表と裏でした。

ここで一つの事実が奇妙に聞こえます。韓国は産業の現場でロボットを世界で最も多く使う国です。

国際ロボット連盟(IFR)の2024年報告書を見ると、韓国の製造業ロボット密度は労働者1万人あたり

1,012台で世界一です。シンガポールが770台、中国が470台です。現場に敷かれた密度だけ見れ

ば、韓国は圧倒的なロボット強国です。ところが、そのロボットの体を誰が作るのかを問うと、絵

が丸ごとひっくり返ります。

産業通商資源部とロボット産業振興院の資料を合わせて見ると、韓国の製造ロボット中核部品の平

均国産化率は43パーセント前後です。この数字には事情があります。2020年の輸入資料をもとに、

2022年の国政監査で初めて俎上に載りました。貿易協会の2026年1月の報告書も、依然として40

パーセント台だと記しました。何年が過ぎてもその場から動かなかったという意味です。平均が半

分を下回ることも問題ですが、ロボットの動きを直に作る駆動部に絞ると、事情はもっと悪くなり

ます。駆動部の国産化率は15パーセントです。部品項目のなかで底です。
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もう少し踏み込むと、二つの部品が目に入ります。減速機とサーボモーターです。ロボットの関節

でモーターの力を高め、精密な動作を生み出す装置です。減速機の対日依存度は76パーセント、サー

ボモーターは65.1パーセントです。日本のハーモニック・ドライブ、安川、ナブテスコといった会

社が、この市場の60～70パーセントを握っています。韓国がロボットを一台多く作るほど、日本部

品の輸入が一段多く増える構造です。ロボットを多く作るほど外国企業の蔵だけを満たす、という

言葉がそこから出てきます。

向かい側には中国がいます。中国は工業情報化部(MIIT)が引っ張った国産化事業で、波動歯車減速

機(ハーモニック)における自国産シェアを70～75パーセントまで引き上げました。日本ブランドを

ひっくり返したのです。緑的諧波(Leaderdrive)のような会社は、日本産より40～60パーセント安

い値で市場を取り、テスラ・オプティマスのサプライチェーンにも足を踏み入れました。この箇所

が韓国の立ち位置を正確に示しています。精密度の上段では、数十年削ってきた日本の手の技に阻

まれています。原価と量産の下段では、最後まで値を下げた中国に押されます。上下から押された

サンドイッチです。設計図は真似できても、減速機を何万回も削った手の感覚は真似できません。

日本の上段も、中国の下段も、長く積み上がった工程の知識です。韓国はその二種類の蓄積の間に

挟まれています。

息の通り道は思いがけない場所で開きました。米国の対中保護貿易です。2025年の一年間、米国は

中国産ロボットに高い関税をかけました。トランプ政権が国際緊急経済権限法(IEEPA)を根拠に課し

た関税でした。レインボーロボティクスやドゥサンロボティクスのような韓国企業は、中国産より

二、三倍高い値でも、この障壁のおかげで海外で反射利益を享受しました。問題は、その盾にひび

が入っているところにあります。2026年2月20日、米国連邦最高裁は6対3で、その関税に法的根

拠がないと判決しました。IEEPAが大統領に関税をかける権限を与えていない、というのです。トラ

ンプ政権の相互関税が、一度に根拠を失いました。米国はすぐに別の刃に乗り換えました。通商法

301条の調査と政府調達の禁止です。トム・コットンとチャック・シューマーが共同で出した米国

安保ロボット法(American Security Robotics Act, 2026)は、連邦政府が中国産の無人車両とヒュー

マノイドを買ったり使ったりできないよう塞ぎます。ビル・キャシディとクリス・クーンズが出し

た2025年ヒューマノイドロボット法も同じ方向です。関税という広い壁が、政府調達禁止という狭

い仕切りに変わったわけです。

デカップリングはまだ半分です。米国が自国産だと掲げたディズニーのあるヒューマノイドロボッ

トさえ、中国のUnitree(宇樹)が供給した部品がなければ、首を回すことも脚を伸ばすこともできま

せんでした。2026年3月のエヌビディアのイベントで明らかになった場面です。韓国が頼った酸素

吸入器は、思ったより細く不安定です。

根本の解決は、体質を変えるところにあります。二筋です。一つはモジュール単位の垂直系列化で

す。HLマンドが模範事例に挙げられます。自動車部品会社だったHLマンドは、ボストン・ダイナミ

クスの四足ロボット、スポット(Spot)に精密アクチュエーターをすでに納品しています。次の目標

はテスラ・オプティマスです。まだ契約を取ったわけではなく、推進段階です。会社は2035年まで

にヒューマノイドアクチュエーター市場でシェア10パーセント、売上2兆3千億ウォンをつかむと宣

言しました。昨年の会社全体の売上の四分の一を超える規模です。これは会社が掲げた目標値です。

量産時点は2028年にパイロットライン、2029年に北米と韓国で本格生産と定められています。現

代自動車グループも、ボストン・ダイナミクスのアトラス(Atlas)を前面に立て、2028年の稼働を

目標に米国にロボット専用工場を建てています。米国の中国産排除が作った空席を埋める、という
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絵です。

もう一つは、鉱物サプライチェーンを同盟国の側へ向ける仕事です。LS電線は、米国バージニアに

自前の永久磁石工場を建てる案を検討しています。高麗亜鉛は米国のアルタ・リソーシズ(Alta

Resources)と手を結びました。中国を外した代替バリューチェーンを編もうとする動きです。

判断を一つ打ち込んでおきます。部品は道が見えます。アクチュエーター統合モジュールを自ら設

計し、中核鉱物を同盟国基盤に分けるデリスキングの方向は正しい。しかし、その道の時間表は

2028年から2035年にかけて広がっています。遠い。向かい側で中国の超低価格ヒューマノイドは、

二、三年のうちにあふれ出す支度をしています。東南アジアを経た迂回組み立てと、果てしない単

価下落を武器に、新興市場から侵食してきます。道が見えるということと、間に合って到着すると

いうことは、別の言葉です。

2 メモリー好況の裏側、CXMTの追撃とソフトウェア主権

2026年上半期、韓国メモリー会社の営業担当者には見慣れない風景が広がりました。顧客が列を作っ

て物量をくれと頼み込む光景です。大信証券は、2017年と2018年のスーパーサイクルのときより

も多くの顧客が韓国を訪れていると記しました。メモリーの値は言い値になりました。購買力の強

い大口顧客の数社だけが、かろうじて物量を受け取れるほど需給は逼迫していました。

数字がその風景を支えます。2026年5月、韓国の輸出は877億ドルを超え、史上最大を記録しまし

た。対中輸出は189億ドルでした。一年前より80.9パーセント増えました。そのなかで半導体は三

桁で急増しました。DDR5の16ギガビット一個の値は2025年5月に4.80ドルでした。一年後の

2026年5月には37.5ドルになりました。682パーセント上がりました。NANDフラッシュは807パー

セント跳ね上がりました。AIモデルの訓練とロボットの頭脳の演算に入る広帯域メモリー(HBM)は、

サムスン電子とSKハイニックスの注文書で2026年と2027年の物量まで売り切れました。両社の合

算メモリー営業利益が史上最大の200兆ウォン台に達するという見通しまで出ました。

この金祭りを誰が用意したのかを問うと、妙な絵が出てきます。米国に塞がれた中国が用意した祭

りです。米国商務部はエヌビディアの先端アクセラレーターを塞ぎました。中国企業が東南アジア

や中東の法人を経て迂回輸入する道まで一緒に塞ぎました。中国はその二重封鎖を突破するとして、

自力でAIインフラを敷き始めました。国家発展改革委員会は、五年にわたって2兆元、韓国のお金で

約295兆ウォンをデータセンターに注ぐという規画を出しました。そのサーバーファームをファー

ウェイの昇騰(Ascend)とカンブリコンのチップで埋めようと、中国のIT企業が自国産アクセラレー

ターを買いあさりました。そして、そのチップのそばでデータを運ぶメモリーを韓国が供給します。

韓国の半導体は、ついには自らを押し出そうとする計画に乗って、好況を享受しているわけです。

祭りのただ中で時限爆弾が刻んでいます。発改委が2兆元を出すにあたって掲げた条件のためです。

新たに建てるデータセンターのハードウェアとチップのうち、80パーセント以上を自国産で埋めよ、

という強制条項です。この保証された需要を食べて、中国メモリー一位の長鑫存儲(CXMT)が育ちま

す。CXMTは汎用DRAMの歩留まりを80パーセントの上へ引き上げました。3千億元規模の新規株式

公開で実弾も確保しました。16ナノ工程で作ったHBM3のサンプルをファーウェイに送って試験に

入った、とデジタイムスが伝えました。2026年のうちに量産に入り、世界シェア15パーセントを

つかむという目標も掲げました。
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もちろん、いまのCXMTの実力は数字ほど恐ろしくありません。HBMの歩留まりは10～20パーセン

トで底です。カウンターポイントの集計では、生産能力のシェアが13パーセントですが、実際の生

産基準では6パーセント、売上基準では4パーセントにとどまります。能力と実際の間の隙間がそれ

だけ大きい。極紫外線露光装置を手に入れられず、マルチパターニングにすがらなければならない

構造的限界もあります。韓国との技術格差は3～4年だという評価が一般的です。ですからCXMTが

韓国を一気に追いつくという言葉は誇張です。当たった指摘です。しかしCXMTが狙うのは追い越し

ではなく、価格破壊です。莫大な補助金と、ファーウェイという保証された買い手を背に値を下げ

た瞬間、5世代下のHBMと汎用DRAMから、韓国の価格決定力が揺らぎます。業界では、CXMTがウェ

ハー月30万枚規模の増設を終えれば、AIメモリー・スーパーサイクルの根幹が揺らぎかねないとい

う警告が出ています。いまの輸出好調は、中国が自立を終えるまでだけ開いている狭い窓です。

ハードウェアの追撃より恐ろしいものが別にあります。ソフトウェアです。米国の制裁が、GPUの

遮断からモデルそのものの統制へ移りました。2026年6月、米国はアンスロピックの最上位モデル

であるフェイブル5(Fable 5)とミトス5(Mythos 5)に、外国籍者のアクセスを塞ぐ輸出統制に入り

ました。敵性国だけの話ではありませんでした。同盟国・韓国の企業と研究陣でさえ、米国が作っ

た最上位の基盤モデルから、政治的な理由でいつでも遮断されうるという事実を直に確認しました。

その隙に中国資本が食い込みます。アリババは大型モデルの通義千問(Qwen)をもとに、自律航法と

物体操作、環境予測を束ねたロボット専用オペレーティングシステム、Qwen-Robot Suiteを出しま

した。超低価格、ときにはオープンソースで放ち、ロボット生態系のアンドロイドになると公言し

ました。世界出荷一位のAgiBot(智元)も、自社ロボットOSを同じ方向へ押しています。AgiBotは

2025年に5,100台あまりを出荷したと発表し、市場調査機関のOmdiaもこの会社を世界一位と集計

しました。会社発表の数値だという点は押さえておきます。

判断を打ち込みます。韓国がロボットの殻をいくらうまく作っても、その頭脳を米国のモデルや中

国のQwenに委ねた瞬間、核心は他人のものになります。病院と工場でロボットが集めた視覚、聴覚、

触覚のデータは、他人のクラウドサーバーへ吸い込まれます。高付加価値のサービス収益も、そち

らへ流れていきます。スマートフォンの機器をうまく作っておきながら、グーグルのアンドロイド

にソフトウェアの権力を丸ごと明け渡した出来事が思い浮かびます。今回はロボット下請けという、

もっと屈辱的な形になりかねません。

生きる道は二筋に集まります。半導体では、いま稼いだ利益を、先端パッケージングやHBM4のよ

うな次世代工程にただちに注がなければなりません。CXMTが補助金でも越えられない物理的な壁を

高くする仕事です。中国に偏ったメモリー輸出を、インドや東南アジア、北米の側へ速く分けて依

存度を下げる仕事も一緒に進めなければなりません。ロボットでは、部品国産化という古い方程式

だけでは足りません。韓国語と、韓国の精密製造、物流環境に合わせた独自のVLAファウンデーショ

ンモデルと、土着のロボットOSを立てなければなりません。米国モデルが切れても回り、中国式の

プラットフォーム従属を避けるソフトウェア主権です。

ある人は、独自モデルは非現実的だと言います。資本も、データも、人材も、米国と中国に劣ると

いうのです。一理ある言葉です。ところがデータ一つだけは、韓国が握っています。世界一位のロ

ボット密度が毎日吐き出す現場データです。労働者1万人あたり1,012台が、韓国の工場で吐き出す

動きの記録です。そのデータを誰のモデルに食わせるかが、次の10年の主を分けます。ロボット密

度一位という肩書きは、資産でもありうるし、殻でもありうる。どちらになるかは、これから二、
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三年のうちに分かれます。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1章 ロボット本体(完成品)の製造・設計企業

第7部 中国ロボット産業エコシステム総覧

前の章

全章を見る

次の章

1. グローバル出荷台数を牽引する4大先導企業:AgiBot(智元)、Unitree(宇樹)、UBTECH(優必選)、

Fourier(傅利葉)

2026年1月8日、市場調査会社Omdiaが一本の報告書を出しました。題は「汎用身体性知能ロボッ

ト2026」。その中に表が一つありました。2025年の一年間で、誰が人型ロボットを最も多く売っ

たか。1位から6位までがすべて中国企業でした。米国のTesla、Figure AI、Agility Roboticsは表の

ずっと下のほうにあり、三社がそれぞれ売った台数は150台前後でした。

その表の一番上にAgiBotがいました。5,168台、市場シェア39%。同じ年に世界が売った人型ロボッ

トが約1万3,000台でしたから、十台のうち四台が一社のものだった計算になります(Omdiaベース)。

ところが表が出てから二週間ほど経って、杭州のUnitreeが反論しました。我々が5,500台を売り、

それが世界1位だと。財新(財新)はこの争いを「Unitree、ライバルが王冠を主張すると販売台数を

防衛する」という見出しで伝えました。両社とも自分が世界で最も多く売った会社だと言います。

両方とも間違っていないかもしれません。Omdiaの5,168台には車輪付きの両腕ロボットや移動型

ロボットが混じっており、Unitreeの5,500台は純粋な二足歩行ロボットだけを数えた数字(目論見

書ベース)だからです。何を人型として数えるか。その定義一つで1位が分かれます。

この争いそのものが、2025年の中国ロボット産業の風景を凝縮しています。二社が1位を巡って争

う間、米国企業は1位候補ではなく表の脚注でした。イーロン・マスク本人が先月の世界経済フォー

ラムで認めました。中国は人工知能も上手く、製造も上手く、Teslaの最も激しい競争相手になるだ

ろうと。中国の外では意味のある競争相手が見当たらないとも言いました。

AgiBot:設立3年目に世界1位に上り詰めたプラットフォーム帝国

上海に本社を置くAgiBotは2023年に設立されました。創業者は彭志輝です。ファーウェイで働い

ていた時代に社内最高ランクの「天才少年(天才少年)」プログラムに選ばれた人物で、インターネッ

トでは「稚暉君(稚暉君)」というあだ名でより有名です。自分でロボットを作って動画を上げてい

たエンジニアでした。経営の舵はファーウェイ副総裁を務めた鄧泰華が握っています。エンジニア

が作り、ファーウェイ出身の経営陣が会社を引っ張っていく構造です。

この会社がやってきたことを時系列で見ると、加速のグラフが見えます。2024年12月15日までに

962台を作りました。一か月後の2025年1月に1,000台を超えました。2025年末には累計5,000

台に届きました。そして2026年3月、1万番目の機体がラインを出ていきました。モデル名は「遠

征(遠征)A3」。TrendForceの整理によれば、生産規模が2025年の1,000台水準から5,000台へ、

さらに三か月で1万台へと倍になりました。設立から三年に満たないうちの出来事です。
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AgiBotが狙うのは、ロボットを一台多く売ることではありません。オペレーティングシステム(OS)

を握ることです。彼らは「GO-1」というファウンデーションモデルを作り、「AgiBot World」と

いうデータセットをオープンソースで公開しました。世界中の研究者にAgiBotのデータとモデルの

上でロボットを教えさせること。一度そのエコシステムの中で開発を始めた研究室は、簡単には抜

け出せません。ロックイン(Lock-in)です。AgiBotは2026年を「配備元年(Deployment Year One)」

と宣言し、その年の売上10億元(約1億4,600万ドル)を目標に掲げました。香港証券市場には迂回

上場の方式で入ろうと動いています。

ただ、これらの数字の出所は明確にしておく必要があります。1万台下線も、生産規模の拡大も、相

当部分が会社発表と会社が引用した報告書に依拠しています。5,168台というOmdiaの数字には、

先に述べたように純粋な人型ではない機体が混じっています。世界1位という表現は、何を一台と数

えるかによって揺れる表現です。

Unitree:黒字と73日IPO、そしてその下に埋もれたもの

Unitreeは2016年に深圳で始まり、杭州に腰を据えた会社です。創業者は王興興です。ロボット犬

で先に名を知らしめました。バックフリップをする四足歩行ロボットの動画が広まり、2025年と

2026年の中国中央放送(CCTV)春節聯歓晩会(春�)の舞台にこの会社のロボットたちが上がりまし

た。世界で最も多くの人が見るテレビ番組の一つです。

Unitreeが他社と違う点は、金を稼ぐという事実です。競合の大半が莫大な研究開発費で赤字を積み

上げる間、Unitreeは2025年の売上16.99億元(約2億5,000万ドル)、純利益2.78億元(約4,100万

ドル)を記録しました(目論見書ベース)。売上は前年比335%増えました。この実績のエンジンは、

9.9万元(約1,800万ウォン)の超低価格人型「G1」と、現金を着実に生み出してくれるロボット犬

です。2025年には人型ロボットの売上が四足歩行ロボットの売上を初めて超え、全体の51%を占

めました。四足歩行ロボットの累計販売は3万台を超えました。

この実績を武器に、Unitreeは上海科創板(STAR Market)の上場審査を73日で通過しました。2026

年3月20日に申請書が受理され、6月1日に上場委員会を越えました。科創板が2025年7月に事前審

査制度を導入して以来、最も速い記録です。直前の記録保持者は半導体設計会社Moore Threadsの

88日でしたが、Unitreeが二週間以上前倒ししました。調達目標は42億元(約6億2,000万ドル)、上

場直後の企業価値は最低420億元(約62億ドル)と予想されます。同じ日、エヌビディアのジェンス

ン・フアンCEOが直々に乗り出し、Unitreeの新型H2 Plusシャシーを学術研究用人型ロボットの標

準設計(Isaac GR00T系列)として採用すると発表しました。誰もがエヌビディアはボストン・ダイ

ナミクスやFigureのような西側企業の手を取ると予想していたとき、フアンは中国のUnitreeに手を

差し出しました。

ここまでがよく伝えられる話です。ところが目論見書をさらに覗き込むと、縫合されていない亀裂

がいくつか露わになります。第一に、2026年4月1日、中国証券業協会(CSAC)がUnitreeを無作為

の現地実査の対象に選びました。抽選で引っかかったもので、こうした実査は上場日程に影響を与

えうるものです。第二に、ガバナンスです。創業者の王興興の経済的持分は約三分の一ですが、議

決権は68.78%です。会社の三分の一を持ち、会社全体を統制します。第三に、そして最も重要な

亀裂です。人型ロボット売上の73.6%が依然として研究・教育用から出ています。工場に実際に入っ

て働く産業現場配備の売上は9%前後です。その9%の中でも半分以上が「企業案内・見学アシスタ
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ント」用途です。世界1位の出荷台数を誇る会社が売るロボットの大半は、まだ工場で部品を組み立

てるロボットではなく、大学の研究室や企業のロビーに立っているロボットだという意味です。

2026年第1四半期には、純利益が前年比で半分近く落ちました。春�の舞台のためのマーケティン

グ費用と、増えた研究開発費のためです。

UBTECH:自動車工場の扉を最初に開けた会社、そして効率の真実

深圳のUBTECHは「中国ヒューマノイド第一株(第一株)」と呼ばれます。2023年12月に香港証券

市場に上場した第1世代のロボット会社です。創業者は周剣(周剣、James Zhou)です。出荷台数だ

け見れば2025年は約1,000台で、AgiBotやUnitreeに及びません(Omdiaベース3位)。ところが

UBTECHが持つ位置は、出荷台数では測れません。この会社は、自動車工場の組立ラインの扉を最

初に開けた会社です。

話は2024年の夏に遡ります。他社が第1世代の試作品を舞台の上で初めて公開していた頃、

UBTECHは本物の中国の工場で自社ロボットが働く動画を出し始めました。Walker S Liteが二台、

Zeekrの5Gスマート工場で少なくとも21日間休まず働きました。Nioの先端製造基地F2では、

Walker Sが最終組立工程に入り、人間と並んで自動車の組立と品質検査を行いました。会社はこれ

を、人型ロボットが自動車生産ラインで人と協業して組立と検査を終えた世界初の事例だとしまし

た。

2025年11月、UBTECHは新型Walker S2を数百台、量産と引き渡しを始めました。自分でバッテリー

を差し替えるロボットです。バッテリーが減ると充電所まで歩いていき、約3分で空のパックを抜い

て充電済みのパックを差し込んだあと、再び仕事場に戻ります。24時間稼働を狙った設計です。

2025年初めから、Walkerシリーズの累計注文は8億元(約1億1,200万ドル)を超えました。9月に

受けた2.5億元の注文がその年最大の規模で、自貢(自貢)のデータ収集センターに入った1.59億元

の注文がそれに続きました。共に働く製造パートナーの名簿は長く華やかです。BYD、Geely、

FAW-フォルクスワーゲン、東風柳州、アウディ-FAW、北京汽車、フォックスコン、SF Express。

2026年にはエアバス(Airbus)とまで航空機組立用にWalker S2導入の契約を結びました。ただしエ

アバスはこれを「初期概念検証段階」と釘を刺しました。

ここでNotebookLM資料と検索結果が食い違う地点を正直に書いておきます。一部の資料は

UBTECHの2025年人型部門の売上が前年比2,203%急増した8.21億元だと記します。しかし独立し

て確認される会社実績は、総売上約8,700万ドル(約6億元台)、前年比28%増です。2,203%という

数字と8.21億元という部門売上は、一次出所では検証されません。 もっと正直に突くべき箇所は効

率です。2026年1月、UBTECH自らが明らかにしました。Walker S2はよくて人の作業者の半分程

度の効率しか出せないと(モーニングスター引用)。自動車工場の扉を最初に開けたという象徴性は

明らかです。同時に、その中でロボットはまだ人の半分ほどしか働きません。UBTECHは累積赤字

を抱えており、サウジ資本などから資金をかき集めてその赤字を持ちこたえている最中です。

Fourier:皆が自動車工場へ駆けていくとき病院へ舵を切った会社

上海張江(張江)先端団地のFourierは、別の道を選びました。創業者は顧捷です。2015年に会社を

立てました。初めから人型ロボット会社ではありませんでした。リハビリロボット会社でした。

2017年に下肢外骨格を出し、そのリハビリ製品は今、40か国を超える国の2,000を超える機関に



105

入っています。顧捷が人型ロボットへ足を移したのは2023年です。その年GR-1を出して中国で初

めて量産に届いた人型ロボットを作り、2024年のGR-2、2025年8月のGR-3へとつなげていきまし

た。GR-3は「ケア(care)」に重きを置いたモデルです。人のそばで感情的な相互作用をするよう設

計されました。

Fourierが賢かった地点は、避けることでした。汎用製造・物流ロボット市場で繰り広げられる価格

チキンゲーム、すなわち内巻化(內卷)を避け、医療・リハビリという付加価値の高い市場へ舵を切

りました。医療データは敏感で、人の体に触れるロボットには高い安全性が求められます。参入障

壁が高いという意味であり、いったん入れば簡単には押し出されないという意味でもあります。こ

の市場でFourierは、ソフトバンク・ビジョン・ファンド(SoftBank Vision Fund)と、サウジアラム

コ系列の国富ファンドパートナーであるプロスペリティ7(Prosperity7)の資本を引き込みました。

2025年5月時点で企業価値は約11億ドル(80億元)と評価されました。マレーシアと中東の医療機

関へロボットを輸出し、海外進出(Go Global)の先頭に立ちました。

ただ、規模は明確に突いておかねばなりません。Fourierの2025年人型出荷台数は約300台です

(Omdiaベース6位)。AgiBotやUnitreeの5,000台台とは桁が違います。Fourierの賭けは、多く売る

ことではありませんでした。皆が行かないところで高く売ることでした。その賭けが正しかったか

どうかは、医療ロボット市場が実際にどれだけ大きくなるかにかかっています。まだ答えの出てい

ない賭けです。

2. 急浮上する新興ユニコーンおよびスタートアップ:Galbot(銀河通用)、Robot Era(星動紀元)、

LimX Dynamics(逐際動力)、EngineAI(�擎)、Spirit AI(千尋智能)、Leju(樂聚)

先導グループの爆発が確認されると、中国のベンチャーキャピタルと完成車資本は次のチャンピオ

ンを探しに出ました。2024年と2025年に立てられた会社が、北京大と清華大の学問的背景と莫大

な実弾を武器に、一、二年で兆単位の企業価値を持つユニコーンへと跳ね上がりました。ある会社

は技術で、ある会社は価格で勝負を仕掛けました。

清華・北京大ベースの学術革新:Galbotとロボテラ

Galbotは北京大の王鶴教授が立てました。設立2年半で企業価値30億ドル(約4兆2,000億ウォン)の

デカコーンの列に上りました。この会社の賭けは、固定観念を捨てたところにあります。何が何で

も二足で歩くという考えを下ろし、下半身は車輪、上半身は人型で結合した「半人型

(Semi-humanoid)」を作りました。薬局や物流倉庫のような平坦な室内なら、二足歩行は贅沢かも

しれないという判断です。車輪のほうが速く、より安定なら、車輪を使うのが正しい。自社開発し

たGraspVLAモデルと、10億フレーム規模のシミュレーション合成データ「SynGrasp-1B」のおか

げで、初めて見る物でも95%を超える確率で掴み取ると会社は言います。物を掴む能力、すなわち

把持(Grasping)が、この会社の核心的な武器です。

ロボテラ(Robot Era)は清華大傘下の交差情報研究院の技術を母体とします。企業価値14億ドルの

ユニコーンです。Geely、北京汽車(BAIC)、IDGキャピタルなどから相次いで資金を受けました。主

力モデル「星動(星動)M7」は展示場のデモを超え、SF Express(順豊)や中国郵政など十余りの物流

ハブに実際に入りました。一時間に1,200個の貨物を仕分けし、累計5億元を超える注文を確保した

B2B物流特化の強者です。学術バックグラウンドを持つ二社が選んだ道は違いました。Galbotは商
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業空間の把持で、ロボテラは物流仕分けで、それぞれの狭く深い場所を掘りました。

超低価格の価格破壊と開発者市場の先取り:EngineAIとLimX

EngineAIは深圳の設立2年目の会社です。最も露骨な超低価格戦略を使います。XPeng、CATL、

Luxshareのような巨大製造資本を後ろに置き、人型ロボット「SE01」を一台わずか5,400ドルで

出して、世界中の開発者市場を驚かせました。深圳の1万2,000平方メートルの工場で「15分につ

き1台組立」というコンベアベルト量産体制を回します。Omdiaベースで2025年の出荷台数は約

500台で5位に上りました。2026年6月には香港証券市場に15億ドルのバリュエーションで非公開

上場(IPO)を申請したと伝えられます。

LimX Dynamicsも、一台6,800ドルという価格表で「TRON」シリーズを出し、価格破壊の先鋒に

立ちました。カリフォルニア・バークレー大出身者が主軸で、四足歩行と地形克服(terrain

adaptation)の強化学習に強みがあります。アリババ、Nio、上海汽車(SAIC)などから半年で5億元

を調達し、完成車・ビッグテック資本の寵児となりました。二社の賭けは同じ方向を指しています。

単価を5,000ドル台まで引き下げ、世界中の大学と研究室の開発プラットフォームの座を先取りす

ること。一度SE01やTRONの上でロボットを学び始めた研究者は、次のロボットも同じプラットフォ

ームで買いやすいのです。

AIベンチマーク破壊者Spirit AIと、愚直なベテランLeju

Spirit AIは2024年1月に杭州で立てられました。平均年齢30歳未満の若い創業者たち(韓峰濤など)

が率います。設立2年で50億元を調達し、企業価値200億元(約3兆8,000億ウォン)を超えました。

テンセント、JD.com、CATLはもちろん、サウジアラムコ系列(プロスペリティ7)の支持を受けます。

この会社の武器はハードウェアではなくソフトウェアです。自社開発したVLAモデル「Spirit v1.6」

が、実世界ロボティクスのベンチマークRoboArenaでエヌビディアのCosmosとフィジカル・イン

テリジェンスのPi0.5を抑え、世界1位を記録しました。現在CATLのバッテリーラインに「Moz1」

モデルが入り、99%の作業成功率を出すと会社は言います。

Lejuは趣が違います。2016年に深圳で始まった第1世代の生存者です。突然の人型ブームの中でも

愚直に持ちこたえました。教育用の小型ロボットから始め、研究用の中型へ、さらに商業用の大型

「Kuavo」へと、一歩ずつ育ててきました。安定したキャッシュフローを基に、2025年に世界市場

の5%ほどを黙々と占めます。Omdiaの表ではLejuが4位で、出荷台数は2,000台を超えました。新

興ダークホースの間で意外な位置です。氷点下20度の冬季体育大会の聖火リレーをロボットでやり

遂げ、ハードウェアの耐久性を証明したりもしました。華やかなベンチマーク1位も、5,400ドルの

衝撃的な価格表もありません。代わりに10年を持ちこたえ、今も売れています。

3. 伝統的な産業用/協働ロボットを基盤とする強者:Estun、Siasun、JAKA、Midea KUKA

人型ロボットがスポットライトを浴びます。しかし、中国がロボット部品の現地生産化の聖地にな

りえた底には、数十年にわたり産業現場の自動化を牽引してきた伝統的な産業用・協働ロボットの

強者たちがいます。ここでダン・ワン(Dan Wang)の問いを思い出してもよいでしょう。なぜよりに

よって中国で、なぜ今なのか。答えの一片がこれらの会社にあります。2025年に中国で生産された

純粋な産業用ロボットは77万3,074台でした。同じ年の人型ロボット1万2,870台の約60倍です。

この巨大な物量が減速機とモーターとベアリングの単価を引き下げました。何万回も削ってきた手



107

の感覚、設計図では移せない工程知識(process knowledge)が、この物量の中に積み上がりました。

その土壌の上で、超低価格の人型量産が可能になりました。

中国製造の中枢:EstunとSiasun

南京のEstun(埃斯頓)と瀋陽のSiasun(新松)は、日本のファナック(FANUC)、スイスのABB、日本の

安川電機(Yaskawa)が独占していたグローバル産業用ロボット市場の壁を崩した中国の代表的企業

です。Estunはモーター駆動と制御に特化した技術で、溶接、ピックアンドプレース、金属加工の現

場に年間数万台を注ぎ込み、市場を占めました。SiasunはCAS(中国科学院)の技術を母体に、半導

体ラインの超精密クリーンルームロボットから巨大な物流AGVまで、産業全般を覆います。

この二社がやってきたことのうち、最も重要なものは別にあります。この10年間、産業用ロボット

に中国産のサーボモーターと減速機を採用し、部品メーカーの製造歩留まりを引き上げてきたこと

です。初めは日本産より粗かったであろう部品が、何万台もの工場ロボットに入り、また入りなが

ら磨かれました。そうして固められたサプライチェーンの上で、AgiBotやUnitreeのような新生の人

型スタートアップが部品を安く調達できる肥沃な土壌が生まれました。

協働ロボットの革新と海外買収:JAKAとMidea KUKA

人と一つの空間で働き、衝突を感知して止まる協働ロボット(Cobot)市場では、上海のJAKA(節卡)

が先を行きます。フェンスで隔離していた大型ロボットと違い、JAKAのロボットは飲食品や電子機

器の組立、サービス業の現場で人のそばに立ちます。彼らが磨いた衝突感知センサーと柔軟制御ア

ルゴリズムは、のちに人型ロボットのデクスタラスハンド(器用な手)と安全制御へとつながる架け

橋になりました。

最後にMidea(美的)です。中国の巨大家電企業であるMideaが2016年にドイツの世界4大ロボット製

造会社KUKAを買収した出来事は、中国ロボット産業が一気にグローバル最上位圏の設計IPと特許網

を吸収した変曲点でした。MideaはKUKAの高級ハードウェア設計能力を中国の安いサプライチェー

ンと結合させ、自動車車体の溶接のようなハイエンド製造市場のパイを守ります。真似る段階では

なく、買い取る段階へと上がったのです。

4. 出荷台数の向こうの真実:縫合されない亀裂たち

前の三つの枝を表に整理すると、きれいな序列が見えます。先導4大企業、新興ユニコーン、伝統的

な強者。出荷台数1位AgiBot、黒字1位Unitree、自動車工場1位UBTECH。ところがこのきれいさが

罠です。この章で見た数字の相当部分は会社が自ら発表したものであり、独立機関が検証したもの

と食い違う箇所が少なくありません。最後に、その亀裂を縫合せず、そのまま並べておきます。判

断は読む方の取り分です。

第一に、世界1位が二つあります。AgiBotとUnitreeの両方が、自分が世界で最も多く売った会社だ

と言います。OmdiaはAgiBotを、Unitreeの目論見書はUnitreeを1位とします。何を人型一台と数

えるかという定義一つで、王冠が分かれます。こうした争いが生じるという事実そのものが、この

産業の数字がまだ合意された物差しの上にないという意味です。
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第二に、出荷台数と使われ方は別の話です。Unitreeは世界1位の出荷台数を誇りますが、その人型

売上の73.6%は研究・教育用であり、工場の産業現場配備は9%前後です(目論見書ベース)。

UBTECHは自動車工場の扉を最初に開けましたが、その中のロボットは会社自らが認めるように、

人の半分ほど働きます。多く売れたということと、現場で人ほど働くということは、同じ言葉では

ありません。

第三に、検証されない数字が事実のように出回ります。UBTECHの2025年人型売上が2,203%増え

て8.21億元に届いたという数値は、一次出所では確認されません。 独立して確認される総売上は約

8,700万ドル、増加率は28%です。会社発表ベースの急増と、検証された実績との間の隔たりを、

読者が知って読むのと知らずに読むのとは違います。

第四に、ガバナンスと規制の影です。Unitree創業者の王興興は、会社の約三分の一を持ち、

68.78%の議決権で会社全体を統制します。そして上場を控えた2026年4月1日、Unitreeは無作為

の抽選で現地実査の対象に引っかかりました。抽選とはいえ、こうした実査は日程を揺さぶりうる

ものです。速いIPOの裏には、速いぶんだけ覗き込む時間が短かったという事実も併せてあります。

この四つの亀裂を抱えても、一つは揺るぎません。2025年に世界が売った人型ロボット十台のうち

九台が中国のものでした。米国のTesla、Figure、Agilityはそれぞれ150台を売りました。1位が誰

かを巡って争う二つの中国企業は、それぞれその米国三社を合わせたものより数十倍を作りました。

亀裂は亀裂のまま置きつつ、この一行は打ち込んでおきます。誰が1位かは争いの対象ですが、1位

が中国だという事実は争いの対象ではありません。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com
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能 #サプライチェーン #米中
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第2章 ハードウェア供給網と中核部品企業

第7部 中国ロボット産業エコシステム総覧

前の章

全章を見る

次の章

誰がどの要所を握ったか

2025年10月、ひとかたまりの人々が中国東部の工場を次々と巡り始めました。テスラが送った審

査団でした。彼らは江蘇省の恒立油圧(恒立液壓)の作業場の床を歩き、数日後には三花智控の生産

ラインの前に立ちました。手にした物差しは三つの言葉に縮まっていました。この技術はこの会社

だけのものか。量を十倍百倍に増やしても品質が揺らがないか。そうしながら原価を抑えられるか。

この三つの言葉が、オプティマス100万台の体を誰が作るかを分けました。その頃すでに明らかに

なっていた事実が一つあります。ある推算では、マスクが100万台を叫んだとき、その部品の70パー

セント前後がすでに中国の手の中にありました。

この章はその手の地図です。ロボットの体は関節で動きます。関節の中には減速機とモーターとね

じが入ります。指先と足首にはセンサーが付きます。これらの部品のうち、どこが中国に渡ってき

て、どこがまだ日本とヨーロッパの壁の前で止まっているかを、たどっていきます。渡ってきた所

には勝利のにおいがします。止まった所には焦りのにおいがします。二つのにおいを混ぜず、その

まま書きます。

1. 減速機:乗り越えたハーモニック、まだ越えられないRV

オプティマス一台にはハーモニック減速機が十四個入ります。日本のハーモニック・ドライブ

(Harmonic Drive)は、その一個を1,100～1,200元(人民元)で売ります。中国の緑的諧波

(Leaderdrive)は、同じ品物を600～750元で出します。一台あたり十四個、そこに100万台を掛け

てみてください。その差がこの産業の話のすべてです。

緑的諧波は2025年に売上5.69億元を上げました(会社の業績速報ベース)。一年前より47パーセン

ト増えた数字です。純利益は1.25億元で、二倍を超えて跳ねました。ハーモニック減速機はその年

だけで42万5千台が売れました。前年より72パーセント増えた量です。会社の売上総利益率は36.9

パーセントでした。

世界市場での緑的諧波の位置は、まだ二位グループです。一位は日本のハーモニック・ドライブで、

世界売上の80パーセントを超えて握っています。緑的諧波の世界生産能力シェアは約12パーセント

です。中国勢第一陣の最前列という意味です。

ところが一位が足を緩めました。ハーモニック・ドライブの2026年の生産能力計画は年347万台に

とどまります。人型ロボットの量産が呼ぶ需要をすべて受けるには足りない数字です。70年を超え

て市場を握ってきた強者が身を縮めるあいだに、中国の会社がその空席へ押し入ってきました。こ
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の隙間が緑的諧波にとっては千金のような窓です。

緑的諧波の後ろには来福諧波が付いています。この会社の2025年の平均単価は約573元まで下がり

ました。日本の最高級品の半分にも満たない値です。月の生産能力は2023年初めの1万3千台から

2025年末には約4万台へと膨れました。価格をさらに叩くことが、この会社の武器です。

ここまでは勝った側の話です。亀裂も一緒に見なければなりません。価格を叩いた代償に、業界全

体の売上総利益率は、かつて40パーセントを超えていたところから25～35パーセントの区間まで

下がってきました。2025年の世界のハーモニック減速機の有効生産能力は約500万台ですが、稼働

率は半分に届きません。作れる量が売れる量をずっと追い越した状態です。そして精度が時間が経っ

ても持ちこたえる力、つまり保持力と空転寿命では、いまだに日本と距離があります。安く多く作

ることと、長く正確に持ちこたえることは、別の問題です。

ハーモニックを乗り越えた中国が、RV減速機の前ではたじろぎます。RV減速機は重い荷重を受ける

関節に入ります。産業用ロボットの根もと、人型ロボットの腰のような場所です。作るのがハーモ

ニックよりはるかに厄介です。日本のナブテスコ(Nabtesco)が中国市場の40パーセントを超えて

握っており、中国の自国生産比率は20～30パーセントにとどまります。

その壁を叩く先頭が双環伝動です。この会社の中国内RV減速機シェアは、2020年の5.25パーセン

トから2023年には18.89パーセントへ上がりました。乗用車の精密ギアを削っていた腕をロボット

に移してきた結果です。モーターと減速機を一かたまりに束ねる中大力徳が、その横を支えます。

ただし耐久性と精度では、日本産の壁はまだそのままです。シェアは上がりました。それでも、い

ちばん精密で長く持ちこたえなければならない場所は、いまだ日本の取り分です。

2. モーターとアクチュエータ:二人の巨人の路線争い

中国のロボット部品の盤面で目を引く争いの一つが、二つの自動車部品会社のあいだで繰り広げら

れています。拓普集団(拓普集團)と三花智控です。拓普の実質的な持ち主である�建樹は、590億

元の財産で寧波いちばんの富豪に上がりました。二つの会社ともに電気自動車の部品で大きくなり

ました。二つの会社ともにオプティマスの肩から上の中核部品を狙います。道の取り方が違います。

拓普集団は丸ごと売る側を選びました。モーターとねじとセンサーを一つに束ね、そのまま差し込

めばよい関節モジュールにして納めます。テスラが呼ぶ部品の段階では、0.5段階の供給者と呼ばれ

ます。テスラ関連の売上がすでに会社全体の35～40パーセントに達します。メキシコ工場は稼働に

入りました。2026年第2四半期の生産目標は30万セットです。

三花智控は、一つを深く掘る側です。回転関節の駆動部で腕を認められ、テスラの中核供給者の座

に入りました。ここで亀裂が一つ現れます。2025年10月、市場に「三花がマスクから50億元のロ

ボット受注を取った」という噂が回りました。会社はその噂を自ら否定しました。ロボット事業は

まだ現物ではなく先物だ、という意味でした。その年の三花のロボット部品の売上は8.2億元で、会

社全体の2.6パーセントにとどまりました。この事業では2億元ほどの赤字を出しました(会社の年

報および業界調査ベース)。国内ではUnitreeにアクチュエータを1万2千台納めました。

2026年の初め、ゴールドマン・サックスの報告書一枚が、A株の人型ロボット株をいっぺんに引き

ずり下ろしました。報告書が指した二つの変曲点ははっきりしていました。一つは2026年2～3月
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に公開されるテスラ第3世代オプティマスでした。もう一つは、中国の会社が出す2026年の注文と

出荷の目標でした。部品会社の胸の内は一様でした。拓普のある関係者はこう言いました。今はと

りあえず100万台の生産能力で建てているが、実際にどれだけ作るかは大口客の注文を見てからだ

と。誰もが大口の注文を待っているところです。ラインはすべて敷いておいて、マスクの一言を待

ちます。

モーターそのものの自国生産を引き上げた側が、インボンス(匯川技術、Inovance)です。中国のサー

ボモーターとドライブ市場の自国生産比率を80パーセント前後まで上げた一位の会社です。海外製

品より30パーセントほど安く、加速と精密な位置制御で対等な水準に届いたという評価を受けます。

関節の内側に入る無枠トルクモーターとドライバーチップセットの自国生産を、この会社が前で引

きます。

3. ねじとセンサー:片方はふさがっていて、片方は突き抜けた

ロボットの脚をまっすぐ伸ばし、曲げる仕事は、遊星ローラーねじ(行星滾柱絲槓)が引き受けます。

普通のボールねじより静的荷重を三倍耐え、寿命は十五倍長い。オプティマス一台に十四個入りま

す。ところがこの部品が中国の供給網の本当のボトルネックです。2022年時点で中国の会社の世界

シェアは19パーセントでした。スイスのロルビス(Rollvis)とGSA、ドイツのレックスロート

(Rexroth)が市場を分け合って握っています。

ふさがった理由ははっきりしています。マイクロメートル単位でねじの溝を削らなければなりませ

ん。その溝を削る高精度のねじ研削盤を、まだ輸入に頼ります。材料の疲労寿命を検証するだけで

長い時間がかかります。そして大量に打ち出すときに良品率を抑えることが難しい。これが本当の

壁です。多くの工程がいまだに手に頼っています。設計図はあっても、何万回も削ってみた手の感

覚がなければ、良品率は上がりません。

それでも百億単位の金がこの要所へ群がります。恒立油圧(恒立液壓)は50億元規模の増資を掲げ、

メキシコの生産能力と線形駆動の事業に注ぎました。五洲新春は、ベアリングローラーを研いでい

た技術を移してきて、伝動効率を92パーセントまで引き上げました。北特科技は18億5千万元をか

けて、江蘇省の崑山に遊星ローラーねじの拠点を建てています。自動車のシャーシ部品の工程を、

ロボットのねじにそのまま移すという計画です。秦川工作機械(秦川機床)は、自前の研削盤をまず

自社のラインに入れました。そうして良品率を、買ってきた装置より15パーセント上げました。

NotebookLMの資料は、2025年の初めに杭州の青山湖で年100万個規模の人型ロボット用ねじの拠

点が着工したと記しています。同じ資料が自国生産第1号に挙げた杭州現鍵(杭州現鍵)と、70年の

業歴を持つ南京工芸(南京工藝)も、この名簿に入ります。ただし、テスラ直供給かどうかは、会社

が保安を理由に確認してくれません。一つは確かです。この部品の良品率が上がり、単価が下がる

日、オプティマスの原価曲線がもう一度折れます。

ねじでふさがった中国が、力センサーでは道を突き抜けました。ロボットが足首と手首で外の力を

感じ取るには、三方向の力と三方向の回転力をいっぺんに測る六軸力センサーが要ります。ここで

数字を注意して見なければなりません。NotebookLMの資料は、人型ロボット特化の六軸センサー

の自国生産比率が90パーセントを超えたと記しています。独立した調査機関の数字は、それより低

い。MIRデータバンクと高工ロボットの集計では、協働ロボット用の六軸センサーの自国生産比率は
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80パーセント前後です。人型ロボット用は2025年時点で57.8パーセントです。会社が言う90パー

セントと、市場調査が言う57.8パーセントのあいだの間隔を、縫い合わせずにそのまま置いておき

ます。

この道を開いた会社が坤維科技です。航空宇宙で働いていた創業陣が、多軸の力を解きほぐす技術

を持ってきました。CEOの熊琳は会社の方針を「大きな理ほど簡潔に、使えるものは持ってきて使

い、あらかじめ備える」とまとめます。この会社のセンサーの測定精度は一万分の一の水準で、値

は業界平均の60パーセントです。藍点触控は、高い伝統的な加工の代わりに、微小電気機械システ

ム(MEMS)の工程を入れました。そうして値を輸入産の半分以下まで引き下げました。宇立儀器は、

UBTECHのウォーカー・シリーズに足首センサーを納めます。ロボットの目の側では、Orbbec(奥

比中光)が3Dビジョンセンサーとライダーを量産して頭に載せます。

ここにも但し書きが付きます。測定精度は輸入産とほぼ同じになりました。けれども、細かな感度

と信号の干渉、過負荷に耐える力、軸どうしの結合誤差では、まだ差が残っています。安くて十分

に良い場所は、持ってきました。いちばん厄介な高級の場所は、まだすべては持ってきていません。

4. 器用な手(デクステラス・ハンド):内で勝ち、外へ売る手

2025年7月、上海の世界人工知能大会。展示場の片隅に人々が列をなしました。手一つに触れてみ

ようとする列でした。因時機器人が持ってきたRH56F1の器用な手でした。観客は遠隔でその手を

動かし、物をつかみました。自分の手ぶりをまねさせもしました。人々はその場をなかなか離れら

れませんでした。

手は、ロボットが人の仕事を代わるときの最後の関門です。狭い空間の中に小さなモーターとセン

サーと減速機を押し込まなければなりません。だから作るのが厄介です。因時機器人の出荷曲線は

急でした。2023年に累計1千台を超えました。2024年に約2千台を売りました。2025年には上半

期だけで4千台を超えました。2025年一年の出荷台数は1万台を超えると見込まれます(業界集計ベー

ス)。国内シェアは50パーセント前後です。手一つの値は約3万元です。

この会社の本当の話は輸出にあります。因時機器人の手は、北米と日本と韓国へ売られていきます。

海外の人型ロボットのスタートアップが、手を自分の手で開発する代わりに、中国産の手を標準部

品のように買ってきて差し込みます。高い自社開発より、中国の手を買うほうが安くて速いからで

す。部品ひとマスではなく、手全体を丸ごと輸出する構図が、ここで生まれました。

高い自由度の側では、リンカーボット系列の手が先んじています。リンカー・ハンドを作る会社の

創業者の周永は、自社製品の月間販売が千台を超え、世界の高自由度の手の市場の80パーセントを

握ったと明かします。因時が市場全体で、リンカーが高自由度という狭いマスで、それぞれ先んじ

ている構図です。

ここにも縫い合わせない亀裂があります。2025年一年の世界の人型ロボットの出荷は1万8千台前

後でした。ところが手の量産数は2万台を超えました。手が体より多く売れたわけです。それだけ研

究と教育と実演の需要が大きかったという意味でもあります。そして2026年の本当の試験は工場で

す。指の関節は、荒い産業現場で簡単に摩り減り、折れます。因時の第5世代の手が、全金属の一体

型構造に変えたのも、このためです。実演の場で拍手を受けることと、工場のラインで三か月持ち

こたえることは、別の問題です。2026年が、その二つを分けます。
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この章の地図を一歩離れて見ると、一つの筋目が見えてきます。中国が乗り越えた部品と越えられ

なかった部品を分けたのは、資本の大きさではありませんでした。手の感覚でした。ハーモニック

減速機と力センサーと器用な手は、電気自動車の工場で数億個の部品を削り、組み立ててみた手が

移っていける場所でした。遊星ローラーねじとRV減速機は、日本とヨーロッパが数十年削ってきた

手の感覚が、いまだ壁として残っている場所です。設計図は写しても、その手は写せません。

ただし、この絵に反対側の視線も掛けておきます。費用で積み上げた優位は永遠ではありません。

アルゴリズムが精度の敷居を下げれば、つまり、精度の劣る部品でもソフトウェアが誤差を埋める

ようになれば、そうやって削ってきた手の値打ちは減ります。KR-Asiaが突いたそのとおりです。中

国が握った要所がどれほど固いかは、その要所を迂回する技術が出てくるかにかかっています。

だから、テスラの審査団が投げた三つの言葉のうち、最後がいちばん重い。技術がその会社だけの

ものか、量を増やしても揺らがないか、そして原価を抑えられるか。中国の部品会社は、三番目の

答えをすでに手の中に握りました。前の二つの答えは、2026年の工場が埋めてくれるでしょう。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第3章 身体性知能(EAI)の大脳・小脳とチップセット企業

第7部 中国ロボット産業エコシステム総覧

前の章

全章を見る

次の章

1. AI半導体とコンピューティングチップ:ファーウェイ昇騰、カンブリコン、ホライゾン・ロボティ

クス

徐直軍(シュー・ジージュン)は2025年9月、上海のファーウェイ・コネクトの舞台に上がり、一つ

のチップではなく今後4年の日程表を広げて見せました。昇騰(Ascend)950PRを皮切りに、950DT、

そして2027年の960、2028年の970まで。米国が先端チップの扉を閉ざした国で、一つの会社が

4年分のロードマップを公開するというのは、並みの自信ではありません。舞台上の彼が本当に投げ

かけたメッセージは別にありました。エヌビディアなしで行く、それも我々が決めた速度で。

その度胸の根拠は市場ではなく、政府の注文書でした。2026年、中国の国家発展改革委員会

(NDRC、発改委)は、今後5年間で約2兆元(韓貨で約295兆ウォン)を投じて全国にAIデータセンター

網を敷く青写真を確定しました。この計画には殺伐とした条件が一つ付いていました。新しく建て

るインフラのハードウェアとソフトウェアの80%以上を、ファーウェイ、カンブリコンといった中

国産で埋めよという強制割り当てです。性能が多少劣っても国産チップを使えという意味です。市

場が選ぶのではなく、国家が選んでくれる構造です。

結果は数字で表れました。IDCの集計によれば、2025年に中国のチップメーカーが出荷したAI GPU

は165万個、中国内需AIサーバー市場の41%を占めました。そのうちファーウェイ一社だけで約81

万2,000個を刻みました。90%を超える占有率で市場を独占していたエヌビディアの牙城が崩れ始

めたのです。この流れを作ったのは、より良いチップではなく、より確実な需要でした。

ファーウェイの昇騰950PRは、この国産化の波の真っ先に立ちます。2026年4月頃に量産に入り、

ファーウェイはその年だけで75万個の出荷を目標に工場を回しました(会社発表ベース)。狙った相

手はエヌビディアの最高級チップではありません。米国が中国輸出向けに性能を落としたH20です。

950PRは1月から主要顧客にサンプルを回して性能検証を終え、112GBの自社開発高帯域メモリ

(HBM)を載せました。市場が評価した950シリーズの性能は、エヌビディアH100の約80%水準で

す。最高ではなく80点。ファーウェイの戦略は、点数を埋めることではなく、80点を十分に安く売

るところにあります。

その80点のチップに需要が集まり、奇妙なことが起きました。2026年の春、ディープシーク

(DeepSeek)が次期モデルV4を国産チップに最適化すると明らかにすると、950PRの注文が殺到し、

チップ価格が短期間で20%も跳ね上がりました。米国の制裁でエヌビディアの新型チップを手に入

れられない中国企業にとって、950PRは事実上唯一の代替でした。供給が足りないから価格が上が

る、制裁が生み出した逆説的な好況です。
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ファーウェイの本当の武器はチップではなく、乗り換えコストを下げたところにあります。ファー

ウェイはCANN Nextというソフトウェアアーキテクチャを公開し、開発者がエヌビディアのCUDA

環境で書いたコードの相当部分を大きな手直しなしに昇騰へ移せるようにしました(会社発表ベース)

。新しいチップを買うことよりも、ソフトウェアを書き直すコストのほうが恐ろしいものですが、

その壁を下げたのです。すると、バイトダンス(ByteDance)が数十億ドル規模の昇騰の注文を浴び

せ、アリババとテンセントも大規模な発注に加わりました。

ただ、この絵には影があります。ファーウェイがHBMを自社開発したとはいえ、そのメモリは長鑫

存儲(CXMT)や福建晋華(JHICC)といった中国企業が量産中の第4世代HBM3に頼っています。グロー

バル先頭がすでに次の世代へ移った地点で、中国はまだ一世代後ろのメモリで持ちこたえているわ

けです。80点のチップの80点は、そこからも出てきます。

ファーウェイと並んで中国AIチップ市場を二分するもう一つの軸は、北京のカンブリコン(寒武紀、

Cambricon)です。この会社の2025年の成績表は劇的です。年間売上64億9,700万元(約1兆4,121

億ウォン)で前年比453%超に跳ね上がり、上場以来初の黒字を出しました。2026年第1四半期には

28億9,000万元の売上を報告しました(会社発表ベース)。万年赤字企業が突然お金を稼ぎ始めたの

です。理由はカンブリコンが優れているからではなく、エヌビディアが消えた場所を国産チップが

埋めることになった市場構造のためです。

問題は、そのチップをまともに刻めないところにあります。カンブリコンは2026年にAIアクセラレー

タ50万個の生産を目標に据えましたが、肝心のそのチップを作るSMICのN+2(7ナノ級)工程の歩留

まりは20%台にとどまっています。十個を刻めば八個を捨てなければなりません。米国の極端紫外

線(EUV)露光装置の輸出規制が作った壁です。TSMCが2ナノ工程でも60%を超える歩留まりを確保

したのと比べると、格差がくっきりしています。ブルームバーグがこれを指して「経済性を無視し

た政治的生産」と指摘したのも無理はありません。さらにカンブリコンは、ファーウェイとSMICの

限られた生産ラインを分け合って使わなければなりません。同じ井戸から水を汲む競争です。50万

個という数字は目標にすぎず、その裏には捨てられるチップの山が積まれています。

カンブリコンのチップがデータセンターにだけ入るわけではありません。ロボットの本体、すなわ

ちエッジ(Edge)領域でも使われます。思元(スーユエン)系列のチップはシャオミ(Xiaomi)の人型ロ

ボットに搭載され、外部のクラウドと通信しなくてもロボットが現場で映像を処理し、自然言語を

聞き取れるようにします。ロボットが自分の頭で判断するオンデバイス(On-device)演算です。自動

運転車とロボットは、結局のところ同じ問題を解きます。複雑な現実をリアルタイムで読み取り、

判断する仕事です。

その似かよいをはっきり示す会社が、ホライゾン・ロボティクス(地平線、Horizon Robotics)です。

もともと自動運転車の運転支援(ADAS)チップ市場の先頭だったこの会社は、その技術をロボットへ

移しています。カメラとライダーが吐き出すセンサーデータをミリ秒単位で並列処理していたノウ

ハウは、非定型空間を歩き回りながら判断するヒューマノイドの「小脳」制御にほぼそのまま当て

はまります。自動車のために磨き上げたチップが、ロボットの脚になるわけです。

ファーウェイ一社だけに依存する危険を減らそうと、中国の資本市場は代替エコシステムを育てて

います。クラウドAIチップを設計する燧原科技(Enflame)が、2026年1月に上海の科創板(STAR

Market)へのIPO申請を提出しました。この会社が公開した目論見書は、中国技術エコシステムの内
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側の肉を露わにしました。売上は2022年の9,010万元から2024年の7億2,240万元へと、2年で八

倍近く跳ね上がりました。ところが、その売上の71.84%がただ一社の顧客、テンセントから出て

います。テンセントは同時に、この会社の持分20.26%を握る株主でもあります。ここまでくれば

協力ではなく従属です。カンブリコン、壁仞(Biren)、沐曦(Muxi)、燧原科技へと連なる、いわゆる

「中国産GPU四小龍」がいずれも軌道に乗りはしましたが、そのうち一つは売上の四分の三を一社

に頼っているのです。ビッグテックがチップのスタートアップを育てるインキュベーターの役を演

じながら、同時にその会社の首根っこを握っているという意味です。

2. クラウドインフラと大規模モデル:アリババ、テンセント、バイドゥ、JD.com

2026年6月16日、アリババクラウド傘下の通義実験室(Qwen Team)が、ロボット用モデルの束を

公開しました。名前はQwen-Robot Suite。チャットボットで名を知られた会社が、ロボットの体を

制御するモデルを引っさげて出てきたのです。時点が妙でした。数日後に米国防総省が、アリババ、

バイドゥ、Unitree、ロボセンスなどを中国軍を助ける企業の名簿に載せたからです。ロボットモデ

ルを出すやいなや、軍事的つながりの疑惑が後を追ってきたのです。

アリババがハードウェアの泥沼に直接飛び込まないのには理由があります。中国の人型ロボット市

場には150社を超える企業が乱立し、330種以上のロボットを吐き出し、100万元だったロボット

が1年で9.9万元へと暴落する身を削り合う競争を繰り広げています。アリババ、テンセント、バイ

ドゥのようなクラウドの巨人は、その泥沼の代わりに別の席を狙います。数百の空のロボットに魂

を吹き込むソフトウェア、すなわち「ロボットオペレーティングシステム」の権力です。体は他人

に安く敷かせておき、頭を握ろうという布石です。

Qwen-Robot Suiteは三つのモジュールで組まれました。目的地だけ言えば見知らぬ空間を自分で探

し当てるナビゲーション(Qwen-RobotNav)、コップをつかみドアを開ける物理的操作

(Qwen-RobotManip)、そして行動する前に環境の変化をあらかじめ描いてみる世界モデル

(Qwen-RobotWorld)です。操作モデルは、アリババのQwen3.5-4Bビジョン言語モデルをもとに、

3万8,000時間を超えるオープンソースのロボットデータを学習しました。世界モデルは860万組の

ビデオ・テキストデータ、約2億フレームをすり潰して入れました。ロボチャレンジ

(RoboChallenge)のベンチマークで、従来の方式より20%高い性能で1位を記録したと、アリババ

は明らかにしました(会社発表ベース)。

アリババがこの束を指して「ロボット界のアンドロイド」と称したという表現が一部の資料に漂い

ますが、会社の公式発表文でその文句は確認されません。ある海外メディアはむしろ、きれいな「

製品発表」の物語そのものが検証に耐えないと指摘しました。アリババの研究陣が5月28日にarXiv

へ上げたQwen-VLA論文のほうが確かな事実であり、Qwen-Robot Suiteはまだ一部のクラウド企業

顧客を相手に実環境のパイロットを回す段階だというのです。アンドロイドという比喩が与える印

象よりも、実際の進度は一歩手前にあります。

比喩が誇張されたからといって、戦略まで弱いわけではありません。アリババは、零細なロボット

製造社が高価なAIチップをわざわざロボットに取り付けなくても、クラウドAPIさえ連携すれば最高

水準の「クラウド大脳」を借りて使えるようにしました。短期の研究開発費を惜しもうとする製造

社はQwenエコシステムに入らざるをえず、そのロボットが現場で集める物理データはアリババのサー

バーへ吸い込まれていきます。すでにUnitree、AgileXのようなハードウェア業者がアリババのモデ
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ル検証に動員されました。チップを取り付けずに済むようにしてくれる親切が、実はデータを持っ

ていく通路です。

テンセント(Tencent)は別の道で同じ権力を狙います。ロボットの頭(クラウド)と体(エッジ)を分け

て担わせる二元化アーキテクチャです。テンセントの研究陣は、HY-Embodied-0.5というロボット

専用構造をarXivの論文で出しました。ミリ秒単位の反射神経とモーター制御が必要なロボット本体

には、活性パラメータ2B(全体4B)の軽いMoT(Mixture-of-Transformers)モデルを植えてリアルタ

イムで回し、複雑な指示を理解して作業手順を長く企画するクラウドには、活性パラメータ32B、

全体407Bの大きなMoE(Mixture-of-Experts)モデルを浮かべます。速い反応は軽い頭で、長い思考

は重い頭で分けて解く分業です。

技術と同じくらい、テンセントの本当の力はお金です。テンセントは中国ロボットエコシステムの

最大の銭主の役を果たします。2026年6月、AIモデル企業ディープシークに100億元を入れ、74億

ドル(約10兆ウォン)規模の大きなファンディングを主導して、ディープシークの企業価値を590億

ドルへ引き上げました。そこで止まりません。グローバル出荷1位のAgiBot、Spirit AI(千尋智能)、

そして先に見たチップ設計社の燧原科技(Enflame)にも莫大な持分を投資しました。チップ(燧原科

技)→大規模モデル(ディープシーク)→ロボット本体(AgiBot)へと連なる鎖を、資本で丸ごと束ねる

絵です。一つの会社がチップからロボットまで垂直に握りしめる帝国が作られつつあります。

バイドゥ(Baidu)は、自動運転で育てた空間認知能力をロボットへ移します。自社の大規模言語モデ

ルERNIE(文心一言)と、自動運転プラットフォームApolloで積み上げた技術です。バイドゥは

UBTECHの産業用ロボット、ウォーカー(Walker)SシリーズにERNIEを統合し、ロボットが人の言葉

を聞き取って工場の中を自分で歩き回り、自動車部品を検査する実証を、中国で初めて実現しまし

た。傘下のベンチャーキャピタルを通じてAgiBotのような有力なスタートアップに投資し、自社モ

デルのエコシステムを広げるのも同じ脈絡です。

電子商取引と物流の巨人JD.comは、別のところに力点を置きます。現場データです。JD.comは全

国に敷かれた無人物流ハブをロボットの試験場として使い、宅配の仕分けと物品の移送

(Pick-and-place)の過程から出る膨大な視覚・行動の軌跡データを集める「データ工場

(Teleoperation)」インフラを建てています。倉庫を貸し出すだけにとどまりません。強力な物流処

理能力のRobot Era、超低価格量産を狙うEngineAI、グローバルベンチマーク1位を刻んだSpirit AI

にそれぞれ数千億ウォン台の持分を入れ、自社の物流インフラをロボット軍団へ取り替えるハード

ウェアのパイプラインを確保しています。データが集まる場所にロボットを敷き、そのロボットを

作る会社まで買い入れる循環です。

中国の身体性知能エコシステムは分業で回ります。150のハードウェア企業が骨を削るような原価

削減でロボットの肉体を安く敷き、ファーウェイと四小龍が2兆元の国家資本で頭脳チップを自給し、

その上でアリババとテンセントがただ同然のクラウド大規模モデルでデータをかき集めます。体と

チップと頭がそれぞれの場所で噛み合って回る垂直統合です。韓国ロボット産業が機体一台の性能

や減速機の組み立て技術にだけとどまっていては届きにくい層位で、プラットフォームを賭けた戦

いがすでに物理的世界で起きています。空のロボットは誰でも作れますが、その中に入る魂と、そ

の魂が吸い込むデータを握った側が、最後に盤を取っていくでしょう。

前の章
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全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第4章 革新連合および標準化主導機関

第7部 中国ロボット産業エコシステム総覧

前の章

全章を見る

次の章

2026年2月28日、北京南部の亦荘(亦庄)のある会議場。壇上に工業情報化部(MIIT)の総技師、謝少

鋒(�少�)が立ちました。彼は六人に順に証書を手渡しました。標準化技術委員会傘下の六つの作

業グループの組長たちでした。

客席には見慣れた顔が座っていました。Unitree(宇樹)の王興興(王��)。AgiBot(智元)の彭志輝(

彭志�)、世の中が天才少年の稚暉君(稚�君)と呼ぶその人です。UBTECH(優必選)の熊友軍(熊友�)

。市場では互いの首を狙い合う競争相手です。Unitreeが G1 の価格を9.9万元に叩き落とせば、ほ

かの会社も追って下げざるをえない、そんなチキンゲームの当事者たちなのです。その日、彼らは

同じ委員会の副主任委員という名札をつけて一堂に座っていました。

この場面が、この章のすべてを語ってくれます。

市場で血を流して戦う企業が、標準をつくる部屋では味方になります。その部屋を設計したのは国

家です。同じ日、委員会は《人型ロボット・身体性知能標準体系(2026年版)》を発表しました。世

界で初めて身体性知能産業全体のライフサイクルを網羅する国家標準の設計です。この一冊の文書

が、中国でつくられるすべての人型ロボットに同じ言語を使わせるよう強制しはじめました。

1. 政府部署および標準委員会:工業情報化部(MIIT)、人型ロボット・身体性知能標準化技術委員会

(HEIS)

中国ロボット産業を指揮する司令塔は、工業情報化部(中�人民共和国工�和信息化部, MIIT)です。

先端産業の認可、標準の制定、国家研究開発資金の配分を一手に握る部署です。工業情報化部はロ

ボットを機械製造業とは見ていません。コンピュータとスマートフォン、電気自動車に続く破壊的

革新製品だと釘を刺しました。

その宣言が文書として出たのが2023年11月です。《人型ロボット革新発展指導意見(人形机器人�

新�展指�意�)》、文書番号は工業情報化部〔2023〕193号。中国史上初めて人型ロボットのみ

を扱った国家指針でした。この文書がしたことは、金を流すことだけではありませんでした。ロボッ

トを見る共通の言語をつくったのです。

指導意見はロボットを三つの部分に分けました。大脳(大�)、ファウンデーションモデルです。小

脳(小�)、運動を制御する部分です。肢体(肢体)、アクチュエーターと骨格のようなハードウェア

です。この三つの枠は、まもなくすべての地方政府の補助金基準になりました。ベンチャーキャピ

タル(VC)が投資対象を測る物差しになりました。誰かがロボット会社を評価するとき、大脳は誰が

つくり、小脳はどこのものかをまず問うようにさせた、産業の共通語になったわけです。
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文書は期限を二つも刻んでおきました。2025年までに中核部品を自給し、特殊環境と製造現場で量

産を成し遂げる。2027年までに総合実力で世界の先進水準に上がる。2年のうちに量産体制を整え

るという、無謀に見える目標でした。そしてその目標は2025年と2026年に実際に満たされました。

UnitreeとAgiBotが数千台のロボットをラインから打ち出しながらです。トップダウンの企画が空言

ではなかったことを、中国は証明しました。

第1段階を満たした工業情報化部は、すぐに次の手に移りました。標準の統制権です。2025年12月、

工業情報化部は直属で人型ロボット・身体性知能標準化技術委員会(HEIS, TC8)を立てました。ガイ

ドラインを勧める席ではありません。中国から出るすべての人型ロボットのハードウェア規格とソ

フトウェア規約を統一する立法権限を握る機構です。委員会の主任委員は工業情報化部の総技師、

謝少鋒が務めました。北京・亦荘の中核企業の代表たちが副主任委員と委員として大挙して入りま

した。

委員会が発足三か月で出したのが、先に見た2026年版の標準体系です。18か月を準備した成果物

でした。制定の過程に科学研究機関と企業、ユーザー企業を合わせて120あまりの団体が入りまし

た。Unitree、AgiBot、UBTECH、Galbot(銀河通用)のような代表企業が名を連ねました。

この標準は産業の秩序を六つの塊に分けます。用語と構造を統一する基礎共通(基�共性)。大脳と

小脳のインターフェースと知能等級を定める類脳(类�)・智算。アクチュエーターと通信規格を合

わせる肢体・部品(肢体·部�件)。耐久性と信頼性を試験する整機(整机)・システム。現場ごとの

性能を規定する応用(�用)。そして人の生命と非常制御権を扱う安全・倫理(安全�理)です。作業

グループも六つが同じ構造で組まれました。この六つの塊の制定は、中国のロボット政策が段階を

変えたという信号です。金を無差別にまいていた段階から、規範で列をつくらせる段階へとです。

工業情報化部とHEISが標準にこれほどこだわる理由は、隠すこともありません。通信市場の記憶の

ためです。ファーウェイ(華為)は巨大な内需市場を足場に、自国の4Gと5Gの技術を事実上の標準

(De facto Standard)へと育てました。その次に、その技術を3GPPのような国際機構に押し込みま

した。結局、世界の通信エコシステムの一軸を握ったのです。同じ脚本を人型ロボットでもう一度

回そうということです。

数字がその野心を裏づけます。2025年時点で中国の人型ロボット完成品企業は140社を超え、発売

されたモデルは330種を上回ります(工業情報化部集計)。これらがすべてHEISの2026年版国家標準

に合わせて部品を組み立て、データを集めはじめれば、中国の中だけで規格の統一されたロボット

訓練データが毎日積み上がります。中国はすでに国際電気標準会議(IEC)で高齢者福祉ロボットの国

際標準制定を主導しています。国際標準化機構(ISO)の人型ロボット標準の議論にも攻撃的に飛び込

んでいます。

ここで一歩退いて見るべき箇所があります。標準を先につくったからといって、世界がついてくる

わけではありません。5Gの脚本は半分だけ成功しました。ファーウェイの台頭は米国と欧州のデカッ

プリングを呼び、いくつもの国がファーウェイの装備を取り除きました。中国のロボット標準も同

じ運命に遭うことがありえます。西側が中国の標準を拒み、自分たちだけで平行標準を立てる道で

す。だから安全と倫理の項目まで中国が先取りしたことは、防御幕のための布石と読まれます。の

ちに西側がAI安保を名分に中国産ロボットを止めようとするとき、我々が先に安全標準をつくった

と言い返すための規範の武器化(Normative Weaponization)です。これは勝った戦いではなく、大
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きく賭けたベットです。

2. 国家級革新センターおよび研究所:国家地方共同身体性知能ロボット革新センター(北京)、上海AI

研究所(OpenDriveLab)

2024年11月11日、北京・亦荘。国家地方共同身体性知能ロボット革新センターが発表会を一件開

きました。名前は天工オープンソース計画(天工�源��)。センターは、自分たちがつくった全身

純電気駆動の人型ロボットの母基盤(母平台)である天工(天工)を丸ごと放出してしまうと言いまし

た。時速12キロメートルで人のように走る、あのロボットです。

何を放出したのかが核心です。ロボットの骨格を定義する3Dモデルフォーマット(URDF)。ROS制御

スタック。複雑な地形を歩く運動制御アルゴリズム。ロボットを一から設計するには数百億ウォン

かかります。その骨格を国家がただで差し出したのです。スタートアップは天工という骨格を持っ

てきて、自分の殻だけかぶせればよいのです。

このセンターは誰が立てたのか。2023年11月、UBTECHと北京京城機電(京城机�)、シャオミ、

亦荘ロボットのような企業が手を組み、民間として出発しました。1年後の2024年10月、工業情報

化部と北京市が入り、国家級革新センターへと引き上げました。センターが構える亦荘には、すで

にロボットエコシステム企業が100社あまり集まっています。産業産出額が100億元に近づく、世

界最大のロボットクラスターです。

センターの二つ目の武器はデータです。北京大学コンピュータ学院と手を組み、多構型(多�型)ロ

ボット標準データセットRoboMINDを放出しました。このデータセットは279の課題と61種の物体

を盛り込みました。家庭と厨房、工場と事務所と店舗を網羅する5万5千件のロボット軌跡で出発し

ました。最初の束として10万件を開放する計画です。単腕ロボットと両腕ロボット、人型ロボット

が入り混じり、指先にはグリッパーと巧みな手が交互に付きます。公開されるとダウンロードが3万

回を超えました。そのうちかなりの数が海外ユーザーでした。中国がつくったデータ規格が世界へ

広がる第一歩でした。センターは一日10テラバイトずつデータを打ち出し、数十万件の軌跡を積み

上げています。

北京がハードウェアの骨格とオープンソースを握ったのなら、上海は別の道を行きます。データと

ソフトウェアのダムです。その中心に、中国最高の人工知能国策研究機関である上海AI研究所

(Shanghai AI Lab)と、傘下のOpenDriveLabがあります。OpenDriveLabはもともと自動運転デー

タの世界的な強者でした。身体性知能の時代が来ると、ロボティクスへと盤を広げました。彼らは

世界出荷1位の企業AgiBotと手を組み、AgiBot Worldというデータセットを開きました。家事と工

業と物流を網羅する現場で100台を超える両腕ロボットを回して集めた、百万単位の実際のロボッ

ト軌跡です。グーグルが公開したOpen X-Embodimentと比べると、長期課題データが十倍の規模

です。実験室水準だったデータ品質を工業水準へ引き上げたという評価を受けました。

同じ都市の張江(張江)では、また別の拠点が動きました。上海人型ロボット革新センターが、全尺

度オープンソースの公開機である青龍(青�, Qinglong)を出し、OpenLoongというオープンソース

コミュニティを稼働させました。青龍は世界で唯一の全尺度人型ロボットオープンソースプロジェ

クトです。ハードウェアの図面から全身動力学制御ソフトウェア、訓練データまですべて開かれて

います。
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ここで絵が完成します。北京の天工と上海の青龍、二つの国家主導の母基盤が、オープンソースと

いう名分で数百のスタートアップを吸い込みます。英米圏が敷いておいたROSエコシステムを押し

のけ、中国だけのハードウェア・ソフトウェア垂直統合エコシステムを立てている最中です。ただ

で放出するということが、このうえなく攻撃的な掌握戦略でありうるという、この分野の逆説です。

3. 学界パートナーおよびシンクタンク:清華大学身体性知能研究院、北京大学、中国電子学会(CIE)、

高工ロボット(GGII)

1992年生まれの教授がいます。名は王鶴(王�)。清華大学で学部を、スタンフォードで博士を終え、

北京大学の助教授として戻ってきた人です。北京智源人工知能研究院(BAAI)の身体性知能研究セン

ター長も兼ねます。2023年5月、彼は北京航空航天大学出身の姚騰洲(姚�洲)とともに会社を一つ

立ち上げます。Galbot(�河通用)です。

2年半でこの会社の評価額は30億ドルに上がりました(2025年12月の投資誘致ベース)。薬局と物

流倉庫に入る半人型ロボットをつくりながら、把持に特化したGraspVLA、小売に特化した

GroceryVLAのような自社モデルを回します。教授が論文を書いていて会社を立て、その会社がユ

ニコーンになる流れ。これが中国の身体性知能エコシステムを回す動力です。

清華大学はこの流れを制度にしました。2025年11月末、機械・電子・コンピュータ・自動化の四

学科を束ね、身体性知能・ロボット研究院(具身智能与机器人研究院)を立てました。自動化学科主

任の張濤(�涛)が院長を務めました。堅固な本体と賢い脳、そのフルスタックの0から1をつくると

いう目標です。国家のロボット+戦略に最高学府が正式な部隊として編入されたわけです。

成果はすでに市場を揺らしています。清華大学交差情報研究院(IIIS)の陳建宇(�建宇)教授、UCバー

クレーの博士である彼が立てたRobot Era(星��元)は、清華大学が持分を持つ唯一の身体性知能会

社です。物流特化ロボットで2025年11月、Geely(吉利)資本が率いる約10億元規模の投資を受け

ました。自動車資本が身体性知能企業に入れた単一投資としては最大の額でした。会社は投資後の

評価額を公開していませんが、業界は1千億元に近いと見ています。清華大学TSAILチームがつくっ

た両手操作特化の拡散モデルRDT-1Bは12億パラメータで、拡散ベースとしては世界最大の規模で

す。MITライセンスで丸ごと放出されました。

北京大学も同じ重さの軸です。先に見た王鶴のGalbotが北京大学から出て、RoboMINDデータセッ

トも北京大学コンピュータ学院が革新センターとともにつくりました。論文から製品まで行く距離

を、北京智源人工知能研究院(BAAI)のようなシンクタンクと束ねて狭める構造です。教授がすなわ

ち創業者であるこの現象が、西側とのアルゴリズム格差を速く埋める中国特有のベンチャーブーム

をつくっています。

技術だけでは資本は動きません。その技術が金になるということを証明する場が別にあります。中

国電子学会(CIE)は毎年8月、北京で世界ロボット大会(WRC)を開きます。行事だけを開く場ではあ

りません。産業の方向を指示します。2025年の大会で学会が発表した人型ロボット10大潜在応用

シナリオは、自動車製造、3C製造、船舶製造、石油化学、電力生産、安全・応急のような分野を優

先投入先として釘を刺しました。この名簿が出ると、国家電網(State Grid)のような国営企業が調達

予算を緩め、ロボットを実際の危険地帯に投入しはじめました。CIEの発表は予測ではなく、国有資

本の水路を定めるガイドラインとして作動します。
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データの信頼を担保する場は高工ロボット(高工机器人��研究所, GGII)です。市場規模と出荷台数、

特許、部品の自給率を集計し、毎年産業ブルーブックを出す分析機関です。GGIIは2025年4月のブ

ルーブックで大きな絵を描きました。2035年に世界の人型ロボット市場が4千億元を超え、年間販

売量が500万台を上回るという見通しです(GGII推算)。この攻撃的な数字が、ベンチャーキャピタル

と地方政府の100億元クラスターファンドがロボットに金を注ぎ込む名分になります。投資論理の

土台石なわけです。

ただし、この数字はGGIIの推定です。同じ市場をめぐってゴールドマン・サックスは2035年に380

億から2,050億ドルを、モルガン・スタンレーは5千億ドルを提示します。差が十倍を超えます。誰

も本当の大きさを知らないという意味です。それでもこれらの推定は資本を動かす力を持ちます。

数字が当たるからではなく、皆がその数字を信じて賭けるからです。

ここまで見れば絵がはっきりします。工業情報化部が標準で産業を列に並べ、国家級革新センター

が天工と青龍という骨格とデータダムを敷き、清華大学と北京大学がアルゴリズムと創業者を抜き

出し、CIEとGGIIが資本を引き寄せます。ロボット一台をつくるのに、数百の機関が一つの体のよう

に回ります。

設計図は真似できます。標準文書も、オープンソースのコードも、誰でも引き降ろせます。真似し

にくいものは別にあります。数百の機関が一方向にかみ合って回る、その歯車そのものです。部署

と地方政府、大学と企業と国有資本を同時に同じところへ向かわせる能力です。それが、中国の国

家資本主義がロボット産業で握った、容易に真似のできない武器です。

もちろん、この歯車には見えない費用が敷かれています。国家が方向を定めれば、皆が同じ道を走

ります。その道が間違っていたとき、止める制動装置が弱いのです。標準の武器化は西側の平行標

準を呼びうるし、資本の偏りは一度に冷めうります。この巨大な機械がどこまで行くのかは、機械

を設計した人たちにもわかりません。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第5章 ロボット産業資本および中核ファンド

第7部 中国ロボット産業エコシステム総覧

前の章

全章を見る

次の章

二〇二五年五月六日、ワシントンの議事堂。米中戦略競争特別委員会の委員長ジョン・ムレナーが、

国防長官と商務長官、FCC委員長に宛てて一通の手紙を送ります。委員会所属の議員全員が署名し

ました。共和党も民主党も一人も欠けていません。手紙が狙いを定めたのは、杭州のロボット会社

一社でした。Unitreeでした。議員たちはこの会社をブラックリストに載せ、国防権限法一二六〇H

条に基づいて中国の軍需企業に指定するよう求めました。

同じころ、その会社は上海証券取引所への上場を準備していました。目標調達額は四十二億元(人民

元)、およそ六億一千万ドルでした。

一方では米国議会の全員が会社を軍の協力者と烙印を押そうとし、もう一方では中国の資本市場が

その会社に六億ドルを握らせようとします。同じ会社をめぐって、二つの国が正反対の方向へ引っ

張り合っていました。中国ロボット産業の資本地形を理解するには、まさにこの緊張から出発しな

ければなりません。お金がどこから来てどこへ流れるのか。そして、そのお金に何がついて回るの

か。

中国ロボット産業の資本は、大きく二筋に分かれます。上から降りてくるお金と、横から入ってく

るお金です。上から降りてくるお金は、国家と地方政府の政策ファンドです。横から入ってくるお

金は、民間ベンチャーキャピタルと産業資本、そして海の向こうの中東のオイルマネーです。この

二筋が、一つの会社の資本名簿で出会います。

国家および地方の政策ファンド

上から降りてくるお金の頂点には、国家AI産業投資基金があります。工業情報化部と財政部が主導

して設立したこの基金の規模は、六百億元台です。存続期間は十三年と定められています。韓国の

ある政策報告書は、この基金を米国のスターゲート(五千億ドル)、EUのAI大陸行動計画(二千億ユー

ロ)と並べて置き、中国が半導体の自立と基盤モデルの開発を国家主導で推し進める中核の道具だと

評価します。かつて半導体大基金が果たした役割を、今度は人工知能とロボットの分野で繰り返そ

うという構想です。

六百億元の中央基金の下に、都市が各々百億元の基金を敷きました。北京、上海、深圳が先頭です。

三つとも百億元、およそ十四億ドルの規模です。北京は二〇二三年十二月、真っ先に出発しました。

上海は二〇二五年三月に投資を始めました。深圳は二〇二五年二月に設立を宣言しました。蘇州と

成都も、それぞれ百億元の基金を携えて後に続きました。

これらの基金の本当の役割は、補助金ではありません。撒き餌です。政府が先に入って危険を分け

合えば、身を縮めていた民間資本が安心して後について入ってきます。政府資本が誘い、国有企業
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と金融機関が参加し、その上に民間VCがマッチングする三層構造です。真冬を過ごしていた民間ファ

ンドが再び財布を開いたのは、政府が先に前列に立ったからです。

国内外の主要な民間VCおよび産業資本

横から入ってくるお金の名簿を見ると、名前が重なります。IDGキャピタル、セコイア・チャイナ(

�杉、現ホンシャンキャピタル)、Hillhouse(高�)、そしてサウジアラムコのProsperity7

Ventures。

セコイア・チャイナのベットは長くて粘り強いものです。二〇二〇年のプレAラウンドからUnitree

について回りました。四足歩行ロボットから人型ロボットへ、産業用から消費者用へと移っていく

五年の拡張をそばで見守りました。二〇二五年九月にはHillhouseと手を組み、AgiBot(智元、

ZHIYUAN)に共同投資しました。同じ月、インディペンデント・バリアブル・ロボティクス

(Independent Variable Robotics)の十億元近いシリーズA+ラウンドにも、後続の投資家として加

わりました。

この名簿が、ありふれた財務投資家の集まりではないという点が重要です。Unitreeの投資家名簿に

は美団が最大の外部株主として名を連ね、その後ろにセコイア・チャイナ、テンセント、アリババ、

アントグループ、Geely(吉利)キャピタル、金秋キャピタル(バイトダンス)が並びます。AgiBotの側

はもっと華やかです。テンセント、ホンシャン、LG電子、ミレアセット、BYD(比亜迪)、Hillhouse

が戦略的投資に参加しました。中国最大の技術エコシステムのほぼすべての大物が、ロボットにベッ

トしたわけです。

投資の熱気は数字にも表れます。ITジュズ(IT桔子)の集計で、二〇二五年の最初の五か月間、中国の

身体性知能(具身知能)・ロボット分野の投資件数は百十四件でした。二〇二四年の一年全体が七十

七件でした。五か月で昨年の一年分を越えたのです。同じ期間の投資金額は二百三十二億元で、す

でに昨年の一年の総額(二百九億元)を追い抜きました。

中東から来たお金:Prosperity7の長いベット

名簿で一番目につく名前は、サウジから来ました。Prosperity7 Venturesは、サウジ国営石油企業

アラムコのベンチャー投資部門です。運用資産は七十億ドル台に達します。北京と上海に事務所を

構え、中国市場に深く分け入りました。

彼らの中国ロボットへのベットは、一つの会社から始まりました。Fourier(傅利葉、Fourier

Intelligence)です。上海のリハビリロボット会社で、外骨格(エクソスケルトン)ロボットを作りま

す。Prosperity7は早くも二〇二一年のシリーズC+ラウンドに入りました。その見返りに、Fourier

のスマートリハビリロボットがサウジ市場に進出する道が開けました。石油資本がロボット会社に

お金を出し、その会社はサウジに技術を携えて入っていくという交換でした。FourierのシリーズD

はソフトバンク・ビジョン・ファンドが率い、Prosperity7が後ろを支えました。二〇二五年一月に

締め切った八億元規模のシリーズEラウンドにも、Prosperity7は国新投資、浦東創業投資などとと

もに名を連ねました。

Fourier一社で止まりませんでした。二〇二五年四月、Prosperity7はSpirit AI(千�智能)の七千三百

万ドル規模のラウンドを主導しました。Spirit AIは二〇二四年二月に設立された新興の会社です。人
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型ロボットと視覚・言語・行動モデル(VLA)を結びつける会社で、「十年以内に世界人口の十パー

セントが自分のロボットを持つようにする」というスローガンを掲げます。サウジ資本が、設立一

年の中国の人型ロボットスタートアップを率いる大口の出資者として乗り出したのです。

Galbot(�河通用)の投資家名簿にも、Prosperity7が見えます。セコイア・チャイナ、上海の国有資

産、浦東創投、張江創投と並んで名を連ねました。北京大学の王鶴博士が創業したこの会社は、身

体性知能(具身知能)分野を代表するユニコーンです。

同じ名簿、異なる運命

このすべての資本が流れ込んだ結果は、華やかです。しかし、その華やかさの裏には、縫い合わさ

れていない亀裂があります。

Unitreeの事業の数字から見てみましょう。会社発表ベースで、二〇二五年の売上は十七億元、およ

そ二億五千万ドルです。純利益は二億八千万元です。人型ロボットは五千五百台を超えて出荷し、

これは世界の人型ロボット市場の三十二・四パーセントに当たります(目論見書ベース)。平均販売

価格は二年で七十二パーセント下がったのに、売上総利益率はむしろ六十パーセント台に上がりま

した。価格は崩れるのに利幅は上がる、これが一つの分野を掌握していく会社のグラフです。

ところが、同じ目論見書をひっくり返して見ると、別の絵が出てきます。二〇二五年一月から九月

まで、Unitreeの人型ロボット売上の約七十三・六パーセントは、研究・教育用の販売に分類されま

す。投資家が本当に見たがっている実際の産業現場への投入、すなわち製造ラインに入った売上は、

人型ロボット売上の約九パーセントにすぎませんでした。金額では一千五百七十万元です。産業応

用として計上された売上の中でも、半分以上が企業イベント用や展示案内用でした。量産の夜明け

というスローガンと、まだ研究室と展示場を大きく抜け出せていない実際の用途との間に、隔たり

があります。

ここに米国という変数が重なります。UnitreeのIPO申請は、上海取引所が二〇二六年三月二十日に

受理しました。七十三日で審査を通過しました。優先順位の分野で中核技術を握り、お金まで稼げ

ば、資本市場がどれほど速く動くかを示す政策のシグナルでした。

しかし、資本調査の専門機関カロン(Kharon)の分析は、筋が違います。Unitreeの四足歩行ロボット

は、人民解放軍の兵士たちとともに訓練しました。二〇二四年のPLA・カンボジア合同訓練では、

小銃を装着したUnitreeのロボットが登場し、PLAの将校たちが実戦投入の意図を確認してくれまし

た。米国の議員たちは、これらのロボットが米国の矯正施設と軍施設で運用され、FCC認証を通じ

て通信網にアクセスした点をめぐって、監視装置になりうると警告しました。ジェームズタウン財

団のある研究員は、Unitreeの今日をかつてのファーウェイ(華為)になぞらえました。商業的拡張を

率いながら国家の戦略目標と歩調を合わせ、国家の政策・資金・需要を背負った会社だというので

す。

この矛盾は縫い合わされません。一方ではセコイア・チャイナとサウジアラムコのお金が入り、も

う一方では米国議会の全員がブラックリストを求めます。エンティティリスト指定やファンド投資

資格の制限が現実になれば、二〇二二年から二〇二四年まで売上の五十五パーセント以上を占めて

いた輸出市場のかなりの部分が閉ざされかねません。同じ会社が、同じ時点で、一方では資本の寵

児であり、もう一方では安全保障の脅威です。
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判断は読者の取り分です。ただ、一つだけははっきりしています。中国ロボット産業の資本名簿を

読むとき、その名前がどこから来て、そのお金に何がついて回るのかを一緒に見なければ、半分し

か見ていないことになります。六百億元の国家基金、三つの都市の百億元クラスター、セコイアと

Hillhouseの粘り強いベット、サウジ石油資本の長期の布石。このすべてのお金が一つの産業を支え

ると同時に、その産業を米中衝突の真っ只中へ引きずり込んでいます。

前の章

全章を見る

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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エピローグ

前の章

全章を見る

杭州・無錫工場のラインが止まることなく回り続けていた2026年の春、王興興(ワン・シンシン)は

36Krの記者の前で一つの数字を投げかけました。今年の出荷台数1万から2万台。昨年の5,500台(

会社発表ベース)と比べれば三、四倍です。彼はその言葉を口にしながら笑いませんでした。誇りで

はなく、重荷を背負う者の顔でした。舞台の上でG1がカンフーの動きを自律でこなし、3メートル

の宙返りを決めている間、彼が本当に見つめていたのは、平らではない工場の床と、予測できない

気流だったはずです。舞台と現場は別の世界です。アナリストのパトリック・チャンが指摘したよ

うに、制御された舞台で輝いていたロボットが、本物のラインではよろめきます。

この本が追ってきたのは、その距離でした。試作から量産へ、ショールームからフォックスコンの

ラインへと越えていく一歩。その一歩がどれほど重いかを示そうとしました。GGII(高工産業研究所)

は2025年の中国の人型ロボット出荷台数を1万8千台と集計しました。前年比650パーセントです。

2026年には6万台を狙うといいます。数字だけを見れば勝利の記録です。

ところが同じ研究所が別の場所では、価格が1年で72パーセント暴落したと記しています。玉石を

分ける時が来たという意味です。誰かは数万台を打ち出し、誰かは利益を取りこぼして消えていき

ます。ダン・ワン(Dan Wang)が投げかけた問い、なぜよりによって中国で、なぜ今だったのかへの

答えは、結局のところ工場の床にありました。設計図は真似できても、数万回削ってきた手の感覚

は真似できないということ。電気自動車のサプライチェーンで鍛えられたその手が、ロボットへ移っ

てきただけです。

この流れがどこへ向かうのか、私は断言しません。Unitree(宇樹)のIPOが抜き打ちの現場実査に引っ

かかった件、人民解放軍につながる資金が露わになり、アメリカが対抗する件は、そのまま残って

います。縫い合わせはしません。ただ一つだけは明らかです。中国が市場シェア78パーセントを握っ

たまま、部品の自国生産比率43パーセントの韓国を見下ろすこの構図において、私たちに残された

時間は長くないということ。減速機の76パーセントを日本に、永久磁石の88.8パーセントを中国に

頼る国が何を備えるべきかは、読者の方がより良くご存知でしょう。

ラインは今日も回ります。次の1万番目の機体がラインを抜け出すとき、それを見守る人はまた何を

心配しているのでしょうか。

前の章

全章を見る

弁護士、元国会議員、AI政策研究者

kimkj.com
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2026 米中衝突の地図

釜山で結ばれ、北京で解けなかった1年

2025年10月、釜山で両首脳は1年の休戦を結びました。2026年5月の北京会談は写真だけが完璧

で、結び目はそのまま残りました。H200とファーウェイ、50パーセントルール、0.1パーセントの

レアアースの網、MPマテリアルズ、ドルとステーブルコイン、南シナ海の制海権、そしてその狭間

に挟まれた韓国の三つの手まで、序章と6部21章でたどります。

キーワード: 米中衝突, 米中覇権, 関税, 半導体, H200, ファーウェイ, 50パーセントルール, レアアー

ス, MPマテリアルズ, ドル, ステーブルコイン, 南シナ海, 九段線, 制海権, 台湾, HBM, サムスン電子,

SKハイニックス, 韓国通商, キム・ギョンジン

第1部 二度の握手、解けなかった結び目

第1章 釜山の取引

第2章 延期された訪中、イランという変数

第3章 北京の沈黙

第4章 11月10日という期限

第2部 関税、折れた刃と新たに抜いた刃

第5章 最高裁が刃を折る

第6章 トランプ、別の刃を手に取る

第7章 止まった船、猶予された手数料

第3部 半導体、開いた閂と閉ざされた税関

第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

第9章 ファーウェイの応答

第10章 50%ルール、最も静かな武器

第11章 サムスンとSKが立つ場所

第4部 資源とエネルギー、対称報復の時代

12章 0.1%の網

第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

第14章 ホルムズと中露連帯
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第15章 ドルを設計し直す

第5部 台湾と海、触れられなかった導火線

第16章 北京が避けて通った議題

第17章 南シナ海、九本の線

第18章 武器は売られ続ける

第6部 韓国、板挟みと手札のあいだ

第19章 76%の急落が語ったこと

20章 25%の名簿に載った国

第21章 岐路の三枚の手札 ̶ HBM・重要鉱物・通商

��

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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プロローグ 手ぶらの人民大会堂

次の章

アンカレッジの滑走路には、5月だというのに霧が低く垂れ込めていました。2026年5月14日未明、

北京へ向かっていたエアフォースワンが給油のためアラスカに降り立ちました。そのとき、小さな

チャーター機が一機、後を追うように着陸し、黒い革のジャケットにジーンズ姿の男が、リュック

を一つ背負っただけでタラップを駆け上がりました。NVIDIAのジェンスン・フアンでした。

エアフォースワンは、アメリカ大統領が乗る専用機のコールサインです。大統領がどこへ行くのか。

それ自体が信号になります。アメリカの指導者が中国の地を踏むのは、およそ10年ぶりのことでし

た。首脳が自ら飛行機に乗るということは、その場で何かを決着させるつもりだと受け止められま

す。北京もそう受け止めました。

3日前まで、彼の名前は訪中団の名簿にありませんでした。太平洋上でニュースを読んだトランプが

電話をかけました。いま合流しろ。フアンは飛行機を引き返しました。あるAIチップの運命が、こ

の出張にかかっていたからです。

ここで少し、ジェンスン・フアンとは誰で、なぜ彼が飛行機を引き返したのかを見ておきます。

NVIDIAは人工知能を動かすために使う半導体を作る会社です。チャットボットであれ自動運転であ

れ、いまの人工知能は膨大な計算を高速でこなさなければなりません。その計算を担うチップを、

事実上、この会社がほぼ独占しています。フアンはその会社の最高経営責任者です。アメリカ政府

は、中国が最上級のチップを買えないよう輸出を止めてきました。軍事用に使われるおそれがある、

という理由でした。NVIDIAにとっては、世界最大級の市場の一つが丸ごと閉ざされた形でした。フ

アンがワシントンと北京を行き来し、かんぬきを外してほしいと訴えてきた理由はそこにあります。

トランプからの一本の電話で彼が航路を変えたのも、そのためでした。

機内にはすでに、アメリカ資本の顔ぶれが座っていました。イーロン・マスク、ティム・クック、

デイビッド・ソロモン。トランプは彼らを連れて行きました。11月には中間選挙がありました。彼

には票が必要でした。そして票を作るものは、雇用と契約書でした。

中間選挙は、大統領任期の中間に行われる議会選挙です。大統領を選ぶ選挙ではなく、下院全員と

上院の一部を改選します。この選挙で負ければ、大統領は残りの任期ずっと議会に足を取られます。

だから現職大統領にとって中間選挙は、自分の政策の運命がかかった試験台です。トランプがアメ

リカを代表する企業家たちを一機に乗せて北京へ連れて行った理由は、ここにあります。中国がア

メリカ製品を買い、アメリカに工場を建てると約束すれば、それはそのまま雇用であり、票でした。

会談の成果を数字で見せる必要があったのです。

翌朝、トランプは人民大会堂の階段を上りました。彼が2017年秋に紫禁城を見て回ってから、8年

半が過ぎていました。習近平は階段の下まで降りてきて彼を迎えました。青いスーツと濃紺のスー

ツ。二人はネクタイの色だけが違っていました。シャッター音が降り注ぐなか、二つの手が握られ

ました。

人民大会堂は、北京の天安門広場の西側にある巨大な建物です。中国の国会にあたる全国人民代表

大会が開かれ、外国首脳を迎える国家儀礼が行われる場所です。中国が客人に見せたい威厳が、そ
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の階段と柱に刻まれています。習近平が階段の下まで降りて迎えたということは、画面に映る一つ

一つの絵を、北京が前もって計算していたという意味でもあります。

写真は完璧でした。その内側は空でした。

会談は2時間を超えましたが、トランプが聞きたがっていた言葉は、最後まで出てきませんでした。

関税です。会談の翌日、彼は記者たちに率直に認めました。習近平と関税休戦を延長する問題は、

話すことさえしなかった、と。釜山で結んだ1年間の休戦は、11月10日になれば解けます。その結

び目をもう一度締めるはずの場で、結び目の話は誰も持ち出しませんでした。

関税とは何か、釜山の休戦とは何かをほどいておきます。関税は、国と国の間で物が移動するとき

にかける税金です。関税を上げれば相手国の商品の値段が高くなり、そのぶん売れにくくなります。

アメリカと中国は数年にわたり、互いの品物に高い関税をかけ合ってぶつかってきました。双方の

損失が大きくなると、両国は一歩ずつ退くことにしました。その合意が、2025年10月30日に釜山

で行われた第1回首脳会談です。そこで二人は、1年間は関税をこれ以上上げないと決めました。こ

れが釜山の1年休戦です。休戦は戦いを終わらせたのではなく、しばらく止めただけです。停止には

期限があります。2026年11月10日がその期限です。その日を過ぎれば何がよみがえるのか、誰も

約束しないまま北京会談は終わりました。トランプ本人が、その延長を議論さえしなかったと明か

したのです。

代わりに両国は、新しい看板を二つ掲げました。貿易委員会と投資委員会です。中国はアメリカの

農産物を毎年170億ドル分買い、ボーイング旅客機200機を発注することにしました。数字は大き

いものでした。トランプに必要だったのは、まさにその大きな数字でした。

ボーイングはアメリカを代表する旅客機メーカーであり、農産物の購入はアメリカ中西部の農家の

暮らしにまっすぐつながります。どちらも雇用が目に見える品目です。委員会を作るということは、

今後も会って話し合う窓口を設けるという意味です。すぐに解けたものはありませんが、発表する

材料はできたわけです。選挙を控えた大統領にとって、その発表はそのまま成果でした。

会談が終わると、両国はそれぞれの発表文を出しました。同じ会談をめぐって、二つの違う物語が

出てきました。アメリカの発表文にはレアアースが書かれていました。中国が供給不足を解消する

ことにした、というのです。中国の発表文にはレアアースという言葉がありませんでした。一方が

合意と呼んだものを、もう一方は書きませんでした。

発表文は、会談後に各国が自分の立場から整理して出す文章です。二国が一つの声で出す共同声明

とは違います。共同声明がなかったということは、二国が同じ文にともに署名できるほどには合意

できなかったという信号です。レアアースは、その食い違いがもっともくっきり表れた箇所です。

レアアースは、スマートフォン、電気自動車のモーター、風力発電機、そして先端兵器にまで使わ

れる金属元素をまとめて呼ぶ言葉です。地中にまばらに散っているため採掘と精製が難しく、その

精製工程を中国が世界で圧倒的に握っています。中国が輸出を締めれば、アメリカの工場と軍需産

業はすぐに息が詰まります。アメリカが発表文にレアアースを太く書いた理由はここにあります。

ところが、その資源を握る当の中国は、同じ言葉を一行も書きませんでした。アメリカが合意と呼

んだものを、中国は認めなかったわけです。
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抜け落ちた言葉がもう一つありました。台湾です。会談の場で習近平は、その問題を軽く扱うな、

扱いを誤れば関係は危うくなると警告しました。ところがアメリカが出した短い発表文に、台湾は

見えませんでした。いちばん危険な言葉が、音もなく抜け落ちていたのです。

台湾は、アメリカと中国がもっとも衝突しやすい地点です。中国は台湾を自国領土の一部と見なし、

いつか一つに統合しなければならないと釘を刺しています。アメリカは長い間、台湾に武器を売り、

そのそばを守ってきました。習近平が会談の場で、台湾の扱いを誤れば関係が危うくなると釘を刺

したのは、北京がどんな取引よりもこの問題を重く見ているという意味です。もっとも危険な雷管

を持ち込んだ形でした。ところがアメリカの発表文から、その言葉は丸ごと消えました。いちばん

熱い争点をあえて紙に書かなかったことは、それ自体が一つの選択です。何を書かないかをめぐっ

ても、会談は駆け引きの場だったのです。

最終日、習近平はトランプを中南海の庭園へ連れて行きました。1949年以後、中国指導部が働き、

暮らしてきた塀の内側です。通訳を挟んで、習近平はその場所の来歴を語り、バラの種を送ると言

いました。ホワイトハウスの庭に植えるように、ということでした。トランプは答えました。誰も

見たことのない、もっとも美しいバラになるだろう、と。

中南海は、北京の紫禁城のすぐ隣にある湖と庭園、そして庁舎が集まった区域です。1949年に中華

人民共和国が建国されてから、最高指導部はその塀の内側で働き、暮らしてきました。外部の人間

はほとんど足を踏み入れられない場所です。習近平がトランプをその内側へ連れて行き、庭を歩き

ながら来歴を聞かせたことは、客人に差し出す最高のもてなしでした。同時に、この場の主人が誰

なのかを静かに告げる場でもありました。

二人は9月24日にワシントンで再び会うことにしました。衝突はありませんでした。解けたものも

ありませんでした。関税も、レアアースも、半導体も、台湾も、そのまま残りました。二人の巨人

は、バラの種を一袋手にして別れました。

次の約束を9月に置いたことには意味があります。11月の中間選挙の直前です。トランプはそのと

き、習近平をアメリカに招き入れ、もう一度首脳会談の絵を作ることができます。票を作る舞台と

して、会談ほど向いたものはありません。北京で何一つ解けなかったにもかかわらず、二人が次の

会合を約束した理由を、その日付が物語っています。

なぜ手ぶらだったのでしょうか。いや、本当に手ぶらだったのでしょうか。誰かは時間を稼ぎ、誰

かは時間を失いました。その1年が平和ではなく、次の衝突を準備する期間だったのなら、その間に

韓国は何をしていたのでしょうか。この本のすべての問いは、その手ぶらの場から始まります。

次の章

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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序章 覇権はどこで決まるのか

前の章

次の章

第1章 釜山の取引

1956年の秋、ロンドンの大蔵省に、戦争より恐ろしい知らせが届きました。ポンドが崩れようとし

ていました。

その年の7月、エジプトはスエズ運河を国有化しました。運河は、ヨーロッパへ向かう石油が通る要

所でした。イギリスとフランスは、イスラエルとともに軍を送りました。軍事的には勝ちました。

イギリス軍は運河地帯を手に入れました。

スエズ運河とは何か、少し確認しておきます。地中海と紅海を結ぶ人工の水路です。ヨーロッパが

中東の石油を運ぶ最短の道であり、その道を誰が握るかは、そのままヨーロッパの息の根を誰が握

るかという問題でした。イギリスが銃を手に駆けつけた理由です。

ところが、アメリカは黙っていませんでした。アイゼンハワー大統領は、イギリスが軍を引かなけ

ればただでは済ませないと告げました。ただし、その武器は軍隊ではありませんでした。アメリカ

は、自国が持つ巨額のポンドを市場に放出して値を下げると圧力をかけ、イギリスが頼みにしてい

た国際通貨基金の緊急融資も止めました。

ポンドと国際通貨基金についても、ここでほどいておきます。ポンドはイギリスの通貨であり、当

時は多くの国が貿易で使う国際通貨でもありました。その価値が崩れれば、イギリスは輸入代金を

払うための外貨を失います。国際通貨基金は、外貨が底をついた国に急いで資金を貸す機関です。

アメリカがその二つを同時に締めたことで、イギリスは数日のうちに外貨が尽きる境地に追い込ま

れました。

銃では勝ちましたが、金で敗れました。イギリスは軍を引きました。その日崩れたのは、運河では

なく帝国でした。一世紀を支配した国が、もう一発の銃声も響かせられずに退いたのです。自国の

通貨が、もはや世界の通貨ではない。その事実を、その場で知ったからです。

覇権は戦争で決まるものだと、よく考えられます。しかし20世紀にイギリスからアメリカへ移った

覇権は、戦場ではなく、為替と工場で決まりました。より多く作り、より多くの国が使う通貨を発

行する側が勝ったのです。スエズは、その事実を一気に見せた場面でした。

だから覇権は、一つの場所で決まりません。四つの層で同時に決まります。

第一は生産です。誰がより多く、より安く作るのかです。19世紀のイギリスがそうでしたし、20世

紀のアメリカもそうでした。いまは中国です。中国は世界の工場になり、船を造る能力だけで見れ

ば、アメリカをはるかに引き離しています。

第二は技術です。誰もが依存する要所の技術を、誰が握るのかです。半導体がそうであり、レアアー

スを精製する技術もそうです。要所を握る側は、相手の工場を止めることができます。
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第三は金融です。世界がどの国の通貨で取引するのかです。1956年にイギリスが崩れた、まさにそ

の場所です。いまも世界貿易の代金の大半はドルで行き来しています。ドルを握るアメリカは、制

裁という武器も同時に手にしています。

第四は軍事です。ただし、ここでいう軍事とは全面戦争ではありません。海の道を誰が守るのかで

す。石油と半導体と穀物が通る海を、誰の艦隊が押さえるのかです。それを制海権と呼びます。

この本が追っていく2026年の衝突は、その四つの層で一斉に起きています。一つ違う点があります。

19世紀には艦砲が前に立ちましたが、いまは関税と半導体とレアアースが前に立ちます。釜山と北

京の会談場で二人の首脳が交わしたものが、銃ではなく、チップと金属と税だった理由はここにあ

ります。銃を撃たなくても、相手の工場を止められるようになったからです。

この本は、その前線を一つずつたどります。二人の首脳が握手したものの結び目をほどけなかった

会談から始まり、アメリカが握る関税の刃へ、半導体のかんぬきへ、資源とエネルギーの報復へ、

台湾という導火線とそのそばの海へ、そしてそのあいだに挟まれた韓国の位置へと進みます。四つ

の層がどこでぶつかるのか。その地図を描く作業です。

1956年のイギリスは、自分の順番が来たことを知りませんでした。運河を守ることに気を取られ、

帝国が終わることを知りませんでした。覇権が分かれる場所はいつもそうです。当事者がいちばん

遅く気づきます。では、2026年のその場所には、いま誰が立っているのでしょうか。そしてそのそ

ばに立つ韓国は、何を見ているのでしょうか。

前の章

次の章

第1章 釜山の取引

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1部 第1章 釜山の取引

第1部 二度の握手、解けなかった結び目

第1章 釜山の取引

前の章

次の章

第2章 延期された訪中、イランという変数

2025年10月9日、北京が先に刃を抜きました。中国商務部が公告61号を出しました。中国の外で

作られた物であっても、中国産レアアースが0.1パーセントでも混じっていれば、北京の許可を受け

なければ売れないという規則でした。軍事用に流れる物は、原則として許可しないと釘を刺しまし

た。世界の工場の中で、中国産レアアースが一粒も入っていない精密製品はまれです。一枚の紙で、

北京は地球の反対側にある工場の出荷ボタンに手を置いたのです。

レアアースという言葉から解いておく必要があります。レアアースは名前と違い、地中にそれほど

珍しく存在するものではありません。問題は、掘り出した土からそれだけを選り分け、使える形に

する仕事です。その加工技術と設備を、中国がほぼ握っています。電気自動車のモーター、風力発

電機、ミサイル誘導装置、戦闘機に入る磁石は、すべてここから出てきます。公告61号の恐ろしさ

は、微量規則にありました。0.1パーセント。最終製品の価値の千分の一だけ中国産レアアースが入っ

ていても、北京の許可証がなければその物を輸出できないという意味です。しかもこの規則は、中

国の土地の外で作られた外国企業の製品にまで手を伸ばしました。一つの国が自分の領土内の取引

だけを統制するのが普通ですが、北京はよその国の中で行われる取引まで縛りました。こうしたも

のを域外輸出許可制、難しい言葉では治外法権的管轄権と呼びます。アメリカが長い間使ってきた

手口を、中国がそのまま返したのです。

なぜ、よりによってその日だったのでしょうか。レアアース輸入の80パーセントを中国に頼る国が

韓国です。人工知能半導体の核心である高帯域幅メモリ、略してHBMを作る韓国企業も、その手の

中にありました。HBMは、何枚ものメモリチップを上に積み上げ、データが行き来する道を広く開

けたメモリです。人工知能の計算でデータが詰まらず流れるようにしてくれる、人でいえば太い動

脈のような部品です。その精密工程にレアアースが入ります。公告61号が生きていれば、韓国企業

がアメリカの国防網にHBMを納める時も、先に北京に尋ねなければならない状況が来るおそれがあ

りました。

トランプは同じ重さで打ち返しました。11月1日から中国産製品に100パーセントの追加関税。平

均55パーセントだった実効税率が155パーセントへ跳ね上がるところでした。ソフトウェアと航空

機部品の輸出をさらに締めるという脅し、習近平との会談を取り消すかもしれないという言葉まで

出ました。市場が先に崩れました。ニューヨーク株式市場で、アメリカのビッグテックの時価総額

が一日で1,100兆ウォン分消えました。両国が互いの急所を同時に握ったまま、暦には会談の日付

だけが残っていました。
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100パーセント関税がどんな数字なのか、確認しておきます。関税は輸入品に課す税金です。税金

が100パーセント付けば、100ウォンの物が200ウォンになります。その前からアメリカは中国産

製品にいくつもの名目の関税を幾重にも積んでおり、平均を取れば55パーセントほどでした。そこ

へ100パーセントをさらに載せるというのですから、合わせれば155パーセント。事実上、中国の

物をアメリカ市場から押し出すという通告でした。トランプは中国のレアアース措置を「世界全体

を人質に取る行為」と呼びました。同じ言葉を、中国もアメリカの関税に向けて言うことができま

した。二人の巨人が互いの首に手をかけ、どちらが先に力を入れるのかをにらみ合う形でした。

その崖っぷちで、釜山が開かれました。

10月30日、トランプと習近平が向かい合って座りました。二人が顔を合わせたのは、2019年の大

阪以来6年ぶりでした。慶州で開かれたアジア太平洋経済協力、つまりAPEC首脳会議を機に設けら

れた場でした。会談は100分で終わりました。部屋を出たトランプは「驚くべきものだった」と言

いました。10点満点なら12点の会談だった、とも言いました。

取引の骨組みは交換でした。アメリカはフェンタニル関税を20パーセントから10パーセントに下げ

ました。この関税はその年の2月に10パーセントで始まり、3月に20パーセントへ上がっていたも

のです。フェンタニルはアメリカで一年に数万人の命を奪う合成麻薬です。その原料が中国から流

れ出ているという理由で、トランプは中国産製品全般に「フェンタニル関税」という名を付けて税

金を課しました。麻薬取り締まりを迫るてこに、関税を使ったわけです。この関税の法的な根は国

家緊急経済権限法、英語の略称でIEEPAでした。国に非常な脅威が迫ったと大統領が宣言すれば、議

会を通さなくても経済措置を取れるようにする法律です。トランプは麻薬危機をその非常事態にし

ました。釜山を経て、トランプは11月4日に大統領令に署名し、引き下げは11月10日0時1分から

発効しました。

応答として、中国は止めていたアメリカ産大豆を再び買うことにしました。その年の残り2カ月で

1,200万トン、その後3年は毎年2,500万トン。なぜ大豆が交渉のテーブルに上がったのか、不思議

に思うかもしれません。アメリカ中西部の広い大豆畑は、トランプを支持する農民たちの土地です。

貿易戦争が起きると、中国はアメリカ産大豆の輸入を断ち、アメリカの対中大豆輸出は半分になり

ました。その空席はブラジルとアルゼンチンがすでに埋めていました。一度ほかの国へ戻った取引

先は簡単には戻ってこないことを、農民たちは知っていました。アメリカ政府が自国の農家に配る

直接支援金として、100億ドルから140億ドルを用意した後でした。韓国のお金で少なくとも14兆

ウォン、多ければ20兆ウォン。関税で集めた金を、農家をなだめるためにまた注ぎ込む形でした。

もっとも重い交換は資源と技術でした。中国は三日前に抜いた公告61号を、1年間鞘に収めること

にしました。アメリカも自分の刃を収めました。エンティティリストに載った企業の子会社まで統

制対象に自動で入れる50パーセント子会社規則、中国船に課そうとしていた港湾手数料。どちらも

1年止まりました。同じテーブルの上で、レアアースと半導体統制が等価で交換されました。会談を

終えたトランプは「レアアース問題はすべて解決した」と豪語しました。

アメリカが収めた刃が何だったのかも解いておきます。エンティティリストは、アメリカ商務省が

管理する取引制限名簿です。ここに載った企業には、アメリカ技術が入った物を売ることができま

せん。ファーウェイ、SMICのような中国半導体会社がこの名簿にあります。ところが名簿に載った

会社が、別の名前の子会社やペーパーカンパニーを前に出せば、脇の扉から抜け出すことができま
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した。その穴を塞ぐためにアメリカが新しく作ったのが、50パーセント子会社規則です。名簿に載っ

た企業が持ち分の半分を超えて持つ会社なら、名前が違っても自動で同じ統制を受けるようにした

規則です。釜山でアメリカは、この規則の施行を1年止めました。ファーウェイやSMICが偽装系列

会社を使って先端装備を迂回輸入する脇の扉を、1年間開けておいたわけです。港湾手数料は別の武

器でした。アメリカ通商代表部が中国の造船業支配をけん制するため、中国の船がアメリカの港に

入る時に特別料金を課そうとしていた措置です。通商法301条という条項を根拠にしました。301

条は、外国の不公正な貿易慣行にアメリカが報復できるようにする通商法の刃です。これも1年、鞘

に入りました。

ここまでが縛られたものです。けれど縛られたものは、解けたのではなく、止まったのでした。

同じ会談をめぐり、二つの国は互いに違う話を出しました。アメリカのホワイトハウスはファクト

シートで、今回の妥協を「巨大な勝利」と書きました。中国外交部の発表文には、アメリカが誇っ

たレアアース猶予も、フェンタニル関税の引き下げも、ひと言も見えませんでした。習近平は会談

場で、中国経済を「規模と回復力が巨大な一面の海」にたとえました。今年の第1四半期から第3四

半期まで、内外の困難の中でも5.2パーセント成長したという数字を挙げました。一方が勝利と呼ん

だものを、もう一方は書きませんでした。中国の国営メディアはむしろ、アメリカの輸出統制ブラッ

クリストは3,000社に達するのに中国は900社にすぎないとして、レアアース批判はアメリカの二

重基準だと打ち返しました。

先送りされたものは、さらに重いものでした。台湾がそうでした。習近平はトランプの目を見なが

ら、台湾独立と台湾海峡の平和は水と火のように混じり合えないと言いました。扱いを誤れば衝突

し、対抗することになると言いました。ところがアメリカが出した174語の通告文には、台湾とい

う言葉は見えませんでした。通告文とは、会談が終わった後、両国が何を話し合ったのかを要約し

て出す短い発表文です。アメリカのその短い文章には経済の話だけがあり、台湾は消されていまし

た。その間にアメリカは110億ドル分の台湾向け武器売却を承認し、140億ドル分を机の上に載せ

たままでした。韓国のお金で約15兆ウォンと19兆ウォン。会談場で交わされた平和の言葉と、机の

上に積まれた武器の請求書は、別々に動いていました。

半導体も解けませんでした。アメリカがエヌビディアのH200を1社あたり7万5千個まで買ってよい

と扉を開けましたが、中国はその扉をくぐりませんでした。H200はエヌビディアが作る人工知能計

算用の先端チップです。巨大言語モデルを学習させるには、こうしたチップが何万個も必要です。

アメリカはもっとも強力なチップは止めるが、一段落としたH200は条件付きで売るとして、アリバ

バ、テンセントのような中国企業に道を開きました。ところが中国はその道を拒みました。アメリ

カのチップに首輪を握られるくらいなら、ファーウェイのAscendチップを中心に自分の生態系を育

てるという選択でした。チップの議題は、拘束力のない「人工知能安全対話」の約束だけを残し、

空の殻として先送りされました。

これらすべての猶予には、同じ満了日が刻まれていました。2026年11月10日。フェンタニル関税

も、レアアース61号も、50パーセント規則も、港湾手数料も、24パーセント報復関税の猶予も、

その日に向かって一緒に転がっていきました。釜山の取引は平和条約ではありませんでした。五つ

に分かれた武器を同じ日付に掛けておいた、1年だけの休戦でした。休戦は、戦争が終わったという

意味ではありません。銃をしばらく下ろすが、いつでも再び持てるという約束です。五つの時計に、

同じアラームを合わせておいたようなものでした。
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猶予されずに残った荷もありました。韓国に25パーセントが課された相互関税、その下に敷かれた

10パーセントの普遍関税は、釜山で解けませんでした。レアアース供給網も1年止まっただけで、

その間にアメリカは自国の国防総省予算10億ドルを自国最大のレアアース企業MPマテリアルズに入

れ、最大株主になりました。中国に頼った資源の綱を断つ作業を、休戦期間にむしろ急いだのです。

トランプはその場で、来年初めに北京を訪れると言いました。誰もがその訪問で結び目がほどける

と期待しました。結び目を作った人たちは、それを解く席も一緒に予約しておいたのです。ただ、

誰も尋ねなかったことが一つありました。1年後、この五つの時計が同時に鳴ったら、誰が先に手を

離すのでしょうか。

前の章

次の章

第2章 延期された訪中、イランという変数

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1部 第2章 延期された訪中、イランという変数

第1部 二度の握手、解けなかった結び目

第2章 延期された訪中、イランという変数

前の章

第1章 釜山の取引

次の章

第3章 北京の沈黙

2026年2月28日の未明、米国とイスラエルの戦闘機がイラン上空に入りました。核施設とミサイル

基地を攻撃し、作戦の終わりにイラン最高指導者アヤトラ・アリ・ハメネイが死亡しました。ホワ

イトハウスは、数週間で終わると見ていました。イランは正面からぶつかる代わりに、別の場所を

塞ぎました。ホルムズ海峡でした。

この戦争は、突然空から落ちてきたものではありませんでした。トランプ政権は発足直後から、中

東の油の流れを手で握ろうとしていました。まずロシア産原油に制裁の刃を当て、その二、三か月

後にはイラン産原油にも同じ刃を当てました。産油国の輸出路を狭めて価格を揺らし、その揺れを

交渉のてこにする構図でした。その構図の先に、2月の爆撃がありました。一つの政権を数日で倒せ

ると見た計算は外れました。崩れたのは政権ではなく、その計算でした。

ホルムズがなぜそこまで恐ろしい場所なのか、そこからお話しします。ペルシャ湾は、内側が広く、

外へ出る口が狭い壺のような海です。その狭い首がホルムズです。幅が最も狭いところで約33キロ

メートルのこの水路を、世界の石油五樽のうち一樽が通っていきます。サウジアラビア、イラク、

クウェート、カタールが汲み上げた油は、すべてこの一本の水路を通って世界へ出ていきます。ほ

かの道はほとんどありません。だからこの首を一つ押さえれば、遠く離れた国のガソリンスタンド

の数字まで揺れます。

イラン革命防衛隊が高速艇とドローン、機雷を放つと、保険料は跳ね上がり、タンカーは止まりま

した。ここで止まった理由が大切です。船が沈んだからではありません。危険になった海に船を入

れるには保険をかけなければなりませんが、その保険料が耐えられないほど上がれば、船主は船を

そのまま止めます。銃弾を一発も撃たずに水路を閉じる方法です。これが弱い側が強い側に対して

使う非対称戦術です。ペルシャ湾の外には、船が列をなして錨を下ろしました。油が流れなくなる

と、米国のガソリンスタンドの数字が先に動きました。

トランプには春に行くべき場所がありました。北京でした。釜山で約束した訪問は、もともと4月の

予定でした。釜山とは何だったのか、少し確認しておきます。その直前まで、両国は関税とレアアー

スをやり取りしながら、崖っぷちまで進んでいました。中国が先端産業に欠かせない鉱物であるレ

アアースの輸出を締めつけると、米国の工場の生産ラインが止まる事態まで起きました。2025年

10月末、釜山で両首脳は、その刃をしばらく鞘に収めることで合意しました。中国はレアアース規

制の全面実施を先送りし、米国は関税を下げ、一部の措置を1年間猶予しました。1年限りの休戦で
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した。その期限は2026年11月10日に終わります。トランプはその期限が来る前に、春の北京で習

近平を追い込むつもりでした。関税を、レアアースを、半導体を整理しに行く道でした。

ところがイランが、その日程を消しました。戦争がすべての酸素を吸い込みました。一つの危機が

大きくなりすぎると、ほかのすべての議題は後ろへ押しやられます。その危機に縛られ、準備して

いた会談を延期することになります。欧州連合の指導者たちでさえ、予定していた対中会議を先送

りし、中東へ向かいました。訪中は一か月、また一か月と延びました。

延びたのは日付だけではありませんでした。会談の重心そのものが移ったのです。

油価を抑えられなければ、11月の中間選挙を戦えませんでした。中間選挙とは、大統領任期の途中

で行われる議会選挙です。油価が上がると、真っ先に怒るのは有権者です。ホワイトハウスがホル

ムズにあれほどしがみついた理由は、ここにありました。油価を抑えるにはホルムズが開かなけれ

ばならず、ホルムズを開くにはイランを動かさなければなりませんでした。ところがイランを動か

せる手は、ワシントンにはありませんでした。北京にありました。

中国はずっと前から、イラン産原油の最大の買い手でした。米国の制裁がイランの油の通常の販路

を塞いでしまったため、イランには油を売る先があまりありませんでした。その油の大半が中国へ

流れ込みました。制裁で行き場を失ったイランの油の多くは、船同士が海上で荷を積み替える方式

で山東省の製油所へ流れ込み、その代金は人民元で支払われました。海上で荷を積み替えるのは、

追跡をかわすためです。どの港で積んだのか、その痕跡をぼかすのです。代金を人民元で支払った

のは、ドルを通る米国の金融監視網を避けるためでした。こうして、イランの戦争資金を握ってい

た国は中国だったのです。イランがミサイルを撃ち、高速艇を出す金の出どころをたどっていくと、

その先に中国の製油所がありました。

だからトランプは、同盟国と北京に対し、軍艦を送って海峡をともに開こうと求めました。中国は

その要求を拒みました。短く、はっきりと。

この時点で、出張の性格は反転しました。習近平に圧力をかけに行くはずだった人が、習近平の助

けを必要とする人に変わりました。それでもトランプは、ホルムズをめぐって中国を追い詰めませ

んでした。記者たちの前で、彼は一歩引きました。中国が助けるかもしれないし、助けないかもし

れない、と言いました。圧力であるはずの言葉が、譲歩のように聞こえました。習近平に事実上の

通行証を切ってやった形でした。通行証とは、この問題では君を問い詰めないという無言の免除を

意味します。問い詰められない側は、何も約束しなくていいのです。

返答も、それだけ静かでした。中国はイランを自分の口で圧迫しませんでした。どんな約束も公に

確認してはくれませんでした。沈黙こそがてこでした。言葉を惜しむ側が手に何を握っているのか

見えないとき、相手はますます不安になります。開くことも、閉じたままにすることもできる扉の

前に立ち、北京はあえて手の内を見せませんでした。

ブルッキングスの元情報分析官は、9月のワシントン会談を控えた米中関係の下には、二本の油膜が

広がっていると言いました。油膜とは、床に広がった油のように、いつでも滑って衝突を招きかね

ない危険な場所を指します。その一つがイランでした。中国が十分に助けなかったというトランプ

の認識が、小さな誤解一つでも両国を荒い衝突へ押し込む可能性がある、という警告でした。
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5月、トランプは北京行きの飛行機に乗りました。戦争はまだ消えておらず、ホルムズはいまも半分

ほど閉じていました。彼は勝者として行ったのではありません。客として行ったのです。イランと

いう一つの変数が、誰も席に着く前に交渉のテーブルを敷き直していました。春に埋めるはずだっ

た結び目は、夏の入口までそのままついてきました。

前の章

第1章 釜山の取引

次の章

第3章 北京の沈黙

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1部 第3章 北京の沈黙

第1部 二度の握手、解けなかった結び目

第3章 北京の沈黙

前の章

第2章 延期された訪中、イランという変数

次の章

第4章 11月10日という期限

会談が終わると、たいてい一枚の紙が出ます。二つの国がともに読み、ともに署名した文章。共同

声明と呼ばれるものです。共同声明は、二つの国が同じ言葉を同じ場所に記した証拠です。どんな

合意をしたのか、何をともに約束したのかを一つの文書にまとめ、双方が同時に発表します。です

から共同声明が出たということは、二つの国が少なくとも一枚の紙の上では一つの声を出した、と

いう意味になります。5月15日の北京では、その紙は出ませんでした。代わりに、二つの国はそれ

ぞれ自分の紙を別々に出しました。同じ二日間をめぐって、ワシントンと北京は違う物語を書いた

のです。

それぞれが別々に出すその紙を、外交では通告文と呼びます。英語ではリードアウトです。会談が

終わると、各国政府が自国民に「私たちはこんな話をした」と知らせる短い案内文です。二つの国

の関係がよいとき、二つの通告文の内容はほとんど重なります。関係がずれると、同じ会談をめぐっ

ても記す内容が分かれます。何を書き、何を抜くのかが、その国が何を重く見ていたのかをそのま

ま示すからです。北京で出た二つの通告文は、重なるところより、ずれるところのほうが多かった

のです。

今回の北京会談は、2026年5月14日と15日、人民大会堂で開かれた二度目の首脳会談でした。ア

メリカの指導者が中国の地を踏んだのは、約10年ぶりでした。最初の会談は、それより半年前の

2025年10月、釜山でした。釜山で二人は1年の休戦を結び、その休戦の期限が2026年11月10日

に迫っていました。だから世界は、北京でどんな言葉が出るのか、息をひそめて待っていました。

アメリカが出した紙は174語でした。四半期決算報告書のように短く、乾いていました。174語は

新聞記事の一片にも満たない量です。二つの国の首脳が約10年ぶりに向かい合った会談の結果とし

ては、空疎に感じるほど薄いものでした。その薄さ自体が一つの信号でした。書くことが多くなかっ

たのか、書きたいことだけを選んで書いたのか、そのどちらかでした。ボーイング旅客機、大豆、

牛肉、新しく設ける二つの委員会。トランプが11月に有権者へ見せる品物が並んでいました。中国

が出した紙はA4で何枚にも及びました。そこに書かれていたのは品物ではなく、秩序でした。建設

的な戦略安定関係。習近平が自ら名づけた新しい枠組みでした。一方は今四半期の業績を書き、も

う一方は次の10年の題名を書いたのです。

二つの紙を並べると、二人が同じ部屋で何を見ていたのかが浮かび上がります。
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ワシントンのあるシンクタンクは、この会談を二つの文字のすれ違いとして整理しました。トラン

プの頭の中には五つのBがありました。ボーイング、ビーフ、ビーンズ、そして貿易委員会と投資委

員会。どれも11月の前に手にできるものでした。ボーイングはアメリカが作る旅客機です。ビーフ

は牛肉、ビーンズは大豆です。三つともアメリカの農民と労働者が中国に売る品物です。11月には

アメリカで大きな選挙があり、トランプには農民の票がかかっていました。だから彼は、すぐに売

りさばける品物を交渉のテーブルに載せました。習近平の頭の中には三つのTがありました。台湾、

関税、技術。どれも2049年まで守らなければならないものでした。2049年は中国建国100年の年

です。習近平が持ち出した三つの文字は、その100年を支える柱でした。台湾は体制の正統性、関

税は経済の盾、技術は未来の自立です。トランプは6か月分の請求書を持ってきて、習近平は10年

分の防衛線を持ち出しました。二人の時計は同じテーブルの上で、違う速さで回っていました。

だから、得たものと得られなかったものが分かれました。得たものは目に見えるものでした。二つ

の国は貿易委員会と投資委員会を設けることにしました。委員会という言葉は大げさですが、中を

のぞけば、二つの国が問題をそのつど解くために作った常設の窓口です。貿易委員会は安全保障に

かからない消費財と農産物の敷居を下げる窓口であり、投資委員会は中国企業がアメリカの地に工

場を建てられるよう審査を速く通そうとする装置でした。アメリカには、外国企業がアメリカ企業

を買収したり、アメリカに工場を建てたりするとき、安全保障上の問題を見て止める審査制度があ

ります。投資委員会は、その審査を非戦略分野に限って早道で通過させようとする通路でした。ア

メリカ通商代表部のジェイミソン・グリアと、財務長官スコット・ベッセントの名前がその後ろに

付きました。グリアはアメリカの貿易交渉を統括する立場にあり、ベッセントは国の財布を握る立

場にありました。

全面的な断絶がアメリカの物価だけを押し上げたという教訓のあと、ワシントンは管理された貿易

へと向きを変えていました。かつてアメリカは、中国との取引を丸ごと断とうとしました。これを

デカップリング、つまり脱同調化と呼びました。ところが取引を断つと、中国から入ってきていた

安い品物が消え、アメリカ国内の物価が先に上がりました。断つ側が損をする構造でした。そこで

ワシントンは完全に断つ代わりに、安全保障にかかる品目は止め、そうでない品目は管理しながら

取引する方向へ戻りました。それが管理された貿易です。二つの委員会は、その方向転換を入れる

器でした。中国は毎年170億ドル分の農産物と、ボーイング200機を約束しました。アメリカが期

待した数字はそれより大きかったのですが、トランプには大きな数字が一つあれば十分でした。

しかし本当の沈黙は、関税の席にありました。

関税とは、ほかの国の品物が入ってくるときにかける税金です。税金が高くなると、その品物の値

段が上がり、売れにくくなります。だから関税は、相手国経済の急所を押さえる武器になります。

釜山で二つの国が結んだ休戦の核心が、まさにこの関税でした。釜山でアメリカは、中国を狙った

追加関税の引き金を1年間引かないことにし、その見返りとして中国はレアアースという資源の輸出

規制を1年間止めました。レアアースはミサイルと戦闘機、人工知能チップに入る核心元素であり、

中国が世界供給の大半を握っている資源です。釜山の休戦は、二つの国が互いの急所から手を離し、

1年だけ息を整えようという約束でした。その1年が終わる日が11月10日でした。

会談場に入る前、世界が待っていたのは一言でした。釜山で縛った1年の休戦を延長するという言葉

です。11月10日になれば、五つの時計が同じ日に鳴ります。誰もが、北京でそのぜんまいをもう一

度巻くのだと信じていました。会談の翌日、トランプは記者たちに言いました。習近平とは休戦延
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長の問題を話すことさえしなかった、と。財務長官はさらに踏み込みました。急ぐことはない、年

末にまた会って更新すればいい、と。

話さなかったというのは、ただ空けておいたということではありません。期限に手をつけず、その

まま進ませたという意味です。休戦を延長するには、誰かが時計を止め、ぜんまいを巻き直さなけ

ればなりません。トランプはその時計にまったく触れませんでした。だから時計は止まらず、11月

10日に向かってそのまま進みました。ブルッキングスのある分析家は、今回の会談について、外見

はよかったが中身は薄かったと述べました。中身が薄かったという言葉は、正確には、11月へ向か

う時計に誰も手を触れなかったということでした。会談に入るとき、世界が抱いた大きな期待は休

戦延長でした。しかしその延長は起こらず、延長するという約束さえ出ませんでした。

抜け落ちたのは関税だけではありませんでした。アメリカの紙にはレアアースが書かれていました

が、中国の紙にはありませんでした。アメリカの紙にはホルムズが書かれていましたが、中国の紙

にはありませんでした。ホルムズは中東の狭い海路で、世界の原油のかなりの量がこの道を通りま

す。アメリカは、中国がイランを説得し、この道を開いておくことに協力すると書きました。中国

の紙には、その約束は見えませんでした。アメリカが合意と呼んだものを、中国は書かないという

形でかわしました。書かないということは、縛られないということです。通告文に書かれた文章は、

その国が国民の前で責任を負う約束になりますが、書かれなかった文章はいつでもなかったことに

できます。そして二つの紙のどちらからも、会談場で鋭く交わされた一つの言葉が消されていまし

た。台湾でした。習近平は、その問題を誤って扱えば関係が危うくなると警告し、アメリカは174

語のどこにもその言葉を書きませんでした。警告に沈黙で答えたのです。

この会談が生んだ堅い成果物は、合意文ではありませんでした。次の約束でした。9月24日、習近

平がワシントンを答礼訪問する。二人の巨人は解けなかった問題をいっぱい抱えたまま、それを解

く席をもう一度カレンダーに刻みました。北京の沈黙は空っぽではありませんでした。11月へ向かっ

て進む時計の音で満ちていたのです。

前の章

第2章 延期された訪中、イランという変数

次の章

第4章 11月10日という期限

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第1部 第4章 11月10日という期限

第1部 二度の握手、解けなかった結び目

第4章 11月10日という期限

前の章

第3章 北京の沈黙

次の章

第5章 最高裁が刃を折る

釜山で二人が結んだ結び目には、見えないタイマーが付いていました。五つの措置が同じ日に解け

るように合わせられていました。2026年11月10日。その日、午前0時を過ぎると、1年間眠ってい

た武器がいっせいに目を覚まします。

まず釜山で何があったのかから見ておく必要があります。2025年10月30日、慶州で開かれたアジ

ア太平洋経済協力会議(APEC)首脳会議を機に、トランプ米大統領と習近平中国国家主席が釜山で向

かい合って座りました。二人にとって初めての首脳会談でした。そこで出てきた合意は、平和条約

ではありませんでした。米ホワイトハウスが翌日の11月1日に出した資料を見ると、互いに交わし

た制裁猶予措置は、どれも「2025年11月10日から1年間」止める、あるいは「2026年11月10日

まで」延長すると書かれていました。始まりが同じで、終わりも同じでした。だから1年後の同じ日、

互いの首根っこをつかんでいた措置が、いっせいに猶予を終えることになります。

何が目を覚ますのか、一つずつ見ていきます。フェンタニル関税は10パーセントに下がっていまし

た。フェンタニルは米国で毎年数万人を死に至らせている合成麻薬です。その原料が中国から流れ

込んでいるとして、米国は中国産輸入品に20パーセントの懲罰関税を課していましたが、釜山で中

国が原料化学物質の北米向け出荷を断つことにしたため、その半分の10パーセントに下げられまし

た。約束を破れば元に戻せる条件付きでした。その横には猶予された24パーセントの報復関税が横

たわり、その背後には、かつて145パーセントまで跳ね上がった高率関税の影が揺れていました。

関税とは、結局、輸入品にかける税金です。税率が145パーセントなら、100ドルの商品を買って

くるのに245ドルを払わなければならないという意味ですから、その水準では貿易そのものが途切

れます。米国がファーウェイの偽装関連会社まで縛ろうとした50パーセント子会社規則は、1年間

止まったあと、その日から期限なしで復活するよう設計されていました。

50パーセント規則とは何か、少しほどいておく必要があります。米国は安全保障上の脅威になると

見る企業を「エンティティ・リスト」という名簿に載せ、先端半導体や装置を売れないようにして

います。ファーウェイとSMICがその名簿に載っています。問題は、彼らが別名の小さな会社を作り、

その会社を通じて迂回輸入をしていることでした。そこで米商務省は2025年10月、名簿に載った

企業が持ち分の過半を持つ会社は、自動的に一緒に縛られる規則を作りました。名前だけ違うペー

パーカンパニーで抜け出す道をふさぐかんぬきでした。釜山でこのかんぬきが1年間外されました。

そして2026年11月10日からは再び、それも期限なしで閉まると釘を刺されました。
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中国が鞘に収めた公告61号、つまり0.1パーセントの網も、同じ日に再び広げられようとしていま

した。こちらもほどいて説明しなければなりません。レアアースは電気自動車のモーター、ミサイ

ル誘導装置、ステルス戦闘機に入る磁石を作るうえで欠かせない鉱物です。その加工のほぼすべて

を中国が握っています。中国は2025年10月に公告第61号を持ち出しましたが、これが恐ろしい理

由は適用範囲にあります。中国の外で他国企業が作った物であっても、その中に中国産レアアース

が最終製品価格の0.1パーセントでも混じっていれば、北京の許可を受けなければ売れないようにし

ました。他国の工場で作った製品まで中国法で縛ることになります。0.1パーセントという敷居は、

事実上すべての製品を網に入れるという言葉と同じです。釜山で中国は公告第70号を出し、この統

制の世界実施を1年間止めました。11月10日は、その停止が終わる日です。中国船舶に課そうとし

ていた港湾手数料も、その同じ線にかかっていました。米通商代表部が中国の海運と造船業支配に

対抗して用意した通商法301条対応措置でした。入港する中国船ごとに手数料を課す方式なので、

復活すれば物流は絡まります。

同じタイマー。五つの時計が一つの時刻を指していました。

その日、網が再び広がると何が起きるのかは、1年前に少しだけ見たことがあります。中国がレアアー

スを一時締めたとき、フォードの工場長は供給が日ごとに不透明になっているとして、ラインを止

めました。1台の車に入る小さな磁石が一つないだけで、巨大な組み立てライン全体が止まりました。

米国の戦略国際問題研究所はその時期について、「巨大な世界経済危機が起きかけた崖っぷち」だっ

たと記しました。11月10日に公告61号が目を覚ませば、その停止は一つの工場ではなく、複数の

産業で同時に起きます。ロッキードの戦闘機ライン、ミサイル工場、電気自動車工場が、同じ部品

の前で止まります。テキサス州フォートワースのF-35ラインも、レイセオンの誘導ミサイル生産も、

その列にあります。同じ日に50パーセント規則が生き返れば、中国が1年間静かに築いてきた調達

網は、一夜にして違法になります。一方が資源を閉ざし、もう一方が技術を閉ざします。互いの急

所を同じ時刻に押すのです。

五つの措置が、なぜよりによって同じ日に解けるよう合わせられたのかと問いたくなります。それ

が交渉の構造だったからです。米国は50パーセント規則と関税と港湾手数料を1年間止め、中国は

レアアース統制を1年間止めました。互いに同じ長さだけ刀を鞘に収めたのです。一方が先に刀を抜

けば、もう一方もすぐに抜けるように、猶予期間を同じ1年に合わせました。だから11月10日は、

誰か一人の期限ではなく、五つが一本の線で結ばれた期限になりました。

けれど、同じ日付を見る二人の心は同じではありませんでした。

米財務長官は急いでいないと言いました。年末にまた会って更新すればよいと言いました。余裕の

ある言葉でした。その余裕は、借りて着た服でした。トランプは11月3日に中間選挙を迎えなけれ

ばなりませんでした。中間選挙は、大統領任期の半ばに議会の議席を選び直す選挙です。ここで負

ければ、大統領は残りの任期のあいだ、手足を縛られます。その前に、9月24日に習近平をホワイ

トハウスのレッドカーペットの上に立たせなければなりませんでした。自分が中国を屈服させたと

いう絵が一枚、必要だったからです。ホワイトハウスの階段を踏む習近平の姿そのものが、選挙遊

説の場で強力な援軍になると、彼は計算しました。その絵を得るために、彼は台湾向け武器売却書

類への署名を遅らせました。北京の機嫌を損ねることができなかったのです。言葉では急いでいな

いと言いましたが、立場から見れば、急がなくてもよい側はワシントンではなく北京でした。米国

メディアは、トランプが習近平よりはるかに短く切迫した政治時計の上を走っていると見ました。
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習近平の視界には2027年の党大会があり、2049年がありました。2049年は中華人民共和国建国

100周年です。その遠い年を見て動く人にとって、来年の秋は一瞬です。彼の時計は長く、トラン

プの時計は短かったのです。

急いでいないという米国の表向きの姿勢と、実際の切迫とのあいだには深い溝がありました。5月の

北京での第2回首脳会談で、トランプは休戦期限を前もって延長できませんでした。本人の口で、そ

の問題を議論さえしなかったと明らかにしました。共同声明もありませんでした。両国は別々に発

表文を出しただけでした。休戦をあらかじめ延ばしておけないまま、期限切れ直前の9月へ会談を先

送りしたのです。表では余裕を見せましたが、その余裕の内側は空でした。

同じ1年を、二つの国は違うように使いました。米国はレアアースで中国を切り離そうとしました。

国防総省が自国最大のレアアース企業MPマテリアルズに資金を入れて最大株主となり、1キログラ

ム当たり110ドルの価格の床を10年間保証しました。価格の床を政府が支えるということは、中国

が価格をたたき下げても米国の鉱山がつぶれないよう支えるという意味です。中国は過去に、安値

攻勢で他国のレアアース鉱山を次々に閉山へ追い込んだことがあります。その手口を防ごうとする

盾でした。ところが、鉱山から磁石までを一本の線でつなぐには5年から10年かかります。掘り出

した鉱物を分離し、精製し、磁石にするすべての段階を、中国なしで整える仕事です。1年では終わ

りません。中国はその1年のあいだ、半導体装置をかき集めました。規則が再び閉まる前に、買える

ものを買っておきました。ファーウェイとSMICは、任正非が掲げた2028年70パーセント自給目標

に向け、迂回輸入と備蓄にしがみつきました。どちらも同じ時計を見ながら、一方は盾をたたいて

延ばし、もう一方は倉庫を満たしました。

この断層線の真ん中に韓国が挟まっています。11月に統制がいっせいに生き返れば、韓国は三つの

前線で同時に揺れます。貿易前線では24パーセントの報復関税が復活し、自動車とバッテリーを狙

う米国の関税脅威が戻ってきます。技術前線では50パーセント規則が生き返り、韓国の主力商品で

ある高帯域幅メモリが米国の海外直接製品規則の網にかかります。高帯域幅メモリは人工知能チッ

プの横に付き、データを速く運ぶメモリで、人工知能の時代の中核部品です。それが米国規則に縛

られれば、中国へ向かう道がふさがれ、サムスン電子とSKハイニックスは米国と中国の両側に同時

にさらされる罠にはまります。資源前線では、電気自動車モーターと半導体装置に入るレアアース

と鉱物の供給が途切れます。韓国工場の稼働は、中国商務部の指先に縛られることになります。

11月10日へ向かう道に、出口が一つありました。9月24日。習近平がワシントンを答礼訪問するこ

とになっていた日です。トランプが5月の北京で、世界が見守る前で公開招待した日です。期限切れ

を1カ月半前に控えた最後の談判です。けれど、この招待は交渉の主導権を丸ごと北京に渡すことで

もありました。9月24日の訪問を実現させるには、それまで米国は中国を刺激する大きな手を打て

なくなります。台湾向け武器売却も、新たな半導体規制も、新たな関税も持ち出しにくくなります。

米国が一線を越えれば、習近平は声明一枚で答礼訪問を取り消し、選挙直前にレアアースのバルブ

を閉めることができます。そこで結び目を結び直せなければ、五つの時計は約束どおり11月10日午

前0時に鳴ります。

釜山の取引は平和ではありませんでした。1年物のアラームでした。この本の残りは、そのアラーム

が鳴るまでの1年間に、関税と半導体と資源と台湾の前線で何が起きたのかを記す記録です。そして、

そのすべての前線が通る場所に、韓国が立っています。
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第2部 第5章 最高裁が刃を折る

第2部 関税、折れた刃と新たに抜いた刃

第5章 最高裁が刃を折る

前の章

第4章 11月10日という期限

次の章

第6章 トランプ、別の刃を手に取る

カリフォルニアに小さな教材会社がありました。ラーニング・リソーシズ。子ども用の数え棒や玩

具を中国から輸入して売る会社でした。2025年2月、この会社の経理担当者は、輸入申告書に税金

を一行足すよう指示を受けました。10パーセント。大統領がフェンタニルを国家非常事態と位置づ

け、国際緊急経済権限法を持ち出して課した関税でした。その一行は、1カ月後に20パーセントへ

引き上げられました。

その法律がどんな法律なのか、そこから見ていきます。国際緊急経済権限法は、英語の略称でIEEPA

と呼ばれます。大統領が、国外から来る異例で並外れた脅威に直面したと宣言すれば、金と物の流

れを止めたり縛ったりできる非常権限です。もともとは、敵国の資産を凍結するために作られた法

律です。トランプはフェンタニルをその脅威と定めて関税を課し、貿易赤字を理由に世界の数十カ

国を狙った相互関税も、同じ法律を根に置きました。通常なら、関税は議会が定めた税率と手続き

の中で動きます。非常事態という扉を開けば、大統領は一枚の大統領令で税率を上げ下げできたの

です。

空母も半導体工場も持たないこの会社がしたことは、アメリカ合衆国大統領を法廷に立たせること

でした。ニューヨークのワイン輸入業者V.O.S.セレクションズと複数の中小企業、12州が同じ問い

を掲げて加わりました。大統領が非常事態法ひとつで世界中に関税を課すことは、憲法に合うのか。

二つに分かれて起こされた訴えは一つにまとめられ、連邦最高裁まで上がっていきました。

2026年2月20日、連邦最高裁が答えました。合わない、と。

判決は6対3でした。ジョン・ロバーツ最高裁長官が多数意見を書きました。彼の論理は、憲法第1

条へまっすぐ向かいました。税と関税を課す権限、国民の財布に手を伸ばす権限は、議会だけのも

のです。アメリカ憲法を作った人々は、その権限を立法府一つに置き、行政府には一片も分け与え

ませんでした。金を集める刃は、国民が選んだ議会が握るという約束です。政府は、その法律が大

統領に輸入を規制する権限を与えているのだから、関税もそこに含まれると主張しました。ロバー

ツは、その法律に書かれた権限の一覧を広げて見せました。調査し、遮断し、規制し、禁止する。

九つの動詞の中に、関税も税もありませんでした。規制するという言葉は、統制し調整するという

意味であって、金を集めるという意味ではない、と彼は書きました。関税は輸入品に課す税です。

関税を課す権限は、すなわち税を課す権限であり、それは憲法が議会に釘づけにしておいたものだ、

という話でした。
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彼はさらに一歩進みました。彼が持ち出した物差しは、主要問題原則と呼ばれます。国の経済と政

治を丸ごと揺さぶるほど大きな権限なら、議会が大統領に渡そうとしたとき、曖昧な一語にこっそ

り忍ばせてはならず、はっきりした文章で明確に書いておくべきだった、という考えです。半世紀

の間、どの大統領もこの法律を関税に使ったことはありませんでした。空いていた場所をトランプ

が初めて埋め、最高裁は、その場所はもともと空いたままであるべきだったと判断しました。

多数意見の中でも、道は二つに分かれました。ロバーツとニール・ゴーサッチ、エイミー・コニー・

バレットは、この主要問題原則を前に出しました。エレナ・ケイガン、ソニア・ソトマイヨール、

ケタンジ・ブラウン・ジャクソンは結論には同じ側に立ちながらも、そんな大きな原則を引き出さ

なくても、法律の条文を普通に読むだけで足りると見ました。

ここで混同しやすいところを押さえておきます。最高裁は、IEEPAという法律そのものを廃止したわ

けではありません。法律はそのまま生きています。崩れたのは、その法律を関税の根拠にした大統

領の処分です。議会が任せた範囲を外れた、権限外の行為だという意味です。法律が死んだのでは

なく、その法律で行ったことが権限を越えていたのです。だから、IEEPAだけに頼ったフェンタニル

関税と相互関税は、足元が抜け落ちました。

刃は折れました。けれど折れた刃の下には、請求書が敷かれていました。

すでに徴収した関税を返さなければなりませんでした。その金額をめぐって、数字は食い違ってい

ます。2025年の一年間に徴収した金が2,000億ドルを超えるという試算があり、これから吐き出さ

なければならない還付額が1,660億ドルに達するという試算もあります。還付請求の対象になる通

関件数だけで2,700万件です。ところが最高裁は、関税が違法だと言っただけで、その金をどう返

すかについては一言も定めませんでした。政府が自ら返してくれる仕組みではありません。輸入業

者がそれぞれ弁護士を雇い、それぞれ裁判所に訴えを起こし、それぞれ判決を勝ち取らなければな

りません。なぜ泥沼になるのか。税関は輸入ごとに税額を確定し、帳簿を閉じる清算手続きを踏み

ますが、すでに閉じた帳簿をどこまで開き直せるのかがはっきりしません。しかも輸入業者の多く

は、その関税負担を消費者や取引先に上乗せして渡していました。返ってきた金を誰の取り分とし

て分けるのか、そこから争いになります。折れた刃一本が、数千万件の訴訟に変わったわけです。

もっと妙なことが、釜山の側で起きました。トランプは4カ月前に釜山で、中国がレアアースの停止

をやめる見返りとして、フェンタニル関税を20パーセントから10パーセントに下げると差し出しま

した。その10パーセントが、アメリカの差し出した譲歩カードでした。下げてやるという言葉は、

下げるべき関税が無事に生きていてこそ成り立ちます。ところが最高裁が、その関税の根である法

律そのものを無効にすると、下げてやるはずだった10パーセントは0パーセントになりました。関

税が丸ごと消えたのですから、下げるものも消えたのです。交渉の場に持っていくカードが、判決

文一枚で蒸発しました。釜山でかろうじて縛っておいた1年の休戦が揺らぎ始め、その休戦が解ける

期限、2026年11月10日が近づいていました。

反対側で、カバノー判事が警告を書きました。この判決が大統領の関税を終わらせたわけではない、

と。大統領はただ、間違った法的な箱に印をつけただけであり、別の箱を選んで手続きを少し踏め

ば、ほぼ同じ関税を再び課すことができる、と述べました。通商法122条、201条、301条、通商

拡大法232条。IEEPAと違い、議会が手続きと委任をはっきり書いておいた箱ですから、今回の判決

にも揺らがず、そのまま立っていました。折られた刃の横に、まだ抜かれていない刃が何本も置か
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れていました。

そしてトランプは、判決が出たその日の午後には、もう次の刃へ手を伸ばしていました。

前の章

第4章 11月10日という期限

次の章

第6章 トランプ、別の刃を手に取る
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第2部 第6章 トランプ、別の刃を手に取る

第2部 関税、折れた刃と新たに抜いた刃

第6章 トランプ、別の刃を手に取る

前の章

第5章 最高裁が刃を折る

次の章

第7章 止まった船、猶予された手数料

判決文のインクも乾かぬうちでした。2026年2月20日の午後、最高裁がIEEPA関税を違法だと宣言

したその日、トランプは記者たちの前に立ちました。彼は敗北を認める代わりに、次の刃を予告し

ました。別の法律で、もう一度課すのだと。一本の刃が折れた場所で、彼は武器庫のほうへ手を伸

ばしていました。

まず、その日に折れた刃が何だったのかを見ておかなければなりません。IEEPAは国際緊急経済権限

法です。アメリカ大統領が非常事態を宣言すれば、貿易と資金の流れを広く規制できるようにする

法律です。トランプはこの法律一枚で、フェンタニル取締りを名目に中国へ10から20パーセントの

関税を課し、世界中の数十カ国に向けて貿易赤字を口実に相互関税を立てようとしました。非常事

態宣言ひとつで、範囲にも金額にも制限なく振り回せる、速く荒い刃でした。最高裁はその刃を折

りました。憲法は国民の財布に手を入れる課税権を議会だけに与えているのに、IEEPAに書かれた輸

入を「規制」する権限の中に、税を課す権限は含まれていない、という判断でした。刃が折れると、

その上に築かれていた関税の壁は一挙に法的根拠を失いました。

四日後、新しい刃が姿を現しました。通商法122条。1974年に作られてから半世紀のあいだ、一度

も抜かれたことのない条項でした。この刃は、アメリカの貿易収支が深刻に崩れたとき、大統領が

一時的に輸入品へ課徴金を課せるようにします。122条が目を覚ますには、三つのうち一つがなけ

ればなりません。大きく深刻な貿易収支赤字、外国為替市場での急激なドル安、または貿易収支を

正すために外国との協力が必要な状況です。トランプは一つ目を掲げました。アメリカが一年間に

買った物が売った物より1兆2,000億ドル分も多い、という数字がその名分でした。半世紀のあいだ

誰もこの条項を使わなかったのには理由がありました。普段はあえて取り出すほどの出番がないほ

ど用途が狭く、何より刃が短く、寿命も短い刃だったからです。2026年2月24日、アメリカはこの

条項によって、世界中の輸入品に10パーセントの関税を再びかぶせました。IEEPAで課していた関

税を下ろし、同じ場所に122条という新しい名札を付けたのです。

錆びた刃には二つの傷がありました。刃の長さと、使える日数です。

122条は税率を15パーセントまでしか上げられません。それ以上には行けません。IEEPAのように

上限なく振り回せる刃ではなく、条文そのものに税率と期間が打ち込まれている刃でした。発動の

翌日、トランプはTruth Socialに15パーセントを上乗せすると書きました。法律が許す天井の端ま

で行く、という意味でした。しかしその引き上げは書類に移されず、実際に発効したのは10パーセ
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ントでした。税関は10パーセントで課すよう案内しました。天井へ向かって手を伸ばしましたが、

足が届いた場所はその下でした。

二つ目の傷のほうが重いものでした。122条は150日までしか生きられません。五カ月が過ぎれば、

刃はひとりでに折れます。その後も関税を続けるには、行政府が勝手に期間を延ばすことはできず、

議会が新しい法律を作らなければなりません。中間選挙を前にインフレを心配する議員たちが、そ

の法律をすんなり通してくれるはずはありませんでした。上院では、カナダに課した25パーセント

関税を撤回しようという決議案が可決されたこともありました。ですから122条は防御壁というよ

り、砂が落ち始めた砂時計でした。

だからトランプは、砂が落ち切る前に次の刃を研ぎ始めました。通商法301条でした。

301条は、相手国の不公正な貿易慣行を理由に報復関税を課す条項です。トランプが1期目に、中国

からの3,000億ドル分を超える輸入品へ最大25パーセントの関税を積み上げた、まさにその刃です。

初めて使う見知らぬ武器ではなく、手になじんだ主力武器だったわけです。動き方は122条とは違

います。アメリカ通商代表部が相手国の貿易慣行を調査し、その調査結果を根拠に大統領が報復関

税を課します。非常事態ではなく調査という手続きを踏むため、時間はかかります。しかし一度課

された報復関税には、150日のような期限がありません。判決が出た日、トランプはすでに301条

の調査項目を並べていました。過剰生産設備、強制労働、医薬品価格、アメリカ技術企業への差別、

デジタル税。しかも2期目の政権は、中国の海運と造船業を狙い、アメリカの港に入る船舶に特別手

数料を課す301条調査をすでに動かしていました。調査という手続きを通れば、関税は非常事態で

はなく報復という名で生まれ変わります。

リレーの絵はこうして完成しました。IEEPAが倒れた場所を122条が五カ月のあいだ埋め、その五カ

月が終わる前に301条がバトンを受け取り、恒久的な関税として固めます。刃の名はIEEPAから122

条へ、そして301条へと変わりました。けれども、その刃で切られる側が払う代金は一銭も減りま

せんでした。韓国の輸出品にかかった15パーセントから25パーセントの税率は、そのままでした。

罪名だけが変わっただけで、刑の重さは1ドルも削られなかったのです。

最高裁が折ったのは一本だけでした。大統領の机の上には、232条、338条、122条、301条が列

をなして残っていました。232条は国家安全保障を理由に、338条はアメリカの商取引を差別する

国を狙って関税を課せる条項です。鞘が違うだけで、どれも議会がずっと昔に行政府へ握らせた刃

でした。頭を一つ斬れば二つが生えるヒドラのように、法的根拠は付け替えれば済む話でした。反

対意見を書いたカバノー最高裁判事は、それをあらかじめ記していました。大統領はただ間違った

箱に印を付けただけであり、正しい箱を選んで少し手続きを踏めば、ほぼ同じ関税をもう一度課せ

るのだと。補足意見を書いたゴーサッチ最高裁判事は、さらに一歩進みました。いったん行政府が

権限を手に握れば、議会がそれを取り戻すことはほとんど不可能に近い、と。

この逆説には、もっと苦い裏側もありました。折れたIEEPAは、トランプが課した刃であっただけで

はなく、2025年10月の釜山で中国に差し出した譲歩の刃でもありました。トランプは、中国がフェ

ンタニル原料の船積みを止め、レアアースの域外管理を1年猶予することを条件に、フェンタニル関

税を20パーセントから10パーセントへ半分に削りました。その引き下げの法的な根が、まさに

IEEPAでした。最高裁がIEEPAを丸ごと権限の外へ押し戻すと、アメリカが譲歩として削ってやると

言っていた10パーセントのカードそのものが宙に消えました。釜山で縫い合わせた1年限りの休戦
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は、再び不確実性の上に載せられました。その休戦が満了する日は、2026年11月10日と定められ

ていました。

裁判所は手続きを正すことができました。しかし、関税へ伸びる手を止めることはできませんでし

た。刃が折れた場所で、その刃を握っていた手はすぐに次の柄を探りました。そしてその手が最初

に狙った場所の一つは、海の上に浮かんでいました。

前の章

第5章 最高裁が刃を折る

次の章

第7章 止まった船、猶予された手数料

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第2部 第7章 止まった船、猶予された手数料

第2部 関税、折れた刃と新たに抜いた刃

第7章 止まった船、猶予された手数料

前の章

第6章 トランプ、別の刃を手に取る

次の章

第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

船は輸入される品物ではありません。港に入ってくるものです。だから船に関税をかけることはで

きません。代わりに通行料をかけることはできます。米国通商代表部が見つけた答えは、それでし

た。

ここで少し触れておくべき言葉があります。米国通商代表部、英語の略称でUSTRは、米国の通商政

策を統括する政府機関です。他国が不公正な商売をしていると判断すれば、この機関が調査を開き、

報復のカードを設計します。その報復の法的な根は、1974年に作られた通商法301条です。貿易相

手が米国企業に不当な損害を与えていると見れば、通商代表部が調査を開き、大統領が関税や輸入

制限のような一方的報復をかけられるようにする条項です。米国が手にしている通商の武器のなか

でも、かなり荒い刃に入ります。

発端は労働組合でした。2024年3月、鉄鋼と海運の組合を含む米国の労働組合五つが請願を出しま

した。鉄鋼労組、電気労組、ボイラー製造労組、機械航空労組、海運労組でした。中国が補助金で

造船と海運をさらい取り、米国産業の息の根を止めている、という主張でした。仕事がかかってい

る人たちが、先に声を上げたわけです。通商代表部は一カ月あまり後に301条調査を開きました。

業界の意見書は四十件以上寄せられ、公聴会も開かれました。年を越した2025年初め、通商代表部

は結論を出しました。中国の造船と海運の市場支配は不公正だ。その対応として出てきたのが入港

手数料でした。中国で造られた船、中国企業が運航する船が米国の港に入るたびに、通行料を課す

ということです。

なぜ関税ではなく通行料だったのでしょうか。通常、301条の報復は輸入品の価格に高い関税を上

乗せする形を取ります。けれど船は店に並ぶ商品ではありません。貨物を積んで港に入り、また出

ていくものです。産業の姿そのものが違うのですから、武器の形も違わなければなりませんでした。

そこで関税の代わりに、入港手数料という新しい手段が出てきたのです。

手数料は階段状に設計されました。2025年10月14日から純トン当たり50ドル。翌年は80ドル、

その次は110ドル、さらに140ドル。年ごとに高くなる通行料でした。船一隻が米国の港に着くた

びに、その重さに掛けられた金が抜けていく仕組みです。大きな船ほど、深く切られます。

中国は同じ日、同じ刃を抜きました。
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2025年10月14日、中国も米国と関係のある船舶が中国の港に入れば、特別手数料を課し始めまし

た。1トン当たり400元、約55ドルから始まり、米国と同じように年ごとに上がっていく仕組みで

した。鏡に映したように同じ通行料が、太平洋の両側の港で同時に灯ったのです。一方が通行料を

点けると、もう一方も同じ時刻に通行料を点けました。互いの船にペナルティを与え合うピンポン

が、海の上で起きたのです。ところが中国は、そこから一歩先へ行きました。同じ日、韓国企業一

社を制裁リストに載せました。ハンファオーシャンでした。

正確には、ハンファオーシャンの米国子会社五社でした。ハンファ・シッピング、ハンファ・フィ

リー造船所、ハンファオーシャンUSAインターナショナル、そして二つの持株会社です。理由は明

らかでした。ハンファが買収したフィリー造船所が、米国の301条調査を公に支持したからです。

米国と中国が互いの船に通行料をかけ合う争いに、韓国企業の米国法人が巻き込まれて切られまし

た。米国側に立ったという理由で、北京はその会社の米国側の腕を縛ったのです。制裁リストに載

るということは、中国と取引する誰であっても、その会社を気軽に相手にしにくくなるという意味

です。目に見えない輪が、米国の地にある韓国法人の首にかかったわけです。

そして2週間後、釜山がすべてを止めました。

10月30日の釜山会談の影で、海の上の刃も鞘に収まりました。釜山会談は、トランプ大統領と習近

平国家主席が向かい合って座った第1回首脳会談でした。両国は、互いの急所を狙っていた制裁をひ

とまとめにして、1年間先送りすることにしました。刃を捨てたのではありません。鞘にしばらく差

しておいた休戦でした。米国は301条入港手数料の実施を1年遅らせました。2025年11月10日午

前0時1分から2026年11月9日午後11時59分まで、1分足りない、きっちり1年でした。中国も応

じました。商務部がハンファオーシャンの五つの子会社に対する制裁を12カ月停止すると発表しま

した。米国が通行料を先送りしたのだから、こちらも報復を先送りするという論理でした。韓国企

業にかかっていた輪が、米中が交わした休戦の副産物として外れたのです。同じ11月10日。五つに

分かれた時計に、もう一隻の船がかかりました。

ここで韓国の位置が、妙な形で浮かび上がります。

米国は中国造船を301条でたたきながら、いざ自分の船を造る手を持っていませんでした。米国の

商船建造能力は、かなり前に崩れていました。1年に造る大型商船の数を数えれば、世界市場におけ

る米国の取り分は、ほとんど見えないほど小さくなっていました。一方、中国は世界の新造船注文

を巨大な塊として持っていきました。軍艦を造り出す速度でも、中国が米国を大きく上回ったとい

う警告が、議会で繰り返し出ました。ドックと熟練溶接工と数十年の知見は、一夜で戻りません。

米国が自力だけで崩れた造船業をよみがえらせることは、物理的に不可能でした。その時間と能力

の空白を埋める道は一つでした。世界の商船市場を中国と分け合っている韓国と日本の手を借りる

ことです。だからホワイトハウスは同じ発表文で、中国制裁を先送りする一方、韓国および日本と

米国造船業をよみがえらせる歴史的協力を続けると記しました。牽制する相手は中国であり、借り

なければならない手は韓国でした。

ハンファはその隙間に入りました。米国のフィリー造船所を買い取り、米国の地に造船拠点を置き、

米海軍艦艇の整備事業に足を踏み入れました。整備事業、英語でMROは、船を維持し、補修し、直

す仕事です。アジアの国が米海軍のこの仕事に入ったのは、ハンファが初めてでした。韓国が造っ

た船と手が、米国海軍の作戦を支える場所まで上がったのです。HD現代も、米国の造船人材を育て
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る協力に乗り出しました。商船を輸出する貿易取引を越えて、韓国の技術が米国の安全保障の一軸

を支える位置へ格上げされたわけです。同じ1年のあいだ、韓国は25パーセントの相互関税の刃の

下に立っていました。自動車とバッテリーがその刃を正面から受けるなか、造船とアラスカ産ガス

の購入は、関税を下げる交渉カードとして浮かび上がりました。正面から受ける手があれば、差し

出して交渉する手もあったのです。

一つの会社が、同じ1年のなかで二つの顔に向き合いました。北京にとっては制裁の対象であり、ワ

シントンにとっては復活の共同事業者でした。米中が結んだ結び目の先に韓国がぶら下がっている

という事実を、止まった船一隻が先に見せてくれました。その場所についての話は、この本の最後

であらためて開かれます。

前の章

第6章 トランプ、別の刃を手に取る

次の章

第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第3部 第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

第3部 半導体、開いた閂と閉ざされた税関

第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

前の章

第7章 止まった船、猶予された手数料

次の章

第9章 ファーウェイの応答

2026年1月15日、連邦官報に短い規則が一つ載りました。題名は乾いていました。先端コンピュー

ティング商品のライセンス審査方針の改定。その中に一つの文が入っていました。エヌビディアの

H200を中国へ送るとき、これからは拒否を前提とせず、案件ごとに審査する。バイデン政権が二度

にわたって閉めていた閂が、一行で外されました。

まずH200が何かから見ていきます。エヌビディアは、人工知能を学習させるチップを作る会社です。

そのチップ一列に、人工知能の賢さがかかっています。チャットボットであれ、絵を描くモデルで

あれ、巨大な人工知能は膨大な計算を一度に吐き出しながら学習します。その計算を速い勢いでこ

なす部品が、エヌビディアのアクセラレーターです。H200は、そのアクセラレーターの中でも上位

に位置するチップです。中には高帯域幅メモリ、英語で略してHBMと呼ばれる部品が入っています。

メモリは、計算するデータをしばらく積んでおく倉庫です。普通のメモリが細い道だとすれば、高

帯域幅メモリは車線がいくつもある広い道です。道が広ければデータは詰まらずに流れ、人工知能

の学習は速くなります。だからこのチップの一つ一つが、二つの国が争う前線になったのです。

その閂を誰が閉め、誰が外したのかも見なければなりません。チップの輸出を止めたり開いたりす

る仕事は、米国商務省産業安全保障局が担います。英語の略称でBISと呼ばれる部局です。この部局

は、危険だと見た物を外国へ売れないように止める仕事をします。バイデン政権は2022年10月と

2023年10月、二度にわたって先端人工知能チップの中国向け輸出を事実上止めました。そのとき

使った原則が拒否推定です。申請書が出てくれば、まず駄目だと見て始めるという意味です。扉は

閉まっていると見るわけです。2026年1月の規則は、その原則を案件別審査に変えました。申請を

一つ一つ別に見て、通すこともありうるという意味です。閉じた扉が少し開きました。

米国は扉を開きながら、その扉に錠をいくつも掛けました。

中国の十社が名簿に載りました。アリババ、テンセント、バイトダンス、百度、京東。企業ごとに

H200を7万5000個まで買えるが、エヌビディア本社か公認販売業者を通じてだけ買わなければな

らない。中国へ向かう数量は、米国顧客に送る数量の半分を超えてはならない。米国に本社を置く

第三者機関が、チップ性能を米国の土地で検査しなければならず、チップを受け取る側は遠隔接続

を防ぎ、学習したモデルの重みを持ち出さないと約束しなければならない。扉は開きましたが、扉

の枠は狭かったのです。
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錠の一つ一つが何を意味するのか、解いてみます。半分を超えてはならないという規定が、50パー

セントの数量上限です。中国が、米国顧客向けに出たチップの半分より多いH200を持っていけない

ように、天井をかぶせたのです。中国の演算能力が米国を追い越すほど大きくならないよう、人為

的に高さを決めておいた安全装置です。第三者機関が米国の土地でチップを検査するというのは、

中国へ送る前に、米国内で性能が約束どおりかを見分けるという意味です。約束した仕様より強い

チップがこっそり混ざって出ていくことを防ぐ装置です。重みを持ち出さないという約束は、少し

耳慣れない言葉です。重みとは、人工知能が学習を終えて頭の中に刻んだ数字の塊です。その数字

こそが人工知能の実力です。受け取る側が遠隔でチップへひそかに入り、その数字を丸ごと吸い出

せないよう、あらかじめ取り締まる手順です。こうした本人確認と約束の手続きを、業界では英語

でKYC、つまり顧客を知らなければならないという原則と呼びます。誰が買うのか、どこに使うの

かを最後まで追って確認するという意味です。

ここに、もっと重い条件が一つ付きました。売上の25パーセントを米国政府が持っていくというこ

とです。

この25パーセントは、規則本文に書かれた条項ではありませんでした。連邦官報の規則のどこにも、

25パーセントを政府に納めるという文はありません。一か月前の2025年12月、トランプがH200

の中国販売を認める見返りとして、売上の4分の1を受け取ることにしたという舞台裏の取引でした。

ウォール・ストリート・ジャーナルがそう報じました。その前の夏には、仕様を下げたH20を売り

ながら15パーセントを受け取りました。15から25へ、通行税が上がったのです。ワシントンでは

すぐに火種になりました。米国憲法第1条第9節第5項は、どの州から出る輸出品にも税を課すこと

を禁じています。ライセンス料として売上の4分の1を徴収することは、事実上の輸出税ではないの

かという問いでした。元政府高官たちは、国家安全保障の決定を金と引き換えにする行為だとして

強く反発しました。ただし、この条件が違憲として無効になったという裁判所の判断はまだありま

せん。違憲の余地が指摘された、そこまでが確認された事実です。商務長官のラトニックは、中国

が受け取るのはエヌビディアの四番目に良いチップにすぎないと受け流しました。

こうして米国は扉を開き、通行税も課し、錠も掛けました。残ったのは、中国が入ってくることで

した。

ところが中国は入ってきませんでした。

扉を開いてから五か月が過ぎても、引き渡されたチップは一つもありませんでした。税関が止めた

のではありません。国境で通関を止める場面などありませんでした。承認を受けたアリババとテン

セントとバイトダンスが、注文を入れては引き下げ、契約署名を先送りし、流通経路を口実に取引

を遅らせました。買うと言っていた客が、店の前で踵を返したのです。米国側の記録は明確です。

五か月の間、一つも引き渡されませんでした。止めた手は国境の税関ではなく、買うはずだった中

国企業自身でした。

その後ろには、北京の手招きがありました。中国工業情報化部が、自国のビッグテックにH200を大

量に買わないよう静かに告げました。工業情報化部は、中国の産業と情報通信を管轄する政府部門

です。その部門が企業に対し、承認を遅らせるか購入を控えるよう、無言の圧力をかけたのです。

国営の環球時報は社説で釘を刺しました。米国産チップに頼ることは、技術主権を手放すことだ。

環球時報は中国共産党機関紙が発行する新聞なので、その社説は北京の本音を読む窓口として通用
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します。代わりにファーウェイのAscendを買え、ということでした。米国通商代表部のグリアは、

記者たちの前で不快感を隠しませんでした。われわれはすでに1月に輸出を承認した、買うかどうか

は中国の主権的決定だ、と述べました。数十億ドルのニンジンを差し出したのに、相手は受け取ら

なかったのです。

なぜ拒んだのでしょうか。性能の良いチップを、25パーセントの通行税を払ってでも使えば、当面

は得です。けれどそのチップは、いつでもバルブを閉められるパイプにつながっています。一度そ

のパイプに身を縛れば、米国が閉める日に中国の人工知能も止まります。習近平の指導部は、その

従属を永遠の技術植民地と呼びました。この拒否は、2020年から中国が押し進めてきた双循環戦略

ともつながっています。外から入ってくるものに頼らず、内側で回る経済を育てるという路線です。

H200を一枚受け取った瞬間、その路線が砂の城のように揺らぎかねませんでした。効率が少し落ち

ても市場を閉じ、ファーウェイとカンブリコンが巨大な内需を食べて育つ道を選んだのです。

その腹の据わり方の下には、DeepSeekがありました。制裁で性能を縛られた旧型チップと600万ド

ル前後の費用で、米国ビッグテックが数十億ドルを投じて作ったモデルに匹敵する結果を出した中

国のスタートアップです。チップを止めれば人工知能も止まるというワシントンの前提は、その一

度でひび割れました。ハードウェアが足りなければソフトウェアで埋めることを、DeepSeekが示し

ました。計算を賢く減らすアルゴリズムで、チップの物理的な欠乏を飛び越えたのです。米国チッ

プなしでもやれるという確信が北京に広がり、その確信がH200を押しのけました。中国が本当に狙っ

たのは、厳しい条件が山ほど付いたH200ではなく、その上位にあるBlackwellまで規制を丸ごと解

かせることだった、という解釈も出ています。受け取らないことで盤面を揺さぶる計算です。

同じ1月、別の手が正反対に動きました。一方の部局が売上の4分の1を受け取って合法輸出を開く

一方で、司法省はH200を中国へ横流ししていた密輸組織を摘発し、起訴しました。合法では売ると

言い、密輸では捕まえるという矛盾が、同じ月に並んで起きたのです。合法的な大量購入を取りや

めた中国企業は、東南アジアと中東にペーパーカンパニーをつなげてチップを少量ずつ持ち込むか、

中東のクラウドサーバーに遠隔で接続し、演算能力だけを借りて使う道を開いていました。

米国が開いた扉の内側は空でした。その空席への答えは、ワシントンではなく深圳から上がってい

ました。

前の章

第7章 止まった船、猶予された手数料

次の章

第9章 ファーウェイの応答

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる
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第10章 50%ルール、最も静かな武器

2025年2月17日、北京のある会議室に習近平とテクノロジー企業の幹部たちが集まりました。その

場で、ファーウェイ創業者の任正非が報告しました。米国製装置を買えず、先端チップ生産が崩れ

るかもしれないという不安は、近ごろの突破口によって小さくなったというのです。彼は2,000社

を超える中国企業の連合を率い、2028年までに半導体バリューチェーンの70パーセントを国内で

つくると語りました。米国がH200への扉を開く11か月前のことでした。中国の答えは、すでに決

まっていました。

ここで少し、Ascendというチップが何なのかを見ておきます。Ascendはファーウェイがつくる人

工知能専用チップです。チャットボットや生成AIを訓練し、動かすには膨大な計算が必要ですが、

その計算を高速に処理する部品です。同じ役割は、米国企業NVIDIAのチップが世界市場で圧倒的に

担ってきました。ファーウェイのAscendは、そのNVIDIAチップに代わろうとして出された中国の

一手です。その一手がどうつくられたかを見ると、自立という言葉がどれほど荒く、危うい作業で

あるかが見えてきます。

ファーウェイの人工知能チップAscendは、設計をファーウェイが、製造をSMICが担います。設計

と製造を一社がすべて行うのではなく、分けて担う分業です。ファーウェイはチップの下絵を描き

ます。どの回路をどこに置くかを決めます。その下絵を実際のシリコン片の上に刻み、チップとし

て焼き出す仕事はSMICが行います。SMICは中国で最も進んだファウンドリー、つまり他社の設計を

受けてチップを受託生産する工場です。設計者と工場が一つの国の中にそろっていてこそ、自立に

なります。だからこの二者の同盟が、中国半導体自立の中心軸なのです。

もともとファーウェイは、Ascendを台湾TSMCの7ナノ工程でつくるつもりでした。TSMCは世界で

最も精密なチップをつくる台湾のファウンドリーです。7ナノという言葉は、チップ内の回路の線幅

がそれほど細いという意味で、線が細いほど同じ面積により多くの回路を詰め込めるため、チップ

は速くなり、効率も上がります。ところが第1次トランプ政権のとき、ファーウェイが米国の制裁リ

スト、つまりエンティティリストに載り、その道はふさがれました。エンティティリストは、米国

が安全保障を理由に名指しした企業のブラックリストです。ここに載ると、米国技術が入った物を

買うのが難しくなります。TSMCの先端工程にも米国技術が多く入っていたため、ファーウェイは正

面玄関からチップを受け取れなくなりました。
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ファーウェイは正面玄関が閉ざされると、脇の扉を開けました。いくつもの偽装関連会社を前に立

てたのです。偽装関連会社とは、表向きはファーウェイと無関係に見せながら、実際にはファーウェ

イが背後で動かす会社です。これらの会社が自分たちの注文であるかのように装い、TSMCにチップ

を発注しました。そうしてファーウェイはTSMCからAscend 910Bのロジックダイを200万個以上

抜き出しました。ロジックダイとはチップの中核となる脳のかけら、つまり実際に計算を行う部分

です。まだ完成したチップではなく、その中身です。そのダイ二つを束ね、高帯域幅メモリを付け

て、一つの910Cをつくります。高帯域幅メモリは、チップのすぐ隣に取り付け、データを高速に出

し入れする特殊なメモリです。人工知能チップは扱うデータが多いため、このメモリが詰まると、

脳がどれほど速くても飢えます。だからメモリを脳のそばにぴたりと置く先端パッケージング技術

が、チップの成否を分けます。

このように、脳のかけら二つとメモリを一つの塊に束ねる作業がパッケージングです。パッケージ

ングの過程で欠陥は出ますが、約75パーセントが生き残ります。100個をパッケージングすれば、

75個ほどが正常に出てくるという意味です。200万個のダイが、100万個前後の完成チップに変わ

る計算です。脳を二つずつ束ねるため数は半分になり、そこからパッケージングで一部が壊れるか

らです。メモリもあらかじめ蓄えていました。米国がメモリ規制を本格化させた2024年12月の直

前、偽装関連会社を通じてSamsungから1年分を超える量を買い集めました。扉が閉まる前に倉庫

を満たしておいたのです。

製造の重心は、家の中にあるSMICへ移りました。外からダイを抜き取る道はいつ閉ざされるかわか

りません。だから内側で自らつくる力を育てる必要がありました。上海のSN2工場は、2021年7月

から7ナノを動かしていました。米国の最初の装置規制より1年以上早い時点です。米国がかんぬき

をかける前に、すでに7ナノのラインが動いていたという事実は、中国がこれまで静かに準備してき

たことを示しています。

問題は装置でした。最も精密なチップをつくるには、EUVという露光装置が必要です。露光とは、

光で回路の模様をシリコンに焼き付ける工程です。写真を現像するように、光を当てて回路の絵を

刻みます。EUVは波長が極めて短い光を使い、とても細い線を一度で刻む機械ですが、オランダの

ASML一社だけがつくっており、米国が中国への流入を止めました。EUVという最先端の露光装置を

手に入れられなかったSMICは、一段低い装置で同じ場所を何度も刻む方法で7ナノをつくりました。

細い線を一度で引けないため、太い筆で同じ場所を重ねてなぞり、細く見せるようなものです。手

間がかかり、もう一度刻むたびにずれる危険が積み重なります。

その代償が歩留まりでした。歩留まりとは、つくったもののうち使えるものが出てくる割合です。

100枚を入れると、20枚前後だけが使える状態で出てきました。80枚は捨てるという意味です。同

じ場所を何度も刻むうちに、ずれによる不良が大量に出たのです。この詰まりを破るため、ファー

ウェイは自社工場と協力会社にため込んでいた米国製装置をSMICへひそかに移しました。足りない

装置を別の場所から引き寄せ、SN2に集中させたのです。装置を売った米国企業には、旧型チップ

だけに使っており、ファーウェイとは無関係だと説明しました。そうして7ナノの生産能力を引き上

げ、EUVなしで5ナノへ進む不確かな道まで試みています。7ナノよりさらに細い5ナノを、その細

い線を一度で引く機械もなしに、重ねて刻んでつくろうとしているのです。できるのか、できない

のか。まだ誰にもわかりません。

ここまで聞くと、自立はほとんど成し遂げられたように聞こえます。違います。
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チップの本当の力は、ハードウェアだけではありません。そのチップを動かすソフトウェアです。

どれほど優れた脳でも、それを動かす命令体系がなければ、鈍い石の塊です。開発者が人工知能モ

デルを組むと、そのコードをチップが理解できる言葉に変える橋が必要になります。その橋がソフ

トウェアの生態系です。NVIDIAはCUDAというソフトウェアの生態系を数十年かけて育てました。

世界の開発者たちはCUDAに慣れており、道具と例と知見が厚く積み上がっています。その厚みこそ

がNVIDIAの本当の堀です。ファーウェイのCANNは、まだ十分に熟していません。CANNはファー

ウェイがAscend用につくった、CUDAに対抗するソフトウェアです。橋は架かりましたが、ところ

どころ切れ、揺れています。

Ascend 910Bは書類上の性能では2019年のNVIDIA A100と似ていますが、ソフトウェアが不安定

でよく止まります。紙の上の数字では6年前のNVIDIAチップの水準に追いつきましたが、いざ動か

すとCANNが揺らぎ、停止します。数字どおりの価値を出せないのです。一時はDeepSeekでさえ、

Ascendは訓練用としては足りないと見ていました。DeepSeekは少ない資源で米国モデルに匹敵す

る結果を出した中国の人工知能企業です。その厳しい会社でさえ、Ascendではモデルを最初から訓

練するのは難しいと見たのです。チップが一世代遅れているというファーウェイ経営陣の言葉は、

泣き言ではありませんでした。

そこでファーウェイは、足りない一枚を多くの枚数で埋める道を選びました。チップ一つの効率が

落ちるなら、多数のチップを巨大に束ね、全体の演算力で追いつこうというのです。一人が弱けれ

ば、多くの人を並べて仕事を分けるようなものです。効率ではなく規模です。ただしチップを多く

束ねるほど、それらが互いにデータをやり取りする間に漏れる力も大きくなるため、この道もただ

ではありません。そこへDeepSeekが手を貸しました。制裁で縛られた旧型チップで米国モデルに匹

敵する結果を出したその会社が、自社モデルをAscend上でよく動くように整えてくれました。モデ

ルの側から、チップの弱点を避けるようにコードを直したのです。ファーウェイは世界的な開発者

ツール財団にも入り、世界のコードが自社チップを支えるよう、生態系に割り込んでいきました。

CUDAが築いた厚みを、時間をかけて少しずつ自分たちの側へ引き寄せようとしているのです。

米国が扉を開けているのに、中国はなぜあえてこの険しい道を進んだのでしょうか。

米国が開いた扉には、通行料が付いていました。売上の4分の1です。NVIDIAが中国にH200を売れ

ば、その売上の25パーセントを米国政府が取ることになっていたのです。そしてその扉は、ワシン

トンの一度の決定で再び閉じられます。米国はこれまでチップ輸出を緩めたり締めたりしてきまし

た。いったんそのパイプに身を縛れば、閉められる日に中国の人工知能も止まります。中核インフ

ラの命綱を他人の手に握らせるのと同じです。習近平指導部はその従属を受け入れるより、歩留ま

りが低く、ソフトウェアがまだ未熟な自国チップを100万個単位で積み上げるほうを選びました。

効率は失っても、主権は守る道です。

とはいえ、この選択がファーウェイの完全な勝利を意味するわけではありません。自国チップへ切

り替えた代償は、そのまま残ります。効率の低いチップをより多く、より多くの電力で動かさなけ

ればなりません。ソフトウェアはいまも揺れており、5ナノへの道は霧の中です。Ascendをどれほ

ど積み上げても、NVIDIAの最新チップにはしばらく追いつけません。ファーウェイがいま束ねてい

る規模でも、米国が解いたH200水準のチップを超えるまでには、さらに2年ほどかかるというのが

冷静な診断です。中国はその2年の差を知りながら、その差に耐えるほうを選んだのです。
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米国がH200で投げたものは、にんじんでした。中国はそのにんじんを受け取りませんでした。代わ

りに、密輸したダイと、ひそかに移した装置と、ため込んだメモリで、自分たちの手でこね上げた

チップを選びました。完成度が落ちると知りながら、そうしました。米国が開いた扉の内側が空だっ

た理由は、深圳と上海の工場にありました。

前の章

第8章 H200、米国が開き、中国が閉じる

次の章

第10章 50%ルール、最も静かな武器
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前の章

第9章 ファーウェイの応答

次の章

第11章 サムスンとSKが立つ場所

米国が偽装会社を一つ見つけ出し、制裁リストに載せるまでには数カ月かかります。中国が書類の

上に新会社を一つつくるには、数日で足ります。ファーウェイも、SMICも、リストに載った企業は

この速度差に入り込みました。一つの道がふさがれれば、隣に新しい穴を開けました。米国がハン

マーを振り上げると、別の場所から頭が出ました。終わりのないモグラたたきでした。

このゲームの舞台から見てみます。米国商務省の中には、産業安全保障局という部局があります。

英語の略称でBISと呼ばれます。ここが運用しているリストがエンティティ・リストです。日本語に

移せば、輸出制限リストです。このリストに名前が載った企業と取引するには、米国企業は政府の

許可を別に得なければなりません。許可はたいてい下りません。米国技術が敵対国へ流れ込むのを

防ぐ防壁が、このリストでした。

防壁には隙間がありました。リストは名前を書く方式だからです。名前を書かれた会社だけが止め

られます。そこでファーウェイとSMIC、そしてメモリをつくるYMTCのような企業は、中国各地に

偽装系列会社とペーパーカンパニーを設けました。ペーパーカンパニーとは、実際の工場も従業員

もほとんどなく、書類上だけで存在する会社です。名前がリストにないこれらの会社が前に出て、

米国産の半導体装置と部品を代わりに買い集めました。そうして買った物は、裏でファーウェイと

SMICへ流れていきました。非対称性はここで生まれます。米国が新しい偽装会社を一つ見つけ出し、

調査し、リストに載せるまでには数カ月かかるのに、中国が新しいペーパーカンパニーを一つつく

るには数日で足りました。防ぐ側は遅く、破る側は速かったのです。モグラたたきという言葉は、

そこから出てきました。

2025年秋、米国商務省産業安全保障局は、そのゲームを一気に終わらせる規則を一つ取り出しまし

た。名前は長く、乾いていました。特定の掲載企業の系列会社を含むよう、最終使用者規制を拡大

する。市場はそれを短く呼びました。50%子会社ルール。

仕組みはわかりやすく、容赦のないものでした。

制裁リストに載った企業が株式を50%以上持つ会社は、名前が何であれ、自動的に同じ規制対象に

なります。米国は偽装会社の名前を一つ一つ探し出す必要がなくなりました。ファーウェイが半分

を超えて所有している場所なら、看板が何であれ、一括して規制網に縛られます。上から下へ降り

ていく汚染です。親会社がリストにあれば、その下の影の会社たちも次々に一緒に鍵をかけられま

す。数日でつくっていた新会社が、つくった瞬間にすでに閉じ込められるようになったのです。
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方向が大切です。汚染は上から下へ流れます。リストに名前を書かれた親会社が、自分が株式の半

分以上を握る子会社を引きずり下ろし、一緒に規制網へ閉じ込めます。下にある小さな子会社一つ

が、上にある親会社全体を汚す構造ではありません。逆です。親が子を染めるのであって、子が親

を染めるのではありません。株式50%という一本の線が基準です。ファーウェイやSMICがその線を

超えて握っている会社なら、会社名が何であれ、どこにあれ、同じ網に一括して入ります。米国の

規制当局がペーパーカンパニーの名前を一つ一つ探し、リストに書き込む手間が消えたのです。モ

グラたたきのハンマーは、モグラが顔を出す穴全体をあらかじめ覆う方式へ変わりました。

この武器が怖い理由は、騒がしくないことにあります。

関税は数字で目に見えます。100%、25%、新聞の一面に刻まれます。関税をかければ、どの国が

どれだけ引き上げたかがすぐに見出しになります。報復が行き交い、交渉が始まります。ところが

50%ルールは、定義を一行変えただけです。株式の半分という基準線一つで、見えなかった調達網

全体が丸ごと規制対象になります。爆発音もなく、見出しもありません。ただ、ある日からそれら

の会社が米国技術に手を触れられなくなるだけです。最も静かに、最も広く縛る網でした。

この網は、米国内だけで広がるものでもありません。米国には外国直接製品規則というもう一つの

刃があります。英語の略称でFDPRと呼ばれます。米国外でつくられた物でも、つくる過程に米国技

術や米国産装置が入っていれば、米国の規制を受けさせる規則です。半導体は米国技術なしにつく

ることが事実上不可能です。だから韓国であれ、オランダであれ、日本であれ、同盟国企業がつくっ

たチップでもこの規則に縛られます。50%ルールで新たに網にかかった中国企業は、米国企業だけ

でなく、FDPRに縛られた世界中の企業との取引まで一括して断たれます。静かな定義の一行が地球

の反対側の工場まで届く理由は、ここにあります。

ところがこの網は、広げてから一カ月余りでまた畳まれました。

中国が握り返す手を持っていたからです。2025年10月、中国商務部は公告第61号を取り出しまし

た。レアアースを狙った措置でした。レアアースは戦闘機、ミサイル、潜水艦の磁石とモーターに

入る金属です。世界の精製量の大半を中国が握っています。公告第61号は、中国の外でつくられた

製品でも、中国産レアアースがごくわずかでも混ざっていれば、中国政府の許可を受けなければ輸

出できないようにしました。米国の防衛産業をそのまま人質に取ったのです。米国が50%ルールで

中国半導体の首を締めようとしていたその頃、中国は公告第61号で米国防衛産業の首をつかみまし

た。一方はチップを止め、もう一方は資源を止めました。二つの手が互いの首に届いた場所で釜山

が開かれ、二つの武器は同じテーブルの上で、ともに鞘へ収められました。

2025年10月末、大韓民国の釜山で、トランプ大統領と習近平国家主席が向かい合って座りました。

世界経済が崖の端まで押し出された場所でした。取引の核心は、二つの武器の交換でした。米国は

50%ルールの施行を1年遅らせました。2025年11月10日から2026年11月9日まで。中国はその

代価として、レアアースの域外規制を止めました。半導体の刃と資源の手が、同じ日、同じ時刻に

引かれたのです。チップを止める刃と資源を握る手を、同じテーブルの上で1年間同時に下ろした取

引でした。

この猶予は廃棄ではありませんでした。法的には二つは違います。廃棄は規則そのものをなくすこ

とで、猶予は決まった日に刃がまた出てくることを前提に、しばらく止めることです。規則には二
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つの段階が埋め込まれていました。第1段階は1年の停止です。2025年11月10日から2026年11月

9日まで、50%ルールが加えた変更事項のすべてが一時的に止まります。第2段階は2026年11月

10日、止まっていた規制が期限なしに蘇ります。商務省は猶予期間中も、これらの会社を見続ける

と規則に書き込んでいました。刃を置いたのではなく、もう一度振るう場所を見ながら、しばらく

止まったのです。

同じ合意をめぐって、二つの国の言葉は分かれました。ホワイトハウスはこれを歴史的勝利と呼び

ました。中国のどの公式文書にも、50%ルールの猶予という言葉は一度も出てきませんでした。む

しろ中国外交部と商務部は、米国が輸出規制品目を3,000個も握っていながら、900個しか持たな

い中国を責めるのは二重基準だと反論しました。譲歩に見えるものを譲歩と呼ばないやり方で、北

京は面子を守りました。最も静かな武器が止まった事実さえ、最も静かに処理されたのです。

止まった1年は、中国にとって倉を満たす時間でした。刃がまた出てくる日付を知っている以上、ファ

ーウェイとSMICの備蓄はむしろ速まるほかありません。実際にファーウェイは、米国の高帯域幅メ

モリ規制が発効する直前、4カ月の隙間を使い、ペーパーカンパニーを動員して韓国産メモリを1年

分以上買いだめした前歴があります。高帯域幅メモリは、人工知能チップに付いてデータを速くや

り取りさせる部品です。英語の略称でHBMと呼ばれます。人工知能演算の速度を左右するため、中

国が喉から手が出るほど欲しがる物です。氷河期が来る日を知っている者が、倉をいっそう激しく

満たすのは当然です。

そしてこの時計は韓国にもかかっています。規則が蘇れば、韓国の装置企業と素材企業は、取引相

手が制裁企業の半分を超える子会社なのか、株式構造を一つ一つ掘り返さなければなりません。取

引先一つ一つの株主名簿を開き、ファーウェイやSMICの持ち分が半分を超えているかを確認しなけ

ればならないのです。知らずに渡せば、米国の制裁違反になります。このコンプライアンス監視の

負担を、釜山が1年遅らせただけでした。

2026年11月10日、最も静かな武器が再び作動します。その日、同じ場所で、韓国のメモリ企業は

すでに刃の上に立っていました。

前の章

第9章 ファーウェイの応答

次の章

第11章 サムスンとSKが立つ場所
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次の章

12章 0.1%の網

人工知能チップの速さは、メモリで決まります。高帯域幅メモリ、略してHBMと呼ばれるこの部品

が、チップの血管です。そしてその血管をつくる会社は、事実上二つしかありません。SKハイニッ

クスとサムスン電子です。2024年時点で、この二社を合わせると世界のHBMの9割をつくっていま

す。米国のマイクロンは一桁台にとどまります。世界が人工知能へ走っていくなか、その燃料を送

り込む手は韓国にありました。

HBMとは何か。そこから見ていきます。人工知能チップの仕事は、膨大な量のデータをすばやくや

り取りすることです。どれほど速い演算装置があっても、その装置にデータを間に合うよう運べな

ければ意味がありません。HBMは、そのデータを運ぶ道です。普通のメモリを一本の長い道路だと

すれば、HBMは何層にも上へ積み上げ、一度にデータを流す立体高架道路です。人工知能アクセラ

レーター一つの製造原価のうち、このメモリが半分近くを占めると見られています。エヌビディア

がつくるチップがどれほど高価でも、その中に韓国産HBMが入っていなければ、値段に見合う力は

出せません。世界の人工知能の心臓が動くには、韓国の手を通らなければならなかったのです。

圧倒的なシェアでした。ところがそのシェアは、武器ではなく標的になりました。

世界のHBMの9割を一つの国がつくるということは、その国を押さえれば人工知能の流れ全体を締

め上げられるということでもあります。米国が中国の人工知能を止めようとしたとき、中国へ向か

うすべてのチップを一つひとつ追う必要はありませんでした。そのチップの血管を供給する手、つ

まり韓国の二社だけを取り締まればよかったのです。強い札がそのまま弱い場所になるという逆説

は、ここから始まります。

2024年12月2日、米国商務省がHBMを初めて規制リストに載せました。規制リストとは、米国政

府の許可なしには特定の物を特定の国へ売れないよう縛る一覧です。一度その一覧に載れば、自社

の製品であっても自由には輸出できません。狙った先は明らかでした。自前の人工知能チップをつ

くるファーウェイと、それを製造するSMICです。ファーウェイは米国の制裁を受けてきた中国の通

信機器会社であり、SMICはそのチップを実際に生産する中国最大の受託生産工場です。問題は、そ

のチップのメモリを韓国が供給していることでした。

米国が規制の物差しにしたのは、メモリがデータを流す速度でした。一定の速度を超えるメモリは

規制対象となり、その基準に届かない古いメモリだけを厳しい条件付きで例外扱いにする方式でし

た。いま人工知能に使われる先端HBMは、その基準をすべて超えます。結局、事実上すべての新型
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HBMの中国向け輸出が止まったことになります。止まった先は中国本土だけではありませんでした。

米国が懸念対象として束ねた複数の国まで、同じ網に入りました。

米国は海外直接製品規則という論理を持ち出しました。この規則の仕組みを知らなければ、この章

の残りは理解できません。普通、一国の輸出規制は自国でつくった物にだけ及びます。ところが海

外直接製品規則は、その手を国境の外へ伸ばします。他国で、他国の会社がつくった物であっても、

それをつくる過程で米国の技術や装置が一度でも使われていれば、米国の許可の下に置くという論

理です。半導体をつくる装置では、米国企業が核心を握っています。サムスンとSKがHBMを生産す

る工場にも、その米国製装置が入っています。だから韓国の工場で韓国企業がつくったHBMであっ

ても、つくる過程で米国製装置が使われたのだから、米国の許可を受けよというわけです。

米国は、自国と同じ規制体系を備えた33の同盟国には、この規則を免除しました。欧州の多くの国、

日本、オーストラリア、英国などです。味方だと認め、規制の手を引いたのです。その免除リスト

から、世界最大のHBM生産国である韓国が外れました。台湾、シンガポールなど、ほかの生産国と

一緒でした。世界のHBMの9割をつくる国が免除対象から外れたのですから、偶然とは見にくいも

のでした。米国当局者は、その除外が韓国を日米韓の共同規制に引き込むための圧力だったと明か

しました。免除というにんじんを韓国の前からだけ取り去り、米国が主導する規制協定に入れと押

したのです。自分の国でつくった物を売るときでさえ、韓国企業は米国政府の許可印を受けなけれ

ばならない立場になりました。

かんぬきは、そこで終わりませんでした。

サムスンとSKは、中国の中にも巨大な工場を置いています。サムスンは西安でNANDフラッシュを

つくり、SKは無錫でDRAMを、大連でNANDをつくっています。NANDフラッシュはデータを保存

するメモリであり、DRAMはコンピューターが仕事をしている間、一時的にデータを置いておくメ

モリです。二社が2020年ごろ中国施設に注ぎ込んだ金は、200億ドルを超えます。韓国ウォンで

28兆ウォンを超える規模です。一度工場を建てれば、簡単には移せません。その金は中国の土地に

打ち込まれ、抜けない費用になりました。

これまでこの工場は、検証済みエンドユーザーという資格によって、米国製装置を一件ずつ許可を

受けずに持ち込むことができました。検証済みエンドユーザー、英語でVEUと呼ばれるこの資格は、

米国が信頼できると認めた会社に与える一種の通行証です。この通行証があれば、装置を一つ入れ

るたびに米国へ別途許可を求める必要はありませんでした。サムスンとSKの中国工場は、長い間こ

の通行証で動いてきました。2025年9月、米国はその資格を取り上げました。その年の末に効力が

発生しました。通行証が消えた場所には、毎年審査を受けるサイトライセンスが入りました。これ

から二社は、毎年どの装置をどれだけ入れるのかを米国に前もって提出し、審査を受けなければな

りません。しかも米国は線を引きました。既存工場を動かす許可は出すが、生産能力を増やしたり

技術を高度化したりする許可は出さない、というのです。動いていた機械はそのまま動かしてよい

が、新しい機械をさらに入れたり、よりよい工程へ替えたりする道は塞いだのです。中国工場は止

まりはしないが、これ以上育つこともできないよう縛られました。

これが二重の露出です。一方には米国があり、もう一方には中国があります。
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中国は韓国メモリの最大市場です。韓国の半導体輸出の半分前後が中国へ向かいます。中国と香港

を合わせれば、その比率はさらに上がります。韓国メモリが売られていく場所こそ、その規制の対

象国であるところに悲劇があります。米国が止めろと言う場所が、韓国の食い扶持なのです。同時

に韓国は、米国のCHIPS法に押され、米国本土にも工場を建てています。CHIPS法は、半導体工場を

米国内へ引き寄せるために米国がつくった法律です。補助金を出す一方で、供給網を米国内に置け

と迫る二つの顔を持っています。サムスンはテキサス州テイラーに、SKはインディアナ州に新しい

工場を建てているところです。米国に工場を建てれば、韓国や台湾に建てるより平均30パーセント

余計にかかります。中国に縛られた埋没費用と、米国が差し出す投資請求書。二枚の請求書を同時

に受け取ったのです。中国に注いだ金は引き抜けず、米国が求める新しい金はより高くつくことに

なりました。

上下からも押されました。先端HBMは米国の規制に阻まれ、上が閉じました。いちばん高く、いち

ばんよいメモリをつくる道を米国が塞いだということです。その下では、中国の長鑫メモリが政府

補助金を背に汎用DRAMを安値で大量に出し、市場を削っていきました。長鑫メモリは中国が育て

たメモリ会社です。先端製品はまだつくれませんが、広く使われる汎用メモリを政府の金で支えな

がら安く放出しました。上では高価な市場を米国に阻まれ、下では安い市場を中国に押される形で

す。上は塞がれ、下は押されるサンドイッチでした。

釜山が、しばらく息をつかせてくれました。2025年10月末、トランプと習近平が釜山で会った第1

回首脳会談でした。二つの国は、互いの首を締めていた武器を同じ重さで取り替えました。中国は、

世界の供給網を止めかねないレアアース輸出規制を1年間停止することにしました。レアアースは半

導体工程にも入る鉱物です。その供給が切れれば、韓国の工場も止まりかねませんでした。その代

わりに米国は、50パーセントルールの施行を1年先送りしました。50パーセントルールとは、制裁

対象企業が持分の半分を超えて持つ子会社まで、自動的に規制リストへ引き込む規則です。この規

則が生きていれば、韓国企業は取引する中国企業が制裁対象の偽装子会社ではないか、持分を一つ

ひとつ調べて確かめなければなりません。50パーセントルールが1年止まったことで、取引相手の

持分構造を一つひとつ調べる負担は先送りされ、レアアース規制が解けたことで工場が止まる危機

も避けられました。しかしその停止には、2026年11月10日という満了日が打ち込まれていました。

止まった刃は、1年後に正確に同じ場所へ戻るよう設計されていたのです。

続く北京会談は、半導体をまったく扱いませんでした。2026年5月、二人の首脳が再び向き合った

第2回会談でした。釜山で先送りされた期限を延ばす合意を韓国企業は待っていましたが、そのよう

な合意は出ませんでした。関税休戦すら延長されませんでした。トランプ本人が、その問題を議論

さえしなかったと明らかにしました。米国はH200の扉を開きましたが、中国は買いませんでした。

H200はエヌビディアがつくった次世代人工知能チップです。米国はそのチップを中国に条件付きで

売れる道を開きましたが、中国は一つも買いませんでした。米国製チップに再び縛られるくらいな

ら、効率が落ちても自国のチップへ行くという選択でした。一方は米国製チップを中心に、もう一

方は中国製チップを中心に別々に回る世界が固まりました。平行宇宙でした。その二つの宇宙のあ

いだに、韓国が挟まりました。

サムスンとSKは、人工知能時代全体がその上で回る札を手にしています。世界のHBMの9割です。

ところが、その札をどう使うかは自分たちで決められませんでした。米国が免除リストから外せば

外されたまま、中国が鉱物を手に取れば緊張したまま、二人の巨人の処分を待ちました。いちばん

強い札を握りながら、いちばん弱い場所に立ったのです。その場所についての話は、この本の最後
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の部で正面からもう一度開かれます。

前の章

第10章 50%ルール、最も静かな武器

次の章

12章 0.1%の網

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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�4� 12章 0.1%の網

第4部 資源とエネルギー、対称報復の時代

12章 0.1%の網

前の章

第11章 サムスンとSKが立つ場所

次の章

第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

2025年5月、シカゴのフォード工場が1週間止まりました。エクスプローラーを作っていたライン

でした。車が売れなかったからではありません。部品が一つなかったからです。正確に言えば、そ

の部品の中に入る磁石がなかったからです。その磁石を強く支えるレアアースが、中国から届かな

かったのです。フォードの最高経営責任者は、レアアースの供給は一日先も読めないと言いました。

まず、レアアースという言葉からほどいてみます。名前は土の中でも珍しいものという意味を含ん

でいますが、実は地中にそこまで少ないわけではありません。問題は掘り出し、選り分ける作業で

す。いくつもの金属が混ざった形で出てくるため、一つひとつ切り離すには化学工程を何十回も重

ねなければなりません。その工程は汚く、危険で、金がかかります。世界の大半の国が手を引くあ

いだに、中国がこの仕事を引き受けてきた理由はそこにあります。採掘と精錬、磁石の製造まで、

ほぼ一手に握ることになったのです。

この金属はなぜ大切なのか。その秘密は磁石にあります。レアアースで作った永久磁石は、小さく

軽いのに力が強い。電気自動車のモーターを回し、風力発電機の羽根を動かし、ミサイルの向きを

決めるジャイロスコープの中で働きます。ジスプロシウムとテルビウムは、その磁石が熱くなって

も磁性を失わないように支えます。モーターが熱を帯び、エンジンが火を噴く場所ほど、この二つ

の元素は欠かせません。イットリウムはレーダーシステムとジェットエンジンのタービンブレード

に使う高温セラミックコーティングに使われます。ひとつかみにも満たない粉が、兵器の心臓に埋

め込まれているのです。

米国防総省はこうした元素を黄金のネジと呼びます。ゴールデン・スクリュー。一つ抜けただけで

全体が止まるネジです。机を思い浮かべればわかります。天板がどれほどよく、脚がどれほど頑丈

でも、その二つをつなぐネジが一本なければ、机は立ちません。兵器も同じです。ジスプロシウム

とテルビウムはミサイル誘導装置と電気モーターに入ります。イットリウムはジェットエンジンの

タービンとレーダーに使われます。F-35戦闘機1機に使われるレアアースは417キログラムです。

イージス駆逐艦1隻には2,000キログラムを超える量が入ります。見えません。しかし抜ければ兵器

は止まります。

このネジを握る手が、2025年4月4日に初めて動きました。

中国商務部が公告第18号を出しました。正式名称は、一部の中希土類関連品目に対する輸出管理実

施の決定です。法的根拠として、輸出管理法、対外貿易法、税関法、そして両用品目輸出管理条例
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が動員されました。両用品目とは、民間にも軍事にも使われるデュアルユース品目を指します。同

じ磁石が電気自動車にも、ミサイルにも入る。そう名づければ、管理する名分が生まれます。サマ

リウム、ガドリニウム、テルビウム、ジスプロシウム、ルテチウム、スカンジウム、イットリウム。

七つの中希土類とその磁石を輸出管理の対象に載せました。元素だけを止めたのではありません。

それで作った合金、酸化物、磁石まで細かく分け、縛りました。サマリウム一つを見ても、金属サ

マリウムはもちろん、サマリウムコバルト合金、サマリウム鉄合金、各種ターゲット材、酸化サマ

リウムとその混合物まで、漏れなくリストに載りました。逃げ道を残さないための、目の細かい網

でした。

世界は数週間で揺らぎました。米国、欧州、日本の自動車工場が止まり始め、フォードのラインは

その一つでした。戦略国際問題研究所は、5月時点で中国が家電製品からF-35の生産まで広く使わ

れる重要鉱物と合金16種類の輸出を締めつけたと集計しました。追い込まれた米国は90日間の休戦

を結び、供給をかろうじて戻しました。息はつけましたが、仮のものでした。90日という数字は、

そのまま次の衝突の日付を先に線で引いたようなものでした。

その90日が終わった10月、釜山会談を数日後に控えて、中国はさらに重い刃を抜きました。今度は

刃先が国境の外へ伸びました。

10月9日の公告第61号でした。正式名称は、域外関連レアアース品目輸出管理実施の決定です。域

外という二文字が核心です。自国の中で起きることだけを治める普通の法律とは違い、この公告は

中国の外で、外国人が外国の物を扱う取引にまで手を伸ばします。核心は一行の数字でした。0.1%。

中国の外で作った物であっても、その中に含まれる中国産レアアースの価値が完成品の価値の0.1%

を超えれば、中国政府の許可を受けなければ売れません。言い換えれば、こうなります。韓国の工

場で作った物に中国産の粉が0.1%混ざっただけでも、北京の許しを受けなければ売れない。そこに

加えて、中国産レアアースを採掘し精錬する技術を使って外国で作った物も、中国産レアアースを

第三国へ再輸出することも、すべて許可の対象になりました。物と技術と経路。その三つを一度に

絡め取ったのです。そして米軍のような海外の軍事利用者に向かう申請は、原則として許可しない

と釘を刺しました。管理リストや注視リストに載った企業、その企業が持ち分の半分を超えて握る

子会社まで、同じ列に縛られました。

この論理は見知らぬものではありませんでした。米国が作ったものでした。

米国はずっと前から、海外直接製品規則という刃を使ってきました。英語の頭文字を取ってFDPRと

呼びます。米国の技術や装置が少しでも使われた物なら、世界のどこで作られたとしても米国の管

理に従えという規則です。働き方はこうです。韓国や台湾の工場で作った半導体であっても、その

中に米国製の設計や装置の痕跡があれば、米国はその物の行き先を決めることができます。ファー

ウェイの息の根を締めた、まさにその刃です。米国はこの規則一つで、外国企業がファーウェイに

チップを売れないようにしました。中国はその刃をそのまま写し、レアアースに向けました。米国

が半導体でやったことを、中国が鉱物で返したのです。分析家たちはこれを中国版FDPRと呼びまし

た。戦略国際問題研究所も、この0.1%規則と域外適用を、新しく厳格な海外直接製品規則だと定義

しました。

網が本当に恐ろしい理由は、別にありました。中国は米国を直接止める必要がなかったのです。
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外国企業は選ばなければなりません。中国産レアアースという唯一の原料供給線を守るのか、米国

の顧客を守るのか。しかも中国の許可制は、中国産レアアースを買う輸入者に、その物が最後には

誰の手に渡るのかまで追跡し、報告するよう求めます。隠れる場所はありません。米国の顧客に売っ

て摘発されれば、原料が切れます。だから企業は、自分で米国との取引を減らすほうが安全だと計

算するようになります。中国が禁輸措置を出さなくても、第三国の企業が自ら米国から足を引くの

です。北京は指一本動かさず、他人の手で米国を孤立させる仕組みを作りました。管理の執行を、

外国企業の自己検閲に押しつけた形です。

欧州が先に震えました。欧州政策分析センターはこの衝撃を、欧州の戦慄と名づけました。自分た

ちの供給網の中に中国産レアアースが何%混ざっているのかを点検するパニックが広がりました。

ドイツのラインメタルは戦車用磁石の原産地を緊急監査し、フランスのタレスはレーダー部品を追

跡するのに2か月を費やしました。日本経済新聞はこれについて、鉱石ではなく技術が人質になった

という分析を出しました。資源を奪われるだけでなく、その資源を扱う腕前まで北京の許しの下に

置かれた、という意味です。

市場はすぐに反応しました。管理の知らせが伝わった翌日、ロッキード・マーチン、レイセオン、

ノースロップ・グラマンといった米国防衛企業の時価総額470億ドルが、一日で消えました。砲弾

を一発も撃たず、許可権限一つが数十兆ウォンを吹き飛ばしたのです。米国防兵站局が持つ備蓄は、

ジスプロシウムで14か月分、スカンジウムは5か月分にすぎませんでした。倉が空になっていくの

に、新しく満たす道がふさがれた形でした。米国が長く振るってきた刃が、まったく同じ形で自分

に返ってきたのです。

そしてその網の真ん中に、韓国がありました。韓国はレアアースの80%から90%を中国から輸入し

ています。電気自動車のモーターに使うマグネシウムはほぼすべて、半導体用の酸化タングステン

も10のうち9が中国産です。現代自動車と起亜の電気自動車モーターに入る永久磁石、バッテリー

正極材を作る会社の調達経路が、中国産の鉱物と加工素材につながれています。もしサムスンやSK

が作ったメモリーに中国産鉱物が微量に混ざり、それが米国の国防網へ流れれば、中国は韓国への

鉱物供給を合法的に断つことができるようになります。ここでいうメモリーとは、人工知能チップ

に付く高帯域幅メモリー、つまりHBMのことです。いくつものメモリーを上に積み、データを一度

に速く運ぶ部品で、いま世界が人工知能にすがるなか、韓国企業がほぼ独占するように作っている

物です。その出口までも、北京の判の下に置かれるという意味です。米国に売ろうとして中国に打

たれ、工場が止まる場所。二頭の鯨のあいだで背を裂かれる小エビの場所でした。

釜山がこの網を1年、たたみました。2025年10月末、崖っぷちで向かい合ったトランプと習近平は、

交換を成立させました。中国は公告第70号で第18号と第61号の施行を暫定的に中止し、米国はそ

の代価として50%ルールを止めました。50%ルールとは、管理対象企業が持ち分の半分を超えて持

つ子会社まで同じ管理を受けるようにする米国側の規則です。互いに握った刃を同時に鞘に収める

ことにしたわけです。トランプは会談直後、すべてのレアアース問題は解決されたと宣言しました。

ところが中国は網をたたみながらも、片方の紐を手に握っていました。軍需用へ流れる物だけは最

後まで選り分ける、別の装置を残したのです。表では管理を解いても、米軍と防衛産業へ向かう閂

の一つは最後まで自分で握る、という意味でした。0.1%の網は消えたのではありません。2026年

11月10日にまた広がるよう、折りたたまれているだけでした。

前の章
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第11章 サムスンとSKが立つ場所

次の章

第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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�4� 第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

第4部 資源とエネルギー、対称報復の時代

第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

前の章

12章 0.1%の網

次の章

第14章 ホルムズと中露連帯

2017年、カリフォルニア州とネバダ州の境にあるモハーヴェ砂漠に、従業員わずか8人の鉱山があ

りました。マウンテン・パス。1980年代まで世界一だったアメリカ希土類の心臓でした。中国の低

価格攻勢に原価を合わせられず、採掘を止め、破産裁判所の管理下に置かれていました。ジェーム

ズ・リティンスキーがその鉱山を買い取ったとき、会計システムさえありませんでした。

マウンテン・パスの来歴は、アメリカ希土類の栄枯そのものでした。かつてアメリカは、希土類を

掘り、分離し、精製する仕事を自国の土地でまかなっていました。その中心がこの鉱山でした。と

ころが中国産の希土類は、アメリカ産よりはるかに安かったのです。原価を合わせられなくなると、

アメリカは採掘を止めました。一つの国が、一つの産業から丸ごと退いたのです。リティンスキー

が連邦判事の管理下にあったこの廃鉱を買い取ったとき、従業員は8人でした。けれどもその後の8

年間で、この鉱山は約1,000人を抱える世界第2位の希土類鉱山としてよみがえりました。アメリカ

の土地で掘り、分離し、精製まで一カ所でこなす唯一の施設になったのです。

8年後、その鉱山に米国国防総省が入ってきました。

2025年7月10日の朝、MPマテリアルズは投資家向けの電話会議を開きました。国防総省と変革的

な官民パートナーシップを結んだという発表でした。核心は一行でした。アメリカ政府が民間の上

場企業の株式を直接買い取り、筆頭株主になる。国防総省は4億ドルを投じて転換優先株を買い、新

株予約権まで手にして、15パーセントの持ち分で会社の最大株主の座に上がりました。自由市場の

本場で、国家が企業の持ち主になったのです。

この出来事がどれほど異質なのか、見ておきます。転換優先株とは、会社が新たに発行して売る株

式で、決められた価格で普通株に替えられる権利が付いています。新株予約権は、将来、決められ

た価格で株を買い増せる権利です。国防総省はこの二つを同時に握りました。1株あたりの転換価格

は30.03ドルに固定され、二つをすべて普通株に替えるとすれば、国防総省の手に入る持ち分は全

体の15パーセントでした。アメリカは、企業が倒れても国家が救う国ではありませんでした。自由

市場を誰よりも大きな声で唱えてきたその国の政府が、兵器に使う鉱物のために、一つの会社の筆

頭株主になりました。

株式より重かったのは、国防総省がかけた二つの10年の約束でした。
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一つは価格の下限でした。永久磁石の核心原料であるネオジム・プラセオジムについて、国防総省

は1キログラムあたり110ドルの最低価格を保証しました。市場価格がそれを下回れば、差額を国防

総省が埋めます。もう一つは購入保証でした。新しく建てる工場から出る磁石を、10年間すべて買

い取るか、売れるようにするというものでした。市場のリスクを国家が代わりに背負ったのです。

価格の下限がどう働くのか、ほどいてみます。ネオジム・プラセオジムは強い永久磁石を作る原料

です。電気自動車のモーター、風力発電機、そして戦闘機やミサイルに入る磁石がここから生まれ

ます。価格が揺れれば、作る会社は持ちこたえられません。そこで国防総省が線を引きました。1キ

ログラムあたり110ドル。市場価格が80ドルに落ちようと、49ドルまで崩れようと、会社は110ド

ルを受け取ります。足りない差額は国防総省が満たします。購入保証は、その傘のもう一方です。

作っても売れなければ意味がありません。だから新工場から出る磁石を、10年間すべて買い取るか、

売れるようにするとしたのです。価格も支え、売れることも支える。市場が背負っていたリスクを、

国家が丸ごと引き受けました。

なぜ国家はここまでしたのでしょうか。中国の価格が理由でした。

中国がネオジム・プラセオジムを作る原価は、1キログラムあたり50ドルほどです。アメリカが自

前の生産を試みると、中国は価格を押し下げました。2024年に170ドル台だった価格を、49ドル

まで落としました。自分たちの原価よりも低い価格です。損をしながら売る理由は一つでした。ア

メリカ企業が芽を出す前に、その芽を枯らすことです。あるアメリカ企業の幹部は公聴会で証言し

ました。精製施設を動かし始めようとした瞬間、中国が価格を原価の二段下まで崩し、資本を干上

がらせた、と。国防総省の110ドルの下限が、その問題をテーブルから片づけたのだと述べました。

こうした手法には名前があります。略奪的な価格切り下げです。しばらく損をしてでも価格を原価

より下に落とし、競争相手を枯らして殺し、競争相手が消えれば再び価格を上げて元を取る方式で

す。アメリカが自前の生産網を作ろうとすると、中国の生産者たちに市場へ物量を注ぎ込めという

指示が下ったと、公聴会資料は伝えています。49ドルは、作るのにかかる50ドルより1ドル低い価

格です。作れば作るほど損をしながら売った、ということです。まさに精製設備を動かそうとして

いた会社にとっては、入ってきていた投資が途切れた瞬間、そのまま崩れ落ちます。国防総省の

110ドルの下限は、その刃先を止める盾でした。

国家がリスクを取り払うと、民間資本が戻ってきました。国防総省はこれに加えて、マウンテン・

パスの重希土類分離能力を育てるため、1億5,000万ドルを別に貸し出すことにしました。そうして

国家が床を敷くと、JPモルガンとゴールドマン・サックスが10億ドルを貸すことを決め、5日後に

はAppleが5億ドルを携えて来て、リサイクル磁石を作ることになりました。政府が一つ呼び水にな

ると、干上がっていた資本が再び流れました。ポンプが水を汲み上げるには、先に一杯の水を注い

でやらなければなりません。国家がその一杯を注ぐと、危なくて遠ざかっていた民間の資金が列を

なして入ってきました。購入保証の対象になった二つ目の磁石工場は、10X施設と呼ばれます。

2028年の完成を目指しており、建ち上がればアメリカ国内で作る希土類磁石の生産能力は年1万ト

ンに達します。この反撃は一つの会社にとどまりませんでした。アメリカは1年の間に国防総省、商

務省、エネルギー省など五つの機関を動員し、鉱物供給網に73億ドルを注ぎ込み、サウジアラビア、

ブラジル、オーストラリアの鉱山にまで国家資本を押し入れました。

ここまでが反撃です。けれどもこの反撃には、金で買えない壁が一つありました。
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時間です。

鉱山の許可を取り、採算性を見極め、実際に動かすまで、アメリカでは7年から10年かかります。

鉱石を掘ることと、それを分離し精製することは別の仕事です。難しいのは精製のほうです。掘る

仕事は地面を掘ればできます。精製は違います。17種類の希土類が一つの鉱石の中に混じり合って

いるため、化学で一つずつ剥がさなければなりません。性質の似たもの同士がくっついているので、

引き離すのは厄介です。歩留まりを上げ、価格を下げるには、長い時間をかけた手の感覚が要りま

す。中国は1950年から70年近く、その技術を積み上げてきました。希土類の特許だけで2万6,000

件。アメリカと日本を合わせた数より多いのです。重希土類の加工は、世界の99パーセントを中国

が担っています。30年積み上げた歩留まりと価格に、5年以内で追いつくことはできません。

数字がそれを示しています。2025年、マウンテン・パスは数十年ぶりに最も多い8,900トンを掘り

ました。けれどもそれは、アメリカがその年に使った量の3分の1にすぎませんでした。残りの1万

8,000トンは輸入しなければならず、その輸入の71パーセントが中国産でした。国防総省がいくら

資金を注いでも、1年以内に独占を破ることはできませんでした。金は一気に注げても、30年積み

上がった腕と設備は一気には買えません。新しい磁石工場が2026年夏から動き始めれば、中国への

依存は少しずつ減るでしょう。けれども完全な自給までは、まだ遠い道です。

この時間の空白こそ、釜山でアメリカが退いた本当の理由でした。

中国が磁石を締めれば、アメリカの戦闘機ラインとミサイル工場が止まります。その弱点をふさぐ

自国の供給網は、10年後になってようやく完成します。50パーセント・ルールとは、制裁リストに

載った中国企業が半分を超える持ち分を持つ子会社まで、同じように制裁で縛るアメリカの規則で

す。アメリカが握っていた半導体カードがそれでした。だからアメリカは釜山で、そのカードを置

きました。50パーセント・ルールを1年止める代わりに、中国に希土類規制を1年止めさせたのです。

釜山で結ばれたこの休戦は1年限りであり、2026年11月10日になれば期限が切れます。アメリカ

が受け取ったのは鎮痛剤でした。1年分でした。本当に必要な治療には10年かかりました。国家は

市場を組み直すことはできましたが、時間だけは組み直せませんでした。

前の章

12章 0.1%の網

次の章

第14章 ホルムズと中露連帯

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第15章 ドルを設計し直す

トランプが北京を去って四日後、同じ滑走路に別の客が降り立ちました。ウラジーミル・プーチン

でした。北京はほとんど同じ歓迎を用意しました。同じ赤いじゅうたん、同じ儀仗隊。違っていた

のは、出迎えた人物の格でした。トランプは滑走路で国家副主席の出迎えを受けました。プーチン

を迎えたのは外相でした。一段低かったのです。それでも、その訪問は米中会談がついに生み出せ

なかったものを一つ生み出しました。共同声明です。

まず国賓訪問という言葉から解いてみます。ある国が別の国の首脳を最高の礼遇で迎える形式が国

賓訪問です。滑走路に誰が出るのか、どんな儀仗隊が立つのか、晩餐会をどこで開くのか。そのす

べてが信号になります。外交では、この儀礼の一つひとつが言葉を持ちます。北京はトランプにも

プーチンにも似た舞台を敷きましたが、滑走路に立たせる人物を一段変えることで、二人の客の重

みをかすかに分けてみせたのです。

アメリカと中国は、同じ会談について二つの異なる発表文を出しました。発表文とは、会談が終わっ

た後、それぞれが自国民と世界に示す公式の結果要約です。ふつう、双方が合意した大きな筋は似

た形で記されます。ところが今回は、二つの国が書いた内容が食い違いました。アメリカはホルム

ズとイランを書き、中国はその言葉を一行も入れませんでした。同じ場に座っていた二人の首脳が、

会談をまったく別の出来事として記録したわけです。一方で中国とロシアは、一枚の文書にともに

署名しました。そこには40件を超える合意が盛り込まれていました。会談の形式一つが、二つの関

係の温度をそのまま映していました。

モスクワがトランプの北京行きを不安げに見ていなかったことも、この絵を補っています。習近平

とトランプがロシアの背後で、ロシアの利益を削る取引をしたのではないかという心配は、モスク

ワの中にはほとんどありませんでした。米中会談でウクライナも、軍備管理も、ロシアが気にかけ

る議題は深く扱われなかったからです。その事実は、食い違った二つの発表文がすでに証明してい

ました。プーチンは安心して北京に降り立ちました。

この対比の根には、ホルムズがありました。

ホルムズ海峡がどんな場所なのか、そこから見ておきます。ペルシャ湾から外海へ出る細い首のよ

うな海路です。中東の産油国がくみ上げた石油は、この通り道を抜けて世界へ流れていきます。道

が狭いので、誰かが入り口をふさげば、世界の石油の流れが一度に揺れます。そのころ、イランを

めぐる戦争でこの海峡は閉ざされていました。石油を積んだ船は通過できず、足止めされました。
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誰がこのかんぬきを外せるのか。それが会談のテーブルに載った大きな問いでした。

帰国する飛行機の中で、トランプは記者に語りました。習近平にホルムズ問題で頼み込むつもりは

ない、と。彼は好意はいらないと言いました。好意という言葉が要です。頼んで得る譲歩を意味し

ます。トランプは、その頼みをする気はないと言ったのです。計算はこうでした。中国は原油の40

パーセントをその海峡から得ており、アメリカはそこから一滴も得ていない。だから誰かが言わな

くても、中国は自分から海峡を開きたがるはずだ、ということでした。自分の石油が閉じ込められ

ている側が、先に苦しくなるからです。イラン戦争でホルムズが閉ざされていたそのころ、海峡の

かんぬきを開ける実質的な手は、アメリカの空母ではなく、イラン最大の石油顧客である中国にあ

りました。軍事力ではなく、購買力が鍵でした。

アメリカは、その事実を会談の成果として書き込みたがりました。ルビオ国務長官は、中国がイラ

ンによる通行料徴収と海峡の軍事化に反対する意思を明確にしたと説明しました。通行料とは、イ

ランが海峡を通る船から金を取ろうとしているという話です。アメリカは、その不当な徴収に中国

も反対した、つまりアメリカと同じ考えを示したのだと伝えました。会談の外交的勝利として包ん

だのです。けれども、そこには一方の視線だけが入っていました。その通行料拒否は、アメリカ側

の説明から出た枠組みです。肝心の中国の発表文には、ホルムズも、イランも、通行料も、一語も

ありませんでした。中国はただ、主要な国際・地域問題について意見を交わしたとだけ書きました。

この沈黙が、中国のやり方でした。

内心では、中国はホルムズが開くことを望んでいました。中国にもその石油が必要だったからです。

しかしそれを文書に書けば、中国がイランに圧力をかけたという痕跡が残ります。グローバル・サ

ウスとイランに向けて積み上げてきた信頼にひびが入ります。グローバル・サウスとは、アジア、

アフリカ、中南米の開発途上国をひとまとめに呼ぶ言葉です。中国はそれらの国々に対し、自分た

ちは西側とは違うパートナーだというイメージを、長い時間をかけて築いてきました。イランの背

中を押したという記録が一行残るだけで、その積み上げてきた塔が揺らぎかねませんでした。だか

ら中国は、アメリカが望む合意には応じながら、その合意を公にすることだけは拒みました。アメ

リカに目に見える勝利を一片も渡さなかったのです。北京は今、自分がてこを握っていると見てい

ました。だから急ぎませんでした。アメリカが次に何をするのかを見ながら、その場に踏みとどま

るほうを選びました。

アメリカが圧力をかけるほど、中国は制裁網の外へ手を伸ばしました。制裁とは、ある国が別の国

の資金の流れと取引を断ち、屈服させようとする経済の武器です。中国は、その武器がどう働くの

かを二度、はっきり見ました。2012年にイランが国際決済網から切り離されるのを見ました。ロシ

アの外貨準備が西側に凍結されるのも見ました。国際決済網とは、国と国の間で銀行送金が行き来

する巨大な通路です。外貨準備とは、一国が非常時に使うためにためておくドルなどの外国のお金

です。イランはその通路から追い出され、ロシアはためていた金を西側の手で凍らされました。中

国はそれを武器として読み取りました。いつか自分にも同じ刃が向くかもしれないと見て、ドルの

外側に別の決済網を育てました。CIPSという独自の決済網です。アメリカが握るドル送金の通路を

通らなくても、取引代金をやり取りできる道です。ロシア、イラン、ベネズエラはその網の中にい

ました。アメリカの制裁を避けようとする国々には集まる場所が必要であり、その場所に中国の決

済網がありました。アメリカが刃を持つほど、その刃を避けようとする国々が中国のそばに集まり

ました。
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けれども、この連帯にははっきりした限界がありました。ロシアは中国にとって完全な代案ではあ

りませんでした。

プーチンがいちばん望んでいたのは、新しいガス管でした。「シベリアの力2」。ロシアのガスをモ

ンゴル経由で中国へ送る道です。ガス管はいったん敷けば、数十年にわたって二つの国を一本の線

で結ぶインフラになります。ロシアにとっては、ヨーロッパが背を向けた後、ガスを売る新しい市

場が切実に必要であり、その市場が中国でした。両国はその前年の9月に、拘束力のある覚書まで結

んでいました。合意の大枠に手を合わせた段階でした。ところが今回の北京では、ついに合意に至

りませんでした。価格と資金と日程で意見の違いが解けなかったのです。中国はもっと安く買おう

とし、建設費を誰が出すのかも折り合いませんでした。買う側が急いでいなければ、値は下がるも

のです。プーチンはガス管について手ぶらのまま帰りました。既存の石油パイプラインの輸送能力

は一日160万バレルにすぎません。中国が一日に輸入する原油は1000万バレルです。ロシアのパイ

プラインだけでは、その渇きを満たせません。入ってくる量は、飲み込まなければならない量の一

部にとどまります。だから中国は、ロシアとどれほど近づいても、結局はホルムズが開くことを望

まざるを得ない立場でした。ロシア一方だけに身を預けられる体ではなかったのです。

ここに、この章の核心があります。中国はどちらにも大きな札を渡しませんでした。

トランプには会談の成果を書いてやりませんでした。プーチンにはガス管を渡しませんでした。ア

メリカには沈黙で、ロシアには価格で線を引きました。双方に儀礼は尽くしながら、本当に欲しがっ

ているものは握ったまま差し出しませんでした。アメリカが圧力をかけるほど中国がロシアへ傾く

のは確かです。しかしその傾きには角度がありました。中国はロシアの腕の中に抱かれたのではな

く、アメリカとロシアの間で、その両方を天秤に載せていたのです。誰もが北京を必要とし、北京

は誰にもすべてを渡さない位置。その位置こそが、中国の本当の力でした。

前の章

第13章 アメリカの反撃、MPマテリアルズ

次の章

第15章 ドルを設計し直す

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第16章 北京が避けて通った議題

2025年7月18日、ホワイトハウスのイーストルームで、トランプは一つの法案に署名しました。名

前はジーニアス法。米国ステーブルコイン革新のための法律という長い題名の略称です。表向きに

は、暗号資産を扱う国内金融法のように見えました。関税でも制裁でもありませんでした。けれど

も、この一枚の署名が、米中が半導体とレアアースで胸ぐらをつかみ合っているあいだ、その下で、

お金そのものの設計図を変えていたのです。

まず、ステーブルコインという言葉から解いておく必要があります。暗号資産と聞くと、多くの人

はビットコインを思い浮かべます。ビットコインの価格は、一日のうちにも大きく揺れます。朝に

買ったコインが、夜には半分になることもあります。そんな通貨では、物の代金を払えません。ス

テーブルコインは、その揺れを取り除いたコインです。英語のステーブルは安定という意味です。1

コインを常に1ドルに結びつけておきます。価値が揺れないように、発行したコインの数だけ本物の

ドル資産を別に積んでおきます。コイン一枚を持ってくれば、いつでも1ドルに換えてあげるという

約束。その約束を支えるお金を金庫に入れておくのです。だから、1ドルに結びついたデジタル通貨

です。インターネットに乗って国境を越えますが、価値はドルに打ちつけられています。

ジーニアス法は、その積んでおく資産を狭く定めました。米国の現金、連邦準備銀行への預け金、

そして満期の短い米国債。実質的には米国債です。国債という言葉にも触れておきます。国債は、

国がお金を借りるときに書く借用証です。米国政府が使うお金に困れば国債を発行して売り、その

国債を買った人が政府にお金を貸すことになります。満期の短い国債は、すぐ返してもらえる借用

証なので安全で、現金に近いものです。ステーブルコインの発行者は、この国債を金庫に満たさな

ければなりません。さらに発行者は毎月、保有量を公表し、会計法人の検証を受け、最高経営責任

者がその正確性に署名しなければなりません。虚偽なら刑事処罰です。発行者が破綻しても、コイ

ンを持つ人が他の債権者より先に金庫からお金を返してもらえるように、優先弁済権も法律に刻み

ました。ドルに連動したデジタル通貨が世界を走り回るための法的な高速道路を敷いたのです。そ

れまでステーブルコインが証券なのか商品なのかをめぐって米国の監督機関が争っていましたが、

この法律は証券でも商品でもないと定め、その争いまで断ち切りました。

ここには二つの狙いが隠れていました。

一つは、ドルを世界中のスマートフォンの中へ押し込むことです。世界には、自国のお金を信じら

れない国が多くあります。物価が一年で何倍にも跳ね上がり、通貨の価値が一晩で崩れ落ちる場所
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です。そんな国の人が財布アプリにドルコインを入れた瞬間、ドルは紙幣なしでも、その国の中に

入り込んでいます。紙のドルがしていた仕事を、デジタルウォレットが代わりにします。銀行口座

も、米国ビザも要りません。スマートフォン一台で足ります。ドルが人々の手のひらの中へ直接歩

いて入っていくのです。もう一つは、さらに深いものです。ステーブルコインが増えれば増えるほ

ど、それを支える米国債をもっと買わなければなりません。法律がそう強いているからです。デジ

タルドルが広がるほど、米国の借金を買ってくれる手が自動的に増える構造です。米国は毎年、巨

額の赤字を出し、その分だけ国債を発行して売ります。その国債を誰が買ってくれるのかは、米国

の長年の悩みでした。ジーニアス法は、その悩みに一つの答えを付けました。世界がデジタルドル

を使えば使うほど、そのドルを支えるために米国債を買わなければならない人が増えます。米国の

財政赤字を、世界中の財布が支えることになるのです。

その上に財務省が座りました。財務省は、米国の金の流れを握る省庁です。税を集め、国債を発行

し、制裁を執行します。法律はこの財務省に強大な権限を与えました。規則に違反した外国発行者

を指定すれば、定められた期間が過ぎたあと、そのコインは米国で取引を止められます。一日100

万ドルずつ制裁金が積み上がります。外国発行者とは、米国外でドルコインを発行する会社を指し

ます。米国の土地にいなくても、ドルに連動したコインを米国で売れば、財務省の手が届きます。

ドル建てのコインを制裁する既存の権限も、そのまま残しました。制裁という武器は、もともとあ

る国や人物をドル決済網から切り離すものです。ドルを使えなくすれば、国際取引が止まります。

その武器をブロックチェーンの上でも同じように振るえるよう、道を開けておいたのです。ブロッ

クチェーンは、取引記録を複数のコンピューターに分散して書き残す帳簿技術ですが、誰かはこの

帳簿で米国の監視をすり抜けようとします。財務省はまさにその通り道を塞ぐつもりなのです。ド

ルをデジタルへ延ばしながら、そのデジタルの上に制裁の網まで一緒に敷いたわけです。

このデジタルドルの台頭の向こう側に、中国がいました。

中国は、イランとロシアが国際決済網から切り離されるのを見ました。ここでいう国際決済網とは

SWIFTです。世界中の銀行がお金をやり取りするときに使う通信網で、本部はベルギーにあります

が、実質的にはドル秩序の神経網の役割を果たしています。米国がある国をこの網から切り離せば、

その国の銀行は外の世界と取引を交わす道を失います。イランがそうでした。ロシアもそうでした。

中国はその場面を見守りながら、いつか自分の番が来るかもしれないと考えました。だから早くか

ら、ドルの外に自分の道を作りました。独自の決済網CIPSを育て、デジタル人民元を開発し、40ほ

どの中央銀行と通貨スワップを結びました。通貨スワップとは、互いのお金を決められた限度まで

貸し合うと約束しておく安全弁です。人民元で貿易決済をする国も増やしました。米国の制裁がい

つか自分に来ると知っていたから、あらかじめ傘を開いておいたのです。

ところが、その傘は思ったより小さなものでした。

2025年5月、ピーターソン国際経済研究所が数字を出しました。米国ワシントンにある、国際経済

を深く見つめる研究機関です。その年の3月、世界の決済におけるドルの比率は47パーセントでし

た。ユーロが22パーセント、人民元は4.7パーセントで4位でした。世界がやり取りするお金の半分

近くがドルを通ったという意味です。人民元は20件に1件にも届きませんでした。外国為替取引の

88パーセントに、ドルが一方の軸として入っていました。二つの国のお金を交換するときでさえ、

いったんドルを通る場合がそれだけ多いということです。人民元決済は増えましたが、ドルの取り

分ではなく、他の通貨の取り分を奪ったものでした。ドルのパイはそのままに、小さな通貨同士で
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席を入れ替えた形です。中国のCIPSは、参加銀行の大半が、肝心のメッセージを今も西側の網を通

じてやり取りする、いびつな構造に閉じ込められていました。決済はCIPSでしながら、その決済を

知らせる通信はSWIFTを借りて使うのです。新しい道を作ったとはいえ、肝心の道しるべは古い道

にぶら下がっている姿でした。一日の処理件数は、西側の網の千分の一にも届きませんでした。

研究所の結論は一行でした。意味はあるが、体制を揺るがすものではない。

人民元は、制裁を受けた友好国を助ける防御手段としては役に立ちました。ロシアが物の代金を人

民元で払うには助けになりました。けれども、ドル秩序に取って代わる挑戦者ではありませんでし

た。ここにネットワーク効果という壁があります。無数の人がドルを使うからドルが使いやすくな

り、使いやすいからまたさらに多くの人がドルを使う輪です。電話機を一台だけ持つ人より、皆が

同じ電話機を持つとき、その電話が役に立つのと同じ理屈です。ドルは、すでに皆が持っている電

話機でした。経済学者たちは、このドルの地位を過剰な特権と呼びます。他人が皆使うからこそ、

米国だけが享受する利益です。その特権を中国が人為的に壊そうとすれば、かえって自国企業の取

引費用だけが跳ね上がりました。人民元を無理に押し出すと、肝心の人民元で決済しなければなら

ない中国企業が損をする逆説です。中国が人民元を押せば押すほど、ドルの便利さがかえってくっ

きり浮かび上がる逆説でした。

だから、この戦線の絵は他の戦線とは違っていました。半導体では、中国が自立で持ちこたえまし

た。米国が先端半導体を止めると、中国は自分の手で作る道を進み、差を縮めていきました。レア

アースでは、中国が米国の首根っこを押さえました。電気自動車と兵器に入るその鉱物の加工を、

中国がほぼ独占していたからです。半導体でもレアアースでも、差はどちらかの方向へ動きました。

ところが、お金では差が縮まりませんでした。47パーセントと4.7パーセント。十倍の間隔がその

まま残りました。むしろ米国は、ジーニアス法でもう一段を積み上げました。47パーセントの支配

力を、紙ではなくブロックチェーンの上で永続させる作業です。皆が関税と鉱物を見ているあいだ、

米国はもっとも静かに、もっとも深い場所で、ドルの配管を敷き直していたのです。

前の章

第14章 ホルムズと中露連帯

次の章

第16章 北京が避けて通った議題

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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会談が終わると、記者たちがトランプに声を飛ばしました。台湾の話はしましたか。台湾を守るつ

もりですか。トランプはただ笑みを浮かべました。答えませんでした。中国側の警護員たちが記者

を押しのけました。その沈黙こそ、その日、台湾について出た最大の言葉でした。

台湾がなぜその場で、あれほど重い言葉だったのか。そこから見ていきます。米中関係には、いく

つもの争点があります。関税があります。半導体があります。フェンタニルがあります。けれども

その中でただ一つ、人が死にかねない地点が台湾です。中国は台湾を自国の領土と見ています。い

つか必ず取り戻すべき、自国の一部だと考えています。米国はその島を国家として認めてはいませ

ん。それでも武器を売り、そばで支えてきました。1979年、米国が北京と国交を結び、台北との正

式な外交関係を断ったその年、米議会は台湾関係法という法律を作りました。台湾が自らを守れる

よう、防衛用の武器を売り続けるという約束を、法律に刻み込んだのです。こうして米国と台湾は、

大使館もないまま、しかし武器取引でつながる奇妙な関係になりました。中国はその武器取引を、

自分の家の庭に他人が入ってきて、刃物を置いていく行為だと見ています。二つの大国が、一つの

島をめぐって互いに譲れない場所に立っているのです。だから台湾は、米中関係で最も危険な地点

です。

同じ時刻、北京では正反対のことが起きていました。

新華社通信が世界に向けて出した中国側の発表文には、習近平の発言が長く載っていました。ここ

で発表文という言葉をほどいておきます。外交では、首脳同士が会ったあと、それぞれ自国の言葉

で会談内容をまとめて公表します。これを通告文、英語ではリードアウトと呼びます。何を書くか。

何を抜くか。それがその国の本音です。書けば、その問題を重く扱ったという意味です。抜けば、

覆い隠したかったという意味です。外交文書で言葉を一つ書くか書かないかには、それほどの重み

があります。中国の通告文、その冒頭に台湾がありました。台湾問題は中米関係で最も重要な事柄

である。習近平はそう切り出しました。扱いを誤れば、両国は衝突し、さらには対抗することにな

る。遠回しに包む外交の言い方ではありませんでした。戦争という言葉の影が揺れる一文でした。

彼はさらに一言を付け加えました。台湾独立と台湾海峡の平和は、水と火のように相いれない。人

民日報は翌日、その一文を一面に打ち出しました。越えられない線を引き直した、と書きました。

一方は台湾を先頭に立て、もう一方は174語のどこにもその言葉を書きませんでした。
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米国務長官ルビオは会談直後、テレビで語りました。今日の時点で、そして今日の会談を基準にし

て、米国の台湾政策は変わっていない、と。変わっていない、という言葉でした。けれども、その

言葉が出た場所を見なければなりません。その言葉は会談場の外、テレビインタビューで出ました。

両国が共に出した文書、ホワイトハウスが公式に配った通告文の中には、その言葉がありませんで

した。テレビでの発言は、米国が一人で言った言葉です。通告文に書かれた言葉は、両国が共に認

めた言葉です。重みが違います。習近平が最も危険な言葉を最も大きく叫んだとき、ホワイトハウ

スはその言葉を通告文から消しました。強い主張に反論しないことは、黙認に近いものです。1979

年の国交樹立以来見たことのない後退だと、ある分析は書きました。

沈黙には値段が付いていました。机の上には、140億ドル分の台湾向け武器売却承認案が置かれて

いました。武器売却承認案とは、台湾にどんな武器をいくら分売るのかを政府が決裁する書類です。

大統領が署名すれば取引は動き出し、署名を先送りすれば、その武器は売られないまま宙に浮きま

す。トランプはその書類に署名しませんでした。署名されない140億ドルは、どこへも行けないま

ま机の上で止まっていました。飛行機の中で、彼はすでにこう語っていました。習近平は、われわ

れが台湾に武器を売らないことを望むだろうし、私はその問題を彼と話し合うつもりだ、と。武器

を売ることを相手と話し合うという言葉。この一文がなぜそこまで重いのかは、1982年までさかの

ぼらなければなりません。その年、レーガン大統領は台湾に六つの約束をしました。これを六つの

保証と呼びます。その一つが、台湾に武器を売る際、事前に北京と協議しないというものでした。

台湾の安全を中国と取引しないという誓いです。その約束が、トランプの一文で揺らぎました。話

し合うという言葉は、取引するという言葉に等しいからです。

なぜ揺らいだのでしょうか。トランプにとって台湾は自由民主主義の砦ではなく、取引のチップで

した。11月の選挙を前に、彼に必要だったのはボーイング200機、大豆2,500万トン、そして下がっ

た物価でした。有権者に見せる数字が必要だったのです。それを習近平から得るには、習近平が最

も大事にしている札に触れてはいけませんでした。習近平が最も大事にしている札こそ台湾です。

だから台湾がメニューに載りました。取引のチップになったのです。ある台湾当局者は会談前、こ

う語っていました。私たちが最も恐れているのは、台湾が二人の交渉メニューに載ることだ、と。

自分の運命が、自分のいない場所で、別の二人の取引品目になること。その恐れが現実になりまし

た。

北京が狙ったのは、一つの島ではありませんでした。

中国は、米国が台湾を覆い隠し、表面的な安定に合意するよう仕向けることで、ソウルと東京と台

北に信号を送りました。米国は同盟国よりも中国との安定を先に見る、という信号です。これを同

盟分断と呼びます。同盟国同士を引き離す手法です。韓国と日本と台湾が、米国を見ながら同じ疑

いを抱くようにするのです。あの国は中国とうまくやるために、私たちをそっと置き去りにしてい

るのではないか。一度その疑いが生まれると、同盟の結束にはひびが入ります。そして台湾の内側

には、別のささやきを流し込みました。見よ。君たちを守ると言っていた国は、意志を失った。こ

れを認知戦と呼びます。銃や刀ではなく、人々の心を崩す戦いです。台湾の人々が、米国はいずれ

私たちを見捨てると信じるようになれば、自ら抵抗する心をたたむことになります。一発の銃弾も

撃たずに、台湾の抵抗する意志を崩すやり方です。ある議員は公聴会で、それを見抜いていました。

中国が望んでいるのは米国と妥協することではなく、米国が台湾への約束を縮めているという信号

を、米国自身に送らせることなのだ、と。
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この沈黙は韓国にも影を落とします。台湾海峡は世界貿易の5分の1が通る要路であり、韓国貿易の

4分の1がそこにかかっています。船が通る細い海路一つに、韓国経済の大きな部分が結びついてい

るのです。それだけではありません。米国が台湾の説明資料から、台湾独立を支持しないという文

言をそっと抜いたその手が、韓国の安全保障上の約束には触れないと、誰が断言できるでしょうか。

米国が台湾にしたことを見れば、米国が韓国に何をし得るのかが見えてきます。朴元坤教授はそれ

を一文にまとめました。米国が台湾にしたことを韓国にはしないと信じるのは、希望であって分析

ではない。希望と分析を分けるこの一言は重いものです。

だからこの会談で最も危険な場面は、誰が何を語ったかではありませんでした。最も危険な言葉を

一方が叫び、もう一方が消したことです。避けて通ったのは北京ではなくワシントンであり、避け

て通った場所には起爆装置がそのまま埋まっていました。その起爆装置の上で、武器はなお売られ

ていました。

前の章

第15章 ドルを設計し直す

次の章

第17章 南シナ海、九本の線
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2025年8月11日の朝、スカボロー礁付近の海で、中国船2隻がフィリピン沿岸警備隊の船1隻を両

側から追い詰めました。放水砲がフィリピン船の甲板を打ちました。中国船はその船に衝突しよう

と、船首を突き出しました。フィリピン船は急いで右に舵を切りました。衝突しようとしていた中

国船2隻が、互いにぶつかりました。その衝突で、中国海警の2人が死亡しました。

スカボロー礁がどこにあるのか、確認しておきます。フィリピン本島から西へおよそ220キロメー

トル離れた、小さなサンゴ礁です。フィリピンの目の前にありますが、中国はここを自分たちの海

だと主張しています。南シナ海の話です。南シナ海は、中国の南、フィリピン、ベトナム、マレー

シアに囲まれた海です。世界貿易の3分の1が、この海を通ります。韓国が中東から輸入する原油と

ガスも、この道を通過します。

中国はこの海のほぼ全体に線を引いています。1947年の地図に初めて描かれた、九つに途切れた線

です。九段線と呼ばれます。この線は、南シナ海のおよそ90パーセントを中国のものとして示しま

す。フィリピンの目の前にある礁も、ベトナム沖の海も、その線の内側に入ります。

2016年、国際裁判所がその線に答えを出しました。フィリピンが中国を常設仲裁裁判所に訴え、裁

判所は九段線に法的根拠はないと判断しました。中国の歴史的権利という主張は、国際海洋法に反

するということです。常設仲裁裁判所は、オランダのハーグにある、国同士の紛争を裁く国際機関

です。判断は明確でした。けれども中国は、その判断そのものを認めませんでした。判決文は紙で

した。海には中国艦隊がいました。

ここで制海権という言葉を確認します。制海権とは、ある海を軍事的に支配する力です。陸地を占

領しなくても、その海を通る船を止めたり、通したりできるなら、その海を握ったことになります。

石油を積んだ船も、半導体を積んだ船も、穀物を積んだ船も、誰かの許可の下で通ることになりま

す。九段線は領土の主張にとどまりません。その海上交通路を支配するという宣言です。

その宣言を支えるのが艦隊です。中国海軍は、いまや艦艇数で世界1位です。戦闘艦だけで234隻に

達し、米国の219隻を超えました。船を造る能力の差はさらに大きいです。ある米国の報告書は、

中国の造船能力が米国の200倍を超えると推計しました。2025年11月5日、中国は3隻目の航空母

艦、福建を就役させました。習近平が自ら海南の就役式に立ちました。福建は、戦闘機を電磁力で

打ち出すカタパルトを備えています。この技術を持つ空母は、世界では米国の最新空母に次いで、

福建が2番目です。
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中国はこの艦隊で、海に見えない柵を築こうとしています。列島線と呼ばれます。最初の柵は、日

本の九州から沖縄、台湾、フィリピン北部へと続く線です。その線の内側の海へ、米国艦隊がむや

みに入ってこられないように防ぐということです。その方法が、空母キラーと呼ばれるミサイルで

す。東風21Dと東風26は、1500キロメートルから4000キロメートル先の軍艦を攻撃するミサイル

です。米国空母が近づく前に脅かすという計算です。

この柵の中で、台湾が占める場所は決定的です。台湾はその第一列島線の真ん中にあります。台湾

が中国の手に入れば、柵のかんぬきが外れ、中国艦隊は太平洋へまっすぐ出ていきます。第16章で

見た台湾問題が、半導体だけの話ではない理由がここにあります。台湾はチップの島であり、海の

かんぬきでもあります。北京会談で習近平が、台湾にむやみに手を出すなと釘を刺した背景には、

この海の計算もありました。

停戦が続いていた2026年にも、この海では止まることがありませんでした。4月、中国はスカボロー

礁に漁船と艦艇、そして浮遊式の障壁でバリケードを築きました。5月には、米国沿岸警備隊がフィ

リピンとともに、その付近を巡回しました。春に行われた米国とフィリピンの合同訓練には、地上

から軍艦を攻撃するミサイルまで登場しました。関税と半導体の停戦とは別に、海の対峙は日ごと

に少しずつ荒くなっていきました。

この海は韓国から遠く見えますが、そうではありません。韓国に来る原油の大半が、この海を通っ

てきます。誰かがこの道を握れば、韓国経済の息の通り道を一つ握ることになります。紙の上の九

本の線と、水の上の234隻。その距離が縮まるほど、その海を毎日渡る船の重みもまた、重くなっ

ていきます。

前の章

第16章 北京が避けて通った議題

次の章

第18章 武器は売られ続ける

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第5部 台湾と海、触れられなかった導火線

第18章 武器は売られ続ける

前の章

第17章 南シナ海、九本の線

次の章

第19章 76%の急落が語ったこと

会談の場から、台湾という言葉は消されました。ところが同じ時期、台湾へ向かう貨物は止まりま

せんでした。

ここで少し、アメリカが台湾に武器を売るという言葉の中身を見てみます。これは店で物を売り買

いする話とは違います。アメリカ政府が台湾に武器を渡すには、まず行政府が売却案を審査し、承

認します。その後、議会に通知します。この通知が核心です。議会は定められた期間内に、その売

却を止める権限を持っています。だから武器売却の一件一件は、外交行為であり、政治行為です。

誰に、何を、いつ売るのかを議会に知らせるその時点そのものが、ひとつの信号になります。アメ

リカが台湾側に立っているという信号であり、北京に向けた信号でもあります。

2025年12月、トランプ政権は台湾に110億ドル相当の武器を売ることを承認しました。韓国ウォ

ンで約15兆ウォンです。ハイマースロケットとドローンを含む、過去最大規模の案件でした。ハイ

マースはトラックに載せて撃つ砲兵ロケットです。ウクライナ戦争ではロシア軍の補給線を断つた

めに使われ、その名を知らしめました。大型の軍艦や高価な戦闘機ではなく、小さく、安く、数で

押す武器で台湾を不用意に手出ししにくいハリネズミにする。そういう構想でした。議員たちはそ

れを、力による平和の証拠と呼びました。

しかし、その大きな数字の背後には、さらに大きな数字が積み上がっていました。売ると決めたの

に、まだ送れていない武器。その滞留分だけで200億ドルを超えていました。承認は巨大でしたが、

引き渡しは遅かったのです。

この滞留分をバックログと呼びます。食堂にたとえるなら、注文は受けたのに、まだ料理を出せて

いない状態です。紙の上では取引が終わっているのに、実際の武器は台湾の地に届いていないので

す。200億ドル分が、そうして縛られていました。アメリカの兵器工場に、この量を一度に作り出

す力がなかったことが大きな理由です。約束した紙と、到着した武器とのあいだにあるこの巨大な

隙間が、台湾の不安がどこから来るのかをそのまま示しています。武器を買うという約束だけでは、

防衛にならないからです。

中国は怒りで応じました。言葉ではなく、名簿で応じました。

中国商務部は信頼できない実体リストを動かしました。名前は長いですが、意味は簡明です。中国

が自国の安全保障や主権を害すると見なした外国企業を選んで載せる、一種のブラックリストです。
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いったんこのリストに載れば、その企業は中国との輸出入を止められ、中国国内に投資できず、社

員を送ることもできません。中国という巨大な市場と供給網への扉が、丸ごと閉じられるわけです。

アメリカのドローン会社スカイディオがそこに載りました。人工知能戦闘機を作るシールドAIも、

ボーイングが所有するインシツも、ブリンクも載りました。リストに載った企業は、中国で部品を

買うことも、事業を行うことも、投資することも、社員を送ることもできなくなります。理由は一

行でした。台湾との軍事技術協力。アメリカの武器を台湾に供給した罪で、その会社たちの中国側

の道がすべて塞がれたのです。

この報復が鋭い理由は、別にあります。ドローンを作るにはバッテリーと部品が必要ですが、その

かなりの部分が中国から来ます。スカイディオはまもなく、バッテリーの調達が難しくなったと打

ち明けました。部品の多くを中国に頼っていたからです。敵を防ぐ武器を作るアメリカ企業が、そ

の武器を組み立てる部品を、肝心の敵国である中国に依存していたのです。中国はその弱い輪を正

確につかみ、ねじりました。名簿は象徴ではなく、実際に生産ラインを止める道具として働きまし

た。

名簿は企業で止まりませんでした。

12月26日、中国外交部はさらに一歩進みました。アメリカの軍需企業20社と役員10人の中国内資

産を全面的に凍結し、取引を禁じ、入国を阻みました。会社を押さえつけるだけでなく、その会社

を率いる人物の名前を直接狙ったのです。その役員名簿には、アンドゥリルの創業者パーマー・ラッ

キーがいました。レッドキャット、ティール・ドローンズ、ロンバス・パワーの人々もいました。

武器を作る人間の名前一つ一つに、北京がかんぬきを掛けたのです。彼らは資産を縛られただけで

なく、香港とマカオを含む中国の地に足を踏み入れることもできなくなりました。アメリカが台湾

に武器を売るかぎり、その武器を作る手にも代価を払わせるという宣言でした。

ここに、この会談の本当の顔が現れます。

会談場の上の階では、安定と協力の言葉が交わされました。ボーイングを買い、大豆を買い、関係

を安定させようという言葉です。会談場の下の階では、110億ドル相当の殺傷兵器と、数十社に対

する資産凍結が同時に行き交っていました。上では握手を交わし、下ではブラックリストを交わし

ていたのです。同じ二つの国が、同じ時期に、平和の言葉と戦争の機械を一緒に動かしました。中

国商務部はこの報復を自国法に基づく正当な主権防衛だと言い、アメリカの議員たちは同じ武器売

却を台湾を守る歴史的取引だと言いました。ハイマース一基をめぐり、一方は防衛を助ける仕事と

呼び、もう一方は主権を害する仕事と呼びました。事実は一つなのに、正反対の名前が付いたので

す。

さらに奇妙なのは、トランプがその武器を扱うやり方でした。

かつてアメリカは台湾への武器売却を、議会に随時、一件ごとに通知していました。安全保障の日

常でした。ところがトランプ政権はそれをしばらく束ねておき、ある日、一つの巨大な束として一

気に解き放ちました。12月の110億ドルは、そうして出てきたのです。議会に毎回知らせていた手

続きを止め、複数の案件を集めて、ただ一つのパッケージとして通知したのです。武器売却は安全

保障の日常ではなく、交渉のカードになりました。習近平との空気が必要なときは押さえておき、

必要が変わると一気に押し出しました。武器が駆け引きのリズムに合わせて動いたのです。釜山の
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休戦が熟すと中国は名簿の一部を解き、武器売却がまた頭をもたげると名簿もまた厚くなりました。

縛っては解くこのリズムの中で、台湾の安全は二つの国の駆け引きに引きずられていきました。

これが、台湾という雷管の本質でした。会談場の言葉では縫い合わされ、会談場の外の取引では裂

け続けるのです。

アメリカは台湾を守るという言葉を通知文から消しました。それでも武器は売り続けました。中国

は安定を語りながら、その武器を作る人々の財産を凍らせました。二つの国はいずれも、口では一

つのことを言い、手では別のことをしました。台湾海峡の平和が危うい本当の理由はここにありま

す。言葉と行動が分かれた場所に、雷管が埋まっているからです。

そしてその雷管の上に、次の武器の束がすでに用意されていました。140億ドル相当でした。トラ

ンプはその書類にまだ署名していませんでした。9月24日までは、署名しないつもりでした。

前の章

第17章 南シナ海、九本の線

次の章

第19章 76%の急落が語ったこと

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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第6部 韓国、板挟みと手札のあいだ

第19章 76%の急落が語ったこと

前の章

第18章 武器は売られ続ける

次の章

20章 25%の名簿に載った国

京畿道の小さな加工会社の社長が、こう話しました。原材料ひとつで工場は止まり得る、と。その

ひとつが入ってこなければ、加工も組み立てもできず、納品が遅れます。そうなれば、一次協力会

社も二次協力会社も一緒に止まります。釘一本がなくて蹄鉄を打てず、蹄鉄がなくて馬が走れない

構造です。

ここでいう原材料は、私たちがよく思い浮かべる鉄やプラスチックではありません。レアアースと

呼ばれる鉱物です。名前に土の字が入りますが、ありふれた土ではありません。電気自動車のモー

ター、風力発電機、半導体装置、精密磁石の中に、ごく少量だけ入り込む金属です。一台を作るの

に使う量は爪ほどです。けれど、その爪ほどのものが途切れれば、車も、チップも、磁石も作れま

せん。量が少ないことと、なくてもよいことは、まったく別の話です。

2025年4月、その釘が途切れました。

中国が7種類の重レアアースに輸出許可制をかけました。許可制とは、売りたくても政府の判を受け

なければ外に出せない制度です。ジスプロシウム、テルビウムのように、発音さえなじみの薄い7種

類の元素を、中国商務部が管理リストに載せました。元素そのものだけでなく、それを含む永久磁

石や合金まで細かく分けて網をかけました。すると1か月で、韓国に入ってくるレアアース磁石の輸

入が76%減りました。同じ期間に米国へ向かった量は59%減りました。韓国のほうが大きく打撃を

受けたのです。磁石に使われるジスプロシウムとテルビウムの価格は、1か月で3倍に跳ね上がりま

した。紙一枚の公告が、海の向こうの工場の電源スイッチを落としたのです。

工場が止まるという話が誇張ではない証拠は、すぐに現れました。米国シカゴにあるフォードの自

動車工場は、部品不足でエクスプローラーの生産ラインを1週間まるごと止めました。フォードの最

高経営責任者は、レアアースの供給状況は一日先も見通せないと吐露しました。資源が武器になる

と、こういう姿になります。ミサイルが飛んでくるわけでも、軍隊が入ってくるわけでもありませ

ん。ただある日、部品が届かず、ラインが止まり、人々が家へ帰るのです。

76という数字が語っていたのは、磁石のことではありませんでした。韓国の立ち位置でした。

韓国はレアアース金属のおよそ80%を中国から輸入しています。範囲をレアアース金属全体に広げ

ると、その依存度は91.2%まで上がります。品目を絞ると、さらに深くなります。製造業の塩と呼

ばれるマグネシウムは、99.8%が中国産です。マグネシウムは強度を上げ、重さを減らす金属なの
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で、自動車の車体やシートフレーム、航空機に至るまで、使われない場所がほとんどありません。

そのほぼ全部を中国一国から持ってきています。半導体工程用ガスの原料である酸化タングステン

は92.9%、電気自動車バッテリーの水酸化リチウムは83.5%です。ほとんど全部です。韓国貿易協

会が数えたところ、単一国に8割以上を頼る輸入品目は3,941個あり、その半分近くが中国素材でし

た。

これらの数字を一つずつ覚える必要はありません。ただ、ひとつだけ覚えておけば十分です。

99.8%という言葉は、交渉の席に座る資格がないという言葉と同じです。値段を下げてほしいと言

うことも、別のところから買うと強く出ることもできません。売る側が値段を告げ、買う側はそれ

を書き取ります。それが一方に偏った依存が作る立場です。

問題は依存度だけではありませんでした。代えられないことのほうが、さらに重かったのです。

半導体工程用ガスの原料や精密磁石に入るレアアースは、それでなければ工程が回りません。代替

材がありません。高ければ安いものを使い、詰まれば別のものを使うという普通の市場の論理は、

ここでは通用しません。酸化タングステンを別の物質に替えれば、半導体はできません。ジスプロ

シウムを抜けば、モーターの磁石は本来の力を出せません。依存度が高いという事実と、代えられ

ないという技術上の限界が重なると、その鉱物はそのまま首輪になります。だから中国が実際に止

める前から、止められるという空気だけで価格が揺れました。マグネシウムは2020年11月に1トン

2,185ドルでしたが、1年で約2.5倍に跳ね上がりました。止まったこともないのに、止まるかもし

れないという噂だけで、価格はそこまで動いたのです。

さらに冷たい事実は、返す手がないことでした。オーストラリアは中国が報復すれば、鉄鉱石で打

ち返すことができます。中国の製鉄所は、オーストラリアの鉄鉱石なしには動かないからです。殴

れば相手も痛む場所があれば、むやみに殴ることはできません。それが交渉力です。韓国には、そ

の札がありません。中核鉱物の9割を輸入する資源の乏しい国が、中国の統制を前にして、受けて立

つ武器も、代わりに買う場所も十分に持っていませんでした。依存度が高いという言葉は、交渉の

席に置けるカードがないという言葉でした。

こうした麻痺を、韓国はすでに経験したことがあります。2021年の尿素水危機です。尿素水は、ディ

ーゼル車が排ガスを減らすために必ず入れなければならない液体ですが、その原料である尿素につ

いて、韓国は工業用の97.7%を中国に頼っていました。中国が尿素の輸出手続きをひとつ変えると、

中国の港から物が縛られました。すると、ディーゼル貨物車200万台が止まる危機に置かれました。

消防車と救急車まで揺らぎました。小さな化学物質ひとつが、一国の足を縛りました。そのときの

教訓が、4年後にレアアースとして戻ってきたのです。今度は貨物車ではなく、半導体と電気自動車

でした。

そして韓国は、両側から同時に押されました。

米国は、韓国が作ったメモリーの出口を塞ぎました。中国に売れないようにし、米国に工場を建て

させました。中国は、そのメモリーを作るために必要な鉱物の入口を締めました。2025年10月、

中国は公告第61号という新しい規則を出しました。中国の外で作られた物であっても、その中に中

国産レアアースが混じっており、その価値が全体の0.1%を超えれば、北京の許可を受けなければな

らないという規則です。他国の工場で作られた物にまで自分の判を求める、国境を越えた統制です。
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この0.1%という微量のしきい値が、韓国の急所を正確に刺しました。サムスンとSKが中国産鉱物

を少しでも使って作った高帯域幅メモリー、すなわち人工知能チップに積み上げられるあのHBMが

米国の国防ネットワークに向かう瞬間、中国は韓国に鉱物を断つ法的権限を握ります。出口は米国

が、入口は中国が握りました。世界のHBMの9割を作る国が、そのチップの材料の前では無力でし

た。米国にチップを売ろうとして中国の資源報復を受ける、鯨の争いで背中を裂かれる小エビの立

場でした。

釜山の休戦が、しばらく傘を広げてくれました。2025年10月末、釜山で向かい合って座った二つ

の国は、1年限りの期限付き休戦に合意しました。米国は、中国半導体企業が偽装系列会社を通じて

迂回輸入することを防ぐ50%ルールの施行を1年遅らせ、その見返りに中国は公告第61号の世界的

な施行を1年止めることにしました。50%ルールが止まり、レアアース統制が止まったことで、韓

国の工場もひと息つきました。けれど、その傘を広げたのは韓国ではありませんでした。米国が中

国に譲ったものであり、中国が米国に差し出したものでした。韓国は、二人の巨人がやり取りした

取引から生まれた1年を借りて使う立場でした。傘を開き、閉じる手は、最後まで韓国の手ではあり

ませんでした。その1年が終わる2026年11月までに、ベトナムやインドネシアで精製施設を確保す

るか、韓米日が一緒に備蓄網を作っておけなければ、韓国のラインは再び、北京の判ひとつの前へ

そのまま引きずり出されることになります。

76%は、そのすべてをひとつの数字に圧縮したものでした。韓国がどれほど深く寄りかかっている

のか、どれほど代えられないのか、どれほど打ち返せないのか。その数字は磁石の統計ではなく、

交渉力の成績表でした。そしてその成績表の横に、もう一枚の請求書が置かれていました。25%と

書かれていました。

前の章

第18章 武器は売られ続ける

次の章

20章 25%の名簿に載った国

弁護士、元国会議員、AI政策研究者
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20章 25%の名簿に載った国

前の章

第19章 76%の急落が語ったこと

次の章

第21章 岐路の三枚の手札 ̶ HBM・重要鉱物・通商

2025年4月2日、トランプは一枚のチャートを掲げて見せました。国名の横に数字が書かれていま

した。韓国の横には25とありました。相互関税という名の税率でした。数日後、ホワイトハウスが

出した公式文書では、その数字が26と記され、その後また25に直されました。請求書が急いで作ら

れた跡でした。けれども、その急いで書かれた数字一つに、韓国の566億ドル分の輸出がかかって

いました。

相互関税とは何か、そこから確認しておきます。その日トランプが根拠にしたのは、国際緊急経済

権限法、略してIEEPAという法律でした。この法律は本来、国に非常事態が起きたとき、大統領が外

国との取引を止めたり、資産を凍結したりできるようにした安全保障用の法律です。半世紀のあい

だ、関税に使われたことはありませんでした。トランプは、アメリカが毎年抱える巨額の貿易赤字

そのものを非常事態だと宣言しました。その貿易赤字とは、アメリカが外国から買う品物の代金が、

外国に売る品物の代金より多い差額を指します。2024年、アメリカの商品貿易赤字は1兆2,000億

ドルに達しました。その赤字を口実に、アメリカに入ってくるほぼすべての輸入品に10%の普遍関

税を敷き、その上に、アメリカに対して黒字を出している国々を選び、11%から50%まで別の税率

を上乗せしました。韓国はその上段の名簿に載りました。

25という数字は感情ではなく、計算でした。

米通商代表部は簡単な式を使いました。アメリカが韓国に対して出した赤字を、韓国からの輸入額

で割ります。その比率の半分を関税として課します。2024年、アメリカの対韓国赤字は660億ドル、

輸入は1,315億ドルでした。割ると50%、その半分が25%でした。韓国がアメリカに多くの品物を

売っているという事実一つが、そのまま関税率となって返ってきたのです。

なぜ半分だったのでしょうか。米通商代表部は、関税を課せば輸入がどの程度減るかという仮定値

を入れました。価格が上がれば輸入がその分落ちるという弾力性を4、関税が消費者価格に転嫁され

る比率を0.25としました。二つの数字を掛けると1になり、貿易障壁と見なした比率のちょうど半

分だけを関税として課す形になります。経済学で包んではいましたが、中身は荒いものでした。一

つの国がアメリカにどれだけ黒字を出しているか。それだけで税率が決まりました。関税障壁が実

際に高いのか低いのか、非関税規制がどうなのかは問われませんでした。黒字が、そのまま罪でし

た。
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最初、韓国は五つの国の一つとして呼び出されました。イギリス、インド、オーストラリア、日本、

そして韓国。この過酷な措置は、発効を目前にして、中国を除き90日間延期されました。その間は

10%の普遍関税だけを暫定的にかけ、アメリカが75カ国を個別に呼んで交渉するとしました。韓国

はその交渉の先頭に立たされました。7月7日、トランプはソーシャルメディアで韓国宛ての書簡を

公開しました。25%を課すので、8月1日までに交渉せよという内容でした。一国の関税率が、手紙

一枚で通告されました。

韓国はその25を削るために、巨大な請求書に署名しました。

11月、交渉は妥結しました。アメリカは韓国に課そうとしていた関税を25%から15%に下げまし

た。その代わり、韓国は3,500億ドルをアメリカに投資することにしました。そのうち1,500億ド

ルは造船に、2,000億ドルは戦略分野に入ります。さらに1,000億ドル分のアメリカ産エネルギー

を買うことにしました。韓国史上、最大の対外約束でした。10ポイントを削るために、それだけの

金をかけねばなりませんでした。交渉の初めに韓国が差し出した札は、年間200億ドル規模でした。

その小さな数字が、交渉の末に3,500億へ膨らんだのです。削られた幅は10ポイント、支払うべき

代価は天文学的でした。

けれども、その金でも圧力は終わりませんでした。商務長官ラトニックは、3,500億では足りない

と言いました。信用ではなく現金で、もっと多く、もっと早く出せと言いました。日本は5,500億

ドルを約束したとして、そちらを指さしました。トランプはその金を前払いで求めました。削って

もらった分だけ、さらに大きな請求書が後を追ってきました。アメリカがここまで急かしたのには

計算がありました。翌年11月の中間選挙を前に、トランプ政権は工場と雇用という目に見える成果

を急いでいました。韓国が約束した金を早く引き寄せてこそ、その成果が手に取れる形になります。

韓国国会の投資特別法の立法が遅いことを口実に、25%関税を再び持ち上げるという脅しが、交渉

の場に敷かれていました。

ここに韓国だけの逆説が潜んでいました。

関税を避けるには、アメリカに工場を建てなければなりません。ところがアメリカに工場を建てる

には、韓国から設備と部品を運び込まなければなりません。そうすると韓国の対米輸出が増え、ア

メリカの赤字が膨らみ、その赤字がまた高い関税率として返ってきます。関税を避けるための投資

が、関税を膨らませる口実になる輪です。この輪には名前がありました。投資誘発型貿易赤字です。

アメリカに建った韓国企業の工場は、その工場を建て、動かすのに必要な機械と部品の半分以上を、

なお韓国から持ってきて使っています。投資を強いられるほど、韓国からアメリカへ運ばれる設備

が増え、その分アメリカの赤字が膨らみ、その膨らんだ赤字がまた韓国の関税率として請求されま

した。韓国の交渉チームは、この罠を論理で解こうとしました。工場を建てるために一時的に運ん

だ設備は関税計算から外してほしい。自動車とバッテリーが現地生産へ完全に切り替われば、対米

輸出は減り、関税率は自然に下がると説得しました。しかもその工場がアメリカで動き始めれば、

その分の雇用と生産は韓国から抜けていきます。関税を避けた場所に、産業の空洞化が入り込みま

した。

三つの主力産業が受ける打撃は、それぞれ形が違いました。
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自動車がいちばん強く打たれました。韓国の自動車は対米輸出依存度が46%を超え、対米黒字の7

割を一つで稼ぎます。その産業には、相互関税が出る前からすでに別の刃が入っていました。通商

拡大法232条です。232条は、ある輸入品がアメリカの安全保障を損なうと判断されれば、大統領

が関税を課せるようにした古い法律です。アメリカはこの232条を使い、完成車に25%、一カ月後

には自動車部品にまで25%を落としました。現代自動車と起亜は、アメリカ工場を年70万台から

120万台規模へ急いで広げなければなりませんでした。ともにアメリカへ入っていった部品メーカー

も、需要の崖と単価引き下げ圧力に二重に苦しみました。バッテリーはさらに深く切られました。

国会予算政策処は、25%が全面適用されればバッテリー輸出が22%超減ると見ました。韓国のバッ

テリー企業は、生産能力の大半を海外に、その中でもアメリカにかけ、ようやく工場を動かし始め

たところでした。その瞬間、アメリカが電気自動車補助金まで取り上げようとし、韓国バッテリー

がアメリカにかけた命運そのものが揺らぎました。

半導体だけは肌合いが違いました。半導体は第一次名簿から外れました。アメリカが韓国のメモリー

を代替しにくかったからです。韓国はDRAMの7割、高帯域幅メモリーの9割を世界に供給していま

す。高帯域幅メモリー、略してHBMは、人工知能チップの横に層状に積まれ、データを速く運ぶメ

モリーです。人工知能演算の詰まりをほどく中核部品なので、アメリカが関税を課しても、その値

段は結局買う側が背負うことになります。だから韓国半導体は直接の打撃をかわしました。むしろ

米中が互いに高い関税をかける隙間で、韓国半導体は代替需要を享受しました。けれども、その幸

運にも期限が刻まれていました。行政命令の付属書には、半導体が戦略品目として記されていまし

た。アメリカがいつでも232条を半導体に突きつけられるという意味です。アメリカには、かつて

鉄鋼とアルミニウムに課した232条関税を、鉄鋼を含む派生商品へじわじわ広げていった前例があ

ります。いま避けた刃が、明日戻ってくることはありました。

2026年2月、最高裁がその関税の根を断ちました。IEEPAで課した相互関税は違法だという判決で

した。関税を課す権限は憲法が議会に委ねたものなのに、非常事態法を引っ張り出してその権限を

越えたという理由でした。韓国の輸出業界に、しばらく光が差しました。けれども、その光は長く

続きませんでした。すでに払った関税を取り戻すには、泥沼のような訴訟を通らなければなりませ

んでした。カバノー判事は、その還付手続きはめちゃくちゃになるだろうと反対意見に書きました。

もっと怖いものは別にありました。最高裁が閉じたのは箱一つにすぎず、トランプは別の箱を選ん

で、同じ25%を再びかぶせることができました。232条、122条、301条。232条は安全保障、

122条は貿易赤字、301条は不公正慣行を名分にする法律です。議会がすでに委任している権限な

ので、少しの手続きさえ踏めば、ほぼ同じ税率が名前だけを変えて戻ってくることができました。

閉じた箱一つの後ろに、開けられる箱が三つも残っていたのです。

だから韓国が名簿から得た教訓は、こうでした。25%は鉛筆で書かれていました。3,500億ドルを

払い、15%に書き直したけれども、その数字も鉛筆でした。消しゴムを握る手は、韓国にはありま

せんでした。その手がどちらへ動くのか、韓国は三枚の札を持って測らなければなりませんでした。

前の章

第19章 76%の急落が語ったこと

次の章
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第21章 岐路の三枚の手札 ̶ HBM・重要鉱物・通商

前の章

20章 25%の名簿に載った国

次の章

韓国は三枚の手札を持っていました。一枚は強く、一枚は急所で、一枚は請求書でした。ところが、

そのどれ一枚も捨てることができませんでした。強い手札を守るには急所を差し出さねばならず、

急所を守るには請求書を受け取らねばなりませんでした。三枚の手札は、互いに結びついていたの

です。

手札という言葉は、カードゲームで考えるとわかりやすくなります。よい手札が一枚あっても、ほ

かの二枚が悪ければ、そのよい手札を思う存分使うことはできません。韓国がまさにそうでした。

最も強い手札をテーブルに置いた瞬間、二つの巨人が残り二枚の弱点を同時に突いてきたからです。

だからこの章は、三枚のカードの物語です。それぞれがどこで強く、どこで崩れるのか。その強み

と弱みが、どのように一つの体に重なっていたのかを見ていきます。

一枚目の手札はHBMでした。

HBMは高帯域幅メモリの略です。人工知能を動かすチップのすぐそばに張りつき、膨大な量のデー

タを速く運ぶメモリです。人工知能アクセラレーターの血管に当たります。この血管が詰まれば、

どれほど優れた頭脳チップも本来の速度を出せません。だから世界の人工知能チップ価格の中で、

このメモリが占める比重は大きいのです。その血管を、サムスンとSKが9割作っています。二つの

巨人がどちらも欲しがる手札でした。

ところが、強い手札ほど標的になりました。2024年12月2日、米商務省産業安全保障局はHBMを

規制リストに載せました。あわせて持ち出した武器が外国直接製品規則です。英語の頭文字を取っ

てFDPRと呼びます。この規則の論理は一行で足ります。米国製装置で作った物なら、他国の土地で

作って輸出する場合でも米国の許可を受けよ、ということです。韓国の工場で韓国が作ったメモリ

であっても、米国製装置を通ったという理由で、米国の手がその出口に届きます。

さらに痛かったのは、免除リストでした。米国は自国と似た規制体制を持つ33カ国には、この規則

を免除しました。欧州連合加盟国の多く、日本、オーストラリア、英国がそこに入りました。とこ

ろが世界最大のHBM生産国である韓国は、そのリストから外れました。台湾、シンガポールも同じ

く外れました。米国の当局者たちは、米国戦略国際問題研究所にその本音を明かしました。韓国を

韓米日三者の半導体規制協定に引き込むための圧力だった、というのです。免除を餌に、韓国の参

加を引き出そうとしたわけです。

上が詰まるあいだ、下も押さえつけられました。韓国半導体の最大の単一市場は中国です。その水

路が脅かされました。その隙間にファーウェイが入り込みました。ペーパーカンパニーを動員して
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韓国製HBMを前もって大量に買い占め、次世代アクセラレーターの生産を準備したのです。下のほ

うでは、中国の長鑫メモリが汎用メモリを低価格で流し込みました。先端は米国が塞ぎ、汎用は中

国が押しました。9割を握る手が、サンドイッチになったのです。強い手札が、強いがゆえに標的に

なるという逆説です。

二枚目の手札は重要鉱物でした。正確には、手札ではなく急所でした。

重要鉱物は、先端産業の血筋に当たる原料です。半導体を削り、電池を作り、電気自動車のモーター

を回すために入る素材です。韓国はこの血筋を、ほとんどすべて中国から取り入れています。マグ

ネシウムは99.8パーセント、酸化タングステンは92.9パーセント、希土類金属は91.2パーセント

が中国産です。電気自動車用電池の核心である水酸化リチウムも、83.5パーセントが中国から来ま

す。ほとんど全部です。北京が輸出ボタンを一度押せば、韓国の先端工場が次々に止まりかねない

構造なのです。

そしてその上に、中国の0.1パーセント規則がかかっていました。2025年10月9日、中国商務部は

公告第61号を抜き打ちで発動しました。中国の外で作った製品であっても、中国産と指定された希

土類がその価値の0.1パーセントだけ混ざっていれば、北京の許可を受けよという規定です。韓国が

作ったメモリに中国産鉱物が微量混ざり、それが米国の国防網へ向かえば、中国は鉱物を断つこと

ができます。現代自動車と起亜の電気自動車モーターにはジスプロシウムが入っていますが、その

車が米国の防衛産業側へ流れても同じことが起きます。米国が出口を握り、中国が入口を握りまし

た。米国のHBM規制が韓国メモリの出口を締めつけたのなら、中国の0.1パーセントルールは、そ

のメモリを作る鉱物の入口を締めつけたのです。鏡のように向かい合う罠でした。

韓国政府も、この急所を知っていました。

2026年2月5日、産業通商資源部は希土類サプライチェーン総合対策を出しました。管理対象の重

要鉱物を7種から希土類17種全体へ広げました。海外資源開発融資を増やし、支援比率を半分から7

割へ上げ、失敗しても融資の9割を減免することにしました。2,500億ウォン規模のサプライチェー

ン安定化ファンドも作りました。備蓄を100日分へ増やし、廃モーターと廃電池から希土類を再び

取り出すリサイクル技術も育てました。できることはしたのです。

この対策がどこに届くのか、そこから見てみます。備蓄は蔵を満たす仕事です。突然入口が塞がっ

ても、しばらく耐えられる食糧を前もって積んでおくようなものです。調達庁は全国の備蓄基地に

インジウム、スズ、アルミニウム、銅のような原材料を積み、守りの壁を作っておきました。リサ

イクルは、蔵を内側からもう一度満たす仕事です。韓国地質資源研究院は、廃ハードディスクと廃

モーターから希土類磁石を乾式工程で取り出す技術を育てました。群山の廃電池工場は、使い終え

た電気自動車の電池から正極材と負極材を分け、金属を回収します。鎖の片方の端を国内へ引き寄

せ、息を少し通したのです。

ところが、この対策が届かない場所がありました。

備蓄は国境の内側の仕事です。リサイクルも国境の内側の仕事です。ところが中国の0.1パーセント

規則は、完成品を輸出する段階で、国境の外で働きます。蔵をどれほど満たしても、防げない場所

が別にあるという意味です。韓国が原材料を積み、リサイクル技術を育てても、世界の基礎素材に

中国産希土類が敷かれているかぎり、完成品を送り出す最後の関門で北京の許可を避けることはで
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きません。備蓄は入口を増やす仕事であり、0.1パーセントは出口を塞ぐ仕事でした。塞ぐ場所が互

いに違っていたのです。蔵が満杯でも、門の外に中国が立っていれば、荷を積んだトラックはその

前で止まります。

さらに冷たい限界は、時間でした。米国でさえ、鉱山から磁石までつなぐのに5年から10年かかる

と述べました。米国防総省が自国の希土類企業MPマテリアルズに数十億ドルを注ぎ、鉱山から磁石

までの鎖を無理に組み直すにも、それだけの年月がかかると見られています。国家が金を注いでも

そうなのです。鉱物を掘り、分け、精製し、磁石へ成形する段階は、一年分の予算で飛び越えられ

る仕事ではないからです。韓国が1年以内に80パーセントの依存を引きはがすことは、物理的に不

可能でした。

手を握る相手もいませんでした。日本は尖閣紛争の際、中国に希土類を止められると、オーストラ

リアと手を組んで供給源を変えました。巨大な資源大国がそばにあったから可能だったことです。

韓国には、そのような手がかりが見当たりませんでした。中国に返せる資源もなく、オーストラリ

アのようにすぐ供給源を切り替えられる巨大資源国との連帯もありませんでした。中国が報復すれ

ば報復し返す梃子がない、事実上交渉力が空白の場所でした。

三枚目の手札は通商でした。

米国は韓国に25パーセントの相互関税を課しました。相互関税とは、相手がこちらの物にかける分

だけ、こちらもかけるという名分の関税です。トランプ政権は通商法と国際緊急経済権限法を動員

し、この請求書を差し出しました。国際緊急経済権限法は英語の頭文字を取ってIEEPAと呼ばれ、国

家非常事態を宣言すれば大統領が貿易と取引を広く握れるようにする法律です。貿易赤字を非常事

態と定め、関税の根拠にしたのです。韓国製自動車と電池のような主力輸出品が、出血の危機に置

かれました。

韓国は3,500億ドルを約束し、それを15パーセントへ下げました。米国に工場を建て、投資を増や

して関税を和らげる交渉でした。ところが、その投資には逆説がありました。米国に工場を建てる

ため韓国から設備を運べば、対米輸出が増え、赤字が大きくなり、関税率が再び上がります。米国

が関税を課す基準が貿易赤字であるため、赤字を大きくする投資が関税を呼ぶ輪になります。関税

を避けようとする投資が、関税を呼ぶわけです。そのうえ、その工場が動く分だけ韓国の雇用が外

へ抜けていきました。最も強い通商カードが、同時に産業空洞化の入口でした。

三枚の手札を一つの場所に置いてみると、韓国の立ち位置が見えてきます。強い手札も一枚では勝

てず、急所を塞ぐ道は遠く、請求書は鉛筆書きでした。だから韓国は、鯨同士の争いで背中だけを

痛めるエビではありませんでした。二つの巨人が切実に欲しがる技術を握る手でありながら、同時

にその巨人たちの規制に最も弱い体でもありました。手札を握る手と、痛む背中を、一つの体に重

ね持っていたのです。

釜山の休戦が1年を稼いでくれました。2025年10月30日、釜山首脳会談で米中両国は瀬戸際戦術

をしばらく止めました。米国は、制裁リスト企業の持分50パーセント以上の子会社まで縛る50パー

セント子会社規則の施行を1年延期しました。その代わりに中国は、公告第61号のような希土類の

域外規制の世界的施行を1年停止しました。これにより2025年11月10日から2026年11月10日ま

で、韓国はHBM販路への圧迫と鉱物断絶の危機から一時的に逃れ、ラインを動かす息継ぎを得まし
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た。借り物の傘でした。ただ、その傘を開き、閉じる手は北京とワシントンにありました。韓国の

手には、その手がありませんでした。

北京会談でも、この傘はそれ以上伸びませんでした。2026年5月14日と15日の第2回会談で、関税

休戦は延長されませんでした。トランプ本人が、その問題を話し合うことさえしなかったと明らか

にしました。釜山が貸してくれた1年は、釜山で始まったそのまま、過不足のない1年でした。

その1年のあいだに韓国がすべきことは明らかでした。ベトナムとインドネシアに精製施設を建てる

ことです。ベトナムは埋蔵量が大きく、インドネシアはニッケル加工の拠点です。そこに韓国の緩

衝地帯を広げ、中国一国に縛られた鎖をいくつもの筋へほどかねばなりませんでした。その上に、

韓米日三カ国がともに鉱物を備蓄し、情報を分け合う共同網を載せる必要がありました。そして経

済官庁一つの次元を超え、米中の圧力に一つの体で対応する政府全体の司令塔を立てねばなりませ

んでした。鎖を切るのではなく、編み直す仕事です。手を離すデカップリングではなく、鎖を組み

直す仕事でした。

その仕事を1年以内にどれだけ成し遂げたのか、成績表はまだ書かれていません。CSISの言葉のよ

うに、自立は発表や投資額ではなく、鉱山の外へ取り出した実際のトン数で測られるからです。紙

の上の計画ではなく、トラックに積まれた鉱物の重さが答えです。

その1年の砂時計が、2026年11月10日に向かって回っていました。その日、米国の50パーセント

ルールと中国の0.1パーセント規則が同時に目を覚まします。韓国は三枚の手札を握ったまま、その

前に立っていました。問いは一つに集まりました。その1年のあいだ、韓国は何をすべきだったのか。

そして、何をしたのか。

前の章
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エピローグ 再び、11月10日、そして9月24日

前の章

第21章 岐路の三枚の手札 ̶ HBM・重要鉱物・通商

5月14日の夜、人民大会堂の晩餐会場で、トランプがマイクを握りました。彼は9月24日に習近平

夫妻をホワイトハウスへ招くと言いました。日付を明示し、公の場に投げかけた招待でした。われ

われの貿易がそうであるように、この訪問も相互に利益あるものになるだろう、と付け加えました。

晩餐会場で日付を断言するというのは、見た目以上に大きなことです。国家元首の訪問は、ふつう

外交実務者が数カ月かけて静かに調整したあとで発表されます。トランプはその手順を飛び越え、

シャンデリアの下で、客たちが見ている席で、先に日付を口にしました。会談を終えながら投げた

即興の一言ではなく、次の会合の舞台をあらかじめ敷いておく一手でした。

2日間の会談で、二人の巨人は共同声明を一枚も出せませんでした。関税休戦を延長することもでき

ませんでした。レアアースも、半導体も、台湾も、そのまま残して別れました。首脳会談が終われ

ば、両国が合意した内容を一つの文書にまとめ、共同で発表するのがふつうです。今回はそうでき

ませんでした。米国は米国で、中国は中国で、互いに異なる発表文を別々に出しました。米国側は

レアアースとイラン、ホルムズ海峡の開放を強調しましたが、中国側の発表文にはそのくだりが抜

けていました。代わりに中国は「建設的な戦略的安定」という新しい表現と台湾問題を前面に出し

ました。同じ席に座っていた二人が、まったく別の会談をして出てきたかのようでした。

ところが、その手ぶらの会談が生んだものが一つありました。次の約束です。この会談の最大の産

物は合意文ではなく、次の会談を予約したという事実そのものでした。貿易と投資の問題を話し続

けるという原則、9月に再び会うという約束。それが2日間の首脳会談が残したすべてでした。

カレンダーに二つの日付が刻まれました。9月24日と11月10日です。

11月10日がなぜ重い日なのかを知るには、その1年前に戻らなければなりません。2025年10月30

日、釜山で第1回首脳会談が開かれました。慶州APEC首脳会議を機に設けられた場でした。そのと

き両国は、巨大な世界経済危機の崖っぷちから一歩退きました。米国は、ファーウェイのような制

裁企業が偽装子会社を通じて規制をすり抜ける道をふさぐ「50パーセント・ルール」と、中国の海

運・造船業を狙った入港手数料措置の実施を、11月10日から1年間延期しました。エンティティ・

リストとは、米国が取引を禁じている制裁企業の名簿です。50パーセント・ルールは、その名簿に

載った企業が過半の持ち分を握る子会社まで、同じ名簿に載ったものとみなす規則です。看板だけ

を掛け替えた偽装会社で制裁を逃れられないように、網の目を細かくしたわけです。中国はその交

換条件として、世界に向けて押し通そうとしていたレアアース域外輸出許可制を1年間止めました。

レアアースは磁石や電気自動車、精密兵器に入る中核鉱物で、中国がその精製市場をほぼ握ってい

ます。両国は互いの急所に向けた刃を、1年だけ鞘に収めておくことにしたのです。

11月10日は、釜山で結んだ結び目がほどける日です。その日、五つの時計が同じ時刻に鳴ります。

米国の50パーセント・ルールが目を覚まし、中国の0.1パーセントの網が広がり、猶予されていた

関税と港湾手数料がよみがえります。0.1パーセントの網とは、中国の公告61号を指します。韓国

産半導体の完成品に中国産レアアースが0.1パーセントでも混ざっていれば、北京の許可を受けなけ
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ればならないという規則です。爪の先ほど入っているだけでも、中国が判を押さなければ品物は外

へ出られません。その1カ月半前、9月24日に習近平がワシントンへ来ます。期限が破裂する直前に

設定された最後の談判です。二つの日付は一本の糸でつながっていました。9月に結び目を結び直せ

なければ、11月にすべてが一度にほどけます。

同じ時計を、二人は違う読み方で見ていました。

トランプの時計は6カ月刻みでした。11月に中間選挙を迎えなければならず、その前に習近平をホ

ワイトハウスのレッドカーペットに立たせなければなりませんでした。米国大統領にとって中間選

挙は、任期の半ばに受け取る成績表のようなものです。その前に中国を屈服させたという一枚の絵

が、有権者に見せる札でした。その一枚の絵のために、彼は台湾への武器売却書類への署名を遅ら

せました。9月24日という日付を生中継で口にした瞬間、彼は自分が9月に習近平を切実に必要とし

ているという札を、自ら広げて見せました。交渉では、相手のほうが急いでいるとわかれば、主導

権はそちらへ移ります。主導権は北京へ移りました。習近平の時計は10年刻みでした。2027年の

党大会と次の5カ年計画が、その中にありました。中国の指導者は選挙で任期を区切られません。彼

に急ぐ理由はありませんでした。トランプは6カ月分の見出しを買い、習近平は自立に必要な時間を

買いました。

この1年は平和ではありませんでした。次の衝突を準備する期間でした。休戦は条約ではありません。

両国は対立の根を治したのではなく、互いに狙いを定めていた人質をしばらく交換し、銃を下ろし

ただけです。下ろした銃は、いつでもまた手に取れます。

米国はその1年を、自国の崩れた鉱物供給網を組み直すことに使いました。国防総省がMPマテリア

ルズの主となり、分離塔を回しました。MPマテリアルズは、米国内に一つ残ったレアアース統合生

産企業です。国防総省が直接株式を買い入れて最大株主となり、中国が価格をたたき落としても耐

えられるよう、一定価格を下回らないように支えることにしました。鉱山で掘った鉱物を磁石まで

一本の線で結ぶという構想でした。しかし、鉱山から磁石までつなぐには5年から10年かかります。

地中の調査から精製設備の建設まで、この産業は長い時間を食います。1年ではとても足りませんで

した。中国はその1年を、倉を満たすことに使いました。ファーウェイのチップを作り、メモリをた

め込み、規則が再び閉じる前に買えるものを買いました。買いだめしたものの一つがHBMです。高

帯域幅メモリと呼ばれます。人工知能チップのそばに付いてデータを高速で運ぶメモリで、人工知

能の演算には欠かせません。規制が再び閉じる前に、買えるうちにあらかじめ積み上げておいたの

です。二人の巨人がそれぞれの畑で盾を鍛えているあいだ、その1年の休戦地帯の真ん中に韓国がい

ました。

北京会談の前日、米国財務長官と中国副首相がそろってソウルに立ち寄りました。韓国大統領と1時

間差で会い、仁川空港で最後の実務交渉を終えました。釜山に続いてもう一度、韓国が米中の出会

う舞台になったのです。舞台を貸すことは資産のように見えました。二つの大国が韓国の地を選ん

で向かい合って座るのだから、韓国がそれだけ重要な場所にいるように見えました。しかし、ある

外交分析はそれを負債と呼びました。二つの大国が韓国を便利な舞台として使うだけで、脚本の権

限は渡さなかったからです。照明は浴びましたが、せりふはありませんでした。

その1年のあいだに韓国がすべきだったことは明らかでした。ベトナムとインドネシアに精製施設を

建て、日米韓の共同備蓄網を組み、輸出の道をASEANと消費財へ広げ、経済官庁を越えた司令塔を
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立てることです。韓国はマグネシウムの99パーセント、酸化タングステンの9割を超える量を中国

に頼っています。マグネシウムは製造業の塩であり、酸化タングステンは半導体工程で使われます。

判一つで工場が止まり得る場所です。国内に鉱物をため込むだけでは、その危険は解けません。中

国の0.1パーセント・ルールは韓国の中で起きることではなく、韓国が作った品物を外へ送り出す最

後の通り道で作動するからです。備蓄を増やし、廃バッテリーを再利用しても、輸出の出口で中国

が判を握っていれば、工場はその場で止まります。だから必要なのは国内備蓄を越えて、中国の外

に精製の道を別に開き、同盟国とともに備蓄網を組むことでした。言葉ではなく、トンで証明しな

ければならないことでした。鉱山の外へ取り出した鉱物のトン数、新しく敷いた生産ラインの数で

書き出すべき成績表でした。その成績表はまだ書かれていません。砂時計がまだ尽きていないから

です。

プロローグで、習近平はトランプにバラの種を渡しました。ホワイトハウスの庭に植えるようにと

言いました。種は一年を土の中で過ごし、次の春に花を咲かせます。その年に何を植えるかが、次

の春を決めます。二人の巨人は、それぞれの畑に盾を植えました。では韓国はその1年のあいだに、

何を植えたのでしょうか。

11月10日に時計が鳴るとき、韓国は二頭のクジラのあいだで背中を裂かれた場所に座り込んでいる

のでしょうか。それとも、1年かけて積み上げた力で握った札を広げて見せるのでしょうか。その答

えは、この本が終わる今も空欄のまま残っています。そしてその空欄を埋める人は、トランプでも

習近平でもありません。
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